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令 和 元 年 

枕崎市議会第４回定例会会期及び会期日程 

会期及び会期日程 

１ 会  期  ２７日間（９月６日～１０月２日） 

２ 会期日程 

月  日（曜） 区  分 時  間 内      容 

９月 ６日（金） 本会議 

 

前 9：30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

開  会 

開  議 

会議録署名議員の指名 

会期について 

諸般の報告 

行政報告 

議案上程（日程第5号－第24号） 

提案理由の説明、質疑 

予算特別委員会及び決算特別委員会の

設置並びに委員の選任 

議案委員会付託 

議案上程（日程第25号－第27号） 

提案理由の説明 

質疑、討論、表決 

報告（日程第28号－第30号） 

散  会 

９月 ７日（土） 休 会 
 

   

９月 ８日（日） 休 会 
    

９月 ９日（月） 本会議  前 9：30 １ 

２

３ 

開  議 

一般質問（５名） 

散  会 

９月１０日（火） 本会議  前 9：30 １ 

２

３ 

開  議 

一般質問（５名） 

散  会 

９月１１日（水） 休 会 委員会 前 9：25 １ 総務文教委員会 

９月１２日（木） 休 会 委員会 前 9：25 １ 産業厚生委員会 

９月１３日（金） 休 会 委員会 
前 9：26 

後 2：37 

１ 

１ 

予算特別委員会 

決算特別委員会 

９月１４日（土） 休 会     
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９月１５日（日） 休 会     

９月１６日（月） 休 会     

９月１７日（火） 休 会 委員会 前 9：02 １ 決算特別委員会 

９月１８日（水） 休 会 委員会 前 9：26 １ 決算特別委員会 

９月１９日（木） 休 会 委員会 前 9：26 １ 決算特別委員会 

９月２０日（金） 休 会 委員会 前 9：25 １ 決算特別委員会 

９月２１日（土） 休 会     

９月２２日（日） 休 会     

９月２３日（月） 休 会     

９月２４日（火） 休 会     

９月２５日（水） 休 会 委員会 前 9：22 １ 議会運営委員会 

９月２６日（木） 休 会  
 

 
 

９月２７日（金） 本会議  前 9：30 １ 

２ 

３ 

４ 

５

６

７

８

９

10 

11 

開  議 

議案上程（日程第1号－第5号） 

委員長報告 

質疑、討論、表決 

議案上程（日程第6号－第8号） 

委員長報告 

質疑、討論、表決 

議案上程（日程第9号－第12号） 

委員長報告 

質疑、討論、表決 

散  会 

９月２８日（土） 休 会     

９月２９日（日） 休 会     

９月３０日（月） 休 会 委員会 前 9：28 １ 議会運営委員会 
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１０月 １日（火） 休 会 
 

 
  

１０月 ２日（水） 本会議 

 

前 9：30 １ 

２ 

３ 

４ 

５

６ 

７ 

 

８ 

９ 

10 

開  議 

議案上程（日程第1号－第7号） 

委員長報告 

質疑、討論、表決 

議案上程（日程第8号） 

表  決 

陳情第３号に係る継続審査申し出につ

いて 

継続調査申し出について 

議員派遣について 

閉  会 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本 会 議 第 １ 日 
 

（令和元年９月６日） 
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令和元年枕崎市議会第４回定例会 

 

 議事日程（第１号） 

 

令和元年９月６日 午前９時３０分開議 

日程 

番号 

議案 

番号 
件              名 

付 託 

委員会 

 

１ 

 

２ 

 

３ 

 

４ 

 

５ 

 

６ 

 

７ 

 

８ 

 

９ 

 

１０ 

 

 

１１ 

 

 

１２ 

 

 

１３ 

 

 

１４ 

 

１５ 

 

１６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２１ 

 

２２ 

 

２３ 

 

２４ 

 

２５ 

 

２６ 

 

 

２７ 

 

 

２８ 

 

 

２９ 

 

 

３０ 

 

３１ 

 

認１ 

 

会議録署名議員の指名 

 

会期について 

 

諸般の報告 

 

行政報告 

 

令和元年度枕崎市一般会計補正予算（第３号） 

 

令和元年度枕崎市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 

令和元年度枕崎市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 

令和元年度枕崎市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

枕崎市印鑑条例の一部を改正する条例の制定について 

 

枕崎市職員の給与に関する条例及び枕崎市旅費支給条例の一部を改正

する条例の制定について 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係

条例の整備に関する条例の制定について 

 

枕崎市会計年度任用職員の給与、旅費及び費用弁償に関する条例の制

定について 

 

枕崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

枕崎市消防団条例の一部を改正する条例の制定について 

 

枕崎市過疎地域自立促進計画の変更について 

 

平成30年度枕崎市一般会計歳入歳出決算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予 特 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

産 厚 

 

総 文 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

産 厚 

 

 

総 文 

 

〃 

 

決 特 
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１７ 

 

１８ 

 

１９ 

 

２０ 

 

２１ 

 

２２ 

 

２３ 

 

２４ 

 

２５ 

 

２６ 

 

２７ 

 

２８ 

 

２９ 

 

３０ 

 

 

認２ 

 

認３ 

 

認４ 

 

認５ 

 

認６ 

 

認７ 

 

陳２ 

 

陳３ 

 

３２ 

 

３３ 

 

３４ 

 

報４ 

 

報５ 

 

報６ 

 

 

平成30年度枕崎市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

 

平成30年度枕崎市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

 

平成30年度枕崎市介護保険特別会計歳入歳出決算 

 

平成30年度枕崎市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算 

 

平成30年度枕崎市立病院事業決算 

 

平成30年度枕崎市水道事業決算 

 

歩道のバリアフリー化推進と道路の改良についての陳情 

 

三島村営フェリーみしま枕崎港寄港に関する陳情 

 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

健全化判断比率について 

 

資金不足比率について 

 

専決処分の報告について 

 

決 特 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

産 厚 

 

総 文 

 

 

 

○ 本日付議された事件は議事日程（第１号）のとおり  
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１ 本日の出席議員次のとおり 

１番 中 原 重 信 議員     ２番 眞 茅 弘 美 議員 

３番 上 迫 正 幸 議員     ４番 沖 園   強 議員 

５番 禰 占 通 男 議員    ６番 城 森 史 明 議員 

７番 豊 留 榮 子 議員     ８番 吉 嶺 周 作 議員 

９番 立 石 幸 徳 議員     10番 下 竹 芳 郎 議員 

11番 永 野 慶一郎 議員 12番 東   君 子 議員 

13番 清 水 和 弘 議員     14番 吉 松 幸 夫 議員 

 

１ 本日の書記次のとおり 

上 園 信 一 事務局長     松 田 章 子 書記 

田 代 勝 義 書記         溝 口 達 也 書記 

 

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり 

前 田 祝 成 市長        小 泉 智 資 副市長 

本 田 親 行 総務課長         東中川   徹 企画調整課長 

鮫 島 寿 文 水産商工課長 川 崎   満 市民生活課長 

佐 藤 祐 司 財政課長  山 口 英 雄 福祉課長 

松 崎 信 二 建設課長  原 田 博 明 農政課長 

田 中 義 文 健康課長  神 園 信 二 税務課長 

堂 園 力 郎 地域包括ケア推進課長 松 田   誠 水道課長 

永 江   隆 水道課参事 高 山 京 彦 市立病院事務長 

下 山 健 一 農委事務局長兼農業振興係長 小 峯 恵美子 監査委員事務局長 

水 流 敏 幸 監査委員   堂 原 耕 一 企画調整課参事 

田 中 幸 喜 総務課参事    新屋敷   増 水産商工課参事 

日 渡 輝 明 市民生活課参事  平 塚 孝 三 選管事務局長 

日 髙 広 子 会計管理者兼会計課長 丸 山 屋 敏 教育長 

山 口 美津哉 教委総務課長    益 満 裕 美 学校教育課長 

末 永 俊 英 生涯学習課長    中 嶋 章 浩 文化課長 

豊 留 信 一 保健体育課長兼給食センター所長 松 田 勇 一 保健体育課参事兼国体推進係長 

中 原 浩 二 消防長  松 田 正 知 消防総務課長兼消防団係長 

俵積田 一 豊 警防課長兼消防署長 山 口   太 総務課行政係長 

中 山 俊 吾 総務課行政係主任   鮎 川   智 総務課行政係主事 
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午前９時30分 開会 

○中原重信議長 令和元年第４回定例会が本日招集されましたが、出席議員14人で定足数に達

し、議会は成立いたしました。 

よって、開会いたします。 

本日の議事日程は、配付のとおりであります。 

これから議事日程に従い会議を開きます。 

日程第１号会議録署名議員の指名を行います。 

本定例会の会議録署名議員として、４番沖園強議員、11番永野慶一郎議員を指名いたします。 

次に、日程第２号会期についてを議題といたします。 

お諮りいたします。 

本定例会の会期は、本日から10月２日までの27日間にしてはと思いますが、御異議ありませ

んか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

この際、お諮りいたします。 

休会日は、お手元の会期日程に記載のとおり定めてはと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

なお、会期中の日程は、お手元の会期日程によりますので、御承知おき願います。 

次に、日程第３号諸般の報告を行います。 

監査委員から、６月、７月及び８月執行の例月現金出納検査結果報告書を受理し、事務局に保

管してありますので、御閲覧願います。 

また、令和元年第３回定例会以後の議長会等の報告につきましては、お手元に配付いたしてあ

りますので、御承知おき願います。 

以上で、報告を終わります。 

次に、日程第４号行政報告を行います。 

市長から発言の申し出がありますので、これを許可いたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 令和元年第４回枕崎市議会定例会の開会に当たりまして、行政報告を申し上げ

ます。 

９月１日に本市は市制施行70周年を迎えました。記念式典には参議院議員の尾辻秀久先生を

初め、市内外からの多くの御来賓、そして市民の皆さんを迎えて記念式典を開催することができ

ました。改めまして、式典に御参加いただいた皆様に心からお礼申し上げます。 

さて、我が国の経済は８月の月例経済報告によりますと、景気は緩やかに回復しているとの判

断ですが、10月の消費税増税、また日韓関係の関係悪化、米中貿易摩擦の影響など、不安な要

素が多く見られるところです。 

先月末の九州北部での豪雨災害など、夏の間、ことしも大雨等による自然災害が発生しました。

県内でも、７月３日の豪雨により、お隣、南さつま市の大王川の堤防が決壊するなどの被害が発

生しましたが、本市でも災害対策本部を設置し、警戒レベル４の避難勧告の発令を行い、51名

の市民が避難所へ避難されました。 

また、さきの６月定例会中の６月28日には、旭町の住宅に刃物を持った男が強盗に入るとい

う事件が発生しました。 
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犯人は、８日後の７月６日に逮捕されましたが、逮捕されるまでの間、市民の安全が脅かされ

る状況が続いたことから、本市、近隣自治体の各学校では児童生徒の安全確保を図るため、保護

者送迎や集団登下校が実施されました。改めて、災害や犯罪などに対する危機管理体制の重要性

を認識させられました。 

そして、先週末には出水市で４歳の小さな子供が自宅で命を落とすという痛ましい事件が発生

しました。小さな子供の命を守る立場の親、大人、地域、その働きをもう一度見直すこと、そし

て命ということにしっかりと向き合う社会、地域をつくっていくことの大切さを感じるところで

す。 

それでは、本市のさきの６月定例会以降の諸報告を申し上げます。 

まず、８月３日、４日はことしも、さつま黒潮きばらん海枕崎港まつりが開催され、主催者発

表で約13万人のお客様が来場されました。 

ことしも市民を初めとした多くの関係者の皆様の御寄附により、九州最大級の三尺玉の花火を

打ち上げることができました。祭り運営に携わっていただきました実行委員会、関係者の皆様に

感謝申し上げます。 

次に、市制施行70周年について申し上げます。 

冒頭でも申し上げましたが、９月１日の市制施行記念日には記念式典を二部構成で行いました。 

第一部では、枕崎中学校、桜山中学校の吹奏楽部の皆さんの吹奏楽演奏、そして火の神乙女太

鼓爽と、よさこいチームの枕崎舞炎鰹の競演といった枕崎の未来を支える若い人たちが、式典に

花を添えてくださいました。 

第二部では、「命の参観日」と題した講演をシンガーソングライターの玉城ちはるさんに行っ

ていただきました。 

また、今月８日には夏休みに子供たちが制作に携わってくれた青空美術館100基目の作品の除

幕式が予定されております。 

先日の全員協議会でも報告いたしましたが、移転が計画されている新薩南病院の建設候補地が

南さつま市加世田村原の県有地に決定いたしました。今後は、本市の利用者の利便性を図るため

の道路網の整備や交通手段の強化などに取り組んでいく必要があります。 

また、この南薩地域医療圏の大きな課題である周産期医療体制の整備や災害拠点病院としての

機能等の充実については、地域振興局や南薩４市の関係者で構成される地域医療構想調整会議の

場などでしっかりと議論、検討していく必要があります。 

同じく、全員協議会で報告させていただきました株式会社枕崎お魚センターが、８月19日付

で受けました枕崎牛の賞味期限に関する保健所指導については、再発防止策を提出し、消費者の

皆様に店頭とホームページにて報告させていただきました。 

また、ふるさと納税の返礼品としても取り扱っていたことから、御寄附をいただきました方々

へは、本市のほうからおわびの文書を送らせていただきました。今後、二度とこのようなことが

起こらないよう、お魚センターへ強く指導をしたところです。 

私は、７月から８月にかけて４回の要望活動に出向きました。 

７月17日には、ＪＲ九州本社を訪問し、指宿枕崎線の路線維持と利用促進強化の要望書を提

出しました。７月30日には、全国水産都市三団体連絡協議会として水産都市の抱える諸課題を

財務省、農林水産省、地元国会議員へ要望事項として提出しました。８月26日には、南薩地区

総合開発期成会として地域医療、道路網の整備促進、南薩畑地かんがい更新事業の早期整備促進

などについて要望書を関係官庁に提出し、同時に地元選出国会議員へは、令和２年度末で終了す

る過疎地域自立促進特別措置法にかわる新たな過疎対策法の制定について、個別にお願いをさせ

ていただきました。 

また、今年度から枕崎市独自で当局、議会、漁業協同組合、水産加工業協同組合、商工会議所
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と共同で南薩縦貫道の機能強化についての要望活動を開始し、７月22日、県の土木部長を訪問

いたしました。 

今後も精力的な要望活動に努めてまいりたいと思います。 

以上、報告を終わります。 

○中原重信議長 ただいまの報告については、御承知おき願います。 

次に、日程第５号から第24号までの20件を一括議題といたします。 

市長提出に係る案件について、市長に提案理由の説明を求めます。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 提案理由の説明を申し上げます。 

今議会に提案しようとする案件は、補正予算４件、条例６件、枕崎市過疎地域自立促進計画の

変更について１件、人事案件３件、決算７件及び報告事項３件の計24件であります。このうち、

人事案件及び報告事項を除く18件について説明を申し上げます。 

まず、議案第21号令和元年度枕崎市一般会計補正予算（第３号）について申し上げます。 

今回の補正は、歳入歳出それぞれ３億3,400万円を追加し、予算総額を124億1,080万円にしよ

うとするものです。 

地方債の補正は、補助災害復旧事業の追加と過疎対策事業ほか４件の変更によるものです。 

補正予算の主なものとしましては、平成30年度決算剰余金の財政調整基金への積み立て及び

地方債の繰上償還の実施、生活保護費など平成30年度の事業費確定に伴う国県支出金等の精算

返納金、別府小学校校舎の外壁改修に取り組む小学校施設整備費、単独災害復旧事業、補助災害

復旧事業などをお願いしてあります。 

その他、主な内容につきましては、別途説明資料を添付してありますので、省略させていただ

きます。 

次に、議案第22号令和元年度枕崎市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について申し

上げます。 

今回の補正は、歳入歳出それぞれ1,036万2,000円を追加し、予算総額を35億9,334万7,000円

にしようとするものです。 

補正の内容は、総務管理費並びに償還金及び還付加算金の増額と、保健事業費の減額でありま

す。 

以上の財源として、県支出金、繰越金及び国庫支出金の増で措置いたしました。 

次に、議案第23号令和元年度枕崎市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について申

し上げます。 

今回の補正は、歳入歳出それぞれ213万3,000円を追加し、予算総額を３億3,132万円にしよう

とするものです。 

補正の内容は、後期高齢者医療広域連合納付金及び繰出金の増額と、保健事業費の減額であり

ます。 

以上の財源として、繰越金の増及び諸収入の減で措置いたしました。 

次に、議案第24号令和元年度枕崎市介護保険特別会計補正予算（第２号）について申し上げ

ます。 

今回の補正は、歳入歳出それぞれ１億3,481万4,000円を追加し、予算総額を28億2,798万

8,000円にしようとするものです。 

補正の内容は、介護給付費準備基金積立金、介護給付費負担金等返納金及び一般会計繰出金の

増額などであります。 

以上の財源として、繰越金、繰入金及び国庫支出金の増で措置いたしました。 

次に、議案第25号枕崎市印鑑条例の一部を改正する条例の制定について申し上げます。 
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これは、住民基本台帳法施行令等の一部改正に伴い、住民票に旧氏が記録されている者に係る

印鑑登録証明書に旧氏の記載を行う等、印鑑登録における旧氏の取り扱いについて必要な事項を

定めるほか、所要の改正をしようとするものです。 

次の議案第26号枕崎市職員の給与に関する条例及び枕崎市旅費支給条例の一部を改正する条

例の制定につきましては、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係

法律の整備に関する法律による地方公務員法の一部改正により、地方公務員の欠格条項から成年

被後見人等が削除されることに伴い、職員の期末手当、勤勉手当及び旅費に係る関係規定につい

て、所要の改正をしようとするものです。 

次の議案第27号地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の

整備に関する条例の制定につきましては、地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律に

より、会計年度任用職員の任用等及び特別職非常勤職員等の任用要件に関する規定の整備がなさ

れたことに伴い、関係条例の整備をしようとするものです。 

次の議案第28号枕崎市会計年度任用職員の給与、旅費及び費用弁償に関する条例の制定につ

きましては、会計年度任用職員制度の創設に伴い、本市における会計年度任用職員の給与、旅費

及び費用弁償に関する事項を定めるものです。 

次の議案第29号枕崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例の制定につきましては、特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正をしようとするものです。 

次の議案第30号枕崎市消防団条例の一部を改正する条例の制定につきましては、成年被後見

人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律による地方公

務員法の一部改正により、地方公務員の欠格条項から成年被後見人等が削除されることを踏まえ、

本市消防団員についても同様の措置を講ずるため、所要の改正をしようとするものです。 

次の議案第31号枕崎市過疎地域自立促進計画の変更につきましては、枕崎市過疎地域自立促

進計画の一部を変更することについて、過疎地域自立促進特別措置法第６条第７項において準用

する同条第１項の規定に基づき、議会の議決を得ようとするものです。 

なお、認定事項第１号平成30年度枕崎市一般会計歳入歳出決算、認定事項第２号平成30年度

枕崎市国民健康保険特別会計歳入歳出決算、認定事項第３号平成30年度枕崎市後期高齢者医療

特別会計歳入歳出決算、認定事項第４号平成30年度枕崎市介護保険特別会計歳入歳出決算、認

定事項第５号平成30年度枕崎市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算、認定事項第６号平成30

年度枕崎市立病院事業決算、認定事項第７号平成30年度枕崎市水道事業決算についても、それ

ぞれ認定をお願いしてあります。 

これらのうち、認定事項第７号平成30年度枕崎市水道事業決算については、剰余金処分計算

書案もあわせて提出してあります。 

以上、主な点のみ申し上げましたが、よろしく御審議くださるようお願い申し上げまして、提

案理由の説明を終わります。 

○中原重信議長 ただいま上程中の案件に対し、質疑はありませんか。 

○13番清水和弘議員 私は、議案第26号、27号、28号について質疑をいたします。 

まず、議案第26号枕崎市職員の給与に関する条例及び枕崎市旅費支給条例の一部を改正する

条例の制定について質疑をいたします。 

ここに地方公務員の欠格条項から成年被後見人等が削除されることに伴い、職員の期末手当、

勤勉手当及び旅費に係る関係規定について所要の改正をするものとあります。 

これについてですね、本市の場合、この欠格条項からその成年被後見人が削除されることに伴

う職員の期末手当、勤勉手当及び旅費はどのぐらいの影響を受けるのか、また、この人数につい

てお尋ねいたします。 
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○本田親行総務課長 ただいま御質疑のありました議案第26号枕崎市職員の給与に関する条例

及び枕崎市旅費支給条例の一部を改正する条例の制定についてでございますけども、提案理由は

市長のほうからありましたように、今回の改正は、成年被後見人等の権利の制限による措置の適

正化を図るため、関係法律の整備に関する法律が、平成28年度に制定の法律によりまして、条

例を改正するものでございますけれども、この法律は平成28年度に制定された成年後見制度の

利用の促進に関する措置に基づく措置として、成年被後見人等の人権が尊重され、成年被後見人

等であることを理由に不当に差別されないよう、成年被後見人等に係る欠格条項、その他の権利

の制限に係る措置の適正化を図ろうとすることを目的として、本年６月14日に公布されたもの

でございます。この法律によりまして、約180の法律について見直しが行われます。 

地方公務員法におきましては、地方公務員法の欠格条項から成年被後見人及び被保佐人が削除

されまして、本年12月14日から施行されます。 

これに伴いまして、枕崎職員の給与に関する条例におきましては、期末手当及び勤勉手当の支

給の対象となる職員として、６月と12月の基準日以前１カ月以内に成年被後見人、被保佐人と

なって失職した職員もその支給対象とすることが規定されておりますけれども、当該規定が不要

となることから、関係規定の改正を行うほか、枕崎市旅費支給条例においては、地方公務員法の

欠格条項から成年被後見人が削除されることに伴う条文整備でございます。 

欠格条項の中から成年被後見人等が削除されるということで、期末手当等に影響が出るもので

はございません。 

○13番清水和弘議員 それとですね、議案第27号なんですけど、ここに地方公務員法及び地方

自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定についてなんです

けど、ここに会計年度任用職員の任用等及び特別職非常勤職員等の任用要件に関する規定の整備

がなされないことに伴い、関係条例の整備をしようとするものであるとありますけど、この施行

期日はいつからなのかですね。それとまた、影響を受ける人数、影響額と任用職員数、特別非常

勤数はどのぐらいになるのか、お尋ねいたします。 

○本田親行総務課長 地方公務員法及び地方自治法の一部改正につきましては、施行期日は令和

２年４月１日からでございます。そのことに伴いまして、新たに会計年度任用職員制度が創設さ

れ、会計年度任用職員には期末手当の支給が可能となるものでございます。 

現在、本市におきましては、企業会計を除きまして85人の臨時非常勤職員が、１年間を通じ

て雇用される臨時非常勤の方々が85人、現段階でいらっしゃいます。 

この方々が、そのまま会計年度任用職員に移行したと想定しまして、勤務条件等につきまして

も、今回の条例で大枠を定めるわけですけども、現在想定しております大枠に基づいて推計をい

たしますと、約5,000万円の経費増になるものと考えております。 

○13番清水和弘議員 次に、議案第28号なんですけど、枕崎市会計年度任用職員の給与、旅費

及び費用弁償に関する条例の制定についてですけど、ここにですね、会計年度任用職員制度の創

設に伴い、本市における会計年度任用職員の給与、旅費及び費用弁償に関する事項を定めるもの

であるとありますけど、この内容についてお伺いいたします。 

○本田親行総務課長 この条例につきましては、ただいま申しましたとおり、会計年度任用職員

の給与でありますとか、勤務条件等についての大枠を定めるものでございます。個々の職につい

ての報酬につきましては、今後、来年４月１日の採用に向けて公募を行う時期までに具体的に決

定していくことになります。 

○９番立石幸徳議員 提案されました議案についてですね、質疑をいたします。 

予算の関係では１点ほどですね、国保会計の補正なんですが、ここでオンライン資格確認シス

テム、こういったものを導入するということなんです。これは、さきの通常国会で成立しました

国保法の改正の中でですね、被保険者の確認をするためのシステムであると、そういうふうに理
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解しているんですけれども、この事業の目的、意義、そういったものについてお尋ねをいたしま

す。 

それから、条例関係では幾つか答弁もありましたけれども、議案第25号の施行日ですね、こ

れは令和元年11月５日と。それから、先ほどもありました議案第26号の施行日が令和元年12月

14日と、節目の施行日ではないわけなんですけども、何が根拠になっているのかですね、施行

日について説明をいただきたいと思います。 

それから、今度の９月議会で一番大きな議案ではないかと思うんですが、議案第27号、28号

についてですね、27号は地公法と自治法の改正の関連ですので、総務文教委員会で逐一関連の

条例を審査をいたしますけれども、本会議の中では新制度に当たっての本市の対応、大きな要点

部分について質疑をいたします。 

私自身は、ちょうど１年前の昨年９月議会でですね、会計年度任用職員の件で一般質問をいた

しました。 

その際、本市の現状、30年４月１日現在の現状、先ほど総務課長が現時点での臨時職、特別

職の非常勤職員85名と言われましたけども、30年４月１日現在では臨時職14名、特別職の非常

勤職員69名ちゅうことで83名の人数だったんですね。 

そこで、今度の制度改正で来年度以降、この臨時職、特別職の非常勤職員がどのようになるの

か。条例改正の中では、例えば統計調査員、こういう専門性を有する者は特別職としてそのまま

残すと。そのほかについては、全て一般職の非常勤職員になると、こういうふうに理解していい

んですかね。この辺の関連の規則が出ていませんので、もうちょっと詳細に説明をいただきたい

と思います。 

それから、この関係の一番大きな注目点といいましょうか、期末手当を初め各種手当が増にな

っていくわけなんですけれども、先ほど総務課長は5,000万円の増を見込んでいると、これはメ

ディアによりますと、全国規模ではこの制度改正で1,000億円という数字が出されておりますよ

ね。先ほどの5,000万円は、平年度最大を見て5,000万円という理解でいいんですかね。 

それから３点目に、会計年度任用職員条例関連の関係規則、この辺の整備はどこまで進んでい

るのか。以上、お尋ねをいたします。 

○田中義文健康課長 私のほうからは、オンライン資格確認システムの目的、意義につきまして

御説明をいたします。 

このオンライン資格確認につきましては、全ての医療保険加入者が全国の保険医療機関、保険

薬局、訪問看護事業所でマイナンバーか被保険者証を提示することにより、サービスを受けるこ

とができるという仕組みであります。 

オンライン資格確認は、マイナンバーカードの普及と医療保険事務の効率化や患者の利便性の

向上を図るため、令和３年３月から本格運用しようとするものであります。 

このオンライン資格確認を導入するメリットにつきましては、被保険者にとっては医療機関等

における資格確認がシステム化されることにより、待ち時間が減少すること、限度額認定証など

申請しなくても医療機関で適用区分が確認できること、資格喪失などによる医療機関等からの問

い合わせの減少などが考えられております。 

そのほか、自分の薬剤情報や特定健診データの閲覧が可能になることで、健康づくりや利便性

の向上につながることが期待されております。 

保険者にとりましては、資格確認が適正に行われることや限度額認定証などの交付申請事務の

減少、保険証の発行・回収事務の減少、過誤請求の事務コストの削減などが考えられています。 

医療機関にとっては、保険証確認による窓口の混乱の緩和、過誤請求の事務コストの削減など

が期待されているところでございます。 

○川崎満市民生活課長 私のほうからは、議案第25号の印鑑条例の一部改正の施行日が令和元
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年11月５日になっている理由について説明いたします。 

まず、この一部改正の内容について説明いたしますと、住民基本台帳法施行令の一部改正が平

成31年４月17日に公布され、令和元年11月５日に施行されます。 

この住基法施行令の一部改正の内容は、本人の申し入れにより、住民票及びマイナンバーカー

ドに旧氏を併記できるようになるというものであります。 

この改正に伴い、印鑑登録事務においても住民票に旧氏の記録がある場合において、旧氏であ

らわした印鑑の登録ができるように印鑑条例の一部を改正するものであります。 

このようなことで、住民基本台帳施行令の一部改正に伴い、印鑑条例の一部改正を行うことか

ら、施行日を住民基本台帳施行令の施行日11月５日にあわせて施行するものであります。 

○本田親行総務課長 議案第26号枕崎市職員の給与に関する条例及び枕崎市旅費支給条例の一

部を改正する条例の施行日が、本年12月14日からの施行ということについてのお尋ねでござい

ますけども、その改正のもととなる成年被後見人等の権利の制限に関する措置の適正化等を図る

ための関係法律の整備に関する法律の施行が12月14日となっていることによります。 

それから、現在の嘱託員等で特別職として残るのが統計調査員等ということになるのかという

御質問でございますけども、今回の会計年度任用職員の創設のもととなります地方公務員法の改

正につきましては、一般職の非常勤職員の任用等に関する制度が不明確であったことから、特別

職非常勤職員及び臨時的任用の職員の任用要件を厳格化して、会計年度任用職員への移行を図る

というものでございます。 

ですので、特別職につきましては、議員から御指摘のありました統計調査員であるとか、学校

医とか、専門的な見地を持たれる方のみとか、調査員とか、そういった方々になってまいります。 

それから、影響額について最大5,000万円かというお尋ねでございましたけれども、自治法の

改正によりまして、会計年度任用職員には期末手当の支給が可能となります。 

会計年度任用職員の創設が来年４月１日からですので、６月１日に支払う期末手当につきまし

ては、期間率が12月から５月末までの６カ月の勤務に対して６月の期末手当を支給するわけで

すけども、４月からの勤務になりますので、初年度については期間率がかかると、それ以降の平

年ベースで5,000万程度の影響が出るものと考えております。 

それから、規則の想定でございますけれども、会計年度任用職員それぞれ職の勤務条件等につ

いて定めていくわけですけれども、現在、それを具体的に決定していくための勤務条件等の大枠

について条例の制定をお願いしたところでございます。 

影響額等々、条例を制定するに当たって試算する必要がございますので、現在の臨時非常勤職

員等が在職する関係課等のヒアリングとそれから職員組合とも規則制定に向けて協議等を行って

おりますけれども、公募を行う時期、はっきりと今、いつできるのかということについては申し

上げられませんけれども、公募を行う必要がございますので、制定を行っていくということでご

ざいます。 

○９番立石幸徳議員 今までの質疑で、大体の会計年度任用職員のですね、大枠については確認

できたんですけれども、そこで本市の対応なんですね、本市は今度も決算を審査するわけですけ

れども、これまでも県下19市の中で本当に高い人件費比率なんです。そこへきて、今度また制

度改正で人件費が5,000万円ぐらい上がると。 

これまでも、この会計年度任用職員の質問、質疑の中で、ただ法に基づいて会計年度任用職員

を導入するというんじゃなくて、各課の業務内容を見直し、あるいは業務の民間委託等の可能性、

それから再任用制度の活用など多方面から検討をしていくと、もう１年以上前から説明をされて

いるんですが、この民間委託などは具体的にですよ、予定されているのがあるのかどうかですね、

この点についてお答えいただきたいと思います。 

それから、予算の関係では総務省の今回の制度改正のマニュアル、この中には会計年度任用職
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員にかかわる給与費について、地方自治法施行規則の改正がなされているようであります。 

予算書の中に、歳入歳出予算、款、項の区分及び目の区分についてフルタイム、パートタイム

それぞれについて細かく計上する必要があると、こういうふうなマニュアルになってるんですね。

この点については、確認をされているんですかね。とりあえず２点、お尋ねをいたします。 

○本田親行総務課長 ただいまありましたとおり、会計年度任用職員の移行については、民間委

託の検討、それから嘱託員の活用等を行っていくということで一般質問でも答弁しております。 

ただいま先ほど移行に当たって、現在、臨時・非常勤職員等が在職する課とヒアリングを行っ

たと申し上げましたが、これまで前年度からヒアリングを行ってきて、その際、業務を見直して

委託等の検討も行うようにということを指示し、ヒアリングを実施してきたわけですけども、各

課それぞれ民間委託等の検討も行ってもらいましたけれども、実際、企業等に見積書を出したけ

れども現在より経費が増になるとか、それから適当な引受業者がないとか、そういった理由で民

間委託へ具体的な計画は現在ないところです。 

再任用の活用につきましては、嘱託員を再任用で対応するといったようなことは、本年度から

２件ほど行ってるところでございます。 

それから、給与費明細の記載への確認についてでございますけども、御指摘のあったとおり、

会計年度任用職員についての給与費明細の記載につきましては、自治法施行規則の予算に関する

説明書の様式を基準に掲載する必要があるところでございますけれども、会計年度任用職員につ

きましては、フルタイムとパートタイムの職があるわけでございます。 

本市が、来年度導入を予定している会計年度任用職員制度につきましては、現在の臨時・非常

勤職員と同様に短時間勤務を想定しておりますので、給与費明細の記載に当たりましては、短時

間勤務の再任用職員と同様に人数のみの記載となるものと考えております。 

○９番立石幸徳議員 最後の本会議質疑ですので、市長にですね、この関係のことで見解をお尋

ねをいたしますが、６月議会でも一般質問をした本市の第４次行財政改革推進計画ですね。この

中でも民間委託等の推進項目、ここに新たなものは何もないんですよね、ゼロなんです。 

当然、３月に発表した行財政の推進計画、ここは今出されている会計年度任用職員というのは、

もう法そのものは29年５月に成立してますから、見通しをした上で対応しなけりゃならない。 

非常に必要に迫られていることなんですけれども、総務課長答弁にあったようにですね、各課

ヒアリングあるいは各課から何も上がってきてないと。 

ただ、国のほうにはですよ、この件の地方財政措置を要望はしてるけども、あくまでも地財措

置は標準的な対応しかできないわけですので、この行財政改革との関連の中でですね、これから

どうやって、この人件費削減といいましょうか、ふえていく人件費を抑えるか。こういった面で

見解を最後に聞いておきたいと思います。 

○前田祝成市長 ただいま議員からありました行財政改革、その中でも人件費っていうところの

お話、そこを民間委託にっていうお話でありますけれども、今の現状については、先ほど総務課

長から答弁があったとおりでございます。当然、人件費削減については前向きに努力しないとい

けないという部分があります。 

民間委託についても、いろんな可能性を探っておりますが、その中でも例えば南溟館の運営で

あるとかですね、いろんな部分で可能性はあるとは思いますが、今のところは総務課長のほうか

らありましたように、実際、職員で運営するコストと民間委託のコストとのギャップによって、

今のところはそういう判断をしているところです。 

ただ、これに関しましては、私も同じように人件費あるいは民間委託というところについての

コスト意識っていうのは持ってやらないといけないというふうに思っております。この行財政改

革の中でもそうなんですけれども、一方では来年度からの地方創生総合戦略の中でも、やっぱり

そのあたりの民間を活用して何ができるかということについてはですね、問題意識を持ってやら
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ないといけないという話は、既に各担当者のほうにもしておりますので、そこも含めた形でです

ね、やらないといけないなというふうに思います。 

人件費削減についての課題、枕崎市が現状として19市の中でも高い人件費比率であるという

現状の要因の中の一つには、やっぱり職員の平均年齢という部分もあろうかとは思います。 

ただ、それだけではなくてですね、本当に施策としてやれるところで解決していくという部分

も当然あると思いますので、そこについては前向きに努力していきたいなというふうに思ってお

ります。 

 あとですね、これまで検討しているところというのも含めるとですね、市立保育園や妙見の里

の民営化だとか、給食センターの調理配送業務の民間委託とか、市立図書館の指定管理者制度と

か、具体的にやってきている部分もありますので、それ以外に何があるのかっていうところにつ

いてはですね、しっかりと取り組んでまいりたいというふうに思います。 

○６番城森史明議員 私は、日程15号の議案31号、そして日程24号の陳情３号について質疑を

いたします。 

まず、議案31号……（「陳情には質疑はできないんじゃないの」と言う者あり）それでは議

案31号であります。今度、変更に伴ってですね、いろいろ変更されておりますが、それぞれに

ついて目的、具体的にどういう事業を考えているのか質疑をしたいんですが、まず産業の振興、

水利施設等保全高度化事業、それと漁港海岸整備事業、それとスポーツ交流拠点整備事業、交通

通信体系の整備情報化及び施設間交流の促進、これについてはＪＲ指宿枕崎線利用促進事業、４

番目の生活環境の整備、これに関しては公共下水道施設の整備、老朽化に伴う改築更新、消防施

設、コミュニティ消防センター、それと高齢者の保健及び福祉の向上及び増進、交通弱者対策事

業、市立病院医療機器整備事業、この点についてどのような具体的事業を想定しているのか、ど

ういう目的によってそれをしているのか、説明をお願いしたいと思います。 

○東中川徹企画調整課長 計画変更の追加部分について個々の質問でありますが、私のほうから

全体的なことで申し上げますと、具体的にはこの過疎地域自立促進計画について、今ありました

産業の振興の分野などの現況と問題点、その対策に係る本文中の文言等の整理を行いますほか、

事業計画に今ありました事業等について令和元年度の当初予算、それから６月補正で計上をして、

本年度以降実施を予定する事業の13件を追加するとともに、事業の見直し等による文言整理等

を行うものであります。 

それから、今ありました個々の事業の部分でＪＲ指宿枕崎線利用促進事業については、私のほ

うから申し上げたいと思います。 

本年度の当初予算で計上したものでありますが、指宿枕崎線、これが山川以南の利用の減少が

著しくて、本路線の存続について危惧される状況にあります。これらの課題解決の一助とするた

めに、市内の保育園、幼稚園、子供会、スポーツ少年団、小中学校のＰＴＡ等を対象にして、そ

れぞれの団体が行います指宿枕崎線を利用した社会見学、スポーツ交流等の活動を支援するとい

うことで、そのＪＲの運賃について助成を行う事業でございます。 

○原田博明農政課長 水利施設等保全高度化事業につきましては、国営南薩農業水利事業により

造成されました南薩畑かん水利管理システムの更新事業でございます。 

平成30年から令和４年までの５年間で実施しますが、実質的には本年度から実施するという

ことで計画を立てているところでございます。 

それから、下のほうの妙見センター改修工事等がスポーツ交流拠点整備事業と改められている

のは、今後、総体的な施設の利用について検討していく中で、スポーツ交流拠点整備事業という

形で今後計画していくということでございます。 

○松田誠水道課長 公共下水道施設の整備についてでございますが、長寿命化計画に基づく下水

道施設の整備、いわゆる交付金事業について、この過疎計画に掲載しておりましたけれども、今
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後、老朽化が著しいために、突発的な修繕、長寿命化計画にはまだ記載してないけども、突発的

な事故や修繕等が起きた場合に備えて、老朽化に伴う改築更新を追加したところでございます。 

○中原浩二消防長 コミュニティ消防センターにつきまして御説明いたします。 

コミュニティ消防センターにつきましては、老朽化に伴う木原分団庫の消防センターを新築す

るために変更をお願いするものでございます。 

○山口英雄福祉課長 交通弱者対策事業につきましては、本年10月から実施いたします75歳以

上の高齢者あるいは障害をお持ちの方で運転免許を保持していない方に対するタクシー利用に係

る助成事業について、過疎計画の事業として盛り込むものでございます。 

○高山京彦市立病院事務長 現在、使用しております内視鏡システムの老朽化によりまして、本

年度の器械備品購入費によりまして、内視鏡装置を新たに購入するために、今回、市立病院医療

機器整備事業ということで追加したものでございます。 

○鮫島寿文水産商工課長 県単の漁港整備事業の部分の追加でありますが、海岸整備事業の負担

金が変更になっているところです。 

これにつきましては、６月議会でも申し上げました台場沖の離岸堤の関係の負担金の変更でご

ざいます。 

○６番城森史明議員 今、聞いていますと、要は水利組合のこの事業だけがですね、５カ年の中

で計画されて、今年度これをやるというそういう説明でしたが、あとは全て単発なんですよね。 

それで、例えば交通弱者対策等にしても指宿枕崎線にしても、ある程度の期間を設けて計画を

組んで、それからその中でことしは何をするのかということで、そういう決め方をされるのが通

常だと思うんですよ。 

そういう意味で、この過疎債を活用するということは非常にいいことで、本市も問題が山積し

ているわけですから、今後、こうしてこういう項目が付加されて改善されていくことは非常にい

いと思うんですが、そういう意味でこの過疎計画のあり方、それはやっぱり３年なり５年なり計

画に基づいてそういうのがされているのか、その辺をまず聞きたいということと。それと、例え

ば妙見センターのスポーツ交流拠点整備事業、そしたら具体的にスポーツとは何なのかですよね。 

ちょっと妙見センターにスポーツ交流拠点を整備するちゅうのはちょっとぴんとこないわけで

すよ。だって、あそこはグラウンドしかないし、体育館はあるんですが、大々的に使用されてい

る施設がないわけですね。 

だから、その辺のところとか、それとＪＲ指宿枕崎線利用促進事業、これに関してもやっぱり

市全体で３市と連携しながら進めていかなきゃ成果も出ないだろうし、そういう意味で枕崎の市

としてどのように指宿圏促進協議会というのも実際に発足して、実際それがなされているのか。 

それと交通弱者対策ですが、これは今度タクシーの乗車券のそういう制度が始まります。しか

しながら、それはもう初めですから、今後どのようにステップアップするかということも必要な

ことで、それがこの中に加味されているのか。以上、質問いたします。 

○東中川徹企画調整課長 今回、議員から個々の質問がありました13の事業を追加するわけな

んですが、この計画については平成28年度から平成32年度まで、令和２年度までの５年間を計

画期間とする計画でございまして、今回13事業を追加いたしますが、当初計画に掲げた事業を

含めますと217の事業を掲げることになります。 

それで、単発的な感じでというような御意見がございましたが、当初計画から盛り込んでまい

ります５年間の計画に盛り込んでまいりまして、それと新たに本年度実施するということを決定

した当初予算、また６月補正で掲げた事業を今回、変更という形で追加で提案したものでござい

ます。 

それから、ＪＲ指宿枕崎線の利用促進の補助事業でございますが、これは確かに本市だけでは

なくＪＲ沿線、南九州市、指宿市、鹿児島市まで含めた形で実施するということは効果的である
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とは思います。 

ただ、これについてはＪＲ指宿枕崎線の期成会の中で、いろんな４市としての取り組みという

のは検討しておりますが、まず枕崎市としてできることから始めようということで、今年度当初

予算に制度を創設しまして、当初予算に計上させていただいたところでございます。 

○山口英雄福祉課長 交通弱者対策事業につきましては、今回、今年度10月から、先ほど申し

ましたとおり、福祉的意味合いでとりあえず実施するということで、その交通弱者対策事業につ

いて今後のことも踏まえて計画に掲げてあるのかということにつきましては、もちろん今後も継

続的に交通対策というのはとっていかないといけないですので、そういった視点から今後も過疎

計画の中に盛り込んでいきたいというふうには考えているところでございます。 

なお、これまで市長も答弁されたとおり、今回はとりあえず福祉的意味合いで事業を実施いた

しますけれども、今後、実績等を見ながら本市に望ましい交通体系のあり方っていうものも含め

て、今後検討していくこととしているところでございます。 

○原田博明農政課長 妙見センターの改修工事が、スポーツ交流拠点整備事業ということで、今

回変更しましたが、今年度妙見センター入り口のポーチ整備も実施します。 

そういった形で、妙見センター並びに運動広場のほうの整備も今後検討していかないといけな

いというところでですね、今回、過疎計画に載せたところでございます。 

○６番城森史明議員 私の言ったこととちょっとすれ違いがあったと思うんですけど、その過疎

債の計画としてはそういうふうに組まれていくのはわかってるんですが、例えばＪＲ指宿線の活

性化について考えた場合に、ＪＲ指宿線を活性化するために、ある程度の年度計画ちゅうのが、

それを設定して１年目はこうやる、２年目はこうやる、３年目はこうやるというふうに、そうし

て計画を立ててそれからフィードバックして、ことしはそしたら小学生に対する補助をやろうじ

ゃないかとか、そういうふうになるべきと思ってますので、そういう指宿枕崎線に対してそうい

う３年計画なり、５年計画なり、計画が立てられているのかっていうことです。要は、これ見る

とどうも単発的に聞こえるというのはそういうことなんです。 

ここに挙げられた部分が、そういう計画がある程度、概略的な計画がされているのかっていう

ことを言いたかったわけです。 

それと、最後に妙見センターについて要望なんですが、どう見てもあそこは農政課の持ち物な

ので、スポーツ交流拠点だったら塩浜があるじゃないか、深浦あるじゃないか、やはり農村施設

なので、私はこの前一般質問をしましたが、農業の活性化をいかに図るかっていう観点でですね、

そういう意味で、私はやっぱ、今やってる加工センターをもっと近代的に変えてですよ、６次産

業化の活性化に持ってもらうとかそれをお願いしたいと思いますので、それは要望しておきます。 

○東中川徹企画調整課長 ＪＲ指宿枕崎線の利用促進の関係で、計画的にやるべきではないかと

いうことでございます。 

４市で組織しております期成会の中では、昨年度、観光関係でＰＲ動画を作成した部分に強調

した形で取り組みをしておりますが、３年計画、５年計画といった形でそういう事業計画という

ものは持ち合わせていないところでありまして、一方、市としても、これまでも利用促進という

ことで、いろいろ高校生の登下校に関する支援であるとか、そういったものも検討はしておりま

したが、まずは今回、将来に向けてですね、まずは子供たちにＪＲに親しんでいただきたいとい

うようなことも含めて、今回、制度創設をしたものでありまして、確かに市としても、その計画

的な何年計画というものはございませんでしたが、今回の利用促進策を契機にですね、その利用

状況等を見ながら、今後検討させていただきたいというふうに考えております。 

○佐藤祐司財政課長 先ほど各課のほうから答弁がありましたが、一部修正がございますので、

私のほうから申し上げたいと思います。 

今回の過疎計画の変更につきましては、今年度の当初予算あるいは６月補正予算で予算計上し
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たものについて変更をいたしているものでございまして、先ほど農政課長が申し上げましたスポ

ーツ交流拠点整備事業につきましては、６月補正で補正をいたしました総合体育館の整備事業、

これについての追記でございます。修正いたしたいと思います。 

○中原重信議長 ほかにありませんか。 

○７番豊留榮子議員 議案第29号の条例なんですけれども、特定教育と保育の無償化がうたわ

れているんですけれども、これはみんな保育料が無料になると思ってたんですね。そしたら、完

全無償化ではなくて主食と副食は別だということで、給食費は負担しなければならないというこ

となんですけれども、その辺のところをちょっと教えてください。 

○山口英雄福祉課長 議案第29号に対しての質疑ということでございますが、今、議員が言わ

れたとおり、この議案第29号の条例につきましては、本年10月から幼児教育の無償化が実施さ

れることに伴いまして、関係政令、省令等が改正になりましたので、それに伴う改正をしようと

するものでございます。 

なお、幼児教育の無償化っていうのは、これまでもお答えしてきましたとおり、国のほうは３

歳以上の児童、それから３歳未満の非課税世帯に属する子供の保育料等について無償化をすると

いうことでございましたけれども、ただ国の制度設計に関する検討の中で、主食とか副食とかを

含めた給食費につきましては、それぞれ教育認定子供、保育認定子供、それから３歳未満児に関

する部分のそういった給食費に関する負担の現状がそれぞれ異なることから、制度的な統一は無

理だということで、その部分につきましては、今回の幼児教育無償化の対象外というふうになっ

たところでございます。 

そこにつきましては、国のほうの制度設計としましてはそういうことでございまして、本市に

つきましても、そこら辺のところについては、現在、他市の状況等を見ている状況でございます。 

○７番豊留榮子議員 今、早々と市が補助をしようということで実施をされている市も今出てき

ていますけれども、例えば、もう一つの心配は、子供たちに児童手当というのが支給されますよ

ね。給食費とか、そういうのを滞納すると、その児童手当を給食費に回してしまうという、そう

いうことも考えていると言うんですけれども、本市はどうでしょうか。 

○山口英雄福祉課長 児童手当の関係でございますけれども、今現在ですね、保育料の中に例え

ば３歳以上の児童でしたら、副食費部分は保育料の中に入っておりますので、保育料として徴収

しているわけですけれども、その部分、例えば、―どのように答えていいかっていうのがちょ

っとわかりませんが、例えば学校給食費などを滞納してる場合には、その給食費を滞納している

方の児童に対して支給される児童手当から特別徴収、天引きができるという制度に、制度改正で

そういうふうにはなっております。 

ただ、私もはっきり覚えておりませんけれども、原則として、同意が必要であったのではない

かというふうに思っております。 

また、保育料についても同様に滞納した場合には、特別徴収ができるようにはなっているんで

すけれども、ただし、保育料につきましても、現在、保育料の滞納にかかる子供の児童手当から

特別徴収できるというふうになっていますので、実際に児童手当の受給対象になっている子供の

保育料を滞納している場合、現在、保育所に実際通所している場合に限られますので、実際にそ

ういったことで事務的に福祉課のほうで特別徴収をしている事例はございません。 

○７番豊留榮子議員 もう一点、気になることはですね、保育料でありますとか、給食費の徴収

に市はタッチしないわけですよね。そうすると、保育園でありますとか幼稚園、そこの園が徴収

すると今度は職員の負担もふえてくるわけですよね。そういう点はどのように考えてますか。 

○山口英雄福祉課長 給食にかかわる食材費の徴収につきましては、今言われたとおり、公費負

担から外されまして、その部分につきましては、各保育園のほうが徴収するということになりま

す。 
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例えば、実際にかかる見込みの主食費が幾ら、副食費が幾らというのは、その園でも違います

ので、そういった幾らを徴収するのかというのは、各園が保護者の方々に示さなければいけない

事項というふうになっているところでございます。 

各施設のほうには、そういった10月以降、給食に係る徴収部分につきましては、幾らかかる

のか、それからそういった額の明示とかですね、そういったことはちゃんとしてくださいと伝え

ているところでございます。 

○中原重信議長 ほかにありませんか。―これをもって質疑を終結いたします。 

この際、お諮りいたします。 

ただいま上程中の予算関係議案については、議長を除く全議員で構成する予算特別委員会を、

また、決算関係議案については、議長及び監査委員である６番議員を除く全議員で構成する決算

特別委員会をそれぞれ設置し、これに付託して審査したいと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

ただいま上程中の案件のうち、予算及び決算関係議案を除く案件については、議事日程に記載

のとおり、所管の委員会に付託いたします。 

次に、日程第25号から第27号までの３件を一括議題といたします。 

市長に提案理由の説明を求めます。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 ただいま上程されました議案第32号から議案第34号までの人権擁護委員候補

者の推薦について提案理由の説明を申し上げます。 

 これら３件は、人権擁護委員牛山好治氏、池田良子氏及び中釜光子氏は、本年12月31日をも

って任期が満了となりますが、牛山好治氏及び池田良子氏については引き続き両氏を、また中釜

光子氏については、その後任として平田朝子氏をそれぞれ人権擁護委員に推薦したいので、人権

擁護委員法第６条第３項の規定に基づき、議会の意見を求めるものです。 

よろしく御審議くださるようお願い申し上げまして、提案理由の説明を終わります。 

○中原重信議長 お諮りいたします。 

ただいま上程中の案件については、会議規則第36条第３項の規定を適用し、委員会付託を省

略し、本会議において審議してはと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

これから質疑を行いますが、質疑については、会議規則第53条のただし書を適用して、回数

の制限はしないことにいたします。 

ただいま上程中の案件に対し、質疑はありませんか。―質疑なしと認めます。 

これから討論に入ります。 

討論の希望のある方の挙手を求めます。―討論なしと認めます。 

これから採決いたします。 

ただいま上程中の案件については、無記名投票で行います。 

まず、日程第25号人権擁護委員候補者の推薦について投票を行います。 

議場を閉鎖いたします。 

［議場閉鎖］ 

○中原重信議長 ただいまの表決権を有する議員数は13人であります。 

念のため申し上げます。 
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本件に同意することに賛成の方は投票用紙に賛成と、反対の方は反対と記載し、点呼に応じ、

順次、投票願います。 

投票用紙を配付いたします。 

［書記投票用紙配付］ 

○中原重信議長 投票用紙の配付漏れはありませんか。―配付漏れなしと認めます。 

投票箱を改めます。 

［書記投票箱点検］ 

○中原重信議長 異状なしと認めます。 

点呼を行います。 

点呼に応じ、順次、投票願います。 

［書記点呼、投票］ 

○中原重信議長 投票漏れはありませんか。―投票漏れなしと認めます。 

投票を終了いたします。 

議場の閉鎖を解きます。 

［議場開鎖］ 

○中原重信議長 これから開票を行います。 

会議規則第28条第２項の規定により、立会人に、７番豊留榮子議員、９番立石幸徳議員、10

番下竹芳郎議員を指名いたします。 

ただいま指名いたしました立会人の立ち会いをお願いいたします。 

［開票］ 

○中原重信議長 投票の結果を報告いたします。 

投票総数13票。 

これは先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成12票、反対１票。 

以上のとおり、賛成多数であります。 

よって、議案第32号は、同意することに決定いたしました。 

次に、日程第26号人権擁護委員候補者の推薦について投票を行います。 

議場を閉鎖いたします。 

［議場閉鎖］ 

○中原重信議長 ただいまの表決権を有する議員数は13人であります。 

念のため申し上げます。 

本件に同意することに賛成の方は投票用紙に賛成と、反対の方は反対と記載し、点呼に応じ、

順次、投票願います。 

投票用紙を配付いたします。 

［書記投票用紙配付］ 

○中原重信議長 投票用紙の配付漏れはありませんか。―配付漏れなしと認めます。 

投票箱を改めます。 

［書記投票箱点検］ 

○中原重信議長 異状なしと認めます。 

点呼を行います。 

点呼に応じ、順次、投票願います。 

［書記点呼、投票］ 

○中原重信議長 投票漏れはありませんか。―投票漏れなしと認めます。 

投票を終了いたします。 
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議場の閉鎖を解きます。 

［議場開鎖］ 

○中原重信議長 これから開票を行います。 

会議規則第28条第２項の規定により、立会人に、11番永野慶一郎議員、12番東君子議員、13

番清水和弘議員を指名いたします。 

ただいま指名いたしました立会人の立ち会いをお願いいたします。 

［開票］ 

○中原重信議長 投票の結果を報告いたします。 

投票総数13票。 

これは先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成13票、反対０票。 

以上のとおり、全員賛成であります。 

よって、議案第33号は、同意することに決定いたしました。 

次に、日程第27号人権擁護委員候補者の推薦について投票を行います。 

議場を閉鎖いたします。 

［議場閉鎖］ 

○中原重信議長 ただいまの表決権を有する議員数は13人であります。 

念のため申し上げます本件に同意することに賛成の方は投票用紙に賛成と、反対の方は反対と

記載し、点呼に応じ、順次、投票願います。 

投票用紙を配付いたします。 

［書記投票用紙配付］ 

○中原重信議長 投票用紙の配付漏れはありませんか。―配付漏れなしと認めます。 

投票箱を改めます。 

［書記投票箱点検］ 

○中原重信議長 異状なしと認めます。 

点呼を行います。 

点呼に応じ、順次、投票願います。 

［書記点呼、投票］ 

○中原重信議長 投票漏れはありませんか。―投票漏れなしと認めます。 

投票を終了いたします。 

議場の閉鎖を解きます。 

［議場開鎖］ 

○中原重信議長 これから開票を行います。 

会議規則第28条第２項の規定により、立会人に、２番眞茅弘美議員、３番上迫正幸議員、４

番沖園強議員を指名いたします。 

ただいま指名いたしました立会人の立ち会いをお願いいたします。 

［開票］ 

○中原重信議長 投票の結果を報告いたします。 

投票総数13票。 

これは先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成13票、反対０票。 

以上のとおり、全員賛成であります。 

よって、議案第34号は、同意することに決定いたしました。 

次に、日程第28号から第30号までの３件について、市長に報告を求めます。 
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［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 報告事項３件について報告いたします。 

まず、報告事項第４号健全化判断比率について及び報告事項第５号資金不足比率につきまして

は、平成30年度における健全化判断比率及び資金不足比率について、地方公共団体の財政の健

全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定により、それぞれ監査委員の意見を付

して報告するものです。 

次の報告事項第６号専決処分の報告につきましては、地方自治法第180条第１項の規定により

専決処分した損害賠償の額の決定及び和解について、同条第２項の規定に基づき、これを報告す

るものです。 

以上、報告を終わります。 

○中原重信議長 ただいまの報告については、御承知おき願います。 

以上で、本日の日程は終了いたしました。 

本日は、これをもって散会いたします。 

午前11時８分 散会 
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令和元年枕崎市議会第４回定例会 

 

 議事日程（第２号） 

 

令和元年９月９日 午前９時３０分開議 

日程 

番号 
件              名 

 

１ 

 

    

一 般 質 問     清 水  和 弘  議員（25ページ～36ページ） 

                 

沖 園    強  議員（36ページ～46ページ） 

  

               上 迫  正 幸  議員（46ページ～54ページ） 

 

               東    君 子  議員（54ページ～59ページ） 

 

               禰 占  通 男  議員（59ページ～70ページ） 

           

 

○ 本日付議された事件は議事日程（第２号）のとおり 
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１ 本日の出席議員次のとおり 

１番 中 原 重 信 議員     ２番 眞 茅 弘 美 議員 

３番 上 迫 正 幸 議員     ４番 沖 園   強 議員 

５番 禰 占 通 男 議員    ６番 城 森 史 明 議員 

７番 豊 留 榮 子 議員     ８番 吉 嶺 周 作 議員 

９番 立 石 幸 徳 議員     10番 下 竹 芳 郎 議員 

11番 永 野 慶一郎 議員 12番 東   君 子 議員 

13番 清 水 和 弘 議員     14番 吉 松 幸 夫 議員 

 

１ 本日の書記次のとおり 

上 園 信 一 事務局長         松 田 章 子 書記 

田 代 勝 義 書記          溝 口 達 也 書記 

 

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり 

前 田 祝 成 市長          小 泉 智 資 副市長 

本 田 親 行 総務課長         東中川   徹 企画調整課長 

鮫 島 寿 文 水産商工課長 川 崎   満 市民生活課長 

佐 藤 祐 司 財政課長  山 口 英 雄 福祉課長 

松 崎 信 二 建設課長  原 田 博 明 農政課長 

田 中 義 文 健康課長  神 園 信 二 税務課長 

堂 園 力 郎 地域包括ケア推進課長 松 田   誠 水道課長 

永 江   隆 水道課参事 高 山 京 彦 市立病院事務長 

下 山 健 一 農委事務局長兼農業振興係長 小 峯 恵美子 監査委員事務局長 

水 流 敏 幸 監査委員   堂 原 耕 一 企画調整課参事 

田 中 幸 喜 総務課参事    新屋敷   増 水産商工課参事 

日 渡 輝 明 市民生活課参事  平 塚 孝 三 選管事務局長 

日 髙 広 子 会計管理者兼会計課長 丸 山 屋 敏 教育長 

山 口 美津哉 教委総務課長    益 満 裕 美 学校教育課長 

末 永 俊 英 生涯学習課長    中 嶋 章 浩 文化課長 

豊 留 信 一 保健体育課長兼給食センター所長 松 田 勇 一 保健体育課参事兼国体推進係長 

中 原 浩 二 消防長  松 田 正 知 消防総務課長兼消防団係長 

俵積田 一 豊 警防課長兼消防署長 山 口   太 総務課行政係長 
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午前９時30分 開議 

○中原重信議長 定刻になりましたので、本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、配付のとおりであります。 

これから一般質問を行います。 

質問は、１番清水和弘議員、２番沖園強議員、３番上迫正幸議員、４番東君子議員、５番禰占

通男議員、６番眞茅弘美議員、７番城森史明議員、８番豊留榮子議員、９番永野慶一郎議員、

10番立石幸徳議員の順に行います。 

まず、清水和弘議員。 

［清水和弘議員 登壇］ 

○13番清水和弘議員 通告した次第に基づき質問してまいります。 

市長が平成30年３月議会で所信表明している、枕崎をひとつにとの思いから組織の力に頼ら

ずとあります。市民の多くは納得してないようです。 

その一つに、裁判で棄却された土地の問題で、国土交通省より警告、口頭を含め３回受けたに

もかかわらず、調停裁判は９月26日に開始すると聞いております。その内容は、構造撤去工事

等調整請求調停事件で調停事項の価格は160万円となっていますが、この内容について、また、

なぜここまで時間を要したのか、その理由、それと現在のこの行政運営のあり方についてどのよ

うに判断しているのか、お尋ねいたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 ただいま質問にございます、枕崎をひとつにとの思いから組織の力に頼らずと

いうことにつきましては、そのときの所信表明で、私は、出馬表明当初から今までの選挙とは違

う戦い方を模索し、枕崎を何とかひとつにしたいとの思いから、組織の力に頼らず市民の皆様に

直接、自身の政治姿勢を伝えてまいりましたと発言させていただきました。 

枕崎をひとつにという思いは私が市長に挑戦した最も重要な思いの一つであります。組織の力

に頼らずというのは、選挙戦において、その戦い方において組織、団体の応援、例えば政党の公

認、推薦であるとか、企業、団体の推薦であるとかをいただくことなく草の根の戦いをしてきた

ということを組織の力に頼らずという言葉で表現いたしました。 

市民の多くが納得していないということですが、そのことにつきましては真摯に受けとめ、今

申し上げたようなことを、特に、枕崎をひとつにという思いを丁寧に市民の皆様に今後も伝えて

まいりたいと考えております。 

また、質問者がおっしゃいました案件につきまして、まず、解決に時間がかかっているとのこ

とですが、私は就任後、この件に関しましての庁内でのヒアリング、意見調整を経て、昨年の５

月９日に相手方を訪問し、解決に向けての話し合いを開始いたしました。この後、昨年11回、

ことしに入ってから12回、相手方を訪問して面会をさせていただいております。 

その間、議会では、昨年の９月議会、ことしの３月議会で相手方土地に残存する市の構造物撤

去に関する予算を提案させていただき、３月議会で可決いただいた予算執行に向けて現在進めて

おります。私は二十数回、担当職員についてはその何倍もの回数、相手方と面談をしながら進め

ているのが現状でございます。私としましても、この件に関しましてはできるだけ早い解決を望

んでいるところです。 

そのほかの質問に関しましては、担当課長のほうから答弁させます。 

○原田博明農政課長 ただいま議員からありました構造物撤去工事等調整請求事件の調停事項の

価額が160万円となっているとの御質問については、民事調停申立手数料の算定で調停事項の価

額の算定が極めて困難な場合は、価額を160万円とみなすとなっていることから、あくまでも手

数料の算定のための額ということであります。 

○13番清水和弘議員 次にですね、やはりこの３月議会での所信表明のことについてなんです
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けど、政治に携わる者に限らず、人は人生をかけて仕事に取り組むときその思いを覚悟に変えて

取り組むものですとあります。また、この議会に臨む全ての人が枕崎をもっとよい自治体にしよ

うという思いで覚悟を持って臨んでいただきたいとあります。本市議会、行政職員の現況につい

てお伺いいたします。 

○前田祝成市長 覚悟を持って臨むということですが、この覚悟を持って事に臨むというのは私

の仕事に対する心の持ち方と御理解いただければというふうに思います。 

ことしの７月26日と８月６日に、この春に新規採用した職員を中心に若手職員との語る会を

実施いたしました。その会で仕事について彼らと意見交換をしたんですが、そのとき私は仕事と

趣味の違いは何かという趣旨の質問を彼らに投げかけてみました。趣味は自分のためのもの、仕

事は自分以外の誰かの役に立つことというのが私の答えだったのですが、みんなそれには共感し

てくれました。 

そして、仕事で一番大切なものは目的を持つことだというふうに考えます。私たち枕崎市の行

政に携わる者の目的は、枕崎をもっとよい自治体にしようということだと私は考えます。枕崎を

もっとよい自治体にしようという思い、それを覚悟と述べたこと、まさに私たちのそれが目的で

あります。 

昨年３月の定例会での所信表明では、その私たちの目的を覚悟という言葉で述べさせていただ

きました。覚悟を持ってというのは、常に目的を持って、目的を意識してということになります。 

現在、その覚悟がもし感じられない、減っているということでしたら、改めまして我々の覚悟、

目的を再確認する必要があろうかというふうに思います。 

我々の目的は、枕崎をもっとよい自治体にしようということです。それは私たちが持つべき覚

悟でもあります。今回の定例会の一般質問の第１番目の質問者からこのような大変ありがたい御

質問をいただいたことに感謝いたします。 

○13番清水和弘議員 私はですね、この目的を持ってこれを達成するためにはですね、ＰＤＣ

Ａサイクル、政府がよう言うてますよ。そういうそのＰＤＣＡサイクルなるこの計画、何かつく

っておられるんですか。 

○前田祝成市長 私もＰＤＣＡ、非常に大事なことだというふうに思っております。 

チェックがあって、次のアクションに進むということであると思いますし、まさにことしが最

終年度になります地方創生総合戦略が５年計画で計画されております。それのチェック、それが

ことしやらなければならない、非常に重要な課題、ミッションだというふうに思っておりまして、

それを踏まえて、来年から始まります第２期の地方創生総合戦略を立てていくということに関し

ましては、庁内で各課長を初め、全ての職員に目的、枕崎をもっとよい自治体にする、２万人の

幸せなまち、日本一幸せなまちにするという目的を確認してもらい、そして各関係部署から、そ

のための施策を出すということを既に指示をしております。その作業が年度いっぱい続くという

ことになります。そして、来年度以降の第２期の地方創生総合戦略ができ上がっていくという形

になります。 

まさに、それがＰＤＣＡサイクルを回すということになろうかというふうに思っております。 

○13番清水和弘議員 それとですね、もう一点ですね、市長がこの３月議会で言うとるんです

けどね、職員のこのスキルアップと述べておられるわけですね。 

職員のこれまでの、市長が就任するまでのスキルと現在のスキル、これにおいては職員をどの

ように評価しているのか、お伺いいたします。 

○前田祝成市長 スキルアップ、これは日常的にやっていただきたいということで、就任当初か

ら常にそのあたりは意識しながらですね、毎週月曜日に定例課長会議があるんですけれども、そ

の中でもですね、直接、何のスキルを上げてくれということではありませんが、私自身のさまざ

まな施策に対する評価、考え方の話をしております。 
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その中で、彼らがどう、みずからの部門のレベルを上げていくかということに取り組んでくれ

ているというふうに思っております。 

就任前のスキルと今のスキルがどうかという部分についてはですね、それぞれ個々にあろうか

と思います。 

人事につきましては、私のほうで最適な人事体制、それが年に１回の定期人事異動で反映され

ていると思いますし、その人事異動が済んだ後に、その組織としての力が発揮されるか発揮され

ないか、組織としての力が効果的に出ているか出ていないかというところを私なりに評価しなが

ら、スキルアップが実現できているかどうかというところを評価したいというふうに思っており

ます。 

まだ、１年半という状況の中でですね、そのあたりは常に意識しながら彼らにそういう認識を

持っていただくようにですね、そういう仕事の進め方をしてるところでございます。 

○13番清水和弘議員 今、市長が１年半と言われました。もうすぐ次の市長選も来ると思いま

す。その辺を考慮してですね、頑張っていただきたい。 

次にですね、２番目に枕崎牛の不適正な表示について質問してまいります。 

先般、南日本新聞で指摘されましたこの枕崎牛の賞味期限問題について、お魚センターと福岡

県内の枕崎牛取扱会社との関係についてお尋ねしてまいります。 

枕崎牛生産者の方々は、製造会社に集まったときですね、福岡県内の製造加工業者が、お魚セ

ンターの枕崎牛肉賞味期限表示の件について、突如話されてですね、内容は枕崎牛の賞味期限の

ことについては枕崎が責任を持つので製造加工会社のほうは賞味期限の表示はしなくてよいと言

われたと言っておるんです。そのようなことはあったのかですね、その契約はいつしたのか、ま

たその契約時の立会人は誰だったのか。そのときの契約書など明らかになるものがあれば、教え

ていただきたい。また提示していただきたい。 

○前田祝成市長 まず、全員協議会でも報告いたしましたとおり、お魚センターで取り扱う枕崎

牛について、食品表示に対する認識不足により、消費者の皆様方には適切でない方法で賞味期限

の表示がなされた商品を販売していましたことにつきましては、おわび申し上げたいというふう

に思います。 

また、市民の皆様、関係者の皆様に対しましても御心配をおかけしましたことを重ねておわび

申し上げます。 

枕崎お魚センターでは、10年ほど前から枕崎牛を製造する業者との取引を始めたという報告

を受けております。賞味期限の表示に係る契約書はないということでありまして、口頭での確認

によって平成26年度ごろからなされたものであるという報告を受けているところでございます。 

○13番清水和弘議員 このような大事なことをですよ、契約書なしに今までも結んだ経験があ

るんですか。 

○前田祝成市長 契約書なしにというのは、今回の件に関しましては、特にその取引の中で契約

を交わしてそのようなことをお願いしたということではないという報告を受けておりまして、そ

れ以外の取引についてはですね、ちょっと、私のほうで今確認がとれません。 

○13番清水和弘議員 この件についてはですね、ちょっと時間がかかるので、もうやめて次の

質問に移ります。 

それとですね、私は、この問題はですよ、枕崎牛生産者、この人たちに対してすごく大きな影

響があると思うんですよ。この人たちに対する影響をどのように判断してるのか、その辺はどう

なんですか。 

○前田祝成市長 お魚センターから報告がありましたように、全員協議会でも報告しましたが、

超低温の冷凍庫での保存、これにより食品の安全性は保たれて、鮮度、品質ともに問題ないとは

いうものの、食品表示が適切な方法でなされていなかったことで、ふるさと納税返礼品としても
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寄附者の皆様方に送らせていただいてるわけですが、その枕崎市の信頼を損ねるばかりか本市の

特産品のイメージダウンにもつながりかねない大きな問題であったというふうに考えております。 

 枕崎牛の生産者の皆様方、議員がおっしゃられるように非常に重要な問題だというふうに考え

ておりまして、枕崎牛生産者に対しまして、今回の件で一番、御迷惑と御心配をおかけしたとい

うふうに考えておるところでございます。 

先般、枕崎牛生産者の皆様方の会合がございました。私も直接足を運ばせていただきまして、

今回の件について、経緯の説明、そしておわびを申し上げたところでございます。 

今後とも枕崎牛、これは本市のブランド品目として非常に大事なものでございますので、さま

ざまな機会を通していろいろ、こちらのほうとしても積極的に発信して、また生産活動において

も支援をしていきたいというふうに考えているところでございます。 

○13番清水和弘議員 生産者の方々と直接話をしたと述べましたけどね、その方々からの意見

は何かありましたか。 

○前田祝成市長 生産者の方々とは私、以前からいろいろ意見交換等もさせていただいておりま

して、今回の件に関しましてはですね、賞味期限の件で大変御迷惑かけたというお話をさせてい

ただいたところです。 

生産者の方々からはですね、ぜひその辺は、しっかりと市のほうとしても対応してほしいとい

うことをですね、直接、私のほうは聞いております。 

○13番清水和弘議員 私もいろんな方々と生産者組合ですか、この人たちと話をさせてもらっ

たんですけどね、すごく厳しいわけなんですよ。何でこの契約するときに市の職員が立ち会いに

ならなかったのかとかですよ。 

先ほど市長は述べませんでしたけど、次に移ります。そういう話があるということですよ。 

次にですね、お魚センター副支配人からの賞味期限について、この不適切表示については支配

人あるいは市長に対して進言があったわけですよね。これに対して、なぜ市長はすぐに対応しな

かったのか。対応するまで１カ月以上たっとると思うんですけど、その空白の期間というのは、

なぜ発生したんですか。 

○前田祝成市長 この件に関しましては、６月の時点でその報告を受けました。そして、私のほ

うとしてはその現状を全て把握したいということで、担当者に対しまして取引業者との事実関係

の確認をさせました。その時間が若干かかったということになります。 

そして、事実関係がはっきりわかった段階で、こちらのほうから保健所のほうに指導を仰いだ

というのが経緯でございます。 

○13番清水和弘議員 この問題についてはですね、お魚センターの主任である参事についても

報告があったと思いますよ。このとき、支配人はどのような対応をしたんですか。 

○新屋敷増水産商工課参事 今回の事案が発生いたしましたのは、お魚センターの社員によって

でありますが、令和元年６月11日であります。 

このことにつきまして、私も報告を受けまして、販売スタッフのほうからすぐ製造業者のほう

に連絡を入れまして、次回の仕入れからは、製造業者のほうから賞味期限の表示がされた形で改

善はされているところでございます。 

○13番清水和弘議員 支配人も就任してそんなに長くないと思うんですけどね。このことにつ

いて自分が確認とか、そういうことはしてませんか。 

○新屋敷増水産商工課参事 今回のことにつきましては、私のほうでも社員のほうから全て報告

を受けまして、社長のほうにも随時報告を入れまして、その後の対応は先日全員協議会でも御報

告したとおりでございます。 

○13番清水和弘議員 私が言うてるんはですね、御自身が就任したときにですよ、このことに

は気づいてなかったんかって聞いとるんですよ。それとまた、おたくの前任者との話はどのよう



 

- 29 - 

な状況だったのか、そこを聞いてるんですよ。 

○新屋敷増水産商工課参事 私が引き継ぎを受けていた時点では、経営の状況、組織体制のあり

方、今後の経営の状況について引き継ぎを受けておりますけれども、その時点では、今回の事案

はわかっておりませんでしたので、引き継ぎは受けておりません。 

○13番清水和弘議員 この引き継ぎを受けていないということは、前任者も自覚をしていなか

った、調査してなかったということなんでしょうけど、結局そのようなもんですよ。 

なぜ、そこの支配人がですよ、自分の扱う品物についてチェックしないのか、そこが私はさっ

きから１番目に質問したスキルのアップとかですよ、スキルについて言うとるんですよ、市長。 

だからその辺をですね、もっとこの責任を持った職員として、枕崎市職員としてですよ、住民

の税金を預かっている職員としてもっと市民の立場で、一部の人の立場じゃないですよ。全体に

市民の立場でやってほしいと私はこれをお願いしておきます。 

次にですね、不適切とは、配慮を欠いて倫理的によくない場合、取り扱いや対処の仕方がまず

かった場合、事柄に対する配慮を欠けた場合と調べたらなっております。 

枕崎牛の仕入れ先は同一といわれるＡコープに尋ねに行ったんですよ。そしたらですね、Ａコ

ープのほうは廃品のロスをなくすために計画的に仕入れていると言われました。お魚センターの

場合はどうだったんですか、仕入れについてですよ。 

○新屋敷増水産商工課参事 お魚センターのほうでは、製造業者のほうからマイナス15度の要

冷凍商品として仕入れておりました。そしてそれをマイナス50度の冷凍庫で保存しておりまし

た。 

今回、保健所のほうから指摘を受けましたのは、お魚センターがマイナス50度の冷凍庫で保

存をして賞味期限を設定したわけでありますが、その設定をするときに、お魚センター自身が客

観的、合理的データに基づく根拠を持たないで表示をしたことについて、改善指導を受けたとこ

ろでございます。 

○13番清水和弘議員 加世田の保健所はですよ、どのようにしてそういうことを知ったんでし

ょうか。 

○新屋敷増水産商工課参事 今回の事案につきまして、お魚センター側のほうで７月22日に保

健所のほうへ報告をしたことで、保健所のほうが今回のことを確認することになりました。 

○13番清水和弘議員 その７月22日、加世田保健所に報告した人は誰なんですか。 

○新屋敷増水産商工課参事 副市長と水産商工課参事でございます。 

○13番清水和弘議員 次にですね、これまでこの食品衛生法ではですね、先ほど参事が少し述

べましたけど、流通段階で適切に保存方法を変更したものであって、この消費期限または賞味期

限の表示の変更が必要となる場合は、適正な表示を確保する観点から変更された保存方法及びこ

れに基づく新たな期限を設定し、適切に表示しなければならないとなってるんですね。 

なお、流通段階で食品を凍結する場合にあっては、食品などの製造業者等が責任を持って温度

管理を実施すること等により、食品などの衛生上の危害を防止することが望まれるとあります。 

そして、ここが問題ですね、保存温度を変更した理由が消費者にわかるように注意事項を記載

するなどのことにより、誤解が生じないように注意する必要があるとも書いております。 

なお、これらの期限の再設定は、科学的、合理的、今ここを参事も言いましたけど、合理的根

拠をもって適正かつ客観的に行われた場合には、法令違反ではないともうたってあります。 

だから、私はここに加世田保健所が指摘したことはどのようなことだったんですか。そんなに

難しいことはなかったんじゃないですか。 

○小泉智資副市長 加世田保健所から、８月19日に食品衛生監視指導票が出されております。 

その内容は、先ほどから参事が述べてますが、販売者が保存温度を変更した場合の賞味期限は、

科学的、合理的根拠をもって適正に表示すること、それから賞味期限の記載がある食肉を仕入れ
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ること、そして必要に応じて、不適切な表示があった食品について、消費者への対応をとること

となっているようであります。 

この指導に対して、先日の全員協議会でも御報告したとおり、お魚センターとしては８月23

日に再発防止策を提出しております。現在は、消費者の皆様への報告をお魚センター店内及びホ

ームページ上で公開するとともに、販売は見合わせております。 

○13番清水和弘議員 販売を見合わせておるということは、今、枕崎牛は販売してないという

ことですよね、違いますか。 

○新屋敷増水産商工課参事 はい、現在は販売しておりません。 

○13番清水和弘議員 これまでですね、このふるさと納税返礼品で不適切表示の枕崎牛を購入

した人は新聞によりますけど、延べ164人とあります。 

ところがですね、２日、３日前にですよ、湧水町はですね、偽装品を受け取った方に商品を送

るとあるんですけど、本市の場合はこの164名なのか、まだ多いのかわかりませんけど、このよ

うな方に対してですね、どのような対応をしようと考えているのかですね、その辺はどう考えて

るんですか。 

○東中川徹企画調整課長 寄附者の皆様方への対応についてでありますが、まず本市がふるさと

納税返礼事業を開始以降、今回の返礼品を発送した寄附者の数は、新聞報道にもありましたとお

り延べ164名になります。重複する方もいらっしゃいますので、延べ164名であります。 

この延べ164名の全員に対しましては、ふるさと納税返礼品の食品表示に関する御報告という

ことで、今回の事案の報告、それからおわびの報告とおわびの文書を全員協議会で29日に報告

いたしましたが、８月30日付でお送りいたしております。 

今後の問い合わせ等につきましても、丁寧に説明してまいりたいというふうに考えております。 

○13番清水和弘議員 ということは、この偽装―偽装と言われたら何か苦情が来ると思います。 

適切に表示しなかったものに対してですね、この164名、延べなんですけど、この方々に湧水

町だったらですよ、商品を送ると言うとるわけですね。枕崎はそのようなことは考えていないち

ゅうことの理解でいいんですか。 

○東中川徹企画調整課長 先ほどありましたように、お魚センターからの報告によりますと、食

品の安全性が保たれておりまして、商品については鮮度、品質ともに問題はないということであ

りますけれども、枕崎市に温かい御寄附をお寄せいただいた皆様に対しては、後々になってから

ですね、このような報告をさせていただくことになって大変不快な思いをさせてしまうことにな

って、そういうことに対して深くおわびを申し上げるということで、食品の安全性ということは

保たれているということでございますので、今ありました他町の案件とは若干異なるのかなとい

うふうに考えております。 

○13番清水和弘議員 このような事件が起きたことはですね、我々市議会議員にも大きな責任

があると私は考えておるんですね。 

なぜならばですね、お魚センターに対する経営健全化の自治法なんですけどね、経営健全化の

ための損失補償や固定資産及び法人市民税の減免を実施してきたにもかかわらずですよ、枕崎市

がしてきたわけですよね。 

今回の事件について我々は知らなかった、またそれ以前に、市民の代表である我々議員は、質

問したくてもできないと言われてきたわけですよね、今まで。そのようなことがですね、この今

回の事件にもつながったと私は考えておるんですよ。 

今後、この指導者やスタッフの認識不足から発生した事件ですけど、また我々議員も当局の言

いなりになってやってきたことも本当に我々は情けなく思ってるんです。もうちょっと議員がで

すね、深くこのお魚センターの経営についても、深く追求すべきであると思うんですけど、市長

はこの議員がこれまでお魚センターの経営に対して余り発言するなと言われてきたんですけど、
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そのことについてどう考えますか。 

○前田祝成市長 今回の件に関しましては、お魚センターで取り扱う賞味期限が適切でない商品、

これがあったということに対しましての指導を受けました。 

そのことに対しまして、非常に大きな問題意識を持っておりまして、議員の皆様にも全員協議

会で報告させていただいたところです。 

お魚センターの経営に関しましては、毎年報告をさせていただいているわけですけれども、基

本的には第三セクターの民間企業ということでですね、細かな企業内のいろんな施策であるとか

人事であるとかですね、そういうものについてはなかなか踏み込んでっていう御報告というわけ

にはいかないという部分もございますので、今までがこのような形になっていたのかというふう

に認識しております。 

ただ、議員がおっしゃいますように、やはりお魚センターにつきましては、我々としても非常

に枕崎市として大切な資産だというふうに考えております。 

いろんな意味でですね、観光の拠点としての位置づけを持っておりますので、我々としてもで

きる限り、お魚センターでどういうことをやらなければいけないのか、どういうことがなされて

いるのかという部分も含めてですね、御報告できるように努めてまいりたいというふうには思っ

ております。 

○13番清水和弘議員 答弁漏れがあるんですけどね、議員の発言についてはどうお考えなんで

すか。 

○前田祝成市長 議員の皆様の御発言に関しましてはですね、我々としては、いただいた御発言

なり質問なりに対して、真摯に答えていこうと思っております。 

今、議員が御質問された議員の発言が立ち入れないというかですね、そういう部分につきまし

ては、今申し上げましたとおり、お魚センターというのは非常に我々枕崎市民にとって大切な資

産であると、そして、これからも発展させていかないといけないっていう部分で、我々のほうが

どちらかというとやっぱりそれをどれだけオープンにですね、皆様に御紹介できるかというとこ

ろにかかってくると思いますので、ふだんの営業活動の中でもですね、ぜひ、議員の皆様に限ら

ず市民の皆様にもですね、状況をしっかりと伝えられるような、そういう情報発信はしていきた

いと思います。 

そういうことをやっていくことで、こういう議会の中でのですね、議論も活発化していくのか

なというふうに思いますので、その辺は、真摯に捉えてやっていこうというふうに思っておりま

す。 

○13番清水和弘議員 少し前向きな答弁でですね、我々議員もですね、本当に枕崎が損失補填

もしてるわけなんですからね。じゃんじゃん私は議員も活発な意見をやっていきたいと思ってい

ます。 

次にですね、人口減少と空き家対策の関係について質問してまいります。 

最近ですね、枕崎の若い人たちがですね、枕崎で働きたい、住みたくても土地が高いよと、ま

た家賃も高い。しかし、給料が安いとの声が多くの若い人から私に聞こえてくるんですよ。 

現在の枕崎市の人口は、外国人を除いてですね、年間330人程度減少していると思うんですけ

ど、この状況を踏まえたときですね、我々議員は住民代表として、若い人たちの声に耳を傾けて

応えていかなければならないと考えておるんです。 

本市も最近、空き家バンク制度に登録しておりますけど、本年度から家財処分の費用が出るよ

うになっている補助の要件はどのようになっているのか、また補助金はどのぐらいあるのかです

ね、それと、利用者、登録者はどのぐらいあるのか、お尋ねいたします。 

○東中川徹企画調整課長 お尋ねの空き家バンク利用促進事業補助について申し上げます。 

本市の空き家バンクについては、平成29年度に制度が始まりまして、空き家の有効活用に取



 

- 32 - 

り組んでまいりましたが、なかなか物件の登録が進まない中、市内にはいまだ有効活用がされて

ない空き家が存在しているものの、活用可能な空き家がそのまま放置されまして、経年劣化して

いくというような実情がございました。 

空き家が放置されている理由の一つとして、空き家に残っております家財等の撤去にかかる費

用負担が大きく、所有者が貸し出しとか売却をちゅうちょしているというケースもあるというよ

うなことから、空き家バンクに登録された物件の所有者または入居者に対し、空き家内の家財道

具等を処分するための費用の一部を支援することによって空き家バンクへの登録を促し、空き家

等の活用の促進を図ることを目的としまして、本年度新たにこの事業を創設いたしました。 

事業の内容としましては、空き家バンクの登録物件の所有者または登録物件への入居者が当該

物件に残存する家財道具等の処分を行う場合の費用を補助対象経費としまして、10万円を限度

として、その２分の１を助成しようとするものであります。 

これまでの利用につきましては、市のホームページへの掲載のほか、空き家バンクの御案内と

いうことで、空き家バンクへの登録の呼びかけでありますとか、家財等の処分への補助、これの

紹介のチラシを作成いたしまして、６月の広報まくらざきに折り込みを行っております。しかし、

現時点までこの補助金交付の実績はございません。 

しかしながら、広報紙への折り込み以降、空き家バンク登録に関する相談、これが16件ほど

寄せられておりまして、その中には、家財撤去に関するものも６件ほどまいっております。 

そのようなことから、今後、利用につながっていくのではと考えております。 

また、空き家バンクへの登録物件については、昨年度末、売買物件６件、そのうち３件が契約

成立というような状況でありましたが、ただいま申し上げました広報紙へのチラシ折り込み以降、

相談があった16件のうち、売買物件１件、賃貸物件１件の２件の新たな登録がなされていると

ころであります。 

○13番清水和弘議員 本市のですね、空き家情報については、ホームページで掲載しているの

も私も見てますけど、他の手段でですね、情報提示は今やっとること以外にですよ、他の方法で

の情報提示はしないのか。 

例えばですね、空き家解決先進地の自治体を私、日本全国調べました。そしたらですね、ほか

の自治体の不動産業者などに情報を開示することにより、不動産業の競争力が増加することが考

えられると。そのことによってですね、この空き家バンク制度の活用、そしてまた空き家の解消

につながっているらしいんですけど、本市が今、ほかの自治体でやっているこのようなことをで

すね、取り組まない理由、そのメリット、デメリットをどのように判断しとるんですか。 

○東中川徹企画調整課長 本市の空き家バンクに係る情報発信につきましては、ただいま議員か

らありましたように、現在、市のホームページ上での掲載以外に他の方法では行っていないとこ

ろであります。 

今ありました他の自治体の不動産事業者等に情報開示ということがどういう手法というのかで

すね、ちょっと勉強不足、理解不足で申しわけありませんが、現在の市のホームページ上での情

報発信によりまして、ホームページに掲載しますとすぐに問い合わせ等もまいります。 

ホームページの空き家バンク部分の閲覧数というのを見ましても、平成29年度4,343件でした

のが平成30年度は１万8,792件とこのようにふえていることもございますので、今の時点では、

この方法でですね、情報発信というのを続けてまいりたいというふうに考えております。 

○13番清水和弘議員 次に、空き家解決先進地においてはですね、近隣自治体の不動産企業に

も声をかけておるわけですね。そのことにより多くの空き地や空き家の解決につながっているよ

うです。空き家バンク制度については、不動産業の立場は本当に重要ですよ、このことは。 

それよりもですね、現在の枕崎の人口減少、どちらが大事なのか。人口が減少してきたらです

よ、枕崎の税収も減少していくんですよ。そうすることによって、今度は枕崎の存続も本当に将
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来的に考えなければならない。 

そうした場合ですね、不動産業のほうに力を与えるのも大事ですけど、枕崎市住民、枕崎の存

続を考えてですね、この不動産業界とのつながり、もっと外部のほうにも幅を広げていくという

ことについては考えていないんですか。 

○東中川徹企画調整課長 市内の事業者の方を登録しているということについては、６月議会で

もその理由については答弁をいたしたところであります。 

議員からありますように、他市の状況としては、宅地建物取引業者協会等と協定を締結いたし

まして、協会等のほうで会員の中から物件の仲介等を行う事業者を選定している例はあるようで

ありますが、手続としては、所有者等から市への登録申し込み後にその事業者を選定されるとい

うような流れになっているようであります。 

これによってですね、物件の登録に効果が上がっているかどうかについては確認させていただ

きたいと思いますが、ただいま申し上げましたように、空き家バンクへの登録の呼びかけと家財

等の処分への補助の紹介のチラシ、これの広報紙への折り込み以降ですね、登録に関する相談も

多く寄せられていること、また登録されるとすぐに利用者からの問い合わせがあること、登録す

ることで早い期間で契約成立につながっていくこと、こういったことを事業者の皆様方にももう

少しアピールをしまして、登録物件の増が図られるような取り組みをしてまいりたいというふう

に考えております。 

○13番清水和弘議員 現在ですね、この枕崎の空き家バンク制度に登録している事業者、これ

は幾らあるんですか。 

○東中川徹企画調整課長 たしか９事業者だったと思っております。 

○13番清水和弘議員 このような方々にも迷惑をかけないような状況でですね、お互いフィフ

ティー・フィフティーの関係でやっていただきたい。まず、考えることは枕崎の人口減少、これ

をいかにして防ぐかですよ。そのことを頭においてやっていただきたい。 

次にですね、他市においてはですね、空き家バンクに登録した日から２年以上空き家バンクに

登録した住民にですね、空き家登録物件に課税されてる固定資産税額を基準として、奨励金が交

付されてるところもあるようであります。これは、空き家バンクへの物件登録を促進するための

制度とあるんですけど、この制度について、当局はどのように考えてますか。 

○東中川徹企画調整課長 議員からありますように、空き家バンクへの登録を促進するための奨

励金交付の制度につきましては、他県において、空き家バンクに登録後継続して２年以上登録を

続けることを要件としまして、登録物件に課税されている固定資産税額相当額を奨励金としまし

て物件登録時に１回に限り交付するといった制度を設けている自治体もあるようであります。 

この制度導入によるメリット、デメリットをどう考えるかということでございますが、メリッ

トとしては、奨励金の交付があることによって空き家バンクへの登録の検討のきっかけになると

いうことはあるかと思います。 

しかし、その交付対象となる物件の状態、中身等もですね、状態をどのように考えるのか、登

録するだけで奨励金を交付することでよいのか、また、その額が固定資産を所有する方の税の負

担額、税の公平性という問題で、その税の負担額をもとに、それを奨励金の額としていいのか、

そういった考えなければならない課題というのも多いものというふうに考えます。 

○13番清水和弘議員 今、企画課長が話してるのはですよ、本市の土地の価格が上がった場合

だと思うんですよ。実際、本市の土地の価格が、評価価格が私は上がっているとは判断してない

んですけどね。 

実際、以前は枕崎市のほうは南薩ではですよ、枕崎市の土地が高かったわけなんですよ。最近

では、もう南さつまのほうがずっと上になっております。 

そしてまた、国が示す表示価格ちゅうんですかね、ああいうのを見ても、枕崎に、家を壊した
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からいうて固定資産税が上がるというような地域がそんなにあるんですか。私は少ないと思うん

ですけど。 

○東中川徹企画調整課長 土地の評価額というか、そういうことで申し上げたものではございま

せんで、奨励金を交付するときに、その奨励金の額のもととなるものを、公平性を保たない税の

額、その額に求めていいのか、そういうのはしっかり検討しなければいけないですよねというこ

とを申し上げているところでございます。 

○13番清水和弘議員 私は、これによってですよ、枕崎市も損失は出ないと考えておるもんで

すからね。 

それとですね、フラット35、これ民間の補助事業だと思うんですけど、フラット35子育て支

援型及び地域活性化型による支援内容の対象となる住宅取得として、支援対象は１番目、若者子

育て世帯による既存住宅の取得、２番目、若者子育て世帯・親世帯などによる同居・近居のため

の新築・既存住宅の取得、３番目、ＵＩＪターンによる新築・既存住宅の取得、４番目、居住誘

導区域内における新規・既存住宅の取得、５番目、空き家バンクに登録された住宅の取得など金

利が0.25％になっているということがありますけど、この民間の制度を導入するとどのような

メリットがあって、どのようなデメリットがあるのか、どのように判断しとるんですか。 

○東中川徹企画調整課長 まずこの制度について少し議員の質問とダブる部分もございますが説

明を申し上げます。 

お尋ねのフラット35子育て支援型及び地域活性化型につきましては、地方創生等の推進に向

けて子育て支援、ＵＩＪターン等の施策を実施している地方公共団体と住宅金融支援機構が連携

しまして、地方公共団体による財政支援とあわせてフラット35の金利を引き下げることによっ

て地方創生等を促進するための事業であります。 

住宅金融支援機構の公募の内容等を見てみますと、対象となる地方公共団体の事業の要件の中

には空き家の解消に資する取り組みを積極的に実施していることや、住宅の建設または購入に対

して、一定の補助金等の財政支援を行うものであること等が掲げられ、住宅金融支援機構による

支援内容としましては、ただいま議員からありました若者子育て世帯による既存住宅の取得、若

者子育て世帯・親世帯等による同居・近居のための住宅取得、ＵＩＪターンによる住宅取得、居

住誘導区域内における住宅取得、これを行う場合におきまして、住宅ローンでありますフラット

35の金利を他の制度と併用がない場合で、当初の５年間、年0.25％の引き下げによる支援を行

うものであります。 

なお、事業の実施に際しては、地方公共団体と住宅金融支援機構との間で協定を締結すること

となっております。 

この制度導入によるメリット、デメリットなどを検討したのかということでありますが、これ

まで具体的に検討は行っておりませんが、実際に本市においても、本年度新たに移住者住宅確保

支援補助金の交付による支援制度も設けておりまして、事業の要件としては満たしているものと

考えられますし、特にデメリットというものもございません。そのようなことから、今後、協定

の締結に向けて前向きに検討を進めてまいりたいというふうに考えております。 

○13番清水和弘議員 次にですね、本市の場合、平成30年３月、枕崎市空家等対策計画書に記

載されている不良度ランキングに判定されている、特別問題がなくおおむね現況のまま利用可能

な空き家件数は882件となっています。また、管理が行き届いていないが、比較的小規模の修繕

で利用可能な空き家が116件となっている状況にあると思います。 

現在の枕崎市の人口減少や、20年後の枕崎市の人口状況を空き家所有の方々にですね、説明

して、どうしても活用させていただけないかと、そのような話をしようとは考えていないんです

か。 

○東中川徹企画調整課長 ただいま議員からありました数値等についてはですね、ただいま議員
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からあったとおりであります。 

これらの空き家の所有者等に対して、空き家バンクへの登録を促していくべきではないのかと

いうことが質問の主旨であるということで、お答えを申し上げます。 

ただいま議員からありましたように、不良度ランクがおおむね現況のまま利用可能とされた物

件は882件、管理が行き届いていないが比較的小規模な修繕で利用可能とされた物件は116件で

ございますが、これは委託先であります民間の住宅地図会社による外観調査に基づくものであり

まして、建物の内部まで詳しく調査をしているものではございません。 

また、地域や道路の状況、駐車スペース等を加味した市場性まで考慮いたしますと、実際にそ

の件数が直ちに賃貸等につながるのかというのは断定しきれないところであります。 

また、私どもが市内の不動産事業者の方々を空き家バンクに関する協力依頼に回った際に、事

業者の皆様方とお話をする中で、手を入れないで実際にそのままで賃貸できるような物件という

のはなかなかないよということもお聞きししております。 

これらの物件の所有者の皆様方に、個々に説明すべきではということについては、先ほど申し

上げましたように、チラシ折り込み等によりまして相談件数も徐々にふえてきておりますし、ま

た、物件といいますか、あくまでも個人の所有に係るものでございますので、それぞれの事情等

もあるかと思います。 

そのようなことから、市のほうから若干踏み込んでと、個々に説明というよりも、広く呼びか

けていく取り組みというのを続けてまいりたいと思っております。 

○13番清水和弘議員 空き家っていうのはですよ、今ここに書いてる882件と116件というのは、

やぶとか何かにはなってないから、そんなに害はないとは思うんですけどね、まず最初に考えな

ければならないのは、私が言いたいのはですよ、枕崎の人口は、あと25年かそのぐらいしたら

１万5,000人を切ると私は思うんですよ。 

社会人研どこだったですか、あそこは発表しとるじゃないですか。 

その辺を考えたらですね、これは市の職員がこういうことに口を突っ込むべきじゃないみたい

なことを言うとる場合じゃないんですよ、これ。もうちょっとしっかりと自分たちも認識してで

すね、人口減少についてでですよ、財政がもたないんですから、人口が減ってきたらですね。そ

の辺を真剣に考えていただきたい。 

次にですね、平成30年、同じなんですけど、計画書に記載された市場性ランキング判定結果

によればですね、Ａランク売却・賃貸の期待性が高いものが16件、Ｂランク売却・賃貸の期待

性がやや高い物件が35件となっています。 

これら物件の所有者に相談、先ほどと一緒なんですけど、やっぱりこの答弁も同じなんですか。

所有者に対してですよ。 

○東中川徹企画調整課長 先ほどの答弁と重なりますけど、今申し上げましたチラシ折り込みの

ほかにも、今年度、担当者のほうで機会がある場合には自治公民館のほうに出向きまして、区域

内に存在する物件の空き家バンクへの登録の呼びかけも行ってもらうようなお願いなども行って

おります。 

そのようなこともあって、本年度に入りましてから相談件数もふえてきているということで、

ちょっと答弁は重なる部分がございますが、あくまでも個人の所有に係るものでありますので、

ただいま申し上げました担当者の取り組み等を含めてですね、広く呼びかけを行っていく取り組

みを進めていきたいと思っております。 

○13番清水和弘議員 次にですね、選挙期間中も私も聞きに行ったんですけど、市長は選挙期

間中にですね、人口２万人の幸せなまちと何回か私も聞きました。 

最近５カ年の枕崎市の死亡者数は年間どれぐらいになってるんですか。また、先ほど私がちょ

っと述べました30年後の枕崎市の人口の推計をどのぐらいと考えているのか。市長が述べまし
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た人口２万人の幸せなまちをつくるその計画はどのような状況で進めようとしてるのかをお伺い

いたします。 

○前田祝成市長 過去５年間の死亡者数、そして30年後の人口推移について、これは、私の答

弁の後に担当参事に答弁させますが、人口動態については、毎月、市内社会経済情勢報告、これ

を政策推進係から受けておりますので、その中で把握しているところでございます。 

それと日本一幸せな２万人のまちというフレーズ、これは選挙期間に限らず、先ほども申し上

げましたが、今でも職員、そして市民の皆様にも広く伝えていくものと思っておりますし、本市

の目指すべき未来像として、事あるごとに話しているところでございます。 

また、それをどう実現するかというところなんですけれども、そこにつきましては先ほども申

し上げましたが私は、地方創生総合戦略というのは非常に重要な戦略だというふうに思っており

ます。これはまさに我々行政の仕事の多くはここからスタートするべきだなというふうに考えて

おりまして、ことし最終年度になります。 

今までの５年間の地方創生総合戦略の施策、戦略立案がどうだったのかっていうのは、非常に

やっぱり私は厳しく見ないといけないなというふうに思います。それはなぜかというと、全国的

に見ても総合戦略自体がやっぱり人口問題、その国の人口政策の非常に主たるものとして掲げら

れたにもかかわらず、東京一極集中は、この５年間で、ますます進んでいて、地方の人口減は進

んでいるという状況があります。それは枕崎も一緒です。 

ですので、その政策をしっかりと検討し、検証し直すということがまず第一、そして、次には、

これから先の来年から始まる５年間をしっかりと実のある戦略を立てていくということが大事だ

というふうに思っておりますので、それで何とか実現していくということになろうかと思います。 

その中で特に私が重視しているのは、ゼロ歳から18歳までの枕崎での生活、子供たちのです

ね、生活の中でいかに枕崎に愛着を持ってもらうことができるかということを第一に考えており

ます。 

子供たちが18歳になったときに、枕崎から離れていくという事実がもう現実としてあります。

それはどういうことかというと、都会で暮らす若者たちは自分のキャリアのために選択肢として

東京を中心とした都会でしか実現できないことにチャレンジしているという側面が大きいかと思

います。若者の夢をかなえるための選択という意味では選択肢が多いということで都会を志向す

る部分もあるかと思います。 

それでも、ゼロ歳から18歳までの枕崎での生活の中で、いかに枕崎に愛着を持ってもらうこ

とができるかということをしっかりやっていく、その後、都会に出たとしても、将来、枕崎に戻

って来たいと思ってくれるような、そういうまちづくりが必要だと認識してます。 

暮らしの面からいうと、ただいま議員から言われますように、空き家対策、これも重要な施策

の一つではないかというふうに考えているところです。 

○中原重信議長 以上で、清水和弘議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩します。 

午前10時31分 休憩 

午前10時41分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、沖園強議員。 

［沖園強議員 登壇］ 

○４番沖園強議員 ２番目の質問者となりました。しばらくの間、おつき合いのほど、お願い申

し上げます。 

枕崎市誌に明和４年の「鹿籠名数記」が紹介されております。 

「湊に二浦あり、枕崎浦、白沢浦これなり。浦水主317人、惣船170余艘、専ら心掛けて鰹を
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釣り節に調う」、これは当時から枕崎のかつおぶし製造が盛んに行われていたことを裏づける

252年前の資料でございます。 

310余年前、紀州の森弥兵衛によって製造法が伝えられた枕崎のかつおぶしは、明治時代は漁

民による沖イデ、島イデの方法で製造されていた。 

大正14年に漁業と製造が分離されてから、その品質が飛躍的に向上して、改良に改良を重ね、

全国的に枕崎ぶしと名声を博し、現在の隆盛に至っていると枕崎市誌に紹介されております。 

漁業に始まるかつおぶしの製造には、水揚荷役業、製造加工業のほか、整形加工業、カビづけ

加工業、まきを切り出す山林業、梱包業、運送業など、さまざまな分野で多くの市民がかかわり

生産されている。まさしく、本市の基幹産業であると言えます。 

本市の主要産業である水産加工業界において、近い将来、食品製造業が届け出制から許可制と

なる予定である、衛生管理型工場を検討するが、用途地域制度により増改築ができない。本市主

要産業の振興のために用途地域の見直しを検討してほしいと以前から強い要望があることは皆さ

ん御承知のことでございます。 

このような現状の中で、市長は３月議会の施政方針において、枕崎空港の閉鎖に至る経緯など

平成における市政の変遷に触れた上で、急激な人口減少に伴う労働人口減少など、全国的な現状

を正しく分析し、持続可能な目標設定のもとに、本市主要産業の持続可能な開発、計画の策定が

求められており、持続可能な施策の推進が次代を担う我々に課された課題であると述べられてお

ります。後継者はいるけれど増改築ができない水産加工業界の現状をどのように分析されている

のか、まずもって市長の御見解をお聞きいたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 ただいま御質問いただきました水産加工業の現状、そして将来ということです

が、現在、市街地にあります水産加工場の多くが、用途地域の住居系の第一種住居地域に点在し

ている状況にございます。もちろん、郊外のほうに進出している水産加工場も多くあるところで

ございます。 

この第一種住居地域につきましては、住居の環境を保護するための地域として設定しておりま

して、環境影響の小さいごく小規模な50平米以下の工場しか建てられないというような状況で

ございます。 

多くの水産加工場は、昭和49年に用途地域が制定される以前から存在しており、現行法には

適合しない既存不適格建築物というような状況になっております。よって、同規模の工場の建て

かえについては現実的には不可能で、既存工場内の増築につきましては、床面積、原動機等に規

制があり、また建築基準法や消防法等の現行法に適合しなければなりません。 

このような状況の中で、増改築を行うためには用途地域の見直し、これが必要になってまいり

ます。現在の住居系の地域、これは住居の環境を保護するための地域として設定されております

ので、住居系の地域から工業系の地域への見直しにつきましては、さまざまな状況を踏まえます

と厳しい状況にあることは事実でございます。 

しかしながら、全国的な例を見ますと、特別用途地区という制度もございます。なかなかハー

ドルの高い点が多々あるとは思いますが、今後、これからの課題として研究を進めていく、その

ような所存でございます。 

○４番沖園強議員 確かに今、御答弁にあられたように非常に厳しい状況下にあると思うんです

よね。今、市長、これからの課題として研究をしていくと、裏を返せば現状は分析できているが、

まだ市長の言われる目標の設定はできていないということですよね。 

市長、私、議員歴ちょっと長いんですけど、ちょうど平成３年に議員になりました。平成の初

め、バブルがはじけるころですかね、本市では大型プロジェクト、空港あるいは臨空工業団地、

立神中学校、お魚センター、市長が触れられている大型プロジェクトがひしめいておったわけで
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す。そしてまた、災害対策事業、そういったものがめじろ押しでございました。 

当時、港大橋、そしてまた、人工海浜、火之神公園に、そういったプロジェクトも浮上してき

ました。我々は非常に大型プロジェクトによる財政難、そういったものを踏まえて、議会として

ちょっとブレーキをかけたことがございます。 

そして、そのころ加工団地の話もございました。その中で、当局は当時どういった答弁をされ

ておったかちゅうと、かつおぶし工場、イデ小屋ですね。市民生活と共存共栄してきたと、自宅

から通える工場であると、雇用の場であると。 

それと、生活の環境が当然、混在しておりましたので、環境を優先して公共下水道にいち早く

取り組んできたと。そういった見方と見解と、それと行政の財政事情が悪化傾向にあったもんで

すから、自然に加工団地は用地の選定といった事情が絡んで立ち消えになってしまったという記

憶がございます。 

その後、今、現状はどうなっているかといいますと、業界の皆様は、先ほど市長の答弁にもご

ざいましたが、下水道使用料あるいは下水道負担金の問題、そして用途地域の問題が複雑に絡み

合ってですね、都市計画区域外農村部へ水産加工業界の一部の方々が出ていかれるようになった

と。その結果、何が生まれたかというと生処理、イデ小屋と焙乾、燻乾の乾燥施設の工場が別々

になっていると。非常に作業効率の悪い状況を強いられていると。そしてまた、農村部に進出し

た関係で汚水処理の問題、そういった新たな課題が生じていると私は思っています。 

これは当時のまちづくり施策、政策、市長の言われる施策の推進においてですね、当時、現状

の分析、そしてまた目標の設定を見誤ったといえば、ちょっと語弊がございますが、かみ合わな

かったと、こう私は思っております。 

そこでお聞きしますけど、水産加工業界の皆さんからの用途地域の見直しの要望は、文書によ

る申し出の相談なのか、口頭での相談なのか、どちらなのか教えていただけないでしょうか。 

○松崎信二建設課長 用途地域の見直しについての要望につきましては、工場の増築等の関係で

３件ほど水産加工場関係者から口頭によりまして相談を受けたことがあります。 

○４番沖園強議員 口頭で３件ほど増築の相談があったと、口頭で。 

用途地域の見直しというプロセスについては、皆さん御存じのとおりなんですが、まず住民か

ら要望が上がって申し入れですかね。それから、都市計画基礎調査等を実施いたしまして、住民

への周知、徹底を図るパブリックコメントとございまして、都市計画案の作成と、そのあと都市

計画審議会等に付議したり、10回ほどの工程があるんですけど、そうすると業界の要望が口頭

での相談であったために、都市計画基礎調査や都市計画審議会への諮問までは至っていないと。

こう理解してよろしいんでしょうか。 

○松崎信二建設課長 用途地域変更の計画がありませんので、用途を見直すための基礎調査や都

市計画審議会への諮問も行っていない状況でございます。 

○４番沖園強議員 用途地域を見直すための都市計画調査には至っていないと。 

再度お聞きしますが、一般的に相談は口頭ですよね。口頭であったために至っていない、それ

だけのことなんですか。 

○松崎信二建設課長 はい、そのとおりであります。 

○４番沖園強議員 せっかくですね、いろんな相談が来てですね、どの程度相談に乗ってあげた

のかわかりませんが、ちょっと向き合っていないような気がするんですけど。それで駅前開発の

許認可の手続についてお聞きしますけど、駅前開発では建築基準法第48条に基づいて、県の建

築審査会等の手続を経て、第一種住居地域に用途地域内の建築制限が許可され、大規模商業施設

が建設されたと認識しているんですけど、その駅前開発における許認可手続の流れを教えていた

だきたいと思います。 

○松崎信二建設課長 駅前開発の許認可手続の流れにつきましては、まず１番目に県及び市に事
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前相談、２番目に県へ許可申請書の提出、諸条件として市の意見書の添付、周囲50メートル以

内の住民同意が必要、３番目に県が公聴会の開催、４番目に県建築審査会の開催、５番目に許可、

６番目に確認申請後に工事着手となっております。 

駅前開発の許可の場合は、敷地周辺50メートル以内の土地及び建物所有者全ての同意や交通

問題、営業時間、騒音関係、排水関係等の対策を解決して、許可申請の受理となっております。 

また、駅前開発の大規模商業施設は、住居系の第二種住居地域に建築可能であることも考慮さ

れ、許可に至っております。 

○４番沖園強議員 駅前においては、事前相談等を踏まえて第一種住居地域であったけど、建築

基準法のただし書きを準用して、第二種住居地域を引用したということですが、その許可申請を

提出するに当たって事前相談が前提であるということですよね。事前相談は、誰がどこに相談し

たんですか。 

○松崎信二建設課長 事前相談につきましては、事業者が県へ直接、事前相談を行うことになり

ますが、今回の駅前開発では、事業者より委託を受けた代理人の建築コンサルタントが県へ事前

相談を行っております。 

この用途許可につきましては、建築基準法第48条に基づくただし書きにありますとおり、各

用途地域における住居の環境を害するおそれがないことや、公益上やむを得ないと認められて許

可されているものであります。 

駅前開発の場合は、駅前の大型スーパー新築の建設規模は3,000平方メートルを超える面積で

計画されていましたが、当該建設地域は第一種住居地域に指定されていたため、3,000平方メー

トル以下の店舗の建設しかできなかったために、第48条第５項ただし書きに基づく申請が行わ

れました。 

水産加工場の場合は工場になりますので、駅前開発の諸条件と比べますと、住居の環境を害す

るおそれがないという点で条件に若干の相違があることからもハードルは高くなると考えており

ます。 

○４番沖園強議員 そうすると、駅前開発で事業者がコンサルを介して県に直接相談されたとい

う御答弁だったんですが、市はどういった関与をされたんですか。 

○松崎信二建設課長 業者のほうが県に提出する前に、市のほうにも来て相談を受けまして、県

との連絡調整をとっております。 

○４番沖園強議員 駅前開発では、業者がコンサルを介して県に直接相談するときに、市は連絡

調整等に携わったということですよね。 

そうすると、水産加工業界の場合は、先ほど非常にハードルが高いと、住環境の関係で。水産

加工業界、一般の事業者の場合は、建築基準法の48条に基づいて申請する場合、駅前開発では

市もかかわっておりましたから、市もそういう窓口相談にある程度、お手伝いといえばいいんで

すかね、されたんでしょうけど、その連絡調整、水産加工業界の場合もコンサル等を介して直接

業者が県に申請するわけですよね、手続の流れからいえば。 

そうすると、市はどういった立ち位置で相談の窓口とか、そういったものはされるんですか。 

○松崎信二建設課長 申請の前に、まず事前相談が必要になると思います。 

水産加工業者の工場を住居系の地域に建築するとなると、住環境への影響が懸念されることか

ら、建物計画の可能性を確認する意味でも事前相談が重要になると思います。 

水産加工業界が、事前相談を行う窓口につきましては、県の建築課になりますが、市の建設課

建築係では県への連絡調整や提出書類等の事前確認を行います。 

なお、一般的には事業者の代理人として建築コンサルタント等が相談をすることになります。 

○４番沖園強議員 そうすると、以前３件の御相談があったということなんですけど、そのとき

はそういった手続は踏まなかったんですか。 
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○松崎信二建設課長 前回、３件相談があったときには、そこまでの突っ込んだ相談ではなかっ

たもんですから、手続とかは県のほうには問い合わせておりますが、要望のあった事業者の方と

そこまで突っ込んだ話はしておりません。 

○４番沖園強議員 ただいま非常に厳しいハードルがあるということで御答弁いただいたんです

が、市長の答弁にもあったように、イデ小屋の場合はですね、第一種住居地域に点在していると。 

新用途地域制度では、先ほどからの御答弁もありますように、第一種住居地域で3,000平方メ

ートル、第二種住居地域で１万平方メートルとなってるわけですよね。一定条件の店舗や事務所、

ごく小規模な工場、先ほど市長答弁であった50平米ですかね。 

そういうことですが、例えばですね、水産加工施設に隣接する土地を購入して、既設の工場と

間仕切りなり、そういったものを接続して建築するというか、そういった場合は、増築とみなす

のかですね。そしてまた、切り離して倉庫なり、あるいは事務所なりを建設した場合は、それも

一定条件を満たさないといけないのか、どっちなんですか。 

○松崎信二建設課長 既設の工場と壁で仕切りをしていても、既設に接続していれば増築となり

ます。 

また、切り離して建てた倉庫につきましては、新築となるため、自家用で危険物を貯蔵しない

ものに限り、第一種住居地域では3,000平方メートル以下の倉庫の建築が可能になります。 

○４番沖園強議員 倉庫は可能ということです。せんだって私、ちょっとほかの公務があって出

会できなかったんですけど、業界と議会との意見交換会で、業界のほうから事務所も建てること

ができないといった御意見もあったようなんですけど、工場と併設といえばいいんですかね、事

務所は増設になるんですかね、どっちになるんですか。 

○松崎信二建設課長 事務所については、ちょっと資料を持ってきておりませんので、回答を控

えさせてください。 

○４番沖園強議員 先ほど切り離した場合は、倉庫なら3,000平方メートルまでは可能だと、倉

庫なら一定の条件を満たせば。 

事務所の場合は、特に今の現状を見た場合に、今の工場脇に増築みたいな形でつくられる方も、

つくりたいといえばいいのかな、建設したいという方もいらっしゃるかと思いますので、後もっ

てまたそれは教えていただければと思います。 

平成10年の法改正により、用途地域内における特別の用途に対して、先ほど市長の答弁でも

ございましたが、地方公共団体が用途制限の規制緩和を行うよう定めた特別用途地区の種類を自

由に定めることができるようになっております。 

本市では、特別用途地区の可能性について御検討されたことがあるんですか。 

○松崎信二建設課長 特別用途地区につきましては、用途地域内の一定の地区において、地区の

特性にふさわしい土地利用の増進、環境の保護等の特別な目的の実現を図るため、用途地域の指

定を補完して定める地区になります。 

他市の例を確認したところ、特別工業地区の設定で用途地域の制限を緩和する地場産業保護型

という地区を指定した埼玉県川口市の事例もあるようであります。 

目的や諸条件等が異なり、ハードルは高くなると思いますが、市としましても、特別用途地区

の指定の可能性について研究を進めてまいります。 

○４番沖園強議員 先ほど冒頭も研究を進める、研究を進めて目的を設定するということですか

ね。 

○松崎信二建設課長 はい、そのとおりであります。 

○４番沖園強議員 ありがとうございます。研究だけしても、目的を設定してその施策の推進に

つなげんといかんということですので、できるなら目的を設定すると御答弁いただきたかったん

ですけど。 
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今、埼玉県川口市の例等が出てきたんですが、全国ではいろんな事例がございます。 

例えば、京都市では伝統産業を保護、育成するための特別地区の指定地域を設けております。

東京都ではレジャー施設等の特別地区を設けている例もございます。 

今、枕崎の現状といえばいいか、代々引き継いできた工場、それを増改築ができない。後継者

は生まれるんだが、その士気をそがれるというのが今の現状だと私は思っております。 

ですから、組合の皆さんもハードルは高いけど御相談に来られるんだろうと。法の縛りで難し

いと一言で片づけられる問題ではないと。市長の言われる本市主要産業の振興、そういった観点

からいけば避けて通れない課題ではなかろうかなと思います。 

最後にお聞きしますけど、本市では建築基準法第48条に基づく事前相談を行いやすいような

環境をつくる必要はないのか、市長の御見解をお聞きします。 

○前田祝成市長 ただいまの質問にお答えいたします。 

建築基準法第48条に基づく事前相談ということにつきましては、今、御質問、答弁のやりと

り等ございましたが、やはりそこの中身を業界の中にお伝えするということがまず第一かなとい

うふうに考えます。 

できるのか、できないのか、可能性があるのか、ないのかっていうところをまずお示しすると。

その中で、この場合は事業者がっていうことですので、個々の事業者のいろんな経営判断の中で、

それにチャレンジするかどうかというところの判断になろうかと思います。そこについてのです

ね、我々としては窓口を決して閉ざす必要は全くないというふうに考えます。 

それと、もう一つのその特別用途地区ですね、こちらにつきましては、まさに先ほど質問者の

ほうから過去の本市の政策のいろんな歴史、そしてその中での判断を見誤ったというお言葉もあ

りましたけれども、そのあたりもあったとは思いますが、用途地域に関しましては地域としてど

う取り組むかというところになってくると思います。 

ですので、一事業者とではなくて、やっぱり業界と加工組合のほうとですね、そのあたりをど

う取り組んでいくかというところをやはり密に話をしながらですね、検討していくという必要が

あろうかと思います。 

いずれにしましても、我々も当然その産業を活性化させるという大目標がございます。そして、

加工組合のほうもですね、この伝統を守り続け、そしてまた発展させるという組合としての指針

もあろうかと思います。 

その中で、実際もう既に積極的に投資をされて外に動かれたっていう部分もございますので、

そのあたりも加工組合の中のコンセンサスというのも必要になってくるかと思いますので、その

あたりも含めましてですね、総合的にやりとりをさせていただき、そして検討を続けてまいりた

いとそのように考えます。 

○４番沖園強議員 そういう業界と当局といろんな可能性を探ってですね、進めていただきたい

と。立神北町ですかね、あそこは第一種住居地域なんですけど、どういったいきさつであそこに

新工場が建設できたのか過去の経緯は私知らないんですけど、例えば岩戸地区のああいった工場

が固まっているところとか新町地区とか、あるいは火之神公園の手前の養豚場の後のああいった

県営住宅の敷地とか、そういったものを探っていただきたいなというふうに御要望申し上げてお

きたいと思います。 

そしてまた、今、市長から前向きな御答弁をいただいたんですが、業界の皆さんとぜひ協議の

場を再三再四設けていただきたいなと思います。 

次の質問に移ります。 

７月の広報まくらざきの折り込みと８月のお知らせ版等において、事業主を対象にした償却資

産の申告を促すチラシが入りました。償却資産は御存じのとおり、家屋や土地と違い申告制であ

ることを案内する周知文書でございました。 



 

- 42 - 

３月議会では、29年度における調査で太陽光発電事業者の申告漏れが確認できたため、申告

慫慂文書を発送し申告課税を促したと。そして、30年度は法人における確定申告や税務署の書

類調査を実施して、申告漏れのあった事業者に申告慫慂文書を発送して申告課税を促したという

ことでございました。 

その平成30年度における法人の事業所数、それと申告慫慂を行った法人の件数、そのうち申

告した事業者の件数と未申告の件数の状況はどうなっているのか、お答えいただきたいと思いま

す。 

○神園信二税務課長 平成30年度の本市の法人事業所数でございますが、これは471社でござい

ます。 

昨年度行いました法人所有の償却資産申告の慫慂件数は104社でございまして、このうち95社

の申告をいただきました。 

なお、この95社のうち78社が課税標準額の合計額が地方税法に定める150万円を超えていない

という申告でございましたので、課税対象とはなっておりません。 

残る９社につきましては、いまだ申告をいただけていない状況でございます。 

○４番沖園強議員 申告慫慂を実施したが、いまだ申告がないものが９件ということでございま

すけど、未申告者の課税標準額を把握するにはですね、実態調査が当然必要になってくるわけで

すよね。その現地調査は行っているんでしょうかね。また、再度の未申告者への催告といえばい

いんですか、それはどうなってるんですか。 

○神園信二税務課長 今回の償却資産申告の慫慂に当たりましては、税務署に出向きまして、法

人確定申告書の閲覧を行った上で、本市の償却資産課税台帳との照合を行って申告が行われてい

ない法人の洗い出しを徹底的に行ったところでございます。 

先ほど申し上げました９社の未申告法人のうち、２社につきましては現在、税理士と協議中で

あるという御連絡をいただいておりますので、協議が終了次第御提出いただけるものと考えてお

ります。 

ほかの７社につきましては、今後も再三の提出要請を行って、何とか自主的な提出というとこ

ろにこぎつけたいと考えておりますが、万一提出をいただけない場合には事業所を訪問し、現地

調査を行った上で、申告書の提出を受けたいと考えておりますが、正当な理由なく申告を拒否す

る場合、これにつきましては条例に基づきまして過料の適用も考えざるを得ないものというふう

に考えております。 

○４番沖園強議員 そうすると、先ほど御答弁があった課税標準額の合計額が150万未満、課税

対象外ですよね、判断された事業所数が78件ということですが、その場合、自己申告による書

類調査だけで把握は可能なんですかね。 

あれはまた現地調査をされるということなんですけど、事業者の中で損金計上していない事業

用の資産が確認できた場合、課税台帳に登録はされるんですか。 

○神園信二税務課長 今回申告をいただきました95社のうち78社は、先ほど申し上げましたと

おり、150万円未満ということで課税対象外となっております。 

しかし、今回、税務署の調査によりまして、私どもが収集しました償却額のデータと照合して、

申告額が少ないという場合は、申告した法人に対して、まずは聞き取り調査ということで修正申

告をいただくべきものは修正をいただき、税額更正等という手続を行いたいと考えております。 

なお、聞き取り調査に応じない事業所、また税務署データと大きく相違する事業所につきまし

ては、こちらから事業所に出向きまして、申告書内容と現状の照合、検証を行う場合もあるとい

うふうに考えております。 

それと、損金計上していない事業用の資産につきましては、その資産の状況、これを現地で調

査をしないと登録すべきものかどうかということがわかりませんので、現地調査をしまして、課
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税台帳に登録すべきものと判断いたしましたときには、登録をいたしまして税額更正の手続を行

いたいというふうに考えております。 

○４番沖園強議員 今、御答弁いただいたような感じで、いろいろ調査した上で申告を催告する

ということでないと、真面目に申告された方々がばかを見るわけですよね。 

その95法人のうち150万以下の課税対象外があったわけですが、その課税対象となった17法人

だったですかね、17法人の影響額はどんぐらいあったですか。 

それと、申しわけないですけど、29年度の太陽光の場合で影響額は幾らあったんでしょうか。 

○神園信二税務課長 年度の古いほうから太陽光発電の影響額、これは遡及分も含めますと、

1,526万円程度というふうな影響額でございます。それから、法人17が課税業者となっておりま

すが、こちらの影響額が255万円程度というふうなところでございます。 

○４番沖園強議員 これだけの未申告者等を調査によって、課税額に1,800万程度の影響額があ

ったということですよね。そうすると、今年度は個人事業者の調査を実施予定ということでした

が、法人で申告慫慂が必要な未申告は104件あったと。 

今回の個人事業者、農家を含めてですよね、ほとんどの方々は損金計上はしてるんだけど、ト

ラクターなどの機械類、備品類、そういったものが償却資産であるということ自体を御存じでな

いという方々が申告をしていないと思われるんですが、その今年度の調査で申告慫慂が必要な個

人事業者の件数は幾らぐらいだったのか、またそのうちの農家の件数は幾らぐらいあったもんで

すか。 

○神園信二税務課長 個人事業者につきましては、税務署の確定申告に限らず住民税の申告をさ

れる方もいらっしゃいます。住民税申告を行った方の償却資産の計算というものをリストアップ

しております。また、確定申告を行ってる方もいらっしゃいますので、そちらのほうもリストア

ップをさせていただいております。 

この両方のリストと本市の課税台帳を照合して申告慫慂が必要だなということの準備をしてお

ります。加えて、農業収入、営業収入、不動産収入、雑収入を申告された方で収支内訳書に償却

資産の計上もない方もいらっしゃるんですけれども、その収入を得るのに機械、器具、備品等を

使って事業を行っている可能性がございます。その方々にも申告慫慂の準備を行っております。 

これらの方々の合計数が1,194人ということでございまして、お尋ねのうち農業収入をお持ち

の方というところは、そのうち435人ということでございます。 

○４番沖園強議員 今の御答弁で申告慫慂が必要な方が1,194件、そのうち農家が435件という

ことなんですが、このことは先ほども申したんですが、償却資産の調査といいますか、未申告者

の調査、また申告慫慂のそういった慫慂を行ってこなかった行政とまた申告義務である納税義務

を怠ってきた納税者の認識不足といいますか、双方の認識不足だと思うんですよね。 

そうすると、償却資産の未申告のこういった調査等を県内ではどういった調査の方法でやられ

ているんですか、ほかの団体では。 

○神園信二税務課長 近隣市の取り組み状況から御紹介を申し上げます。 

まず、指宿市につきましては、合併前の旧市分につきましては、調査申告慫慂は行われており

ましたけれども、合併時に旧町分の償却資産について本市と同様に、個人、法人の未申告の一斉

洗い出しと申告慫慂及び賦課を行っております。 

南九州市につきましては、平成27年度に本市と同じ調査を行ったものの、申告慫慂等の措置

までは行ってないようです。南さつま市は、取り組みの事例はないようでございます。 

なお、市長におかれましては、南九州市長、南さつま市長と会議をともにされた際、本市の取

り組みを説明して足並みをそろえて同様の取り組みをお願いしたいというふうな要望をお伝えい

ただきました。 

県下19市の状況で申し上げますと、薩摩川内市が平成27年、28年におきまして、本市と同様
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の取り組みを行っております。 

過去に申告慫慂を実施したことがある市を含め、13市が法人、個人の償却資産の未申告への

対応を行っております。 

○４番沖園強議員 ほかの町とちょっと足並みがそろっていないようなんですけど、そうすると

本市では申告慫慂によって申告された場合、過料、延滞金の免除と分納での対応という措置はと

っているんですけど、ほかの市ではどのような対応をとっているんですか。 

○神園信二税務課長 本市の税条例第75条に固定資産に係る不申告に関する過料の規定がござ

いますが、この第２項には情状により市長が定めると規定されております。 

また、今回の申告慫慂に伴いまして申告書を提出していただいた方々に事情をお聞きすると、

皆さんやはり御存じなかったということですので、過料は科さないという考えでございます。 

延滞金につきましても、地方税法第368条第３項にやむを得ない事由があると認める場合にお

いては、延滞金額を減免することができるという規定がございますので、過料と同様に延滞金額

を免じる考えでございます。 

なお、県下19市に、ちょっと問い合わせをしたところでございますが、19市も私どもと同じ

取り扱い、過料、延滞金は科さないという判断でございます。 

○４番沖園強議員 そうすると、延滞金等は19市とも足並みをそろえるということなんですけ

ど、今回、申告慫慂に基づいて申告された方々に５年遡及課税が来ました。 

申告義務を知らなかった、先ほども申しましたが申告義務を知らなかったと言えばいいんです

かね、そういった農家の方々がですね、突然、５年遡及課税というそういった通知が来た場合、

驚くことはもう容易に推察できるんですが、個人の場合でも法人と同じく５年遡及と考えておら

れるのか。また、先ほどの御答弁で課税強化を実施している13市の中で４市は遡及してないと

いうことになりますよね、４市は遡及課税をしていないと。 

そうすっと、その遡及課税についても過料、延滞金と同様に情状により市長が遡及期間の短縮

や減免ができるもんなんですか、その４市の対応はどうなってるんですか。 

○神園信二税務課長 提出をいただきました申告書をもとに、過去５年間にわたってその償却資

産の課税標準の合計額が150万円以上である場合、本市の税条例第72条、それから地方税法第

368条の規定に基づきまして、遡及して賦課徴収を行わせていただく考えでございます。 

遡及期間につきましては、地方税法第17条の５の規定に基づきまして固定資産税は５年とな

っております。 

この遡及課税の規定は、既に申告、納税を自主的に行ってらっしゃる方、この方々との納税の

公平確保の措置でございますので御理解をいただきたいというふうにお願い申し上げます。 

また、最後のところで４市がどうなのかと、遡及してないじゃないかというふうなお話でござ

いますが、ただいま御紹介いたしました地方税法等の規定を読みますと、それぞれの自治体の御

判断でございますので、私どものほうでなかなか言及しにくいところがございますので、その４

市についての言及につきましては、御容赦をいただきたいと思っております。 

○４番沖園強議員 言及はできないということですが、４市については遡及課税を行っていない

と。ということは、情状により市長の判断でできるのかどうか、その辺は市長どうなんですか。 

○前田祝成市長 ただいま税務課長のほうから答弁があったとおり、法律上は５年間の遡及課税

につきましては、いただくということになっておりますので、その辺につきましては、既に納税

していただいている方々との公平確保ということでですね、お願いせざるを得ないのかなという

判断をしているところでございます。 

○４番沖園強議員 大分、時間が押しておりますので、ちょっとはしょりますけど、そうすると

固定資産評価額に不服申し出があった場合、固定資産評価審査委員会で審議しなければならない

と、本市条例でもそうですよね。今までそういった事例があるんですか。 
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○神園信二税務課長 本市の固定資産評価審査委員会の開催例といたしましては、平成22年度

に宅地及び建物の評価額に関して不服を申し立てられて、これを開催した事例がございます。 

○４番沖園強議員 あらゆることを想定しないと、あり得るかもしれんですよね、こういった急

遽、降って湧いたような話ですから。 

もう一遍、次に地方税法第349条の３に規定する課税標準額の特例、いわゆるわがまち特例で

すよね。全国各地が実施しているんですけど、鹿児島市では、例えば平成30年度地方税法の改

正によって、中小事業者に対して令和３年３月末までに取得した先端技術に係る資機材に対して

課税標準額の特例を制定していると。そうすっと、本市におけるわがまち特例はどうなってるん

ですか。 

○神園信二税務課長 本市が規定しますわがまち特例は、ただいま議員から御紹介いただきまし

た中小企業者等が認定先端設備等導入計画で取得した先端設備等の償却資産に係る課税標準の特

例という事例を初め、なじみの深いところでは、再生可能エネルギー発電施設に係る部分等、本

市で10項目の規定を設けてございます。 

ちなみに、議員から御紹介いただきました先端設備等の償却資産に係る適用件数、現在計画中

のものを含め６件になる予定でございます。ほかにも特例の適用事例はございます。 

○４番沖園強議員 本市で、わがまち特例の適用が６件あるということだったんですが、それを

どういった形でそう知り得るのかですね、事業者の方々がね。そこはちょっと気になるんですけ

ど、いろいろ質疑を重ねてまいりましたんですが、私は今回こうして29年度から重い腰を上げ

たといえばいいのかな、取り組んだということは高く評価しなければいけないのかなというふう

に思っております。 

ただし、この広報折り込み、そしてまたホームページ等での紹介を拝見したときにですね、も

う少し踏み込んだ内容の広報が必要かなと、啓発が必要かなと思います。 

例えば、申告慫慂に従わない未申告者に対する過料のこととか、申告慫慂により申告した場合

の延滞金免除のこととか、過料、延滞金の免除のこととか、５年遡及課税のこと、わがまち特例

の手続の窓口とか、そういったものもホームページあるいは啓発文書等で載せるべきじゃないか

なと思っております。 

今後、どういった形で啓発活動を行っていくのかお聞きしておきます。 

○神園信二税務課長 今回の取り組みで一番重要なのは、市民の皆さんへの理解であるというこ

とは十分承知しております。 

さらに今後、慫慂文書等が発送されていきますけれども、発送後におきましても、議員から御

指摘いただきましたところを踏まえまして、十分な広報となりますように努めていきたいと考え

ております。 

○４番沖園強議員 御答弁でもはっきりしてきたんですが、南さつま市が実施してないというよ

うな状況でございますので、隣のまちと足並みをそろえて、市長は会合等でお話をされたようで

すが協力をもらわないとですね、隣のまちは償却資産の調査はないと市民からですよ、枕崎は小

さな機械まで固定資産税を賦課されたと。そして、徴税が厳しいと枕崎は。あるいは、わがまち

特例の案内がない、そういったような啓発活動の徹底を近隣市とですね、足並みをそろえてやっ

ていかないと、そういった市民の曲解した批判が出るかもしれません。 

最後に、市長にお聞きしますけど、商標登録の「蒲郡みかん」の産地、愛知県蒲郡市では、市

職員や農家の双方がビニールハウスが償却資産であることを認識していなかったと。実に2,000

件以上の申告漏れがあることを議会に指摘されたと。 

市では、実態調査を実施して未申告が確認されたビニールハウス等に対して５年の遡及課税を

したと。しかし一方で、稲葉市長は課税によって農家の負担がふえることを考慮して、過料、延

滞金の免除のほかに農家の支援策を追加で講じる検討をしていると。こういった情報がございま
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す。ネット情報なんですけど。 

本市でも先ほど申しました個人事業者が1,194人、そして農家だけでも435人ということがわ

かりました。 

市長は、本市の主要産業の産業振興のために、農家などの個人事業者の支援策を今後検討する

考えはないのかお聞きしときます。 

○前田祝成市長 今回の件に関しましては、新たな取り組みということで進めさせていただいて

おります。 

近隣市との足並みをそろえるということに関しましてはですね、早くから南九州市長、南さつ

ま市長に直接話をしまして、枕崎はこういう取り組みをやると、ぜひ足並みをそろえてほしいと

いう話をしてます。 

税務課長のほうも南薩振興局での会合等でですね、そういう話も近隣市の代表と話をさせてい

ただいております。そこについては、丁寧にやっていかないといけない。そしてもう一つは広報

です。 

やはり、今議員から御提案があったように、きめ細かなですね、どういうものがあるんだとい

うことを細かくですね、お伝えするっていうことも必要だということで、私のほうも広報紙、そ

してお知らせ版等で毎月やってくださいということを指示しております。 

そして、11月に予定されております語る会の中でもですね、ぜひそういう意見交換をさせて

いただきたいというふうに思います。 

また、農業を初めとした各個人事業者への支援策というところでございますけれども、当然、

償却資産課税、これは他の固定資産税と違いまして償却資産を持って事業をされてる方に限定し

て賦課する、徴収するということでありますので、いただいた償却資産課税分、これにつきまし

ては、農家を含めました個人事業者の皆様方にしっかりと再配分できるように配慮しないといけ

ないものだというふうに認識しております。 

納税に対する御理解をいただけるように、我々としてもしっかりと意を配ってまいりたい、そ

のように考えております。 

具体的な内容につきましては、徴収額等のこともございますので、来年度予算にしっかり組み

込んでいけるように、それをしっかりとお示しできるように、取り組んでまいりたいとそのよう

に考えております。 

○中原重信議長 以上で、沖園強議員の一般質問を終わります。 

ここで午後１時10分まで休憩いたします。 

午前11時43分 休憩 

午後１時８分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、上迫正幸議員。 

［上迫正幸議員 登壇］ 

○３番上迫正幸議員 午後１番目の質問者となりました。 

昼食後で眠たくなる時間でありますが、おつき合いをお願いいたします。 

それでは、通告に従いまして質問させていただきます。 

近年、列島各地で自然災害が多数発生しております。過去を振り返りましても、東日本大震災

を初め、たび重なる台風、豪雨災害、また各地で発生する地震などで住民の生命は脅かされてお

ります。 

そこで、枕崎市で大規模災害が発生した場合、それによって市の機能が完全に失われた場合の

市としてはどのように対応するのかをお尋ねいたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 



 

- 47 - 

○前田祝成市長 本日も関東のほうでは、かなり大きな台風が上陸したということで、被害も出

ているようでございます。 

今、御質問にございました大規模災害時の本市の対応ということにつきまして、答弁させてい

ただきたいと思います。 

本年の８月28日、九州北部を襲った記録的な豪雨、気象庁は数十年に一度の災害発生のおそ

れがあるとして、福岡、佐賀、長崎の３県に大雨特別警報を発令し、各県において甚大な被害が

発生したところでございます。 

このような大規模な災害が発生した場合または発生するおそれがある場合において、被災者の

救援に全力を挙げて対応するために、本市及び関係機関等はそれぞれの防災活動体制を確立させ

るとともに、迅速かつ的確に災害応急対策を実施することが重要であると考えております。 

そのためには、災害発生直後の初動段階での活動体制の早期確立が必要不可欠であります。こ

のため、災害対応の基本でございます枕崎市地域防災計画及び枕崎市業務継続計画（ＢＣＰ）に

基づき、各種災害に対応することとなります。 

枕崎市地域防災計画は、災害対策基本法に基づき作成された計画であり、災害に対しての災害

予防対策、災害応急対策、災害復旧・復興対策を実施することにより、住民の生命、身体及び財

産を保護することを目的としておりますので、当該計画を基軸として、防災活動及び災害対応を

実施してまいりたいとそのように考えているところです。 

○３番上迫正幸議員 次に、災害時についてお尋ねします。 

地震などの災害で津波等が発生した場合、災害対策本部はどこに開設するのかをお尋ねします。 

○田中幸喜総務課参事 災害対応につきましては、基本的に枕崎市地域防災計画に基づいて対応

いたしますが、大規模な災害等が発生した場合または発生するおそれがある場合において、災害

の規模や種類、施設状況等を考慮して拠点施設を決定し、枕崎市災害対策本部を設置することと

なります。 

ただいまお尋ねの地震及び津波災害等につきましては、鹿児島県が地震等災害による予測被害

調査を実施し、平成26年２月に鹿児島県地震等災害被害予測調査報告書概要版が公表されてお

ります。 

このことにより、本市に甚大な被害を及ぼす影響が最も大きいと考えられるケースとして最大

震度につきましては、種子島東方沖地震で最大震度５強が想定されており、津波につきましては、

南海トラフ巨大地震で最大津波高3.79メートルが想定されております。 

このため、想定される最大クラスの震度５強の地震が発生した場合、庁舎本館におきましては、

平成28年度に耐震補強工事を実施しており、本庁舎には甚大な被害は発生しないものと考えて

おります。 

また、津波に関しましても、本庁舎は標高が9.1メートルであることから、あくまでも数字の

上での判断とはなりますが、庁舎本館に枕崎市災害対策本部を設置することを想定しております。 

しかしながら、本庁舎が著しい損害を受けた場合や、津波の高さにおいては、発表される津波

の高さより陸や河川への遡上などの要因で、数倍の高さとなることなども想定されるため、地域

防災計画に定められた災害対応業務等について、緊急時における業務の範囲と優先順位を定めた

枕崎市業務継続計画（ＢＣＰ）に基づき、庁舎本館の利用が不可能な場合の代替庁舎施設として、

第１候補に市民会館、これ管理棟側でございます。第２候補として妙見センター、研修施設側で

ございます。第３候補としてサン・フレッシュ枕崎の施設等を代替拠点施設として計画しており

ます。 

また、災害対策本部を設置した場合の組織構成につきましては、本部長には市長を、副本部長

を副市長とし、その下に12の対策部を設け、各所掌事務に基づき災害対応に従事することとな

ります。 



 

- 48 - 

○３番上迫正幸議員 当然、そういう災害が起こった場合、市民に避難指示をする場合、防災無

線での避難を呼びかけるようになっていると思いますが、国外から枕崎に来られている方、また

は外国人研修生への周知、伝達の方法はどのようになっているのか伺います。 

○田中幸喜総務課参事 避難情報等を発令する場合の情報伝達手段といたしましては、今、議員

がおっしゃったとおり、防災行政無線及び車両による広報活動や関係機関及び各公民館長宅への

電話連絡などにより周知を図っております。 

また、本市が発令した避難情報等を鹿児島県総合防災システムへ入力を行うことによりまして、

テレビ、ラジオなどの報道機関やインターネット事業者及び携帯電話事業者へ情報が一斉に伝達

されます。 

これらによりまして、戸別受信機への情報提供や携帯電話への緊急エリアメールにより強制的

に情報提供を行っているところでございます。 

今、お尋ねの外国人等への避難情報などの伝達方法につきましては、具体的な取り組みは行っ

ておりませんが、本市において、中国、ベトナム、インドネシア、フィリピン、カンボジアなど

の国から300名程度の外国人技能実習生が就業していると承知しております。 

この方々に対しまして、先般、一般財団法人消防防災科学センターが外国人向けの防災啓発資

料として作成いたしました防災冊子が提供されておりますので、各受入団体等への配付をただい

ま計画しております。 

また、各受入団体から消防本部に対しまして、新規実習生を対象として防災及び救急・火災予

防に関しての指導依頼が定期的にあるため、火災・地震時の行動など基礎的な対応や知識につい

ては、講話等により周知が図られていると考えております。 

今後は、避難情報の周知や避難方法などについても、ただいま申し上げました講話メニューに

取り入れていただくことも予定しているところでございます。 

また、今年度におきまして、枕崎市総合防災マップ作成委託業務により、防災マップ更新作業

を行っている段階でございます。マップ内に外国語３カ国語程度の防災情報や避難に関する情報

などを翻訳した解説用ページを設けることとしております。 

このため、更新作成した総合防災マップを外国人技能実習生が就業している各事業所等へ配付

することや講話時において有効活用し、周知徹底を積極的に図ってまいりたいと考えております。 

○３番上迫正幸議員 次に、災害発生時の各消防分団と消防団員の役割について伺います。 

○松田正知消防総務課長 消防団は地域に密着し、多くの団員を動員して迅速に災害対応ができ

ることから、地域の安全確保に不可欠な存在でございます。 

お尋ねの災害発生時の活動といたしましては、消防団員は地域の実情に精通していることから、

住民の避難誘導や災害の防御などを主な役割として担っております。 

○３番上迫正幸議員 そのときの避難困窮者の対策はどのようになってるのかをお尋ねします。 

○田中幸喜総務課参事 災害による被害を未然に防止するためには、日ごろの防災対策が不可欠

であり、防災対策の推進に当たっては、総合的な取り組みが重要であると考えております。 

中でも、高齢者や障害者など特に配慮を必要とする方、いわゆる要配慮者の避難支援対策は大

きな課題となっているところでございます。 

ただいま議員が御指摘の避難困窮者については、要配慮者のことだと思ってお話をさせていた

だきます。 

本市におきましては、要配慮者の全体把握に努めるとともに災害が発生した場合などに、みず

から避難することが困難な方である避難行動要支援者の避難支援体制の確立に努めているところ

でございます。 

避難行動要支援者の避難支援体制の整備につきましては、自助、共助による必要な支援が受け

られない高齢者などのうち、他者による支援がなければ避難できない方を把握し、避難行動要支
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援者名簿を作成しており、そのうち支援を受けるために必要な個人情報を提供することに同意を

得られた方のみの情報を避難支援等関係者へ名簿情報の提供を行い、避難行動要支援者の安否確

認及び避難支援等に活用するものでございます。 

避難支援等関係者につきましては、民生委員及び協力員による日ごろの見守り活動などや、公

民館及び自主防災組織による日ごろの地域活動を通じての役割、消防本部及び消防団による防災

意識啓発と避難行動要支援者の安否確認と避難誘導など、各関係者の役割分担により円滑な支援

体制が確立されるものであります。 

今後も、避難行動要支援者の定期的な把握に努め、名簿等の提供など避難支援等関係者との連

携強化を図り、避難行動要支援者へのさらなる避難支援体制の強化に努めてまいりたいと考えて

おります。 

○３番上迫正幸議員 次に、消防団についてお伺いします。 

消防団員の方々には、日ごろより市民の安心安全のため活躍されていることに対しまして敬意

を表します。 

そこで、本年度の新入団員の状況はどのようになっているのかをお聞きいたします。 

○松田正知消防総務課長 平成31年度の新入団員は15名でございます。 

また、過去５年では中途入団者も含めまして、平成27年度11名、平成28年度14名、平成29年

度21名、平成30年度21名、平成31年度15名となっているところでございます。 

○３番上迫正幸議員 次に、団員の高齢化対策と団員の確保についてお伺いします。 

分団によっては、団員が高齢になっても人がいなくてやめられないといった実態がありますが、

そのことについての把握はどのようになっているのかをお尋ねしたいと思います。 

○松田正知消防総務課長 新入団員の確保につきましては、本市におきましても、少子高齢化に

より団員の確保が厳しい状況にありますが、地縁や自治公民館などの御協力により、条例定数を

確保しているところでございます。 

平成30年４月１日現在、県内43市町村で、条例定数を確保しているのは本市のみでございま

すが、今後は消防団員のサラリーマン化が進んでいくと考えておりますので、これからの新入団

員確保には、事業所の消防団活動への協力と御理解が最重要課題と考え、平成28年に消防団協

力事業所表示制度を導入し、現在、市内４事業所に認定証を交付しておりまして、団員の確保に

御尽力いただいているところでございます。 

次に、団員の高齢化につきましては、少子高齢化に伴い、団員の高齢化も進むことが考えられ

ますが、平成25年に消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律の成立により、消

防団は将来にわたり地域防災力の中核として欠くことのできない代替性のない存在であると位置

づけられておりますので、高齢な団員につきましても、防火指導など適材適所に活躍できる環境

の整備を進めるとともに、消防団員の処遇及び装備の充実を図り、若年層が入団しやすい魅力あ

る消防団となるよう、高齢化対策に取り組んでまいります。 

○３番上迫正幸議員 本市だけ定数を満たしているということですが、今後は定数を減らそうと

いう考えはないのかお聞きいたします。 

○松田正知消防総務課長 現在のところでは考えておりません。 

○３番上迫正幸議員 先ほどは災害時の消防団員の役割を聞きました。ここでは、ふだんの消防

団員の活動内容はどのようなものがあるのかをお聞きします。 

○松田正知消防総務課長 消防団員は地域の住民で構成され、地域の実情を把握し、専門的な知

識及び技術を有しており、地域防災の中心的な役割を果たしております。 

平時の消防団活動といたしましては、地域防災力の中核として地域の安全を確保するため、ひ

とり暮らしの高齢者宅への防火訪問や、地域の防災訓練及び火災予防啓発などを通じて、災害に

強いまちづくりに取り組むことを任務としております。 
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災害時におきましては、武力攻撃等における国民の保護のための措置に関する法律では、消防

団は住民の避難誘導などが想定されており、大規模災害時における住民の避難誘導や災害防御な

どの任務を主に担うことになります。 

 先ほども述べましたが、消防団は将来にわたり地域防災力の中核として欠くことのできない代

替性のない存在であることから、本市といたしましても、消防団活動の充実強化に向けまして全

力で取り組んでまいります。 

○３番上迫正幸議員 消防団員は、必要不可欠な役割を担っていると、今の御説明でわかりまし

た。 

団員のふだんの頑張りに対しまして、何か福利厚生的なものはないのかということをお伺いしま

す。 

○松田正知消防総務課長 消防団の優遇措置といたしましては、県におきましては、鹿児島県建

設工事入札参加資格における格付基準におきまして、消防団員の雇用状況が加点事項となってお

ります。 

また、全国消防協会が推進いたします飲食店及び理髪店などを消防団員が利用する際、割引な

どの優遇措置が受けられます。消防団員応援の店を現在、県内５市で実施しておりますが、本市

におきましても、今後、導入に向けて研究してまいりたいと考えているところでございます。 

○３番上迫正幸議員 次に、少子高齢化についてです。 

今、本市の小学校の児童数、中学校の生徒数は減少傾向にありますが、平成30年度の各小学

校の児童数の現状と、５年後はどうなっているのかについてお伺いいたします。 

○益満裕美学校教育課長 小学校の児童数につきましては、令和元年５月１日現在で、枕崎小学

校411名、桜山小学校145名、別府小学校122名、立神小学校242名で合計920名です。 

５年後の児童数の見込みにつきましては、令和元年５月１日現在の推計で、枕崎小学校の児童

数は364名、桜山小学校は173名、別府小学校は127名、立神小学校は180名の予定です。 

５年後の児童数の合計は844名で、現在よりも76名の減少となる見込みです。 

○３番上迫正幸議員 小学校の児童数は、少しずつ減少してくるわけです。 

では、中学校の生徒数はどうでしょう。ある中学校では、単独で部活動のチームが組めない現

状と聞きます。合同チームをつくっても、練習のため遠征しなければならない。そうすると、送

迎などで保護者には大変な負担になると聞いておりますが、本市の現状と対応策についてお伺い

します。 

○益満裕美学校教育課長 中学校の生徒数につきましては、令和元年５月１日現在で、枕崎中学

校230名、桜山中学校79名、別府中学校59名、立神中学校113名で合計481名です。 

５年後の生徒数の見込みにつきましては、令和元年５月１日現在の推計で、枕崎中学校の生徒

数は195名、桜山中学校は72名、別府中学校は53名、立神中学校は112名の予定です。 

５年後の生徒数の合計は432名となり、現在よりも49名の減少となる見込みです。 

○豊留信一保健体育課長 本市の部活動の状況についてでございますが、９月現在、運動部では

新チームで活動をしておりますが、中学校の一部の部活動では、部活動が単独で編成できない学

校があります。 

具体的に申し上げますと、桜山中学校と別府中学校の野球部、桜山中学校と立神中学校のサッ

カー部です。 

このことについての対応については、鹿児島県中学校体育連盟の複数校合同チーム編成規定に

のっとり、合同チームを結成して大会に出場しております。 

現在、学校によっては部活動数の精選に努めておりますが、今後も単独で編成できない場合は、

現在のような合同チームを結成して、大会等に出場するものと考えております。 

○３番上迫正幸議員 次に、市内の高校への進学状況はどうでしょう。 
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○益満裕美学校教育課長 本市の中学生の枕崎高校への入学者数は、平成27年度が36名、平成

28年度が35名、平成29年度が37名、平成30年度が24名、平成31年度が21名です。 

鹿児島水産高校への入学者数は、平成27年度が32名、平成28年度が37名、平成29年度が38名、

平成30年度が37名、平成31年度が28名です。 

○３番上迫正幸議員 過去５年間の統計を見ると、高校の進学率は90％後半なのですが、市内

高校への進学率は30％台後半で推移しているようです。 

中学校における進路指導のあり方はどのようになっているのかをお伺いいたします。 

○益満裕美学校教育課長 現在、中学校で行っている進路指導は生徒がみずからの生き方を考え、

将来に対する目的意識を持ち、自分の意思と責任で進路を選択、決定する能力・態度を身につけ

ることができるよう、各学校の進路指導年間計画に基づき、中学校３カ年間を通して計画的に行

っています。 

一般的な学習として、１、２年生では、職業調べや、かつおぶし工場などの各事業所で行う職

場体験学習を行っております。３年生では、高校説明会や高校での体験入学等を通した進路指導

を行っております。 

○３番上迫正幸議員 次に、本市では、シニア世代を中心にグラウンドゴルフ等が盛んに行われ

ております。健康で体を動かせるシニアの方なら参加できるわけですが、体の弱い方やスポーツ

が苦手な方々は尻込みする方もいらっしゃるかもしれません。そういう方々のために、憩いの場

というか、語らいの場的なものは計画されていないのかをお伺いします。 

○堂園力郎地域包括ケア推進課長 少子高齢化についてのシニア世代の憩いの場についてですけ

れども、シニア世代という言葉自体には明確な年齢の定義がありません。スポーツ大会や民間事

業者等のサービスで使われている場合が多いようです。 

厚生労働省では、65歳以上を高齢者と呼ぶ一方で、さまざまな競技や文化活動等を発表する

場として、年１回主催し、各県持ち回りで開催される全国福祉健康まつり、通称ねんりんピック

では参加要件を60歳以上としていることから、おおむねこの世代を想定した取り組みを説明い

たします。 

一般的に現役世代として働いている時期は外部との交流も多いわけですが、定年期を迎え加齢

による体力や気力が低下する中で自然と外出の機会も減り、結果として自宅で過ごす時間がふえ

るこの悪循環に陥りやすい状態を閉じこもりとも言われており、ひきこもりや介護状態へのリス

クがあると言われております。 

御質問にあります憩いの場については、いわゆるくつろぎという意味で考えれば家庭が基本に

なると考えますが、地域包括ケア推進課では、高齢者が自宅に閉じこもることなく地域の中で生

き生きと暮らしていただくため、介護予防を目的に、てげてげ広場事業を実施しており、無理な

く体力づくりを行うてんとう虫体操や、気軽にお茶飲みを行うサロン活動を支援しております。 

これらの活動は、主に高齢者が対象ですが、実施に当たっては広報紙等で活動の紹介と募集を

行い、実施する公民館では民生委員や在宅福祉アドバイザーの協力を得ながら、まず地域内を点

検する目的で、支え愛マップをつくり、気になる方への声かけを行っており、65歳未満の方も

参加し交流を行っている地区もあります。 

また、楽しみながら活動が続けられるように、これらの活動は高齢者元気度アップ・ポイント

事業の対象となっており、65歳以上の方にはポイントが付与されます。 

さらに、高齢者への声かけ、見守り活動や子供たちとの交流、そして誰でも気軽に立ち寄れる

場所の運営などを団体として取り組めば、高齢者元気度アップ地域包括ケア推進事業のポイント

が付与されることから、活動のさらなる活性化が図られているところです。 

これらのほかにも、健康づくりに特化した筋トレサロンやサン・フレッシュ枕崎、各地区公民

館等で取り組まれております文化的なサークル活動などもあり、お知らせ版等に紹介しておりま
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すので、閉じこもりで気になる方がいた場合や相談があった場合は、市役所や各地区公民館へ御

案内をお願いいたします。 

○３番上迫正幸議員 次に、耕作放棄地についてお尋ねします。 

高齢化と鳥獣被害により、市内の田畑は耕作放棄地がふえているように思います。 

現在の耕作放棄地の面積と、それを減らす対策はとられてないのかをお伺いいたします。 

○下山健一農委事務局長 農業委員会では、毎年１回、市内の全農地の利用状況調査及び荒廃農

地の調査を行い、現状の把握に努めております。 

この調査では、現に耕作されておらず、耕作の放棄により荒廃している農地のうち、再生利用

が可能な農地をＡ分類、再生利用が困難と見込まれる農地をＢ分類として、面積の集計を行って

おります。 

本市の平成30年度の荒廃農地面積は、Ａ分類が99.7ヘクタール、Ｂ分類が34.8ヘクタール、

合計134.5ヘクタールで、市全体の耕地面積1,490ヘクタールとの合計面積に占める割合は8.3％

となっています。 

次に、耕作放棄地の解消対策について申し上げます。 

農業委員会では、耕作放棄地の解消対策として、先ほど申しました農地の利用状況調査のほか、

この調査で新規にＡ分類と判断された農地の所有者に対する利用意向調査を行い、遊休農地の再

生利用を促しています。 

また、利用状況調査において、再生利用が困難と見込まれるＢ分類に仕分けた農地については、

農業委員会総会において非農地判断を行い、荒廃農地の解消に努めております。 

○原田博明農政課長 耕作放棄地の主な発生原因は、農業従事者の高齢化、後継者・担い手の減

少、鳥獣被害による耕作意欲の減退、耕作しやすい優良農地への移行など、さまざまな要因が上

げられます。 

農地は、一旦、耕作をやめますと、雑草や樹木が生い茂り、草刈りや耕うんなど、小規模な農

家では手に負えなくなり、再生利用するためには大きな重機やトラクターなどでの作業を要する

など、多額の経費と労力が必要になってきます。 

このため、農家の方々は、耕作しやすい農地へ移行するなど、多額の経費や労力を使ってまで、

耕作放棄地を再生して耕作しようとしないのが現状でございます。 

今後の対策としては、耕作放棄地を再生利用して減らすということより、現在、耕作している

農地を耕作放棄地にしない、させない対策に取り組むことが重要であると考えているところです。 

○３番上迫正幸議員 その耕作放棄地の発生防止策はどのようなものがあるのかをお尋ねします。 

○下山健一農委事務局長 農業委員会では農業委員、農地利用最適化推進員が日常行う活動の中

で、担当区域の農地パトロールを行い、遊休農地や耕作放棄のおそれのある農地の早期発見に努

めるとともに、所有者等への農地活用の働きかけや貸借等の相談を行っています。 

また、貸し付けを希望する農地については、受け手の発掘や利用権設定等のあっせんを行い、

担い手への農地利用の集積・集約化を促進しています。 

さらに、平成30年７月からは、市内の農家及び土地持ち非農家を対象として、農地「貸した

い」「借りたい」総点検活動に取り組んでいます。この活動は、農業委員、推進委員が戸別訪問

により農地所有者の近い将来における農地の利用意向等を把握し、農地の貸し借りの合意形成に

つなげるとともに、得た情報をもとに地域での話し合い等において活用することにより、農地の

永続的な有効利用を図っていこうとするものです。 

そのほか、年２回発行する農業委員会だよりにおいて、農地の適正な管理と有効利用に努めて

いただくよう広報し、耕作放棄地の発生防止に努めています。 

○原田博明農政課長 耕作放棄地の発生防止対策としては、日本型直接支払制度である、中山間

地域における農業生産活動を維持する活動を支援する中山間地域等直接支払交付金や多面的機能
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を支える共同活動を支援する多面的機能支払交付金を活用して、地域ぐるみで農地を守っていく

という取り組みがあります。 

各地域においては、今まで主に農業を営んでいた方や兼業で農業に取り組んでいた方々の高齢

化や、その方々の後継者の流出、中核的担い手農家の減少などが進んできていることから、専業

農家と非農家が共同で農地や農業用施設、また地域を守っていくということが必要となってきま

す。 

このため、地域の農業・農地・農家が厳しい状況に直面している中で、持続可能な地域農業を

実現するため、地域での話し合いを行い、問題解決する人・農地プランを作成し、地域の未来図

（マスタープラン）を立てることが重要であります。 

市といたしましては、県、農業委員会、ＪＡなどと連携して地域での話し合いを実施しながら、

耕作放棄地の発生防止を含めて取り組んでいきたいと考えているところです。 

○３番上迫正幸議員 次に、山間部とは限りませんが、近年、イノシシ等による被害が増加して

きています。 

市としても、電柵を使った補助事業を県と連携し取り組みを行っておりますが、鳥獣の年度別

捕獲数の推移はどのようになっているのか、また過去の鳥獣捕獲頭数の推移についてお伺いしま

す。 

○原田博明農政課長 先ほど答弁いたしましたが、鳥獣被害が原因で耕作放棄地になった農地は

多数あると考えております。鳥獣被害が原因で耕作放棄地になった農地の面積というのはまだ把

握してないところでございます。 

今、議員が説明いたしました鳥獣被害対策で実施している電気柵の設置補助の実績でございま

すが、市の単独補助で行っているのが、平成28年度は10件で5.7ヘクタール、平成29年度は20件

で5.5ヘクタール、平成30年度は17件で4.8ヘクタール、令和元年度の現在までで20件で5.1ヘク

タールとなっています。合計で67件、21.1ヘクタールの実績でございます。 

また、県の補助事業による実績につきましては、平成28年度が12戸の11.3ヘクタール、平成

29年度が５戸の3.2ヘクタール、平成30年度が６戸の4.7ヘクタールとなっています。合計で23

戸の19.2ヘクタールとなっております。 

それぞれの事業による電気柵の設置面積につきましては、40.3ヘクタールであります。これ

らの事業によって、ある程度、耕作放棄地の発生抑制対策にもなっていると考えております。 

あと、狩猟期間中の捕獲数につきましては、狩猟期間というのが、シカ・イノシシが11月１

日から３月15日まで、アナグマ・タヌキ・カラスが11月15日から２月15日までが狩猟期間とな

っております。 

狩猟期間中の捕獲数につきましては、県の南薩地域振興局へ狩猟登録や捕獲数が報告されると

いうことから、県から報告を受けた数字で説明いたします。 

過去３年間の捕獲数につきましては、平成28年度がイノシシ83頭、タヌキ・アナグマ３頭、

平成29年度がイノシシ79頭、タヌキ・アナグマ４頭、平成30年度がイノシシ118頭、タヌキ・ア

ナグマ５頭となっています。３年間の合計でイノシシ280頭、タヌキ・アナグマ12頭となってお

ります。 

狩猟期間中以外の有害鳥獣捕獲指示のあったときの捕獲実績でございますが、これも過去３年

で申し上げますと、平成28年度がイノシシ56頭、タヌキ・アナグマ153頭、カラス479羽、平成

29年度がイノシシ81頭、タヌキ・アナグマ145頭、カラス318羽、平成30年度がイノシシ96頭、

タヌキ・アナグマ109頭、カラス124羽となっております。３年間の合計でイノシシ233頭、タヌ

キ・アナグマ407頭、カラス921羽となっております。 

参考までに、今年度につきましては、８月31日現在でイノシシ112頭、タヌキ・アナグマ102

頭、カラス93羽となっております。 
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○３番上迫正幸議員 最近、狩猟免許の試験があったと聞きます。 

何人の方が新しく狩猟免許を取られたのか、また現在、枕崎には何人の猟友会会員がいらっし

ゃるのかをお伺いします。 

○原田博明農政課長 狩猟免許の取得状況につきましては、平成28年度がわな猟免許２名、平

成29年度が第一種銃猟免許２名、これは鉄砲の免許でございます、わな猟免許２名、平成30年

度がわな猟免許10名となっております。令和元年度９月現在で、わな猟免許の取得が５名いら

っしゃるということです。 

現在、猟友会員数につきましては、９月１日現在で35名となっております。その内訳として

は、第一種銃猟免許が16名、わな猟免許が29名ということで、重複する方が10名となっており

ます。 

○３番上迫正幸議員 近隣の市町村の猟友会と共同で圏域を越えた捕獲、駆除を行ったことがあ

ると聞いておりますが、今後はどのような計画があるのかを伺います。 

○原田博明農政課長 有害鳥獣捕獲については、捕獲指示を行う市の行政区域内でしか捕獲がで

きません。このため、市境を越えての捕獲が難しい状況でありました。 

このため、平成29年度に県に要望を行い、振興局を中心に協議した結果、協議の整った市同

士での乗り入れや共猟を実施しております。 

平成29年度は、本市から南さつま市坊津町への乗り入れを行いましたが、期間も短かったた

め捕獲には至っておりませんでした。 

平成30年度は、坊津町と中山地区に９月から10月までの２カ月間実施した結果、１頭を捕獲

いたしております。 

南さつま市、南九州市からの本市への乗り入れはなかったところでございます。今後も近隣市

と協議を行いながら捕獲を実施していきたいと考えているところです。 

○３番上迫正幸議員 最後に、災害に強いまちづくり、また市民が安心安全に暮らしていけるま

ちづくりを心より願いまして、私の一般質問を終わらせていただきます。 

○中原重信議長 以上で、上迫正幸議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午後１時57分 休憩 

午後２時７分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、東君子議員。 

［東君子議員 登壇］ 

○12番東君子議員 通告に従い一般質問を行います。 

６月の一般質問以後、たくさんの市民の方々から声をかけていただくことが多くなり、議員と

してのやりがいを強く感じているところでございます。 

しかし、関係者の中から、４年後はないぞという厳しい意見も突きつけられました。 

そもそも、４年後に保険を掛け、言わなければならないことも言えない臆病者に成り下がる気

はさらさらございません。改革のスピードを速めたいと思います。 

三権分立、国家権力を立法、行政、司法、それぞれの独立した機関に担当させることにより、

権力の乱用を防ぎ、国民の権利、自由を確保しようとする原理であります。 

教育委員会と市役所、なぜ建物が別なのか。市役所内、せっかく仕事になれたのに、なぜ異動

があるのか。身近な例をとっても基本中の基本がちゃんと守られています。 

優秀な人材が集まる大企業でも、１人の人に幾つも力を持たせ過ぎたあげく、周りの人は何も

言えず、逆らえず、ふたをあけてみたら、会社がひっくり返るぐらいの事態になっていたという

話は幾らでもあります。 
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多くの場合がお金の流れです。ほかの人に気づかれてはいけないと、自分の今座っている椅子

を他人に譲ることは大変都合の悪いことなのです。 

三権分立、決まりを守ることがいかに大切か、多くの市民の方々からは枕崎は大丈夫なのか、 

心配の声が上がっています。 

一部の人間の都合のみで全てが動かされている気がしてならない。一度、再確認すべきだと市

民の方々は強く強く感じております。 

先日、知り合いの方に枕崎市民憲章を読んだことがありますか、市役所の入り口に掲げてあり

ますよねと声をかけられました。 

もし、一人一人が市民憲章を守ることができていたなら、また違った枕崎だったのかもしれま

せんね。 

しかし、今の時代にそぐわない言い回しなど気になりました。市民憲章３番目の「わたしたち

は、こぞって勤勉な市民になります。」の「こぞって」だそうです。 

そこでお尋ねいたします。新しく令和の時代のための市民憲章につくりかえる計画はないので

しょうか。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 市民憲章は、市制施行30周年記念事業として、市の木ツバキ、市の花菊とと

もに、昭和54年９月１日に制定されました。40年前でございます。 

この市民憲章には、市民の願い、決まり、誓い、願望、約束などが盛り込まれており、人間性

豊かな活力みなぎる枕崎市をつくるための実践目標として、長年、市民生活の中で親しまれ、生

かされてきております。 

また、市民憲章の制定に当たりましては、市民の声が十分に反映され、広く市民に親しまれる

ものとなるよう、全市民を対象としたアンケート調査を実施し、同時に選定委員会を設置して、 

一つ、わたしたちは、心もからだも健康な市民になります。 

一つ、わたしたちは、お互いにきまりを守る市民になります。 

一つ、わたしたちは、こぞって勤勉な市民になります。 

一つ、わたしたちは、誰にでも親切な市民になります。 

一つ、わたしたちは、すすんで教養を高める市民になります。 

この５本の柱が選定されております。 

１つ目の柱として、心もからだも健康な市民となることを目標に定めておりますが、心身の健

康は私たち市民の幸福の源であり、また普遍的な願いでもありますことから、現在、本市におき

ましては、健康なまちづくりを主要施策に掲げ積極的に推進しており、今回の市制施行70周年

記念事業につきましても、大切な命をテーマに各事業を実施しているところでございます。 

枕崎市制施行70周年を記念して市民憲章を新しくつくりかえることはできないのかとのお尋

ねでございますけれども、市民憲章は制定から40年が経過しておりますが、心身の健康を初め、

市民憲章のどの柱を見ましても、現在の目標とすべきまちづくりの方向性にも合致するものであ

りますので、今後ともこの市民憲章をまちづくりの実践目標として、日本一幸せな２万人のまち

を目指して、精いっぱい取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

○12番東君子議員 私も初めて、こういった声をいただいて一つ一つ確認をしながら読んでみ

ました。そうすると、読めば読むほど意義深く、大変重みのある市民憲章だなと思いました。市

民の１人として、忠実にこれを守っていきたいと思います。 

次に進みたいと思います。地域活性化対策についてでございます。 

枕崎に住んでいて一番多く聞かれることなんですが、海もあって、眺めもよくて、夜景もきれ

い、食べ物もおいしい、温泉もあって住んでいる皆さんも元気がある。このすばらしい枕崎を何

でもっと生かし切れていないのか。 
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遊びに来た県外の友人は、もっと汽笛が聞けるかと思った、非常に残念、海に動きがない。 

例えば、想像してみてください。体の不自由な方が家で過ごすことが大変多くなり、枕崎の様

子がわからない。でも、汽笛がぽっぽーと聞こえたなら、ベッドに横になっていても海の様子、

そして潮の香りまで感じられるかもしれません。 

それから、観光客の方々が最初に目にするのは、そのまちの看板だと思います。観光ＰＲのた

めの新しい看板の設置は、今後どのように考えていらっしゃいますか、お尋ねいたします。 

○鮫島寿文水産商工課長 観光をＰＲする看板としましては、国道225号の峯尾峠に枕崎市観光

協会が設置した「ようこそ枕崎へ」の観光看板がありますが、今のところ市として新たに観光看

板を設置する計画はないところです。また、観光協会や、ほかの団体で観光ＰＲのための観光看

板設置の具体的な計画はないと伺っています。 

なお、観光ＰＲの手段としましては、市や観光協会のホームページを活用するとともに、観光

協会が運営するフェイスブックやツイッターでの情報発信、また今年度から観光協会に派遣して

いる地域おこし協力隊によるインスタグラムでの情報発信など、ＳＮＳを介したタイムリーな情

報発信にも努めているところです。 

また、市内の観光施設や鹿児島空港、鹿児島中央駅など観光客が多く集まる場所には、本市の

観光パンフレットも配置し、観光情報の発信を行い、観光客の誘引を図っているところです。 

○12番東君子議員 古びた看板がたくさん目立つようになってきています。 

特にですね、私のところに、こうしたらいいんじゃないかっていう看板は国道225線、カツオ

のですね、あれが色あせていて、せっかくのカツオがとっても元気がないようだということです。 

今後、国道225線、これに対して何らかの対応は考えていらっしゃいますか。 

○鮫島寿文水産商工課長 お尋ねの峯尾峠の観光看板につきましては、老朽化してるということ

は承知してるところです。 

枕崎市観光協会におきまして、令和元年度中に看板の両面をリニューアルする計画があると伺

っております。現在、看板の設置箇所付近は国道225号の道路視距改良工事が進められておりま

して、移設も含めリニューアルする時期の調整を行っているところです。 

○12番東君子議員 看板が元気がないと、負のイメージがどうしても強くなってしまいます。

どうか生き生きとした色艶のある看板を期待しております。 

次に入ります。 

海がある観光地でにぎわっているところでは、Ｗｉ－Ｆｉ環境とバーベキュー施設が整ってい

る場所が多いという話をよく耳にします。 

枕崎市の観光施設の拠点となっていますお魚センターで、新たにバーベキューができる場所を

つくる計画はないのでしょうか。そして、Ｗｉ－Ｆｉ環境は整っていますか。 

○鮫島寿文水産商工課長 枕崎市でバーベキュー施設をつくる計画はないところですが、海の見

える環境で似たような施設としまして、火之神公園の芝生広場を利用されている方が多くいらっ

しゃいます。 

ことしの夏やゴールデンウイークにおいて、バーベキューを楽しんでいるキャンプ客などの姿

が多数見受けられたところです。 

お魚センター内にということでありますが、現在、ことしの４月に海鮮つぼ焼きの店舗が、市

の補助事業であるチャレンジショップ促進事業を活用してオープンしております。 

行政でバーベキュー施設の計画はありませんが、チャレンジショップ促進事業、また商店等新

規出店支援事業の利活用で、そのような施設、店舗出店については支援してまいりたいと考えて

いるところです。 

Ｗｉ－Ｆｉ環境につきましては、もう既にお魚センター内では環境を整えているところです。 

また、主要な観光施設等におきましても、そのような取り組みを進めて、外国人の方、また観
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光客の方がそういった情報を入手したり、情報発信ができるように環境整備には今後も努めてま

いりたいと考えております。 

○12番東君子議員 今まで、お魚センターに行っても自分が気に入った商品を買って帰るとい

うことが多かったんですが、今回、隅々まで見てみますと、新しいお店や新しい商品に出会うこ

とができました。これからは、ゆったりとした気持ちで時間を持って楽しんでみたいと思います。 

次に、わら焼きタタキなんですけれども、これがとっても評判がいいんですね、地元の方にも

観光客の方にも。そして、私もよく食べますが、実はお魚センターの横を車で走っていたときに、

すごくにぎわっている場所があって、何だろうと思って集まっている場所に行ってみました。 

そうすると、それがわら焼きタタキを実演しているところだったんですね。観光客の方々が、

もうすごくきゃっきゃ、きゃっきゃはしゃいで、焼いていらっしゃる方と会話を楽しんで、その

場所だけは、これからの枕崎の希望の場所に見えました。 

観光客の方々はですね、こんなおいしいものがあるのに、もっとＰＲしたらいいのにっていう

ふうにおっしゃっていたのを耳にしました。 

今後、わら焼きタタキを活用して、市のＰＲに取り組んでみてはいかがでしょうか。 

○新屋敷増水産商工課参事 わら焼きタタキ体験につきましては、お魚センターにおける目玉の

体験型観光メニューとして好評を博している取り組みであります。 

こうした中、市では本年度、お魚センターと委託契約をしております国内外観光客誘客事業に

おきまして、さらにわら焼きタタキの体験の充実を図るため、老朽化しているわら焼き体験小屋

並びに体験のための備品等を一新し、観光客のおもてなし度の向上に努めてまいりたいと考えて

おります。 

今、議員のほうから、わら焼きタタキの魅力を十分伝えていただきまして、ありがとうござい

ます。 

これまでもですね、過去にはイベントでの実演、振る舞いを行ったり、本年度も開催予定の子

供カツオマイスターで、子供たちにも体験をさせるなどＰＲに努めてまいりたいと思っておりま

すが、今後は観光協会等にも相談しながら、より効果的なＰＲ方法について検討を進めてまいり

たいと考えております。 

○12番東君子議員 タマネギとネギのトッピングが絶妙なバランスで、カツオのうまみを引き

立たせてます。すごく食欲をそそります。 

あと先日ですね、水産加工業の方々と意見交換会のときに、私は本当に強く感じたのが、内か

らあふれるエネルギーがすごくて、これはやっぱりカツオを食べているからだなと思いました。 

これからも、やはり枕崎といえばカツオですので、カツオを前面に出して観光ＰＲに力を注い

でいただきたいと思います。 

次に入らせていただきます。ＬＧＢＴについて質問をさせていただきます。 

もし、ここにいる皆さんの中で、ＬＧＢＴは枕崎は全く関係のないことだと思ってらっしゃる

方がいらっしゃいましたら、これはもう大問題です。短い時間ではありますが、全神経を集中さ

せて聞いていただきたいと思います。 

まず、市の職員の方々の勉強会や研修など行われているのでしょうか。 

○堂原耕一企画調整課参事 性のあり方は多様で、一人一人が持つ個性と言えますが、ＬＧＢＴ

とは、Ｌが女性の同性愛者であるレズビアン、Ｇが男性の同性愛者であるゲイ、Ｂが両性愛者で

あるバイセクシャル、そしてＴが心の性と体の性との不一致を指すトランスジェンダーの頭文字

からつくられた言葉であり、性的少数者の総称として用いられております。 

性のあり方は、個人の人格の一部であり、他者から強制されたり奪われたりするものではなく、

本人が自身の性のあり方についてどう感じているかが大切であり、一人一人の性のあり方を尊重

することが重要であります。 
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市として、ＬＧＢＴをめぐるさまざまな課題に適切に対応するためには、職員がＬＧＢＴに関

する正しい知識を持つことが大切です。 

本市では、ことし６月に実施いたしました「障害者差別解消法の理解と実践・認知症サポータ

ー養成講座」と題した職員研修の中で、テーマの一つとして「ＬＧＢＴとは何か」について取り

上げており、この研修に参加した参加者の性的少数者に対する理解が深まったものと考えており

ます。 

○12番東君子議員 現在、子供たちの会話やテレビなどでは、自然にＬＧＢＴというのは語ら

れています。 

しかし、私たちが子供のころ、自分でしたら50年前ですね。性別は男か女、これ当たり前の

ことで、こういう言葉もなかったわけですが、しかし、昔も心の性と体の性が違った子供たちも

いたはずなんですよね。これ相当苦しかったと思いますよ。 

今回ですね、直接、トランスジェンダーの方に話を聞くことができました。 

まず、学校で一番恐怖だったのがアンケートなど、あなたは男ですか、女ですか、普通でした

らさっさとどっちかに丸をして終わりなんですが、どっちに丸をしていいのか、その時点ですご

く悩む。なぜなら、見た目は女性、心は男性。子供ながらに見た目が女性なので、それを貫き通

そうとするのですが、心はいつも悲鳴を上げていたそうです。大人になり、ＬＧＢＴという言葉

に出会って、すごく救われましたというお話でございました。 

現在、教育現場での小学校、中学校への今の授業の内容というものはどういうものなのでしょ

うか。 

○豊留信一保健体育課長 現在、学校教育におきましては、平成29年度に告示された学習指導

要領に基づいて教育活動が展開されております。 

現行の学習指導要領には、小学校３年生、４年生の保健領域での異性への関心が芽生えるとい

う内容の学習をいたします。また、中学校の保健領域でも、身体の機能の成熟とともに異性への

関心についての学習をいたします。 

 現行の学習指導要領では、ＬＧＢＴ、性的少数者に対する内容は取り扱われていないことから、

保健領域での指導は行っておりません。 

しかし、道徳やほかの教育活動において、人権尊重の理念に基づいた多様性を尊重し合うとい

うことの指導について実施しております。 

○12番東君子議員 自分たちが子供のときと比べまして、本当に学校の授業の内容も変わった

んだなと思います。 

次の補足の質問でございます。 

長年、学校の教育現場で子供たちと長い時間一緒に過ごしてこられた元中学校の先生、女性の

方からの質問です。 

以前は、男、女、名簿は分かれていました。今は男女別なんでしょうか、それとも一緒になっ

ていますかという御質問でございます。 

○益満裕美学校教育課長 本市の小中学校で、男女混合名簿を使用している学校は６校ございま

す。 

○12番東君子議員 私たちの小学校・中学校時代、今振り返るとですね、当たり前のように男

子が先、女子は後、いろんな場面で区別をされていたと思います。 

そんな様子を見ていて、学校の先生なんかも、あれというふうに悩んでいた方もいらっしゃっ

たのではないのでしょうか。 

次は、市民の方から何度か聞かれたことがあるんですが、孫がＬＧ云々とまるでみんな知って

て当たり前という感じで話をしていた。このＬＧＢＴが一体何なのか、誰にも聞くに聞けない、

一体、ＬＧＢＴとは何なのかと小声で私に尋ねてこられました。 
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市が、市民に対して正しく理解をしてもらうために取り組んでいることはありますか。 

○堂原耕一企画調整課参事 市民に対しまして、ＬＧＢＴとは何かについて正しく理解してもら

うための取り組みといたしましては、性的少数者と人権について触れている県が策定いたしまし

た人権問題に関するパンフレットや、県が開催するＬＧＢＴ理解講座への参加案内リーフレット

を市民ホールなどに設置し、市民へのＬＧＢＴに関する啓発に努めております。 

ＬＧＢＴの方々に対する偏見、不当な差別を解消するためには、社会全体がＬＧＢＴに対する

正しい知識を持ち理解することが大切であります。 

今後も、市として市民に対するＬＧＢＴに対する啓発活動にどのような形で取り組んでいくべ

きかについて研究していきたいと考えております。 

○12番東君子議員 テレビとかを見ててもわかるんですけど、ＬＧＢＴも少しずつ変化をして

きたり、カミングアウト、いろんな例が出てきたりですね、時代の流れによって変化もしてきて

おります。 

今後、新たにですね、何か特別、枕崎で計画しているイベント、行事などがありましたら教え

てください。 

○堂原耕一企画調整課参事 大変申しわけございませんが、現在のところ、ＬＧＢＴに関するイ

ベントや行事の実施について具体的予定はございません。 

ただ、性的少数者の方々が生活のさまざまな場面で困難を抱え、生きにくいと感じる大きな要

因の一つが、社会において性の多様性について理解が浸透しておらず、性的少数者への偏見や差

別があるためだと考えます。 

ＬＧＢＴについて、最近の国の動きとしては、男女雇用機会均等法に基づく改正セクハラ指針

において、性的指向や性自認にかかわらず、職場におけるセクハラが対象となることが明記され

たほか、いじめ防止対策推進法に基づく基本方針が改定され、ＬＧＢＴへの対応が盛り込まれる

などしております。 

また、法務省の人権擁護機関では、性的指向を理由とする偏見や差別をなくそう、性自認を理

由とする偏見や差別をなくそうを強調事項として掲げ、啓発活動を実施しているところです。 

このような国の動き、また県や近隣市町村の取り組みを参考にして、人権擁護の観点からも職

員を初め、住民の方々がＬＧＢＴに関する正しい知識を持てるようなイベント等の開催について、

今後も研究してまいります。 

○12番東君子議員 私が、この問題を取り上げたのには大きな理由があります。 

鹿児島市内の公の機関に行ったときなんですが、担当の方がトランスジェンダーの方だったん

ですね。大変説明もわかりやすくて、すごく助かりました。 

しかし、ふと、この状態っていうのは、枕崎ではあり得る光景だろうかと疑問に思いました。

これから先ですね、市の職員の採用試験などいろいろあると思うんですが、面接の段階でＬＧＢ

Ｔをカミングアウトした結果、それによって不合格になったということにならないように、我々

がきちんとＬＧＢＴを理解していくことが大事なことだと思います。 

最後になりますが、人にやさしい枕崎、差別のない枕崎、自分らしく生きることができる枕崎

であってほしいという願いを込めまして、私の一般質問とさせていただきます。 

○中原重信議長 以上で、東君子議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午後２時36分 休憩 

午後２時45分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、禰占通男議員。 

［禰占通男議員 登壇］ 
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○５番禰占通男議員 本日の最後の質問となりましたが、よろしくお願いいたします。 

先月の８月29日の全協で、お魚センターで取り扱う枕崎牛の食品表示についての報告は受け

たところであります。 

今回の質問では、午前中に同じような質問があり、重複すると思いますが、よろしくお願いい

たします。 

行政計画については、第３次集中改革プランは一定の財政効果を上げてきて、継続を推進する

ということになっておりますが、今回の質問において、３次計画プランの検証、また新たな行財

政改革推進計画について質問いたします。 

まず、ふるさと納税返礼品の賞味期限について、枕崎牛の容器包装に関する表示の考えについ

てお伺いいたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 午前中もございましたけれども、枕崎お魚センターで取り扱う枕崎牛の食品表

示に関する指導をいただいたということに関しての御質問かというふうに考えます。 

午前中の一般質問の中でもお答えいたしましたように、まずはお魚センターで取り扱う枕崎牛

について、食品表示に対する認識不足により、消費者の皆様方に適切でない方法で賞味期限の表

示がなされた、そういう商品を販売していましたことに対しまして改めましておわび申し上げた

いと思います。 

また、市民の皆様、関係者の皆様に対しても、御心配をおかけしましたことを重ねておわび申

し上げます。 

内容につきましては、全員協議会で報告したとおりでございます。その後の対処に関しまして

も、保健所にこちらのほうから相談させていただき、保健所からの指導に従って適正な形で再発

防止策を出させていただいたというのが経緯でございます。 

○５番禰占通男議員 全員協議会では、お魚センターからの連絡でということだったと思います

けど、お魚センターのほうからの連絡ということでも参事も担当ということなんだけど、これは

そもそも誰が、午前中もちょっとありましたけど、参事は自分が担当になったころから、それは

疑問に思ってなかったという午前中の答弁もありましたが、そもそもこれだめですよとか、これ

は何かおかしいんじゃないですかちゅう提案者は誰なんですか。 

賞味期限についての今お魚センターがやっていることに対して、これはおかしいんじゃないの

っていうそういう提案というか、提言か、した方は。 

○前田祝成市長 提案者という、要するにそこを気づいた方っていうことでよろしいんですか。 

（「はい、そうです」と言う者あり）それは、元社員です。 

○５番禰占通男議員 今、元社員と言いましたが、その方は今はどうなってるんですか。 

○前田祝成市長 元社員ということですので、退職しています。 

○５番禰占通男議員 私もこれを最初聞いたときに、７月に伺ったんだけど、これを全員協議会

でも平成26年度から令和まで、ことしまでそういう作業が続いていたという説明がありました。 

それで、その元社員がですよ、短期間でこれはこの業務、表示の仕方はおかしいんじゃないか

ち私は、何か物すごく知識が相当あって前の質問にもありましたけど、この危機管理ちゅうこと

に物すごく素質を持った方じゃないかと思ってるんですけど、市長、副市長にもお尋ねしますけ

ど、そういう方の待遇ちゅうことはどう思われますか。やめたい、やめる、いろんな方法があっ

たと思うけど、いいことだと思うんだけど、こういうことは。 

一番問題になってくるのが、今の社会でですよ、内部告発ちことがありますよ。自分の職を捨

ててでもと、会社のために人のためにち、午前中も、前の質問でもそういう言葉が出てきたけど、

それについての考えはどうなんですか。 

○前田祝成市長 ちょっと質問の意図というところをはかりかねる部分はありますけれども、今、
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質問者が御質問されたことについてはですね、お魚センターの内部での人事に関することでござ

いますので、ちょっと答えかねる部分があるかと思います。 

○５番禰占通男議員 前の質問でも、そのお魚センターにかかわることについては市長からもあ

りました。 

小さいことは今までもしてこなかったとはね、やはり、一応、自治法に開示せということが載

ってるわけでしょう。だから、普通の小さいことじゃないですよ、これ。この後の行財政改革で

も、ふるさと納税というのは審議会の中にもいっぱい書いてありますよ。行政計画の中にもあり

ますよ、ふるさと納税については。その中で、質問するところがあったら再度質問しますけど。 

次に、企画課長から午前中の質問にもあったように、対応について、その返礼者に対しては通

知も31日に済ませたとなっとって、お魚センターにも張り紙はしてあります。 

私も確認に行きましたけど、この枕崎牛に対してですよ、対応がお魚センターの表示でされた

ということだったんだけど、枕崎牛はお魚センターだけの販売になってたんですか、その返礼品

についてですよ。 

○東中川徹企画調整課長 ふるさと納税の返礼品の取り扱いで、枕崎牛を取り扱っているのはお

魚センターだけだということです。 

○５番禰占通男議員 枕崎牛を納税者が指定しますよ。それをした場合、お魚センターだけで送

ってたのか、今、委託もありますよ。業者名はどうせ公表してもいいことだろうから、ＥＱＲＩ

Ｏ、そこでも枕崎牛というのを扱ってたんですか。 

○東中川徹企画調整課長 ＥＱＲＩＯについては、返礼品を登録して発送する事業者ではござい

ません。 

お魚センターのほうが、本市のふるさと納税返礼事業の協力事業者として登録をしまして、お

魚センターがその商品をポータルサイトのところに掲載していると、お魚センターのほうが登録

をされていると。ですので、枕崎牛を取り扱っている返礼事業者は、お魚センターだけであった

ということです。 

○５番禰占通男議員 対応なんですけど、保健所の係長の話だと、この製造業者、枕崎牛をパッ

クして、お魚センターには賞味期限だけつけなくてきたということなんだけど、その製造者に対

しては保健所の方の話だと現地の機関が対応するということだったんですけど、この製造業者に

対しての指導とか、そういうのはわかってないんですか。 

○新屋敷増水産商工課参事 製造業者のほうにつきましては、製造業者の管轄保健所のほうが、

今、報告を受けて対応してるようです。 

○５番禰占通男議員 製造業者にどのような指導がいったのということ。そこの内容はわからな

いですかということなんだけど。 

○新屋敷増水産商工課参事 そのことにつきましては、向こうの管轄保健所が対応することです

ので、私どもはわかっておりません。 

○５番禰占通男議員 言えば、枕崎牛は、お魚センターが26年度からということなんだけど、

どこか23年度ぐらいにはもう、23年か24年には午前中も出た225号のあそこに大きな看板が何十

万かかけてつくったということは、生産業者から聞いたんだけど、そのころから、その業者はか

かわってると思うんですよね。 

そうした場合、うちとしては、簡単に言えば、迷惑をかけてるわけでしょう。簡単に言ったら、

製造元にどういう指導が来ましたかち確認するぐらいは義務じゃないんですか。 

○前田祝成市長 午前中も申し上げましたのが、生産業者に対しましてですね、非常に今回の件

で御心配をおかけしたということでですね、生産業者の方に対してもですね、私、会合の中で現

状を説明いたしまして、おわびを申し上げたところでございます。 

そして、製造業者に関しましても当然関係しておりますので、製造業者に対しても私のほうが
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直接、こういう形で御迷惑をおかけしてることに関しまして、おわびを申し上げております。 

ただ、その製造業者と先方の、現地の保健所のことに関しましては、我々がどうのこうの確認

するというよりもですね、それはもう製造業者のほうでされることというふうに認識しておりま

すので、そこについて細かく我々が御報告を受けるとか、その辺について我々がそういうのをお

願いするということではなくて、製造業者のほうから何らかの報告があるのかどうか、そこにつ

いては製造業者の御判断になろうかというふうに思っております。 

○５番禰占通男議員 企画課長も納税者への対応は一応、済ましてるということなんですけど、

朝も出ました湧水町の件、あれは産地偽装ということなんだけど、福岡県の古賀市、あそこも賞

味期限のことで、うちがどうのこうのちそういう前に新聞沙汰になってるんだけど、それは簡単

に言えば、製造業者の賞味期限が済んだものを納税者の方に返礼として送った。そこまではよか

ったんだけど、製造業者の賞味期限が、医者にかかるようなことがあったら連絡してくださいと

いう、何か不適切な連絡があったということで、そのふるさと納税の経緯について、その市の市

長が、おわびのコメントを出してるんですよね。 

うちのお魚センターが出したああいう小さい文字じゃなくてすぐわかるような大きなもので。 

私もダウンロードして、それは持ってますけど、そういうことに対して今、市長も市民の方へ

も何か迷惑をかけてるということもありますけど、生産者に対してはいろいろな話もしたと午前

中にもありましたけど、市民へのこの対応というのはどうなさるんですか、今後。大きな問題だ

と思うんだけど。 

○前田祝成市長 まず、質問にございました他市の状況につきましては、さまざまあろうかと思

います。 

そして、寄附者ですね、枕崎に対しまして善意の心で御寄附をいただいた方に対しまして、そ

のような形で事後に今回の件を報告しないといけないことに関しましては、午前中、企画調整課

長のほうからもありましたけれども、お一人お一人に対して事情を説明する文書、おわび文をお

送りさせていただいているところでございます。ここについてはそういう対処をさせていただき

ました。 

枕崎市民にっていうお話ですけれども、そこに関しましても、今回の事実関係をしっかり明ら

かにするということが大事であろうかと思います。 

今、店頭で実際、枕崎牛をお買い上げいただいた方に対しましては、店頭での告知ということ

でお知らせをさせていただいております。そして、ホームページのほうで、おわび文というか、

現状を報告する文書を出させていただいていると、それが今の実情でございます。 

先般の全員協議会、そして、きょうの一般質問の中でもそのような御質問をいただいておりま

すので、そこに対しましては市民の多くの皆様方に御迷惑をおかけしたということでおわびして

いるところでございます。 

○５番禰占通男議員 改めてそういうことはしないということですか。今からでもまだ可能性は

残るちことですか。 

○東中川徹企画調整課長 ふるさと納税の返礼品の担当をしてるということで私のほうから申し

上げますと、寄附者の方々へは通知をいたしました。それでお魚センターにも指導をいたしまし

た。 

それから、ふるさと納税返礼品の食肉表示に関する御報告ということで、市のホームページで、

ふるさと納税のページといいますか、そこに御報告ということで、このようなお魚センターのほ

うから報告を受けたということで、市としましては今後、返礼品の取り扱いに関する指導を一層

徹底してまいりますということで、ふるさと納税のページで公表している部分はございます。 

○５番禰占通男議員 本当にふるさと納税が今、30年度の決算に入ってるわけですけど、８億

0,700万という額が入ってますよね。 
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そして、この一般質問をするに当たり、財政課長ともいろいろ話したんですけど、やはり標準

財政規模ということで、私は今回これは質問しなかったんですけど、その中に臨時財政対策債と

いうのが含まれております。それが約３億ぐらいだと思います。 

このふるさと納税の今８億、経費を差し引き５億ちょっと残ってるように決算にも載ってます

よ。そしたら、簡単に言えば、臨時財政対策債を組まなくても、うまく使ったらですよ、賄える

額ですよ、十分余る額ですよ。それを審議会とかそこら辺では提言していると思うんですよね。 

私は、その審議会の面々と、顔は大体半分ぐらいはわかっとるんだけど、話さないけど、やは

りこれは重要ですよ。 

そして、先ほど70周年という言葉もありましたけど、近畿、東海、東京枕崎会の方とその日

にちょっと話す機会がありまして、ふるさと納税が今、８億超したぐらいで、うちとしては物す

ごく助かってると言ったんですが、ある会長からふるさと納税に頼るのはいかんよという忠告も

受けたんですよね。本当はそうなんですよね。 

だけど、税収が伸びない中で、今こうして８億以上の寄附をもらえるちことは、私はこの枕崎

の財政に本当にもう、なくてはならない財源だと思うんですよ。 

そしたら、今皆さんがどう考えてるかわからないけど、ただ微々たる、そのレッテルの張り方

が悪かった、表示の仕方が悪かったじゃなくて、真摯に受けとめて、この事業をですよ、ほかに

誇れるものにしてもらいたい。 

これについても、次の審議会の面で言いますけど、ふるさと納税については、ほかの市町村と

違ったやり方をしてくれち審議会でも言ってるんですよ。 

そしたら、今の状態だと悪いほうを一生懸命持ち上げてるような感じですよ。だから、そこを

本当に真摯に受けとめて、行政のためのふるさと納税じゃないですよ。市民のものですよ、一番

大事なことは。答えはいりませんけど、そこをお願いしときます。 

次の質問にまいります。行政改革推進計画について質問いたします。 

行政改革推進計画に対する推進委員会の提言は、どのような内容であったのかをお伺いいたし

ます。 

○堂原耕一企画調整課参事 平成31年３月19日に開催いたしました枕崎市行政改革推進委員会

では、第３次枕崎市行財政集中改革プランの取り組み成果についてと、新たな行財政改革の取り

組みとして、枕崎市行財政改革推進計画に関する説明を行い、委員の皆様に審議をいただき、そ

の結果、平成31年３月25日付で７項目からなる提言をいただいております。 

この７項目とは、１、住民サービスの向上について、２、職員の適正配置及び人件費の見直し

について、３、意見聴取の場について、４、第三セクターの経営健全化について、５、水道課と

下水道課の統合について、６、人事評価制度について、７、ふるさと応援寄附の推進についてと

なっております。 

○５番禰占通男議員 今、説明もらったんですけど、この７項目の中で、３次改革プランと大き

く違うところは何ですかね。 

○堂原耕一企画調整課参事 提言の内容につきましては、第３次集中改革プランか枕崎市行財政

改革推進計画かの違いによるというよりも、そのときの市が抱える行財政に関する課題ですとか、

そのときの時代背景などに沿って、委員の皆様から提言をいただいているものかと考えます。 

今お尋ねの、今までの提言と異なった視点、異なった内容の提言といたしましては、まず、提

言の３、意見聴取の場についてにおいて、企業・団体の代表者だけでなく、雇用者を含めたさま

ざまな立場の方々の意見を聞けるような意見聴取の機会の確保に努めるようにとの提言をいただ

いております。 

また、提言の５、水道課と下水道課の統合についてにおきまして、今年度実施いたしました水

道課と下水道課の統合について、法改正や人口減少等による事業の収束化など、現状を踏まえ実
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施するようにとの肯定的な提言をいただいております。 

また、これまでにいただいた提言と異なった視点の提言といたしましては、提言の２職員の適

正配置及び人件費の見直しについての中で、人員配置や課を越えた協力体制の構築等について取

り組むようにとの提言をいただいておりますが、これにつきましては、人口減少に伴う市民生活

の変化や職員の減少も見込まれる中で、適正かつ効率的な組織機構のあり方について留意するよ

うにとの御意見をいただいたものと考えております。 

○５番禰占通男議員 説明がありましたけども、職員の適性配備、それから意見聴取と、それと

あと水道課と下水道課はもう合併というか統合されておりますし、人事評価制度についても、議

会のたびに総務課長の説明があって、着手するということで、ほとんど３つ、４つ実行に移され

る段階ですけど、もう第三セクターについては、前の質問とふるさと納税についての質問で省き

ますが、１番目の項目で、住民サービスの向上ちゅうのはどの辺の住民サービスということにつ

いて考えているんですか。 

○堂原耕一企画調整課参事 どの分野と申しますか、さまざまな分野にわたってになるかと思い

ますが、それぞれの分野で優先度ですとか、現在の財源の状況ですとか、などを勘案して、どの

ような施策を行うべきなのかというところをきちんと協議して実行するようにとの提言であると

受けとめております。 

これにつきましては、今年度策定する予定の次期総合戦略におきましては、例えば、市長と語

る会の場ですとか、アンケートなどによって住民の皆様方からのいろいろな御意見なども伺った

上で、例えば、若い世代が暮らしやすく、子育てがしやすいまちづくりですとか、産業振興など

に資するような施策の構築が必要なものと考えているところでございます。 

○５番禰占通男議員 住民へのサービスということは、私もこれが一番大事だろうと思って、今

この行財政改革について一番最後の目でお願いしようかと思っておりますので、今ここでは省い

て、計画書の冒頭のいろんなものに、この言葉が決算書なんかにも出てるんですけど、本市にお

いて厳しい財政状況というのは、私が議員になってからずっとこの言葉が続いてるんですけど、

厳しい財政状況のレベルですよね。これは、この言葉を使わなくていい財政状況ということは、

どの程度のことを指してるんですか。 

○佐藤祐司財政課長 主要財政指標の改善を目標数値として掲げて、第３次プランでは改善を進

めてまいりました。その結果、市債残高については目標値を達成することはできませんでしたが、

その他の指標については目標値を達成してきております。 

しかしながら、実質公債費比率、将来負担比率については、平成29年度までの数値について

は19市中19番目という値になっております。 

しかしながら、それまで断トツでびりといいますか、大きく比率は悪かったわけでございます

が、その差については、徐々に縮まってきております。 

確定数値ではありませんが、平成30年度決算数値においては、実質公債費比率については、

枕崎市よりも比率の悪い団体が出てきております。19市中19番目という状況は脱しております。 

しかしながら、あとの市債残高のところでも御説明いたしたいと思いますが、本市は、平成

26年度から交付税措置率の高い過疎対策事業債を活用できるようになりましたけれども、それ

以前は、事業の推進に当たりましては、交付税措置のない事業債を活用しながら進めてきた経緯

がございます。そういう点で実質公債費比率、将来負担比率が高かった状況にございます。 

26年以降、過疎対策事業債を活用するに従って、残高に占める交付税措置の割合もだんだん

高くなってきておりまして、比率の改善も進んできておりますが、先ほど申しましたように、ま

だ19市の中では、下位のほうという状況でございますので、依然として厳しい財政状況という

表現を使っている状況でございます。 

○５番禰占通男議員 今、財政課長がおっしゃられるように、過疎債の影響もあるんでしょうけ
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ど、26年度からすると財政力指数も相当0.37から0.41といい改善がありますし、あと公債費に

おいても、13億台から11億台へと減ってきておりますから、その効果は今現在続いておると思

いますので、引き続き緊縮に取り組んでもらいたいと思います。 

次に、歳出抑制策はどう進めるのかについてお伺いしますけど、定員管理の適正化ということ

で、人件費削減はどのような考えで進めるのかについてお伺いいたします。 

○本田親行総務課長 今回の行財政集中改革プランにおきましては、職員給与の独自カットとい

うことで示しておりましたけども、人件費に係る削減ということで、適正な定員管理を図ってい

くことで、人件費の削減に努めていきたいと考えております。 

○５番禰占通男議員 今回、条例でも、提案の中でも、いろいろ質疑でもありましたけど、会計

年度任用制度についてもまた新たな取り組みで5,000万ほど費用もかかるという説明もありまし

た。 

その中で、今までは行革の３次プランの中には市長等の給与の削減、職員給料月額を削減の項

目があったんですけど、今回の行財政改革プランの中には、この項目がないんですけど、それほ

ど財政が好転したのかどうかということで、この３次プランのＫＰＩの検証というのはどのよう

になされたんですか。 

○本田親行総務課長 本市におきましては、厳しい財政状況によりまして、職員給与の独自カッ

トを平成16年10月から平成30年３月まで実施してまいりました。 

この職員給与の独自カットは、管理職以外の職員につきましては、平成26年３月をもって廃

止いたしましたが、管理職については、その後も継続し平成30年３月まで実施してきたもので、

その削減総額は約11億円となり、第１次から第３次までの行財政集中改革プランにおける財政

効果の大きなものとなったところであります。 

平成30年度に策定いたしました行財政改革推進計画における歳出削減の実施項目として、職

員給与の独自カットを掲げてはいないところでありますが、このことにつきましては、本市の厳

しい財政状況により、職員の理解を得る中で平成16年10月から平成29年度まで13年以上継続し

て職員給与の独自カットを実施し、その影響額も大きかったこと。 

また、平成27年から見直し前の給料を３年間保障する激変緩和措置を行う中で、給料表の水

準を平均で２％、50歳台後半層の職員が多く在職する号給については、最大４％引き下げる給

与制度の総合的見直しが行われましたが、この激変緩和措置が平成30年３月31日をもって廃止

され、給与制度の総合的見直しが完全実施されたこと。 

さらには、国家公務員の給与との比較により、各自治体の給与水準の状況を示すラスパイレス

指数についても、平成29年度は98.0で県内19市においても、高いほうから12番目と、国、県か

ら給与水準について指導を受けるような水準にはなかったことなど、ただいま申しましたことを

総合的に判断し、平成30年３月をもって職員給与の独自カットを廃止したことによりまして、

今回の計画には計上していないところでございます。 

職員給与の独自カットをせざるを得なかった大きな理由としましては、本市の厳しい財政状況

にあったわけですけども、財政調整基金の残高について、独自カットを開始した平成16年度末

の残高と平成30年度末の残高を比べてみますと、約９億3,000万円増加するなど財政状況も一定

の改善は図られているものの、財政課長からもありましたとおり、大変厳しい状況にあるという

ことは現在においても変わらないことから、今後も全職員が一丸となって財政健全化の推進に取

り組んでいかなければならないと考えております。 

ただいま申しましたことは、一般職についてでございますけども、市長、副市長、教育長の特

別職につきましては、市長就任のときに在職中に限りカットを継続するということで、三役につ

いては給与の減額が継続されているところでございます。 

○５番禰占通男議員 今、総務課長からいろいろ給料に関しての国の指導とかに引っかからない
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程度ということなんですけど、今までは国は地方財政計画で人件費の圧縮が国の方針だったわけ

ですよね。 

今、国の方針はどのように変わってきてるんですか。だって、あっちこっち見てもこの国の方

針の人件費の圧縮というのは、言葉が見られないんですけど、今の現状でどのようになっている

のかをお伺いいたします。 

○本田親行総務課長 国の方針といたしまして、人件費の抑制につながるわけですけども、職員

数の削減ということにつきましては、行財政集中改革プランの策定を求めて地方公務員で約

10％、全体でですね、削減されてきた経緯がございます。 

地方公務員の給与そのものにつきましては、地方公務員法を根本基準として、各地方公共団体

の条例に基づいて定められております。 

給与水準につきましては、地方公務員法第24条第２項で、職員の給与は、生計費並びに国及

び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従業者の給与その他の事情を考慮して定めなければ

ならないと、均衡の原則とありますが、法で定められて、条例で定めているというところでござ

います。 

○５番禰占通男議員 人口でもですけど、課長と話す機会があったときに和歌山県のことを話し

ましたけど。 

人口が少ない村があるんだけど、半数が村役場職員、そのあとが村議会に入るとして、それで

村の存続が続いているということをある方の後援会で伺って、実際それでも村を維持するのには

いいかなと、それも課長とも話したんですけど、実際、枕崎市が財政が豊かであれば、今本市の

316人の目標設定が2021年でされていますけど、この人口と税収のこれがかなえればですよ、市

職員が多いの少ないのということはないと思うんですよね。 

朝もちょっと質問者が人口をどうするのかっていうこともありましたけど、今後の課題として、

大きな問題となると思いますけど、この人口に対する職員数ということでお伺いしますけど、本

市は市立病院、下水道、消防があるから、結局300人を超してるということなんですけど、この

人口に対する職員数ということで、適正という数でいうならどのくらいが適正なんですか、今現

状では。 

○本田親行総務課長 本市の人口に対して職員数が適切であるかというようなお尋ねでございま

すが、人口に対して、どの程度の職員数が適正であるかというような指標自体もございません。 

それぞれの団体において、人口規模や産業構造等も異なりまして、また公営企業の実施状況、

一部事務組合の加入状況等も異なりますので、人口規模のみをもって職員数が適正であるかを判

断することは非常に難しいところでございます。 

しかしながら、定員管理の手法の一つといたしまして、人口１万人当たりの一般行政部門の職

員数を人口や産業構造の類似した類似団体と比較することなどで、職員総数の相対的妥当性を検

証することは可能だと考えております。 

県内19市のうち、本市と人口や産業構造が類似する類似団体、人口５万人未満、産業構造Ⅱ

次、Ⅲ次90％未満かつⅢ次55％以上の団体でございますけれども、南さつま市や指宿市、阿久

根市、垂水市など本市を含めて９市ございます。 

平成30年４月１日現在における教育部門、消防部門、公営企業等を除いた本市の一般行政部

門の職員数は170人で、人口１万人当たりでは77.96人となっております。 

この本市の人口１万人当たりの一般行政部門の職員数77.96人は、県内の類似団体９市の中で

少ないほうから４番目となっております。 

また、全国には本市と同じグループに属する類似団体が127団体ございますけれども、平成30

年４月１日現在におきまして、その類似団体における人口１万人当たりの一般行政部門の職員数

の平均は77.60人となっており、本市の77.96人とほぼ同程度となっております。 
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これらのことから、本市の職員数が人口に対して、必ずしも多い状況にあるとは考えておりま

せんが、引き続き少子高齢化や多様化する市民ニーズ等に適正に対応しつつ、職員数の削減が住

民サービスの低下につながることがないよう配慮しながら、市職員が担うべき役割や直接行うべ

き業務を整理、見直しを行った上で、スクラップ・アンド・ビルドの徹底や民間委託等の活用、

さらには市民協働を推進して年次的な職員数の削減に努めていかなければならないものと考えて

おります。 

○５番禰占通男議員 次の、あんまり時間がないので……15分か、市債残高の縮減についてで

すけど、ずっと100億を23年度から見ても111億、109億というこの数字が100億を超してるんで

すけど、この市債残高の額ということ、これ100億を切るのはいつなんですか。 

○佐藤祐司財政課長 以前も申し上げたことがありますが、以前は単年度の元金償還額というの

が12億、13億ございました。今年度の当初予算等でも見ていただければわかるとおり、元金償

還額は単年度で10億円です。ですから、10億円以上単年度で借りてしまえば残高はふえるとい

うことになります。 

先ほど質問者からも出ました普通交付税が平成13年度から臨時財政対策債という地方で直接

借金しなさいという形に変わっております。その金額は３億円ほどございます。 

ですから、もし残高を減らすとすれば、臨時財政対策債を含めて10億以内の借り入れにとど

めなければならないということになります。 

そうしますと、10億から３億を差し引くと、事業に使える地方債というのが７億程度という

ふうになります。そしたら、今年度は14億の借り入れです。７億の借り入れで毎年の投資事業

を行っていけるかというふうに考えれば、私は厳しいものと考えております。 

今現在、市内の公共施設につきましても老朽化対策については計画的に進めなければなりませ

んし、そのような状況からいけば、単年度10億を超える借り入れについては生じるものと考え

ております。 

しかしながら、残高というのが問題ではなくて、先ほどちょっと申し上げましたが、残高に占

める実質負担額の割合、ですから交付税措置の割合をふやすことによって、実質負担額は減少し

てきている。平成19年度に算出したとき、55.8％の交付税措置率がありました。平成30年度で

はその数値が70.3％になっております。 

ですから、残高が同じだとしても、その割合がふえたことによって、実質の負担額については

減少してきている。ここのところに着目をしながら、なるべく有利な地方債を活用しながら事業

を進めていく、そして交付税措置のないものについては借り入れを自粛するといった措置をとり

ながら、いろんな比率については改善していくように努めているところでございます。 

質問者が言われるとおり、100億を残高が切るというのは、私は難しいものと思っております。 

○５番禰占通男議員 積立金現在高も19市の中では少ないほうですけど、いろいろな事業をす

る上で、不安はないんですかね。 

○佐藤祐司財政課長 積立金の現在高につきましては、以前からの推移の表も持っておりますが、

財政調整基金の残高１億を切っていた時代もございます。 

しかしながら、平成30年度末では11億7,500万ということになっております。 

私自身は残高としては、安定して財政調整基金単独で12億という数字を確保できればなとい

うふうに思っております。 

この根拠といたしましては、以前も申し上げたことがありますが、標準財政規模の２割程度、

60億が枕崎市の標準財政規模ですから、それの２割程度で12億という数字を持っておるんです

が、ただ当初予算の段階では、どうしても市税とか普通交付税とかをかたく見る傾向にございま

す。 

ということもありまして、２億近くの財政調整基金の繰り入れを計上しなければ予算を組めな
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い状況にございますので、安定して12億というのは14億程度あれば、安心かなというふうには

思っております。 

現状のところ、毎年度、投資事業を行いながらも、将来に備えて持続可能な財政運営を進めて

いくために、そこを目標に考えているところでございます。 

○５番禰占通男議員 次に、普通交付税の推移についてお伺いしますけど、この交付税はもう

年々減少しているような、多少の上下はありますけど、上下してるように思うんですが、この要

因は何なんですか。 

また、ほかの自治体も本市と同じような推移をたどってるんですかね。 

○佐藤祐司財政課長 普通交付税につきましては、計算上、基準財政需要額と基準財政収入額と

の差額でございます。 

増減理由につきましては、ここ数年、基準財政収入額については大きく増減しておりませんの

で、基準財政需要額の増減の影響がそのまま普通交付税の増減に出てきているものでございます。 

28年度から、27年に実施された国勢調査人口を使って算定されるようになりました。その結

果、27年度から28年度につきましては、減少をいたしております。 

数値急減補正がございましたけれども、27年度から28年度で4,800万円程度の減、これは人口

減の影響でそれだけ出ていると。そして、毎年度の人口急減補正の減少によりまして、29年度

でさらに1,500万円程度の減、30年度でさらに1,300万円程度の減となってきております。 

ちなみに、令和元年度につきましては、その影響で1,500万程度の減が生じております。 

これら人口の減少による影響というのは、他団体でも当然、それぞれ大小あるところでござい

ます。そして、その他の影響としましては、公債費の交付税措置分の影響というのも大きいとこ

ろでございます。 

28年度は7,600万円程度の減、29年度は１億0,600万円程度の減、平成30年度は過疎対策事業

債の元金償還が始まったことから増減が相殺をされまして、600万円程度の減にとどまっており

ます。 

当然に、この間には歳出の公債費の一般財源の交付税措置分の減少よりも大きく減少しており

ますので、公債費の交付税措置分の影響で減少した分は、減少額としては大きいわけですが、毎

年度の財政運営に悪影響を及ぼしているわけではなくて、公債費のほうが大きく減少しているた

め、むしろ好影響になっております。実質公債費比率等の改善状況を見ていただければわかると

思います。 

そのようなことで、交付税措置の影響というのが非常に大きいところなんですが、財政運営に

は関係がないというか、むしろ好影響であるということを捉えていただければというふうに思い

ます。 

○５番禰占通男議員 次に、基準財政需要額の推移についてお伺いしたいんですけど、本市の現

状はどのような状況なのかについてお伺いいたします。 

○佐藤祐司財政課長 ただいま、普通交付税の算定について、その差額であるということと、基

準財政収入額の増減が大きくないので、普通交付税の増減については基準財政需要額の増減によ

ると申し上げました。 

そして、その基準財政需要額の増減理由については、今、普通交付税のところで申し上げたと

おりです。 

具体的な数字で申し上げますと、ここ３年間の臨時財政対策債振りかえ後の基準財政需要額の

推移を申し上げますと、28年度が52億8,500万円程度、29年度が51億2,600万円程度、30年度が

51億5,000万円程度というところでございます。 

○５番禰占通男議員 次の質問ですけど、基準財政需要額の推移についてですけど、今一番問題

になるのは人口減による影響と税収の推移だと思うんですけど、本市の状況というのはここ二、
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三年の影響についてはどうなってるんですか。 

○佐藤祐司財政課長 市税の動向については、また後もって税務課長のほうがお答えすると思い

ますが、人口減の影響につきましては、先ほど申し上げましたように、５年に一遍の国勢調査人

口で、基準財政需要額の測定単位というのは算定される、その数値を使うことになっております。 

今現在、平成27年の国勢調査人口で28年度から５年間、令和２年度までその数値を使います。

そして令和２年に行われます国勢調査によりまして、また、人口の増減があったときにその数値

を使って、令和３年度からの基準財政需要額の算定に使われるということになります。 

先ほど、数値の人口減の影響について申し上げましたが、平成22年から27年までで1,600人程

度、多分減少していたと思いますが、その影響で、先ほど申し上げた人口減の影響の数値という

ことになりました。 

今後の人口減がどの程度になるかわかりませんが、同じような現象だとすれば、同じような減

少、影響というふうになるのではないかと思っております。 

○神園信二税務課長 過去３カ年程度の普通税収入済額の推移について申し上げます。 

平成28年度収入済額約22億1,347万円、平成29年度収入済額約22億4,696万円、平成30年度収

入済額22億1,543万円、平成30年度に対前年度比1.40ポイント程度落としておりますけれども、

これは普通税収入の傾向でございまして、３年に１回の固定資産税の評価がえ、この年に普通税

の収入の約50％を固定資産税が占めますことから、この評価がえの年に３年ごとにぽんっと対

前年度比が落ちるというふうな傾向を示しているところが大きなところでございます。 

○５番禰占通男議員 次に、留保財源について質問したいんですが、これは本市の独自政策の財

源であるということで、この主な使い道、また公債費についてどのように活用されてるのかにつ

いてお伺いいたします。 

○佐藤祐司財政課長 留保財源とは、基準財政収入額と標準税収入額との差でありますが、その

額はここ３年間とも５億7,000万円程度でございます。 

標準財政規模という指標がございますが、標準的な状態での団体の経常一般財源の規模をあら

わした指標でございます。 

これは、普通交付税の交付団体におきましては、標準税収入額と普通交付税額の合計額でもあ

りますが、基準財政需要額と留保財源との合計額でもございます。 

基準財政需要額で、全ての経費の一般財源が賄えるわけではないので、留保財源がないと必要

経費を賄えません。 

わかりやすい例では、公債費の交付税措置は有利な地方債である過疎対策事業債でも70％で

あり、100％が基準財政需要額に算入されるわけではないので、30％分は留保財源で対応せざる

を得ません。 

それでは、留保財源が具体的に何に使われているのかという点では、そもそも市税等でござい

まして、今申し上げた公債費の交付税措置以外の部分など、基準財政需要額を上回って支出する

部分が充てられている経費に該当すると思われますが、一般財源でございますため特定財源と違

い、細かく充当先を検証することはないので、ピンポイントでこの経費にどれだけ充てていると

いうふうには申し上げられないところでございます。 

先ほど質問者が申しましたように、公債費の状況ということでございますが、参考として留保

財源と実質公債費比率の分子である一般会計の元利償還金や公共下水道事業等の公営企業の準元

利償還金のうち、交付税措置以外の負担額、これを実質一般財源負担額といいますが、との比較

を申し上げますと、平成27年度までは実質一般財源負担額は留保財源を上回っておりまして、

留保財源以上に公債費等の実質負担があり、実態として実質的な借金返済額が大きいという厳し

い状況が続いておりましたが、これまでの計画的な借り入れや繰り上げ償還等による市債残高の

縮減、過疎対策事業債等の交付税措置率の高い有利な地方債の借り入れを続けてきたことにより
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まして、平成28年度に均衡がとれ、その後平成29、30年度と公債費以外の行政経費に回せる財

源がふえてきております。 

しかしながら、一般財源であるため何に使われているとは申し上げられない状況でございます。 

○中原重信議長 以上で、禰占通男議員の一般質問を終わります。 

以上で、本日の日程は終了いたしました。 

本日は、これをもって散会いたします。 

午後３時48分 散会 
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令和元年枕崎市議会第４回定例会 

 

 議事日程（第３号） 

 

令和元年９月１０日 午前９時３０分開議 

日程 

番号 
件              名 

 

１ 

 

 

一 般 質 問     眞 茅  弘 美  議員（73ページ～80ページ） 

               

             城 森  史 明  議員（80ページ～89ページ） 

 

             豊 留  榮 子  議員（89ページ～95ページ） 

 

永 野  慶一郎  議員（95ページ～105ページ） 

 

             立 石  幸 徳  議員（105ページ～115ページ） 

 

 

○ 本日付議された事件は議事日程（第３号）のとおり 
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１ 本日の出席議員次のとおり 

１番 中 原 重 信 議員     ２番 眞 茅 弘 美 議員 

３番 上 迫 正 幸 議員     ４番 沖 園   強 議員 

５番 禰 占 通 男 議員    ６番 城 森 史 明 議員 

７番 豊 留 榮 子 議員     ８番 吉 嶺 周 作 議員 

９番 立 石 幸 徳 議員     10番 下 竹 芳 郎 議員 

11番 永 野 慶一郎 議員 12番 東   君 子 議員 

13番 清 水 和 弘 議員     14番 吉 松 幸 夫 議員 

 

１ 本日の書記次のとおり 

上 園 信 一 事務局長         松 田 章 子 書記 

田 代 勝 義 書記           溝 口 達 也 書記 

 

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり 

前 田 祝 成 市長           小 泉 智 資 副市長 

本 田 親 行 総務課長         東中川   徹 企画調整課長 

鮫 島 寿 文 水産商工課長 川 崎   満 市民生活課長 

佐 藤 祐 司 財政課長  山 口 英 雄 福祉課長 

松 崎 信 二 建設課長  原 田 博 明 農政課長 

田 中 義 文 健康課長  神 園 信 二 税務課長 

堂 園 力 郎 地域包括ケア推進課長 松 田   誠 水道課長 

永 江   隆 水道課参事 高 山 京 彦 市立病院事務長 

下 山 健 一 農委事務局長兼農業振興係長 小 峯 恵美子 監査委員事務局長 

水 流 敏 幸 監査委員   堂 原 耕 一 企画調整課参事 

田 中 幸 喜 総務課参事    新屋敷   増 水産商工課参事 

日 渡 輝 明 市民生活課参事  平 塚 孝 三 選管事務局長 

日 髙 広 子 会計管理者兼会計課長 丸 山 屋 敏 教育長 

山 口 美津哉 教委総務課長    益 満 裕 美 学校教育課長 

末 永 俊 英 生涯学習課長    中 嶋 章 浩 文化課長 

豊 留 信 一 保健体育課長兼給食センター所長 松 田 勇 一 保健体育課参事兼国体推進係長 

中 原 浩 二 消防長  松 田 正 知 消防総務課長兼消防団係長 

俵積田 一 豊 警防課長兼消防署長 山 口   太 総務課行政係長  
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午前９時30分 開議 

○中原重信議長 定刻になりましたので、本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、配付のとおりであります。 

昨日に引き続き一般質問を行います。 

まず、眞茅弘美議員。 

［眞茅弘美議員 登壇］ 

○２番眞茅弘美議員 ４月の市議会議員選挙で議席をいただきました眞茅弘美です。 

無投票という結果ではございましたが、市会議員という自覚を忘れず、誠意を持って１期４年

間、職責を全うしたいと存じます。 

去る７月15日、海の日に環境美化活動が行われました。本市では、海の恩恵に感謝するため、

海の日に市内各関係団体や学生、またボランティアの皆様方によりまして、漁港周辺や海岸など

の清掃が行われております。1,000人程度の参加者だと聞いております。 

漁港のまち枕崎として、１年に１度ではございますが、この取り組みはすばらしいことだと思

います。 

また、一昨日９月８日にも観光協会主催の火之神公園周辺の環境美化活動が行われました。海

岸を中心に行われたのですが、ペットボトルの廃プラや流木などがたくさん散在しておりまして、

驚いたところです。こういう清掃活動に参加してくださった皆様方に感謝いたします。 

それでは、現在、世界中で問題になっております海洋汚染マイクロプラスチックについて、通

告に従いまして質問させていただきます。 

2018年、日本の廃プラスチック輸出量は、約100万トンと言われています。日本が輸出した廃

プラスチックの50％以上が東南アジアへ輸出されていましたが、東南アジア諸国が廃プラ輸入

規制を強化し、日本の輸出量が減少、しかし、国内での処理では追いつかず、日本での廃プラは

行き場を失いつつあるのが現状です。 

８月、大変心を痛めるニュースが流れました。タイで絶滅が危惧されておりますジュゴンの赤

ちゃんが、手当てのかいもむなしく、わずか８カ月で死んでしまいました。何と、母乳でしか育

たないであろうジュゴンの腸からは、たくさんのプラスチックごみが出てきたのです。 

私たちの毎日の生活に、プラスチック製品は不可欠です。便利、簡単、使いやすい、どれくら

いお世話になっているかはかり知れません。長い間、私たちの便利で快適な生活を支えてきまし

たが、その裏側にある醜い現実が隠せなくなっています。自然界に存在しなかった物質が、自然

界を包囲し人間の手に負えなくなってきています。 

特に、劣化したプラスチックが砕けてできる微粒子マイクロプラスチックは、回収困難な上に

有害な化学物質を吸着する性質があるため、誤飲した魚を通じて人間の健康に悪影響を与える、

また、生態系に影響を及ぼすとの指摘がございます。このままでは、30年後にはプラスチック

ごみが、魚の量を上回るとも言われています。 

本市にとっても、海洋マイクロプラスチック問題は深刻だと思いますが、この現状をどのよう

に考えますか。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 ただいま眞茅議員からございました海洋マイクロプラスチックごみ汚染問題に

ついて回答したいと思います。 

市の考え方及び国の動向、そして海洋マイクロプラスチック問題の現状等について説明させて

いただきたいと思います。 

海からの大きな恩恵を受けて、かつおのまちとして発展してきました本市にとりまして、海洋

マイクロプラスチックを含めた海洋ごみにつきましては、極めて重要な問題であると認識してお

ります。 



 

- 74 - 

国際的な関心が高まっている中で、その対策を講じていくことは、海洋生態系の保全や資源保

護はもとより、本市の基幹産業であります水産業、水産加工業の振興に不可欠であると考えてお

ります。 

海洋プラスチックごみ問題は、さきの６月の20カ国・地域首脳会議、Ｇ20大阪サミットで、

プラごみによる新たな海洋汚染を2050年までにゼロにすることを目指す大阪ブルー・オーシャ

ン・ビジョン、非常に高い目標が示されております。 

このことを踏まえまして、環境省は2020年度予算概算要求で、海洋プラスチックごみ対策に

重点的に配分し、海洋ごみを回収、処理する自治体への補助金事業を盛り込んだほか、高効率な

プラスチックリサイクル施設の導入支援などで予算を大幅に拡充する方針が示されました。 

本市といたしましても、全国市長会水産都市協議会や全国水産都市三団体連絡協議会を通じ、

漁業者や自治体が行う海洋ごみの回収、処理についての支援や財政措置の拡充などについて、農

林水産省、水産庁、財務省、地元選出国会議員に対しまして要望活動を行ってきたところでござ

います。今後も関係自治体などと連携しながら、引き続き要望活動を行ってまいります。 

海洋マイクロプラスチック問題の現状、そしてプラスチックごみの発生を防止していくための

施策につきましては、市民生活課参事に答弁させます。 

○日渡輝明市民生活課参事 プラスチックは、軽くて丈夫で持ち運びがしやすいことや加工が容

易で安価な素材であることから、さまざまな製品に使用されています。 

その中には、レジ袋やペットボトル、食品容器やストローなど、使い捨てに使用されるものが

多くあります。そのようなプラスチックごみが、ポイ捨てされたり屋外に放置されたりしたもの

が、雨や風によって、やがては河川から海へ流れ出てしまいます。 

この海洋プラスチックで、特に問題となっているのがマイクロプラスチックで、波の力や紫外

線の影響などで細かく砕け、５ミリ以下になったものが、マイクロプラスチックと呼ばれていま

す。 

また、洗顔料や化粧品、歯磨き粉などに使用されている小さなプラスチック粒子、マイクロビ

ーズも排水処理施設を通じて海洋へ流れ込んでいると言われています。 

このマイクロプラスチックは、自然に分解されることはなく、半永久的にたまり続ける可能性

があることや海水中の有害物質を吸着しやすい性質があると言われており、このことが生物にど

のような影響を与えるのか、研究の途上で具体的なことはよくわかっていないようですが、プラ

スチックごみによる海洋汚染が世界的な問題となっているところです。 

プラスチックごみの発生を防止していくためには、ごみを減らすリデュース、使い続けるリユ

ース、再利用するリサイクルの３Ｒの取り組みが不可欠と考えております。 

使い捨てプラスチックの使用をなるべく減らしていくことが重要であり、買い物の際にマイバ

ック持参によるレジ袋削減や文房具、台所用品などの詰めかえ製品の使用など、市民の皆様にご

みの発生抑制や周知、啓発に引き続き取り組んでまいります。 

また、本市では生活環境保全事業による不法投棄防止パトロール、海岸漂着物地域対策推進事

業を活用した海洋ごみの回収、処理や発生抑制対策事業を実施しており、今後も積極的に推進し

てまいります。 

これまでも、市民ボランティアによる清掃活動なども行われており、今後とも御協力をお願い

していきたいと考えております。引き続き、枕崎市衛生自治団体連合会と連携をしながら、ごみ

分別のマナー向上に向けた取り組みを積極的に進めてまいります。 

○２番眞茅弘美議員 さまざまな理解や認識がされているようで安心しました。 

それでは、本市でも資源ごみ回収が行われていますが、ペットボトルやトレイなどの廃プラの

リサイクル量を過去３年分教えてください。 

○日渡輝明市民生活課参事 ペットボトルと廃プラスチックについては、分別収集されたものを
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内鍋清掃センターで仕分けした後、再商品化可能なものを容器包装リサイクル協会の委託業者に

引き渡しをしております。 

ペットボトルについては、平成30年度６万1,660キログラム、平成29年度５万8,540キログラ

ム、平成28年度５万7,330キログラムとなっており、引き渡しされた数量は増加傾向となってお

ります。 

廃プラスチックについては、平成30年度５万0,920キログラム、平成29年度５万0,910キログ

ラム、平成28年度６万3,540キログラムで、ここ２年の引き渡し数量は同程度となっております。 

○２番眞茅弘美議員 ペットボトルは現在、ふたとラベルを取り外して、その取り外したものは

分別して出すようになっていますよね。この方法が始まった時期を教えてください。そして、こ

のふたとラベルの取り外しという取り組みは守られていますか。 

○日渡輝明市民生活課参事 現在、ペットボトル等の資源ごみを出す場合は、ラベルを剥がして

いただき、剥がしたラベルはプラマーク表示されたその他のプラスチック容器、包装紙と一緒に

資源ごみとして分別をお願いしております。 

容器包装リサイクル協会によるペットボトルの引き取り品質ガイドラインの変更により、平成

30年４月１日より現在の分別方法へ変更を行いました。移行期間を１年設けたこともあり、市

民の協力のもと、市内全域でスムーズに分別が行われております。 

○２番眞茅弘美議員 次に、海にごみを流れ込ませないために何か対策をされているかお聞きし

たいのですが、先ほど冒頭で出ました海の日美化活動で集まったごみの量を教えてください。 

○鮫島寿文水産商工課長 水産商工課の関係で申し上げますと、海の日に枕崎港国際化対策推進

協議会主催により、海の日環境美化活動を実施しています。 

ことし７月15日に実施したこの活動では、枕崎港や白沢津港を初め、火之神から岩戸の海岸

線を中心に清掃を行いましたが、プラスチックごみを含めたごみの収集量が２トントラック13

台分、流木が10トンダンプ１台分、廃タイヤが軽トラック１台分を回収し、ごみの総量約５ト

ンを内鍋清掃センターと枕崎リサイクルセンターで処理したところです。 

一昨日、９月８日の日曜日に実施されました枕崎市観光協会主催の火之神公園の美化活動にお

きましても、海岸に打ち上げられましたごみの回収を行ったところです。そのときは２トントラ

ック１台、軽トラック２台の漂着ごみの回収を行ったところです。 

今後も、このような海の環境保全や環境美化を推進していくための活動を継続して取り組んで

まいりたいと考えているところです。 

○２番眞茅弘美議員 わかりやすい御回答ありがとうございます。 

海の日の清掃や火之神公園の清掃に私も参加しており、この活動は承知しておりますが、先日、

シルバー人材センターの方から11月中旬から12月にかけて海岸線の清掃を行うと聞きました。 

枕崎の海岸線は、16キロメートルありますが、人が入れない海岸もたくさんございます。シ

ルバー人材センターの方々は、とにかく海岸線をずっと清掃していかれるそうです。ごみの量を

聞きますと、かなりの量だそうです。特に、板敷の海岸が多く、ハングル文字と思わしいペット

ボトルもたくさん流れてきているそうです。 

ということは、不法投棄もあると思いますが、放流物もかなりあるということですね。海は、

世界中とつながっており、これはどうすることもできません。この流れてきた放流物は、人の手

で拾うしかないと考えますが、川や海の清掃活動は、年に何回程度行われていますか。 

○日渡輝明市民生活課参事 鹿児島県海岸漂着物対策推進協議会では、海岸漂着物対策の一環と

して、６月１日から８月31日を海岸等清掃活動の重点実施期間と定め、その間に実施される活

動を「かごしまクリーンアップキャンペーン～きれいな海をかごしまから～」と位置づけ、各地

域で海岸及び河川において活動が実施されております。 

本市においては、枕崎市環境保全促進事業により環境保全活動が推進されております。昨年度
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は、森林、河川、海岸等の生物の調査保護活動分野で２団体が活動を行い、環境美化事業の分野

において、河川、海岸等の清掃活動を４団体が実施しております。そのほか、ウミガメが上陸す

る海岸の清掃活動なども行われております。 

海岸漂着物地域対策推進事業も実施しており、平成30年度においては、海洋ごみの回収、処

理事業を行っており、流木など約18.2トンを回収、処理を行っております。 

また、発生抑制対策として台場公園へ啓発看板２基を設置したところでございます。 

○２番眞茅弘美議員 今、ウミガメっていう話が出たんですけども、東白沢のほうにもウミガメ

が産卵時期に来ていたそうなんですけども、保全活動をされていた方の話によりますと、２年ぐ

らい前までは来てたんですけども、現在はもうウミガメも産卵に来なくなったっていう話を聞い

ております。 

次に、不法投棄の防止対策は何をされていますか。 

○日渡輝明市民生活課参事 本市の実施している事業として、年間を通して生活環境保全事業に

よる不法投棄防止パトロールの実施に取り組んでおります。 

また、枕崎市民の環境を守る条例、枕崎市の河川をきれいにする条例に基づき、自然保護監視

員、河川浄化推進員を各校区より１名お願いし、良好な環境及び河川浄化の推進について連携を

図りながら取り組みを進めております。 

不法投棄などの事案が判明した場合など、直接指導を行っており、今後とも不法投棄撲滅に向

けた取り組みを進めながら、市民の皆様にごみの発生抑制やごみ出しルールの周知、啓発に取り

組んでまいります。 

○２番眞茅弘美議員 さまざまな美化活動や河川の清掃が行われているんですね。これからも続

けてもらいたい気持ちと、やはり限られた方ではなく、みんなで海を守りきれいにするという気

持ちも持ってもらいたいです。清掃活動が行われないと、結局、これだけのごみが大海原へ流れ

込んでしまい海洋汚染となるのです。 

これまで同様、河川の清掃に参加してくださっている住民の方々に協力をもらい、また、この

取り組みの輪が広がるといいなと希望します。 

最後に、令和に入り６月15日、Ｇ20が大阪で開かれ、ここで日本もレジ袋有料化が2020年４

月１日より実施と表明されました。 

これは、コンビニやスーパーのレジ袋有料化を来年４月からスタートする見通しで決定はされ

ていませんが、これまで無料だと遠慮なくもらっていた人も、有料になるとレジ袋の利用量を減

らしたり、マイバッグを持つことになると考えます。 

レジ袋の有料化は、プラスチックごみの削減化にもつながりますので、ぜひ本市でも進めてい

ただきたいと強く希望しますが、ごみのリサイクル分別やマイバッグについて、市民への啓発活

動など何か対策をとられてますか、お聞かせください。 

○日渡輝明市民生活課参事 レジ袋の有料義務化は、プラスチックごみの流出による海洋汚染防

止などが目的で、政府が５月末にまとめた資源循環戦略に明記されており、来年４月にも一律に

実施する方向で検討が進められております。 

レジ袋の削減を含むごみの減量化については、重要な課題であり積極的に取り組んでいかなけ

ればなりません。本年度を枕エコ元年として、毎月広報紙を通して御家庭で無理なく取り組める

活動を紹介し、ごみ減量化への気運が高まるよう努めております。 

また、買い物の際にマイバッグを利用していただくための施策として、エコバッグ1,000枚を

作成、配布し、利用促進を図るための準備を進めております。取り組みを進めるに当たり、枕エ

コサポーターを募集し、いろいろなアイデアをいただきながら、連携した取り組みができるよう

体制づくりを進めているところでございます。 

施策が継続し成果につながる体制を整えながら、市民、事業者、行政が連携し、取り組んでま
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いりたいと考えております。 

○２番眞茅弘美議員 今、エコバッグを1,000枚配布するという話でしたけども、とてもすばら

しい取り組みだと思います。 

現在、自然に戻るバイオプラスチックですね、これが研究、開発されつつありますが、これを

待っていてもプラスチックごみはふえるばかりでございます。海洋汚染問題は、本当に世界中で

問題になっています。 

世界から見ると枕崎は小さいまちですけど、一人一人の心がけ、そして意識改革が大事だと思

います。まずは地方からだと考えます。 

私が、本日、すごいな、できるんだなと思ったことが、ペットボトルのラベル外しとキャップ

の取り外しです。これがほぼきちんとされているのでしたら、本市の皆さんの意識改革は早いか

もしれません。 

とはいえ、私も心がけてはいても、まだまだマイバッグを忘れることがあります。習慣化する

ことはなかなかです。スーパーなどへの周知方法を図るなど、市民への啓発活動をよろしくお願

いします。 

次の質問に移ります。女性の職業生活における活躍の推進に関する法律、いわゆる女性活躍推

進法が平成27年８月28日に国会で成立し、平成28年４月１日から施行されています。 

鹿児島県では、平成28年10月、初の女性副知事が誕生し、後任もまた女性副知事が任命され

活躍されています。６月、鹿児島県男女共同参画社会基本法制定から20年を迎えるということ

でシンポジウムがあり、私はこれに参加してまいりました。 

このシンポジウムで、三反園知事が挨拶されまして、鹿児島県は副知事を初め、弁護士会会長、

青年会議所の理事長、鹿児島県農業経営者協会の代表を女性が務められ活躍されているという話

でした。 

枕崎では、女性としては九州初であります枕崎商工会議所の中村みほり専務理事が登用され活

躍されております。本市として、女性の活躍をどう推進してまいりますか、お尋ねします。 

○堂原耕一企画調整課参事 ただいま議員からも御紹介のありました女性活躍推進法におきまし

ては、女性の職業生活に関する機会の提供と、職業生活と家庭生活との両立のため、女性の職業

生活における活躍の推進に対しまして、国民の関心と理解を深め、かつ、その協力を得るために

必要な啓発活動を行うよう努めることなどとともに、事業主に対しましては、女性職員の採用割

合や管理職に占める割合について定めた事業主行動計画の策定を求めております。 

この事業主行動計画につきましては、国及び地方公共団体（特定事業主）と、101人以上を雇

用する民間事業主（一般事業主）に策定が義務づけられております。 

本市といたしましては、事業主の立場といたしまして、平成28年４月に策定した枕崎市にお

ける女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画において、女性の採用比率、勤続年数の

男女差、労働時間の状況、女性管理職比率等の現状の把握と分析を踏まえて、改善すべき課題と

考えられるものから優先的に数値目標を設定し、目標達成に向けて取り組みを進めております。 

また、市民の皆様に対しましては、男女の均等な機会と待遇を確保する就労環境の整備や育児

休業制度の推進などについて、情報提供や啓発活動を行うなど働き方や意識の改革を行い、男女

ともに働きやすい職場を目指すとともに、男性の家庭生活への参画を促進していくなど女性活躍

の機運醸成に努めてまいります。 

○２番眞茅弘美議員 男女共同参画社会基本法が公布、施行されてちょうど20年になります。 

そして、枕崎は平成14年３月に枕崎市男女共同参画プランを策定し、男女共同参画社会の推

進に取り組んできたと存じます。 

女性が活躍するためには、家事や育児など男性の協力が必須です。また、地域社会における昔

ながらの制度や慣習にとらわれることなく、社会全体が変わらなければ不可能に近いと考えます
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が、女性自身の意識改革とともに、それらをどのように進めようと考えますか。取り組み、効果、

成果を教えてください。 

○堂原耕一企画調整課参事 本市では、全ての人々が性別にかかわりなく、その個性と能力を十

分に発揮できる社会である男女共同参画社会を目指し、平成24年度から令和３年度の10年間を

計画期間とする第２次枕崎市男女共同参画推進プランを策定し、さまざまな取り組みを実施して

おります。 

これまで、男女共同参画フォーラムや男女共同参画研修会等の取り組みを行い、職員や住民の

皆様に向けた周知、啓発に努めており、参加者の男女共同参画に対する理解は深まったものと考

えています。 

今後も、仕事と家庭生活の両立支援や男女がともに働きやすい職場環境づくりを推進するため

に、引き続き研修会を実施するとともに、ホームページや広報紙で男女共同参画に関する記事を

掲載するなど、さらなる周知、意識啓発に努めていく所存であります。 

また、女性就労者の環境改善や雇用の拡大を目的として従業員の更衣室、休憩所、トイレなど

の整備を行う市内事業者に対しまして、補助を行う制度を平成29年度から開始しているところ

でございます。 

これらの男女共同参画推進プランに掲げた重点課題に関する実施事業につきましては、毎年度、

各担当課で評価を行いまして、その状況を男女共同参画推進懇話会に報告し、御意見をいただき

翌年度からの施策につなげているものでございます。 

また、議員がおっしゃいました女性及び社会の意識の持ち方につきましてですが、女性の職業

生活における活躍を推進するためには、働くことを希望する女性がその希望に応じた働き方を実

現できるよう社会全体として取り組んでいくことが必要であると私どもも考えております。 

また、急激な少子高齢化や人口減少の進展による労働力不足が懸念される一方で、住民のニー

ズの多様化が進んでいる中、人材の多様性の確保という意味でも、女性の活躍の推進は一層重要

になってきていると考えております。 

しかし、結婚、妊娠、出産、育児などを理由として離職する女性が依然として多く、管理的職

業従事者に占める女性の割合も低いなど、働く場面において女性の力が十分に発揮されていない

というのが現状であります。 

その要因といたしましては、職場や家庭や地域において、先ほど議員もおっしゃられました社

会通念や慣習などによる男女格差が根強く存在し、そのような環境も原因となって女性自身の仕

事に対する意識、意欲が高く保てない場合も生じていることなどが考えられます。 

本市といたしましては、働きたいと希望を持ちつつも働いていない女性や職場でステップアッ

プしたいと希望する女性などが、その希望が実現できるよう、また男性、女性という性別にかか

わらず、一人一人が持つそれぞれの個性や能力を生かしながら、やりがいや充実感を持って働き、

自分の仕事に自信を持って責任を果たすことができる社会の実現を推進してまいりたいと考えて

おります。 

○２番眞茅弘美議員 社会全体の理解がやっぱり求められていくと思います。枕崎市特定事業主

行動計画の目標にございます課長相当職の割合を平成32年度までに10％に持っていくとござい

ますが、今の時点での進捗状況を教えてください。また、市役所職員の男女の比率も教えてくだ

さい。 

○本田親行総務課長 ただいま企画調整課参事のほうからございましたが、本市におきましては、

組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、関係課の課長等を委員とする特定事業主行

動計画策定推進委員会を設置いたしまして、平成28年４月１日から令和３年３月31日までの５

年間を計画期間とする枕崎市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画を策定

し、現在取り組んでおります。 
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この計画において、管理的地位における職員に占める女性職員の割合の数値目標につきまして

は、ただいま議員からありましたとおり、10％と設定しております。 

数値目標の設定に当たりましては、行動計画策定時点において県内19市の中で最も女性登用

率の高い市や、鹿児島県における女性登用率の状況、全国の市町村全体の女性登用率の状況、ま

た総務省の労働力調査における管理的職業従事者に占める女性割合なども踏まえて設定したとこ

ろであります。 

なお、行動計画における数値目標の進捗状況についてのお尋ねでありますが、本市の女性管理

職の在職状況を申しますと、行動計画策定の前年度の平成27年４月１日現在においては、管理

職の全員が男性職員でありました。 

本年４月１日現在におきましては、３名の女性管理職が在職しており、その管理職全体に占め

る割合も8.8％となってきております。 

行動計画における数値目標を達成し維持していくためには、企画立案や庁内、庁外との調整、

折衝などが必要とされる業務など、多様なポストへの配置や研修などを通じて将来の管理職候補

者となるべき女性職員の人材育成を図りつつ、今後とも男女の区別なく、意欲と能力のある職員

を管理職登用していくことが必要となります。 

また、同時に職業生活と家庭生活の両立がしやすい職場環境の整備を進めていくことも不可欠

となりますが、計画期間内において行動計画における数値目標の達成が図られますよう、今後と

も努めてまいりたいと考えております。 

もう一点、女性職員の職員全体に占める割合のお尋ねでございますが、本年４月１日現在にお

ける企業会計を含めた市全体の職員数は317人でありますけれども、そのうち女性職員は101人

が在職しております。 

その占める割合は31.1％となっておりますが、ここ数年、３割程度の割合で推移していると

ころであります。 

○２番眞茅弘美議員 女性管理職につきましては、なかなか課題もございまして、女性本人が望

まないという現状もございます。 

例えば、本人が自分には力量がないという思い込みや周囲のやっかみ、そして家事、育児、介

護の負担が重い。男性側に協力要請をしづらい、してもらえない、また、してもらえないという

思い込みなどがございます。 

男女では経験が違うため、どうしても偏ってしまうのではないでしょうか。意思決定の場に女

性をふやしてほしいと希望します。 

国も安倍政権は、社会のあらゆる分野において、2020年までに指導的地位に女性が占める割

合を少なくとも30％程度とする目標を掲げておりますが、達成しておりません。市会議員も本

年度新人女性議員が私を含め２人加わり３名となりましたが、３割に満たないのが現状です。こ

れもまた課題の一つでございます。 

環境づくりや体制づくりをしっかりし、市民一人一人がお互いを尊重し理解しながら、さまざ

まな場面でともに助け合って進んでいくことが求められています。 

最後に、枕崎の男女共同参画推進条例を策定する予定はございませんか。 

○堂原耕一企画調整課参事 男女共同参画社会基本法第９条におきましては、「地方公共団体は、

基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた政策及びその他

のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する」ものとさ

れております。 

国に準じて男女共同参画に向けた取り組みを積極的に進めていくことが求められておりますが、

これは都道府県及び市町村に対し男女共同参画社会基本条例の制定までを義務づけているもので

はないと考えます。 
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県内の男女共同参画推進条例の制定状況は、平成31年４月１日現在で９市４町が制定済みと

なっております。 

本市といたしましては、今後とも女性の活躍を推進し、男女共同参画社会の実現を目指すため

に、第２次枕崎市男女共同参画推進プランに沿って、研修会や職員、市民に対する啓発活動など、

さまざまな取り組みを実施してまいりますが、男女共同参画推進条例の制定に関しましても、他

市の状況に注視し、研究を進めてまいりたいと考えております。 

○２番眞茅弘美議員 今言われたとおり、男女共同参画推進条例は、市町村においては努力義務

となってございます。県内では３割、13の市町村がこの条例を制定しています。 

しかしながら、法的根拠があれば歩みを加速できます。枕崎もぜひ検討をよろしくお願いしま

す。 

以上、質問を終わります。 

○中原重信議長 以上で、眞茅弘美議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午前10時15分 休憩 

午前10時24分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、城森史明議員。 

［城森史明議員 登壇］ 

○６番城森史明議員 ９月議会の７番目の質問者になります。よろしくお願いいたします。 

通告に従って一般質問を行います。 

金山小学校が廃校となって以来、５年間が経過しました。廃校という呼び名は間違いではない

ものの、非常にマイナスイメージの言葉ではないでしょうか。 

平成20年度から29年度の10年間、鹿児島県では145の小中学校が廃校となりました。145の中

で114の廃校が何らかの施設に生まれ変わっています。 

主なものは、社会体育施設が35、企業等の施設が25、福祉・医療施設等が13、社会教育施設

が11、体験交流施設等が５であります。 

近年、廃校の利活用事例が非常にクローズアップされております。地域の特徴を生かしながら、

地域の人々の熱意により廃校が魅力ある地域の学校や施設として再び生まれ変わり、地域活性化

の核として脚光を浴びているのです。 

例えば、川辺の長谷小学校は、かわなべ森の学校として、宿泊施設を備えた多目的施設として

生まれ変わっております。曽於市財部北中学校は、たからべ森の学校として、宿泊施設を備えた

農業教育施設として生まれ変わっております。南さつま市の津貫小学校は、地元のかんきつを加

工する６次産業を営む地元の企業の工場として生まれ変わっております。 

本市の義務教育の方針は、小中一貫教育を最大限に生かす方向で進められております。そのた

めに、近い将来、廃校が発生する可能性は少ないものと思われます。 

金山小学校は、本市のただ一つの廃校になる可能性があり、貴重な財産、資産であり、地元の

活性化のためにも利活用は必要不可欠なものであると考えます。 

まず、金山小学校の廃校から現在までどのような利活用がなされてきたのか、まずお尋ねいた

します。 

［前田祝成市長登壇］ 

○前田祝成市長 ただいま御質問のありました金山小学校の利活用についてお話しさせていただ

きます。 

議員からありましたように、非常に貴重な資産であるということは認識しております。 

平成26年３月31日に廃校となりました旧金山小学校でございますが、その利活用策に関しま
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して、これまで公共施設の在り方検討委員会において協議を行ってきたところでございます。 

同委員会では、行政としての利用の可能性、そして職員から提出されたアイデア、企業、団体

や市民の皆様からいただいた提案などについての検討を行っておりますが、その内容につきまし

ては、担当課より説明させていただきます。 

○堂原耕一企画調整課参事 私のほうからは、公共施設の在り方検討委員会での検討の経緯につ

いて説明をさせていただきます。 

公共施設の在り方検討委員会における旧金山小学校の利活用策についての検討内容については、

まず、廃校直後の検討初期段階における行政での利用に関する検討におきましては、旧金山小学

校の立地的な課題や、活用に当たって改修経費が必要となることにより、費用対効果に関する課

題などの理由で当面行わないことと整理しております。 

また、その後、幅広い対象からアイデアや利活用の提案を集めるため、文部科学省が行ってい

る「みんなの廃校プロジェクト」に登録し公募を行ったほか、職員へのアイデア募集や市民、団

体に向けた利活用に関する提案を募集しております。 

この募集の結果、複数の団体から提案がございましたが、その活用が地域の活性化に資するも

のであるという基本的な視点に基づき協議を行ってまいりましたが、それらの団体との協議が整

わず、その後は地元の住民の方々やＮＰＯ法人等による不定期な利用はあるものの、具体的な利

活用の方向性については、現在においても定まっていない現状でございます。 

○山口美津哉教委総務課長 私のほうからは、現在までの利用状況について説明をいたします。 

旧金山小学校につきましては、廃校後、地域のバレーボールやフットサルクラブ等に屋内運動

場が利用されていた時期もありましたが、現在は、その後の利用はございません。 

グラウンドにつきましては、現在も金山、田布川地域の住民の方々にグラウンドゴルフ練習場

として利用されているほか、枕崎市の消防団金山分団の定期訓練に利用されている状況です。 

また、校舎及び屋内運動場等の利用について、平成29年度以降、市内事業者のドローン実技

講習会やＮＰＯ団体等による地域や子供たちとの触れ合い活動に利用されておりまして、平成

29年度は講習会３件、イベント開催３件、平成30年度は講習会11件、イベント開催４件、そし

て本年度は８月末現在で、講習会２件、イベント開催２件という利用状況になっております。 

○６番城森史明議員 まずは、その金山小学校跡地ですよね。それの固定資産の評価額はどのよ

うになっておりますか。 

○山口美津哉教委総務課長 旧金山小学校の建物及び土地は市有地で非課税となっておりますの

で、税務課の固定資産税係のほうでは評価の必要がないために評価は行っていません。 

ただ、土地につきましては、近傍地の評価額をもとに評価を出すとした場合、学校用地の固定

資産税賦課に係る評価額としては600万円程度になるようです。ただし、これは実際の売買に伴

う実勢価格ではないということで聞いております。 

一方、建物のほうにつきましては、実際に家屋調査等を行う必要がないために、評価は行って

いないということで聞いております。 

○６番城森史明議員 今までの評価を聞きますと、いろんな民間業者の公募も行ったと、市とし

ても利活用について庁内で検討したっていうことですが、その市の施設としては、要は、費用対

効果が計算できないということで中断しているということですが、ほとんど学校の活用といった

ら民間業者との連携が非常に多いわけですよ。 

それで、この公募の仕方をホームページだけということでしたけど、ほかの手段で何かやった

んですか、民間業者への公募は。 

○堂原耕一企画調整課参事 先ほども御説明申し上げましたとおり、全国的な公募という形で、

文部科学省が行っているみんなの廃校プロジェクトへの掲載を行っております。 

それと、市民の方々、事業者の方々、団体の方々に向けましては、利活用策について提案募集
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という形で募集を行っております。 

○６番城森史明議員 そういう意味では、今現在において、市の施設として活用するのか、民間

業者に協力を依頼して活用策を考えていくのか、どちらの可能性が高いということで考えておら

れるんですか。 

○堂原耕一企画調整課参事 今、御質問のありました民間企業に利活用策を委託するのか、それ

とも市の施設として利活用するのかという御質問についてですが、実は、ことしの２月に職員へ

のアイデア募集を再び行いまして、その中で行政としての活用策、民間企業に活用をお願いした

らいいじゃないかという策が２つ上がってまいりました。 

ですので、今後の議論の方向性といたしましては、一回、行政としての利活用策については当

面は行わないということで整理はしているところですけど、そちらのほうも可能性のほうは探り

つつ、どちらかといえばやはり民間というか地元の方というか、何らかのその施設を管理してい

ただく団体がいらっしゃれば、そちらのほうにお願いしたいという方向性で話は進めていくもの

と考えております。 

○６番城森史明議員 いろんな形で市民に対しても、庁内でも活用策を、アイデアをとっている

ということなんですが、一番そこで大事なのは、地域住民なんですよね。その地域住民が盛り上

がらなければ、絶対それは持続的な成功はできないと思うんですよ。 

そういう意味で、今まで地元金山校区との話し合いは何回行われて、どういう経緯になったの

か質問いたします。 

○山口美津哉教委総務課長 以前、教育委員会のほうで地域住民の方々の御意見を伺う機会があ

りましたけれども、それが平成26年５月になりますが、学校跡地利用についての意見交換会と

いうことで、金山校区住民代表者の方々13名ほどと行っております。 

そのときの御意見というか、大方の要望としましては、出てきましたのが、グラウンドと体育

館は校区住民のバレーボールやグラウンドゴルフ、その他の行事に活用したいということ、それ

から校舎については福祉施設を初めとした企業誘致などを積極的に進めてもらいたいといった内

容であったようです。 

そのほかには、跡地での水道、トイレは今後も使えるように、それから施設を荒らさないよう

に草刈りをお願いしたい、防犯対策についても注意を払ってもらいたい、悪臭、騒音等の出る施

設については、賛同できないといったような意見がその当時は出たようであります。 

○６番城森史明議員 その後の話し合いは行われてないんですか。 

○堂原耕一企画調整課参事 過去の会議録等を確認いたしますと、協議を進めていく中で、ＮＰ

Ｏ法人とか任意団体とか企業とかに金山小学校の管理委託を共同でお願いしたいと考えて、その

点について協議を行っていた時期がございますが、その協議の際に、地元の住民の方にも入って

いただきまして、地元からもその共同管理をするに当たっての要望等も聞き取っております。 

そのときの会議録で確認いたしますと、やはり、今も答弁がありましたとおり、地元もやはり

継続して使用したいということが、まず第一に上がっておりまして、あと安全面ですとか環境面

ですとかにも配慮していただきたいという要望が上がっているところでございます。 

○６番城森史明議員 そういうことで地元の人も来たんですが、やはり継続的にですよ、例えば

そういう活性化協議会を立ち上げて、５年前と、５年間で時代も変わっていくわけですから、や

はり継続的に、そういう話し合いを設けることが必要じゃないのかなと思うんですが、今後、地

元の人たちとの協議っていうのは非常に大事なことだと思うので、お願いをしたいと思います。 

それと、もう一つは、いろんな意味で外部からの知恵を借りるっていうのはあるんですが、本

市にも地域おこし協力隊がですね、３人おられるわけですよ。 

そういう意味で、あと枕崎高校、水産高校もありますので、そういう人たちの知恵を借りて、

金山小学校の活用策を考えていくということに関してどのように考えておられますか。 
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○前田祝成市長 今、議員からございましたように、やはり本当に大切な資産でありますし、活

用できる可能性を多く秘めている施設だというふうに認識しております。 

議員からありました継続的な話し合いということは非常に大事であろうかというふうに思って

おります。そして、やはり民間の力を借りるということも大切であるというふうに思います。 

来年から開始いたします地域創生総合戦略の中でですね、そこも重要な課題の一つというふう

に私自身も認識しておりまして、活用方法をもっと広く、そして積極的に進めていきたい。そし

て、実際に活用できることを実現したいというふうに思っておりますので、その点につきまして

は、私としましては積極的に取り組んでまいりたいというふうに思っております。 

○６番城森史明議員 今までの話し合いでは、いろんな意見が地元で使う施設、それと民間と協

力しながらある程度の民間企業に来てもらうというそういう話が大体、その方向っていうのがあ

るんじゃないかと思いますが、その中で他の自治体では、さっき言った農業の教育施設とかです

ね、かわなべ森の学校みたいに宿泊施設を整備して、多目的イベントと言うんですか、いろんな

ことに使われるようにしているということ、それと、介護施設、これから2022年に団塊の世代

が75歳を迎えるわけですね。 

その介護施設の需要、以前、介護施設を桜山に応募したところ、応募は全くなかったという事

例も聞いているので、そういうことを市内の医療業者に呼びかける、そういうことはできないの

かっていう呼びかけ、その後は産業施設ですよね。 

金山ですから農業が盛ん、林業が盛ん、そういう意味で、そのようなものの振興場所としてで

きないのかというような形で、本市の状況においていろんな活用策があると思うんですが、それ

ぞれについてどういう施設が適しているかっていうのを具体的に検討はされているんでしょうか。 

○堂原耕一企画調整課参事 その具体的な施設の利活用策については、先ほども答弁いたしまし

たとおり、まだ方向性は見えていないところではございますが、議員の 

おっしゃいました介護施設ですとか、あと産業に関する施設についても、例えば庁内の協議の中

では、利活用の方向性としては案としては上がっているところでございます。 

その旧金山小学校を地域活性化に資するために、今後どのように活用していくかにつきまして

は、その方向性とともに、それによりどの程度のコストが生じるのか、また運営責任を誰が持つ

のかなどのポイントについて、総合的に議論をしていかないといけないと考えております。 

さらに、その議論の際には、少子高齢化により過疎化が進む中で、その利活用策が地域活性化

に対し有効かつ必要であるのかどうかという長期的な視点も重要になってくるかと考えます。 

少子化は全国的な傾向であり、先ほども議員もおっしゃられておりましたが、廃校施設は年々

ふえている状況でございます。 

これらの全国の廃校の活用事例については、オフィス、福祉施設、文化施設、体験学習施設、

教育施設など多岐にわたっておりますが、旧金山小学校の利活用策の今後の検討に当たりまして

は、これらの全国の活用事例を参考にしつつ、先ほども述べましたポイントを押さえながら議論

を行い、できるだけ早期に方向性を決定したいと考えているところでございます。 

○６番城森史明議員 先ほどから、費用のほうが非常に出ておりますが、ほかの自治体の事例を

見ますと、改修費に約１億円前後かかるんですよね。その中で、国の補助制度というのをみんな

活用してやってるんですが、そこら辺の補助制度っていうのはどういうものがあるんですか。 

その辺の補助制度を活用すれば、費用についてもそんなに負担を持たずにできるんじゃないん

ですか。 

○堂原耕一企画調整課参事 利活用に当たって、施設の改修等が必要となった際の補助制度につ

きましては、大変申しわけございません、手元に資料等もなく具体的なところは申し上げられま

せんが、議員がおっしゃられたとおり、そういう活用策の方向性が見えた場合には、そういった

活用できる補助制度があれば、積極的な活用については研究していきたいと考えております。 
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○東中川徹企画調整課長 今、ありました支援といいますか、補助という形での支援については、

例えばその土地の貸し付けをする場合に、一定期間無償で貸し付けるとか、その後買い取りして

もらうとか、そういうものもございます。 

それと、先ほど議員のほうから、いろいろ高校、大学等の外部から知恵を借りる必要はないか

ということで、若干答弁をつけ加えさせていただきますと、今後の利活用の検討に当たっては、

外部の方の意見も含めたあらゆる角度から検討する必要があると考えております。 

そのような中にありまして、本市としては鹿児島大学が地域社会の発展と活性化に貢献するこ

とを目的として設置しております、産学・地域共創センター、これに対しまして、旧金山小学校

の利活用策の検討の協力をいただけないかということを今後お願いして、議員からありましたよ

うないろんな活用策を含めて検討していただくことをお願いしようという考えではあります。 

○６番城森史明議員 そういう意味で、金山校区だけの問題じゃなくて、やはり枕崎市全体の非

常に大きな課題じゃないかと思うんで、その辺の活用策がいろんな形で図られることによって、

地元の活性化ができるようにお願いをしたいと思います。 

次の質問に移らさせていただきます。 

ごみの減量についてでありますが、平成28年度における本市のごみ収集量は約9,000トンで、

これ市民１人当たりのごみの量、収集量ですから、ごみの量です、県下39市町の中で最も多い

んです。 

枕崎市は、１人当たり407キログラム、軽トラ１台ですね、毎年、年間これぐらいの市民１人

当たりのごみの量があります。このことに対してどのように考えておられるのか、お伺いいたし

ます。 

○日渡輝明市民生活課参事 御質問のとおり、本市の１人当たりのごみ総排出量は、県内の中で

も高い数値となっております。 

原因としては、ごみ焼却施設の立地的な条件やごみの収集回数が他市と比べて多いことや、持

ち込みごみの搬入料金が無料であることが推定されます。ごみの減量化は重要な課題であり、取

り組みを進めていかなければなりません。 

 持続可能な社会を実現するための仕組みづくりを構築していく中で、市民の環境に対する意識

の醸成を図りながら、環境問題を正しく認識していただき、ごみの減量化に向け数値目標を設定

し、目標達成のため、市民、事業者、行政が一体となって取り組みを進めてまいりたいと考えて

おります。 

○６番城森史明議員 年間の市民１人当たりのごみの量ですが、日置市が207キロになります。

そして、リサイクルのまち大崎町は57キログラムですね。大変な違いがあるわけです。 

そういう意味で、このごみの量というのは枕崎市にとっても不名誉なものであるし、ぜひ減量

をさせないけないと思っております。 

２番目に、地球環境の観点からもごみの減量化は必要と思います。 

ごみの収集量がふえることの具体的なデメリットというのはどういうものがあるんですか。 

○日渡輝明市民生活課参事 本市がごみ処理に要する経費は、ごみステーションから内鍋清掃セ

ンターへの収集運搬経費や焼却、最終処分場への焼却灰処理など、多額の経費負担が伴うことに

なります。 

平成30年度に、ごみ処理に要した経費は１億5,025万6,000円で、ごみの処理量がふえること

により、その処理に係る経費は市民の負担につながっていきます。 

また、地球温暖化の原因は、焼却などによって排出される二酸化炭素と考えられており、ごみ

の減量化を図ることで処理経費削減や環境配慮につながっていきますので、今後ともごみの減量

化に向けた積極的な取り組みを進めてまいります。 

○６番城森史明議員 私もびっくりしましたが、ごみの増大は市の経費に非常につながっている
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わけですね、１億5,000万ぐらいかかるということですが、これを減らしていけば、この経費も

どんどん減っていくわけです。ということは、財政の改善にもつながるということであります。 

次にですね、ごみ問題に対するほかの自治体の先進事例についてどのように把握してますか。 

○日渡輝明市民生活課参事 県内の自治体の先進事例として把握している大崎町と日置市の生ご

みの堆肥化について申し上げます。 

大崎町は、人口１万3,000人の町でありますが、ごみのリサイクル率が平成18年から28年度に

おいて12年連続全国１位であり、リサイクル率は全国約20％に対して、大崎町のリサイクル率

は平成29年度において82％となっており、リサイクルの町として知られております。 

生ごみについては、平成13年度より町内全世帯及び全事業所を対象として、生ごみの分別収

集を始めております。 

当初は市街地から始まり、現在では町内全域で生ごみのバケツによる回収を実施しており、集

められた生ごみは、道路伐採などから出る草木などの剪定くずと混ぜて、約４カ月間半かけて完

全完熟の堆肥をつくり、一般家庭向けに販売しております。 

また、日置市においても、生ごみの分別収集に取り組んでおります。 

家庭用の生ごみを市内のごみステーションの生ごみ用専用たるに入れ、週２回収集車が回収し

ます。これを生ごみホッパーに入れ、破砕機で破砕し、竹チップと酵素をまぜ、発酵、熟成させ

て堆肥とします。 

この堆肥は、協力している自治会に無料で還元され、日置市の約半分がこの事業に取り組んで

おります。 

また、これらの先進事例は、ごみの減量化に対し有効な取り組みであると認識しております。 

○６番城森史明議員 次にですね、ごみ問題で非常に重要なことは、ごみを発生させないことが

一番大事であると思いますが、ごみの減量化についてどのように取り組んでおられますか。 

○日渡輝明市民生活課参事 ごみの減量化、資源化を進める上で、ごみを減らすリデュース、使

い続けるリユース、再利用するリサイクルの３Ｒの取り組みが不可欠であると考えております。 

買い物の際に、マイバック持参によるレジ袋削減や文房具、台所用品などの詰めかえ製品の使

用、生ごみの水切りや食材の食べきり、使いきりについて、市民の皆様にごみの発生抑制や周知、

啓発に取り組んでおります。 

先ほどの答弁と重複いたしますが、ごみの減量化は重要な課題であり、目標達成に向けて継続

して取り組んでいく必要があります。市民一人一人が環境問題を正しく認識し取り組んでいくこ

とで、大きな成果につながっていきます。 

本市においても、ごみの減量化に向け数値目標を設定し、目標達成のため市民、事業者、行政

が一体となり取り組みを進めてまいります。 

○６番城森史明議員 私も一般質問をする中で、自分の家のごみをちょっと見直してみたらです

ね、非常にごみの減量に対する無知さがあったわけです。 

例えば、今まで新聞のチラシは全部ごみで捨ててたわけです。よく見たら、南日本新聞がチラ

シも回収するよということがわかったので、今後そうしますが、そういう意味でほんと、先ほど

眞茅議員の一般質問でも出てきましたが、やはりそういうごみに対する認識がですね、やはり非

常にまだまだ枕崎市全体としても足らないと思いますので、その辺をいかに進めるかだと思うん

ですが、やはり３Ｒの中でリデュースってのが非常に大事だと思うんですよね、ごみをいかにも

とを断っていくかっていうことですね。 

ですから、そういうためにも分別、資源ごみに回すか、それともう一つは、大崎町で問題にな

ったような、生ごみをいかに堆肥化していくのか、この２点が一番大事じゃないかと思うんです

が、現在の資源ごみとしての収集量の変化はどのようになっておりますか。 

○日渡輝明市民生活課参事 資源ごみの収集量についての御質問でございますが、平成30年度
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58万4,710キログラム、平成29年度61万6,680キログラム、平成28年度60万6,380キログラムが

搬入された量でございます。 

○６番城森史明議員 例えば、ここにデータがありますが、平成21年ごろは資源ごみ量として

は700トンぐらいあるんですが、これが最近は585トンぐらいに減少してるんですよね。 

だから、これはもうごみの量自体が少なくなったのか、それとも資源ごみへの分別ができてな

いのか、その辺のところは現状どうなんですか。 

○日渡輝明市民生活課参事 市民生活課のほうで把握している状況としては、資源ごみとして回

収されている量が少なくなってきているというふうに判断しております。 

○６番城森史明議員 そういう意味では、先ほどペットボトルの分別の例もあったように、その

辺をいかに家庭内で徹底していくか、それと鹿児島市の取り組みでですね、家庭ごみを１日100

グラム減量する運動、鹿児島市はそれをやってるんですが、さっき数値目標を立ててやるという

ことでしたが、この辺の鹿児島市の取り組みは把握しているんですか。 

それをもとに、どのようなその数値化の取り組みを今後行っていくんでしょうか。 

○日渡輝明市民生活課参事 鹿児島市のごみの減量化の取り組みについては、１日１人当たり

100グラム減量の取り組みを進めているようでございます。 

本市においても、目標を設定して取り組んでいくことは重要な課題だということで認識してお

ります。現在のごみの現状を分析しながら、実効性のある目標設定のほうを定めていきたいと考

えております。 

現在、庁内で組織する環境保全対策検討会で、ごみの仕組みづくりについての話し合いも進め

ております。こういった庁内のほうで議論を深めながら、また方向性を示していきたいと考えて

おります。 

○６番城森史明議員 次に、コンビニ等の業者からの食品ロス、飲食店も同じですよね。 

この辺の状況は、いわゆる生ごみになると思うんですが、この辺はどういうふうに把握されて

いるんですか。 

○日渡輝明市民生活課参事 事業所から出る生ごみの量については、市民生活課のほうでは特に

数量等は把握しておりません。 

３Ｒ推進月間として、10月が指定をされておりますし、５月31日に食品ロスの削減に関する

推進法案が公布され、半年以内に施行される予定となっております。 

この中で、10月が食品ロス削減月間ということで位置づけられておりますので、また、こう

いった月間を利用して、啓発をしていきたいと考えております。 

○６番城森史明議員 先ほどの生ごみの問題があるんですが、佐賀県の伊万里市ですね、これは

民間のＮＰＯ法人が生ごみを回収して、それを堆肥に変えているんです。 

そういう意味で、日置市の例もありましたが、やはり生ごみの処理っていうのは、ごみを減量

することについても非常に大事なことだと思うんですが、生ごみに対する堆肥化、この辺はどの

ように考えておりますか。 

○日渡輝明市民生活課参事 先ほど答弁申し上げましたとおり、生ごみの減量化は重要な課題と

なっております。 

生ごみの減量化対策としては、水切りをすること、乾燥させること、堆肥化することを市民の

皆さんに広報紙等を通じてお知らせし、また枕崎市衛生自治団体連合会において、水切りネット、

生ごみ処理機、堆肥化のためのコンポストをあっせんし、その費用の一部を補助しております。 

お尋ねの民間との協力による生ごみの堆肥化については、現在取り組みはありませんが、佐賀

県伊万里市や日置市、大崎町などの生ごみの堆肥化は、生ごみの減量化に対し有効な取り組みと

認識しております。 

ことし10月に、枕崎市衛生自治団体連合会において、先進地である日置市に生ごみの堆肥化
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の取り組みについて視察研修を行うこととなっており、今後、情報収集等を行いながら研究して

まいりたいと考えております。 

○６番城森史明議員 生ごみの場合は、やはりその収集方法、その辺が非常に問題になるところ

ではないでしょうか。 

そういう意味で、いかに生ごみを一般家庭や業者から収集して、その後どこで堆肥をつくるの

かということですが、農協が指定管理者となっている市の堆肥センター、こことの協力について

はどのように考えているんですか。 

○原田博明農政課長 枕崎市クリーン堆肥センターは、国、県等の補助事業を活用し、家畜排せ

つ物の適正な管理及び地域資源のリサイクルシステムを構築することによって、畜産経営に起因

する環境汚染の防止と畜産経営の合理化に資することを目的に実施した事業でございます。 

このため、生ごみ処理をするということになりますと、この事業目的に合わない使用となりま

す。このため、補助を行った国、実施主体の鹿児島県地域振興公社との協議が必要になりますし、

施設管理については、ＪＡ南さつまと指定管理者協定を締結していますので、ＪＡ南さつまとの

協議も必要となります。 

また、クリーン堆肥センターにつきましては、枕崎市の畜産農家が利用していることもありま

すので、さまざまな課題があると考えています。 

○６番城森史明議員 生ごみを処理するためだけにですね、その施設をつくれるかどうかってい

うのは、それが採算が合うかっていう問題もあって非常に難しいと思いますが、市のクリーン堆

肥センターなんですから、今、牛糞と鶏、豚、その３種でつくってると思うんですが、生ごみを

まぜるということもですね、大量にまざってくるわけじゃないので、そして、肥料としてもです

よ、よりマイナスに働くことはないと思うんでですね、その辺のところはそういう縛りは、いろ

んな話してもらってですね、そのほうがすぐできるわけですよ。 

市の堆肥センターを活用することによって、すぐ堆肥化が可能なわけですよね、生ごみだけ置

いておいてそれを５％なのか10％なのかまぜていけばいいわけですから。 

そういう意味で、その辺の非常に、言ったら、すごい障壁があるような感じなんで、その辺の

ところは、しかしクリアできない、クリアできる、要は生ごみが主体となるわけじゃなくて、あ

くまで牛、豚、鶏が主体となって、そこに入れるわけですから、その辺はやはり縛りが大きいん

ですか。 

○原田博明農政課長 先ほど申しましたが、さまざまな課題があるという中にはですね、生ごみ

の含水率の問題もありまして、60％から65％の含水率で処理するということに施設のほうはな

ってるもんですから、その辺の問題とかですね、それから堆肥の質の問題、もう今、議員のほう

から出ましたけれども、家畜排せつ物でつくる堆肥と、生ごみをやっぱりその中にまぜるという

ことになると、やはり堆肥の質が若干、変わるというような問題もあるというふうに伺ってます

ので、先ほど言ったように、関係機関ともいろいろ協議しながらですね、その辺をちょっと研究

していきたいと思います。 

○６番城森史明議員 含水率問題ですから、伊万里市なんかではいろんなおがくずとかそれをま

ぜて、実際に伊万里市ではつくってるわけですね、堆肥を。 

ですから、全てその堆肥にまぜるんじゃなくて、生ごみを主体にしたやつをベースにして、新

しい品物をつくるという考え方でしたほうがいいんじゃないですか。 

堆肥にまぜるんじゃなくて、新しい肥料をつくるんだっていう考え方じゃないとなかなかそれ

もできないと思います。 

そういうことで、ごみ問題は非常にそういういろんな面で重要なことが、私も初めて今回勉強

してわかりましたので、やはり枕崎市のごみの減量化に向けては頑張っていかなきゃいけないと

思います。 
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次に、公共下水道の汚泥について、本市の公共下水道の汚泥においては、かつおぶし工場から

の排水も含まれる。魚は、有機質成分なので汚泥の肥料として、多大な効果があるものと予測さ

れる。肥料としての効能や利活用について今までどのように検討してきたんでしょうか。 

○松田誠水道課長 枕崎終末処理場から排出される下水道汚泥は、脱水工程の違いから高分子系

と石灰系の２種類の汚泥に分かれることになります。 

平成30年度の汚泥成分では、汚泥量の９割を搬出する高分子系は窒素8.5％、リン酸4.2％、

カリウム0.26％、石灰3.1％で、残り１割を搬出する石灰系は窒素4.5％、リン酸3.9％、カリウ

ム0.1％、石灰23.5％です。 

これを一般的な下水道汚泥と本市高分子系の汚泥を成分比較しますと、窒素で3.1倍、リン酸

1.3倍、カリウム0.9倍となっています。 

このように、本市の下水道汚泥は、葉や茎を大きくし、葉の色を強くする葉肥といわれる窒素

が多く含まれております。原因としましては、水産加工場からの生物化学的酸素要求量ＢＯＤ及

び浮遊物質ＳＳの値の高い排水を受け入れていることから、窒素成分及び有機質分が多くなって

いると考えております。 

現在は、下水道汚泥全量を肥料原料として中間処分場へ搬出してますが、畜ふんや残さいなど、

ほかの原料との混合による肥料となっていますので、本市汚泥の特性を生かした独自の肥料は製

造、利活用していません。 

○６番城森史明議員 成分的にも窒素分が非常に多いわけですね。これは、窒素分ていうのは無

機質と有機質があるわけですよ。無機質はアンモニアとか尿素が含まれますが、これは確かに葉

やら、植物自体を元気にする効果があるんですが、このカツオについては、非常にアミノ酸が多

く含まれるんですね、これは有機質であります。当然、葉や木を、植物を元気にしますが、一番、

非常に重要なところは果実とかですね、野菜の味をよくする効果があるということで言われてい

るんですね。 

ですから、そういう意味ではもう私は、この本市の公共下水道の汚泥については、非常にその

有機質のアミノ酸系統の量が多いということで、植物やら果実なんかにとっては非常に有効な肥

料だと思うんですよ。 

ですから、これを肥料としてね、肥料化できてこれを実際、試験的に、試験もせんないかんわ

けですが、そういう意味では非常にすばらしい可能性を含んだ汚泥だと思うんですが、そういう

効果はまだ試験はしてないんですよね。肥料としての効果はまだ実績はないんですよね。 

○松田誠水道課長 ただいまの質問者からありましたように、アミノ酸の成分については大変よ

いものだというふうに認識しております。 

水産加工場から排出される汚水には、魚の体表粘液や血中にも存在するレクチンと言われるた

んぱく質の一種が含まれており、このたんぱく質は、動植物性であればアミノ酸を含んでいると

いうことになります。 

また、このアミノ酸は窒素を含む有機化合物であることから、本市下水道の窒素が多いことの

一つの要因とも考えられます。 

今、御指摘の成分試験についてですが、産業廃棄物を排出する事業場としましては、産業廃棄

物を適正に処理するには、環境への有害物質の排出を管理することが必要であるため、溶出試験

及び含有試験によって、公共用水域への有害物質の汚染を防ぐことを目的に成分試験をしており、

肥料成分としての分析はしてないところでございます。 

○６番城森史明議員 それと、もう一つ問題点があるのは、要は人ふんであるということですね、

そういう意味で一般の人は非常に下水道の肥料に関しては、そういうイメージを、固定観念を持

っているようでありますが、確かにそういう、だけど、はっきり言えば、人ふん、肥料は全て、

牛やら生き物の排せつ物なので、その辺のやっぱり、その何ていうんですかね、人ふんに対する
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市民の声っていうか、その辺はどういうようなのがあるんですか。 

○松田誠水道課長 市民からの声というのはありませんけれども、中間処分場に出している関係

で、中間処分場からの話によりますと、下水道汚泥は普通肥料へ分類されるため、肥料製造工場

としては、肥料法で成分の表示が求められております。 

下水道汚泥については、成分に変動があるため、下水道汚泥は余り使いたがらない工場がある

というのが１点、あと、今、質問者が御指摘のように、水質の特定できない工場からの流入があ

ることへの不安や人ふんが混入していることへの使用者への気遣いも見受けられるということで、

中間処分場の方からは、そういうことで聞いております。 

○６番城森史明議員 そういうことで、いろんな問題点はあるんですが、やはりその辺のところ

をもう非常にかつおぶしの汚泥のですね、有機質の分析もいろいろ加工組合の人に聞けば非常に

カツオのものはそういうたんぱく質、アミノ酸を多く含んでるということなので、そういうこと

によって、今後ですね、そういう汚泥の活用策、それプラス一般ごみの生ごみの堆肥化、汚泥の

堆肥化、そういうことを何とか実現してもらって、そういう環境面での利用化に努めていっても

らうことを要望して、私の質問を終わります。 

○中原重信議長 以上で、城森史明議員の一般質問を終わります。 

ここで午後１時10分まで休憩いたします。 

午前11時21分 休憩 

午後１時６分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、豊留榮子議員。 

［豊留榮子議員 登壇］ 

○７番豊留榮子議員 昨日は、関東地方に上陸した台風15号です。千葉市で風速の57メートル、

そして羽田空港で43メートルという今までになかった暴風となり、大きな被害をいまだにもた

らしています。 

また、ことしは九州北部を中心に襲った大雨による被害が佐賀県などで続く中、９月１日に防

災の日を迎えました。 

この９月１日を防災の日と決めたのは、10万人以上が犠牲になった関東大震災が発生した

1923年９月１日に合わせて1960年に決められたと言います。この日に制定された大きなきっか

けとなったのが、前年の1959年に日本を襲い大きな被害を生んだ伊勢湾台風だったといいます。 

この台風の被害は、死者・行方不明者5,098人に及んだ最大の特徴は、高潮による被害だった

といいます。 

９月26日紀伊半島に上陸した強い台風によって、強い低気圧が接近、上陸をして、短時間の

うちに急激に水位が上昇し、海水が堤防を越えて一気に浸水する高潮の破壊力と恐ろしさをまざ

まざと示したといいます。 

伊勢湾台風から60年となる節目のことし、悲劇を繰り返さないためにも情報の伝達や避難の

仕組みの点検と見直し、そしてまちづくりのあり方など、知恵と力を集めていくことが今、求め

られています。 

近ごろは、気候の変動で過去に経験のない様相を見せる災害もあり、多くの人が心配している

ところです。もちろん、自分の命は自分で守ることが大事ですが、今までの枠にとどまらない備

えも必要になってくるのではないでしょうか。 

本市も1945年、昭和20年です。９月17日に枕崎台風が上陸、死者・行方不明者が3,756人とな

り、室戸台風、伊勢湾台風と並んで昭和の３大台風の一つに数えられているところです。 

終戦直後に受けた枕崎台風は、気象情報も少ない、防災体制も不十分であったことから、各地

で大きな被害が発生しました。 
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この枕崎を去った台風は広島に上陸し、死者・行方不明者2,000人を超えるなど被害は甚大で

あり、何よりも爆撃の悲劇に追い打ちをかけました。 

つい最近までは、台風といえば強風にあおられる枕崎の海岸や台風の銀座通りが映し出される

と、県外から心配の電話が鳴り響くものでしたが、台風も現在は余り枕崎に近づかなくなってい

ます。 

東日本大震災を初め、各地の被災者に対する国や自治体からの支援を弱めることなく、また避

難生活の中で命が失われる災害関連死につながらないように、きめ細かな支援体制をつくり上げ

ていくべきです。 

さらに、大雨や台風、そして地震、津波、火山の噴火などにたびたび見舞われる日本は、あら

ゆる災害に備えて市民の命と暮らしを守るために、政治の果たす役割が重要になってきているの

ではないでしょうか。 

それでは質問に入ります。 

まず、用途地域制度についてですが、昨日の質問者による質疑や当局の答弁などを参考にさせ

ていただきながら、私も質問してまいります。 

まず、７月16日に行われた団体と市議会との意見交換会で、水産加工組合の方々との話し合

いがされました。 

さまざまな御意見や御要望が出されましたが、特に強調されたのが、この用途地域制度につい

てでした。それは、工場を広げようとしても用途地域制度によって拡張することはできないと言

われましたが、まずこの用途地域制度とはどのような制度なのか、教えてください。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 用途地域制度につきましては、住宅、工場、商業施設などが混在することによ

って生じる支障を抑制するため、またできるだけ相互に悪影響が出ないように、区域ごとに建物

の用途を区分する制度、これが用途地域制度になります。 

用途区分により、建築物の容積率、建ぺい率、高さなどを規制しており、これに沿って建物を

建てることが義務づけられております。 

本市は、昭和49年に制定以来、過去２回にわたって見直しが行われ、現在は９種類の地域に

指定されておるところでございます。 

○７番豊留榮子議員 地域によっていろいろな基準があるんですけれども、今、市長が言われま

した９種類の地域に分かれていると言うんですけれども、それはどういったことなんでしょうか。 

○松崎信二建設課長 ９種類の地域につきましては、１番目が第一種低層住居専用地域、２番目

が第一種中高層住居専用地域、３番目に第一種住居地域、４番目に第二種住居地域、５番目に準

住居地域、それから近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域の９種類になります。 

○７番豊留榮子議員 そうすると、今、水産加工場などは市内の中に点在してますよね。そうす

ると、水産加工場があるところは、どこに区分されるんですか、その９種類の中の。 

○松崎信二建設課長 今現在は、主に第一種住居地域に工場は多くあります。 

○７番豊留榮子議員 この加工場っていうのは、昔から住居と同居しながら水産加工業をされて

きたということで、枕崎の風物の一つになってますよね、住居地の中にそうした加工場がたくさ

んあるということで。 

最近では、今まで余り目立たなかった工場も、今、すごく手を入れてきれいに様相も変わって

ますよね、看板も出てきたりとか。ここの水産加工場は、何ていう名前なのか全然わからなかっ

たところも、今、名前を張り出したりとか、そういう工夫もされているところなんですけれども、

この水産加工組合の方々が困っているこの用途地域の制度ですね、この変更はできないもんなん

でしょうか。 

○松崎信二建設課長 用途地域の変更の指定見直しに関する基本的な考え方といたしましては、
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従来想定されていた市街地像において、主たる用途とされている建築物以外の建築物が、相当程

度かつ広範囲に立地する動向にあり、新たな市街地像に対応した用途地域に変更することが相当

であり、かつ、都市全体の都市機能の配置及び密度構成に支障がないと認められる場合となりま

す。 

しかし、本市の市街地には、現在、第一種住居地域に水産加工場が点在しているため、先ほど

説明いたしましたとおり、用途地域変更の指定見直しに関する基本的な考え方は、相当程度かつ

広範囲に立地する動向にあることや住民の環境保護の観点、また水産加工場で過去に用途地域の

無指定地域に工場を移転した事業所の方々との公平性の関係もあり、用途地域制度の変更は、さ

まざまな状況を踏まえますと厳しい状況と思いますが、昨日申し上げたとおり、特別用途地区に

ついては高いハードルはございますが、可能性を調査して今後は研究を進めてまいりたいと思い

ます。 

○７番豊留榮子議員 昨日もそのようにおっしゃられておりましたけれども、その地域の住民の

方々も一緒にずっと生活してきたわけですよね、その加工場のにおいも感じながら。一緒に生活

をしてきて、ここから加工場がなくなってしまうのは寂しいなときっと思ってると思うんですね。

その周りの住民の方の御意見などは聞かれたことはあるんでしょうか。 

○松崎信二建設課長 建設課のほうで直接、住民の方々の声を聞いたことはございません。 

○７番豊留榮子議員 きのうも質問の中でも出ておりましたけれども、以前その加工場、工場自

体を移してどこか別に転居してそこでやろうという話もあったということなんですけれども、そ

れもうまくいかなかったということなんですが、このままこの用途地域の変更ができないとなる

と、その用途地域に関連してその住居地から離れてまた別に工場をつくった会社もあるというこ

となんですけれども、そういう人たちの公平性を保つには、そういうふうにやるわけにいかない

ということもおっしゃっていたようでしたけれども、この用途地域制度の変更そのものは、枕崎

市内、市単独で変更できるもんなんですか。 

○松崎信二建設課長 用途地域の変更につきましては、枕崎単独ではなくて、手続が県のほうの

手続、市のほうの手続、いろいろありますけれども、そういうのが簡単にはできないところでご

ざいます。 

○７番豊留榮子議員 簡単にできないその難しさっていうのは、莫大なお金がかかるとか、そう

いうことですか。 

○松崎信二建設課長 単に、お金だけの問題では、予算的にはですね、大体、先ほど言いました

特別用途地区をこれから可能な調査をしてまいりますと言いましたけれども、この特別用途地区

の一部を指定するとした場合でも委託費のほうが4,000万程度かかります。 

それから、全体の用途地域ではないんですけども、次見直すときに用途を変えないと済まない

ところが、今、駅前の大型スーパーが建っている、あそこが第一種住居地域になっておりますの

で、次回変える場合は、あそこを商業地域とかに変えないと済まなくなります。 

○７番豊留榮子議員 今、商店があるところは、余り広い地域じゃないですよね。どこまでを含

めて、その地域というんでしょうか。 

○松崎信二建設課長 先ほど言った駅前の商業施設が建ってるあそこが第一種住居地域に今現在

なっておりまして、大型スーパーを建てるときに県の建築審査会の48条だったですかね、それ

によって九千何百平方メートルの大型商業施設は建てたんですけれども、次回、用途を変えると

きには、今、第一種住居ですので、それをかえないといけないということを説明したところです。 

○７番豊留榮子議員 わかりました。そういうことで、水産加工業の方はとても怒りを込めてこ

の間の話し合いの中でも、何でできないんだ、もっと議会が頑張らんかみたいなことも言われて、

私もよくわからなかったんですが、いろいろ調べてみてそういうことなのかっていうのがやっと

わかったんですけれども、昔から水産加工業といったら枕崎のシンボルになってますよね。 
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これをぜひ水産加工業の方々の御意見もよく聞きながら、市はそれを援助していき、さらに発

展させるような地域と一体となった加工場建設が続けていけたらと思いますので、ぜひ御尽力の

ほどお願いしておきます。 

また、世界に今広く知れ渡っています枕崎のかつおぶし産業ですけれども、この地場産業を発

展させて、県内外からですね、移住者も受け入れできるような体制をつくって、本市の活性化を

図る考えはないかどうか、お尋ねいたします。 

○鮫島寿文水産商工課長 地場産業を発展させて移住者、人口増ということでありますが、建設

課長から説明がありましたが、用途地域の見直しについては、多くの課題がありハードルも高い

ところですが、用途地域の変更に限らず、地場産業発展のための取り組みにつきましては、既存

の事業の充実を図るなど、雇用の創出、人口増につながるような取り組みをいろいろな方面にわ

たりまして進めてまいりたいと考えております。 

また、次期枕崎市地方創生総合戦略の策定も控えておりますが、雇用の創出について、策定方

針の基本目標の一つとして掲げておりますので、戦略策定の中でも研究、考えてまいりたいと思

っております。 

○７番豊留榮子議員 ぜひ、市が全力を挙げてこれを取り組んでいってほしいと思いますので、

市長どうかよろしくお願いしておきます。 

次に、森林の伐採についてお尋ねしていきます。 

森林の伐採というのはどのような手続を経て伐採されていくのか、お尋ねします。 

○原田博明農政課長 森林の伐採に係る主な森林といたしましては、スギ、ヒノキ等の人工林と

広葉樹等の天然林があります。 

人工林につきましては、林業事業体による森林経営計画に基づいて、間伐や皆伐、再造林等の

森林整備が行われており、年度ごとに伐採等の届け出がなされております。 

また、天然林につきましては、森林所有者と伐採者による伐採開始の30日から90日前までの

間に、伐採及び伐採後の造林の届け出が提出されます。これは、森林法で定められているもので

ございます。 

天然林の伐採につきましては、主にまきにするための伐採になります。毎年、まき業者に対し

ましては、森林法による伐採届の遵守について文書を送付して指導しているところでございます。 

○７番豊留榮子議員 最近、雑木林なんですけれども。これが伐採されて周辺がすごく明るくな

って見通しがよくなったり、また交通にも安全で確認しやすくなったりして、大変便利になって

るところもあるんですね。 

ところが、その高台の雑木林ですと、その下に人家や畑があったりすると大雨や台風のときに

は心配になるのではないでしょうか。また、その地域の安全面を重視すべきことからもですね、

伐採直後の手入れが必要と考えるんですけれども、これは土地の所有者がするのか、それとも木

を切った業者がされるのか、現在どのような方法がとられているんでしょうか。 

○原田博明農政課長 伐採後の手入れにつきましては、伐採跡地の保全とその周辺への影響を防

止するために、伐採業者が伐採作業時に対応しております。 

伐採業者への聞き取りによりますと、雨が降った後の雨水の排水処理については、作業路を整

備するときに雨水が分散するように、カーブや平たんな箇所を設けるなどの処置を行っており、

また土砂の流出や落石の防止については、伐採木の枝条を下流側に集積し、土どめの役割を持た

せるなどの施業を行っているということでございます。 

伐採後の根株周辺には、萌芽による更新が図られるように、枝条等の障害物を除去していると

いうことでございます。 

市といたしましても、伐採の施業時や伐採後の状況などを確認しながら、適正に施業していた

だくように指導しているところでございます。 
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○７番豊留榮子議員 私も、その伐採した後の跡地を見に行ったりしたんですけどね、その雑木

林が消えた急傾斜地ですね、上から眺めると今まで見えなかった海が見えて本当にすばらしい景

色が広がってたんです。 

でも、これを下から見上げると、木のない山といいますかね、その急傾斜地はもうとっても不

自然な感じがあるんですね。この近くの人は、雨が降るたびに不安になって眠れない夜もあると

言うんですね。 

先日の大雨のときも私は何度か見に行きましたけれども、先ほど言われたように、木が並べら

れてたり、心配してる方のほうには水は来なかったということだったんですけれども、それでも

そういう山を眺めていると不安になるって言うんですね。 

いろいろ聞くと、その木の根っこは残っているし、急激に崩れるということはないということ

も言われて、その木は自然と芽が出てくるので、また育ってくるということなんですが、それま

での間ですね、何か市としてできることはないんでしょうか。 

○原田博明農政課長 木を伐採した直後は、議員が今おっしゃるように丸裸になってるわけです

けども、半年ぐらいで草は伸びていきますし、小さな木の芽が出てきます。５年ほどもたつと、

その木の芽が大分大きくなって山らしくなってまいりますので、自然の力にお願いしてですね、

木が生い茂るのを待つということになると思います。 

ただ、伐採後の施業の状況につきましてはですね、先ほど答弁しましたように、市のほうとし

てもパトロールをしてですね、状況確認をして指導していくということで対応しております。 

○７番豊留榮子議員 今、全国でこのように被害がね、台風の被害でありますとか、大雨の被害

がずっと続いてるもんですから、余計に皆さん心配されるところなんですね。 

そこで、市もそういうふうに点検をちゃんとしてくれてますよということで、また草木も半年

もすれば伸びるということで、安全は保っていけるのかなとは思うんですけれどもね、そういう

ことをきちっと私たちも実際の現場を見ないと実感できないということはたくさんありますので、

ぜひ市のほうもそういうふうに点検のほうをたびたびしていただけたらと思うところです。 

今、この別府のほうは雑木林が切られていくっていうのは余りなかったんですけれども、これ

が加工場の役にも立ってるということでですね、カツオを焼くためのまきになるんだよというこ

とで、これも皆さんそういうこと言われると、もう二つ返事で、いいよ、切っていいよっていう

ふうに皆さん言われるんですよね、役に立ちたいものですから。 

そういうこともありますので、ぜひ安全面の注意といいますか、そういう管理のほうは市のほ

うもぜひ手抜きをせずに続けていってほしいと思うところです。要望しておきます。 

次に、地区公民館についてお尋ねしていきます。 

今、この各地区公民館は、災害時の避難場所に指定されているところです。過去１年間におけ

るこの避難所の開設状況をお示しください。 

○田中幸喜総務課参事 第一指定避難所であります各地区公民館の避難所開設状況について答弁

させていただきます。 

本市の第一指定避難所につきましては８施設であり、そのうち地区公民館５施設を避難所とし

て指定しております。過去１年間でのお尋ねですので、平成30年度中及び令和元年度９月１日

現在までの状況について御説明いたします。 

まず、平成30年度におきましては、第一避難所を開設いたしました事案につきましては３件

ございます。 

まず１件目は、７月２日から３日の台風第７号において、健康センター１カ所のみを開設し、

４世帯４名の方が避難されました。 

２件目は、８月21日から22日の台風第19号において、第一避難所８カ所全てを開設いたしま

した。そのうち３避難所に13世帯18名の住民が避難されました。 
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避難所の内訳につきましては、健康センターが10世帯10名、市民会館が２世帯７名、立神セ

ンターが１世帯１名であります。 

３件目につきましては、９月29日から30日の台風第24号において、第一避難所８カ所全てを

開設いたしました。そのうち５避難所に52世帯72名の住民が避難されました。 

避難所別の内訳につきましては、健康センターが33世帯39名、市民会館が12世帯23名、立神

センターが４世帯４名、城山センターが２世帯５名、金山センターが１世帯１名であります。 

このため、平成30年度においての開設状況等につきましては、第一避難所開設は延べ17カ所

であり、地区公民館については、そのうち10カ所を開設しております。 

避難状況につきましては、第一避難所の総避難者数は69世帯94名で、そのうち５地区公民館

についての総避難者数は８世帯11名であります。 

次に、令和元年度９月１日現在での第一避難所の開設状況について御説明いたします。 

６月30日から７月４日の梅雨前線停滞に伴う大雨警戒時の開設状況について御説明いたしま

す。 

この際も第一避難所を全て開設し、そのうち６避難所に39世帯65名の住民が避難されました。 

避難所の内訳につきましては、健康センターが７世帯14名、市民会館が４世帯５名、妙見セ

ンターが15世帯22名、城山センターが10世帯16名、金山センターが２世帯７名、別府センター

が１世帯１名であります。 

次に、８月14日から15日の台風第10号において第一避難所８カ所全てを開設いたしました。

そのうち３避難所に８世帯13名の住民が避難されました。 

避難所別の内訳につきましては、健康センターが３世帯３名、市民会館が４世帯９名、妙見セ

ンターが１世帯１名であります。 

このため、令和元年度９月１日現在においての開設状況等につきましては、第一避難所開設は

延べ16カ所で、地区公民館につきましては、そのうち10カ所を開設しております。 

避難状況につきましては、第一避難所の総避難者数は47世帯78名で、そのうち５地区公民館

についての総避難者数は13世帯24名であります。 

○７番豊留榮子議員 こうして具体的に数字、場所などいろいろ聞きますと、結構なあれが起き

てるんですね、枕崎にも。これは本当に、地区公民館でありますとか、健康センターであります

とか、その避難場所というのは本当大事なもんだなと思いますね。 

これをですね、例えば避難される方の体調管理のためにも、エアコンの設置が必要ではないか

という声があったんです。現在のエアコン設置の状況が、この各施設どのようになっているのか、

お聞きします。 

○末永俊英生涯学習課長 生涯学習課が所管しております各地区公民館のエアコンの設置状況に

ついてですが、まず各地区公民館に避難所が開設された場合、主に利用されている施設は大広間

となっております。その大広間へのエアコン設置につきましては、既に全ての地区公民館で完了

しているところでございます。 

○７番豊留榮子議員 大抵のところは、エアコン設置が大広間のところはついてると思うんです

ね。でも、例えば避難される方の中にはですね、小さなお子さんを抱えていたり、体調不良の方

などが遠慮して避難しないかもしれない。そんな気もするんですね。 

そんなとき、大部屋ではなくて個室があれば安心ではないかなと思うんです。誰もが安心して

避難できるように、この小さな部屋にもエアコン設置がこれから必要ではないかなと思うんです

が、どうでしょうか。 

○末永俊英生涯学習課長 現在、大広間のほかに談話室という和室が別に設けてございます。そ

こについては、５地区公民館につきましては、現在、金山地区公民館を除いてはエアコンがない

ところであります。 
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ただ、金山の場合は、大広間と続きになっておりまして、アコーディオンカーテンで仕切られ

ているためにエアコンがきくという状況になっております。 

議員おっしゃるとおり、子育て世代などプライベート空間の確保が必要となる状況も今後想定

されることから、地区館におきます避難者数の動向、それから避難者のニーズ等もあわせながら、

ほかの部屋へもエアコンの設置について検討したいと考えております。 

○７番豊留榮子議員 本当に、このような災害が次から次に起きてくる。もう想像もできなかっ

たような時代になってきてますよね。市長どうでしょうか、今、地区館の管理者の方はそのよう

に言ってくださったんですが、市長としての考えはどうでしょうか。 

○前田祝成市長 ただいま生涯学習課長のほうからございました地区館の避難の環境というとこ

ろについてはですね、やはり状況を把握しながら、ニーズを確認しながら、そして設備対応とい

うことになろうかと思いますので、そこについてはですね、やはり現状をちゃんと確認しながら

判断をしてまいりたいというふうに思います。 

○７番豊留榮子議員 早いですが、これで私の質問を終わります。 

○中原重信議長 以上で、豊留榮子議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午後１時43分 休憩 

午後１時52分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、永野慶一郎議員。 

［永野慶一郎議員 登壇］ 

○11番永野慶一郎議員 昨日から一般質問が続いておりまして、私が９人目の質問者でござい

ます。 

最後のほうになりますが、時間的にですね、大変、皆様、お食事の後で眠い時間になるかと思

いますが、一生懸命ですね、皆さんの目が覚めるような質問に取り組んでいきたいと思います。

しばらくの間おつき合いくださいますようよろしくお願い申し上げます。 

去る９月１日、市制施行70周年式典が大勢の来賓の皆様をお迎えし、盛大に開催されました。

次なる80周年に向け、さらなる市政の発展を願い、本日質問に臨ませていただきます。 

さて、記念式典には、本市と友好都市である稚内市からも市長、副議長が来賓として御参加を

いただいておりました。その稚内市にある稚内駅は皆様も御存じのことかと存じますが、日本最

北端の駅であり、本土最南端の始発・終着駅である本市枕崎駅とは線路によって結ばれておりま

す。 

鉄道ファンにとっては聖地とも言える両駅でございますが、まず初めに、本市を訪れる観光客

が、駅や観光案内所へスムーズに行けるように、どのような工夫をされているのかお示しくださ

い。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 先日の70周年に北海道の稚内市から市長、副議長がお見えになりました。 

その稚内駅とここ枕崎駅、最北端と最南端ということで結ばれているわけですが、最南端の始

発・終着駅である枕崎駅は、本市の観光拠点の一つとして位置づけております駅舎、駅舎前広場

のトリックアートにおいて、多くの観光客が写真を撮るなど一定のにぎわいが図られているとい

うふうに考えております。 

議員から質問のございました駅へのアクセス等、案内標識等につきまして、担当課長のほうに

答弁させます。 

○鮫島寿文水産商工課長 駅や観光案内所まで来られる方の多くは、自家用車やＪＲ及び公共交

通機関も利用されております。 
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自家用車などで枕崎に入るルートとしましては、南さつま市加世田方面からの国道270号、南

九州市川辺町からの国道225号を利用するルート、南九州市知覧方面からの南薩縦貫道を利用す

るルート、それと指宿市方面からの国道226号を利用するルートがありますが、国道225号にお

いては市民会館下の交差点付近に駅案内の標識があるほか、そこからの市役所通りから駅に至る

まで標識を設置してございます。 

また、国道226号の中央交差点付近に駅や観光案内の標識があり、そこからの駅通りから駅に

至るまで標識を設置しております。 

国道の標識につきましては、これまでも設置してあったところですが、そこから市道部分の案

内標識が不十分でしたので、平成30年３月に駅周辺の標識整備を行ったところです。 

駅舎やかつおぶしのイメージ色といいますか、茶色で統一感を持たせたものを設置したところ

です。 

また、駅前観光案内所については、駅舎や駅舎前広場にも位置情報を掲示し、利用を促してい

るところです。 

○11番永野慶一郎議員 ただいま御答弁いただきましたようにですね、見れば看板もですね、

駅とか観光案内所、どこどこにございますよといったような看板も取りつけられてはおるようで

はございますが、電車で来られた方からの意見でですね、お聞きしたのが、観光案内所がわかり

にくいと。 

駅舎の中にはですね、到着証明書っていう、最南端の始発・終着駅、枕崎に着きましたという

ようなその証明書を発行しますよと、観光案内所はここですよっていうような案内があるんです

けども、電車を降りて駅舎を通らずにですね、ホームをそのまま通過して、下って行くとなかな

か目につかないのかなっていうような感じもします。 

そういった意味で、到着証明書が欲しいけども観光案内所がわからなかったという御意見もお

聞きしております。そしてまた逆にですね、今度は駅がちょっと奥まっていて、見つけづらいと。 

先ほど課長のほうからも答弁ございましたように、看板は設置されておるんですけども、まだ

そのような御意見も聞かれるようでございますが、もうちょっとこう、ぱっと目につくようなで

すね、一目でわかるようなそういった工夫も必要じゃないかと思いますが、課長はどういった見

解でございますか。 

○鮫島寿文水産商工課長 今、議員からありましたとおり、枕崎駅と駅前観光案内所は近い位置

関係にあるんですが、店舗の建物があり、両者からともに見えづらく、初めて来られた方には、

駅舎の標識等ではわかりづらいところもあったかと思いますので、そういった方々の実際に感じ

た観光客の生の声を大切にしながら、表示方法について、今後、工夫、研究し、よりよい案内が

できるよう、また観光客のニーズに応えられるよう努めてまいりたいと考えております。 

○11番永野慶一郎議員 今、課長の答弁からもございましたようにですね、やっぱり私たちは

この町に住んでてどこに何があるというのがわかっているので、なかなか気づきにくいところも

あるのかなと感じるところでございます。 

やはり、私たちの地元の目線じゃなくて、観光客の目線に立った取り組みをしていくのが大事

じゃないかなと考えます。 

また、課長も逆にですね、よその町に行って、位置関係がわからなくてとかですね、看板を見

ながらバス停や駅とか見つけていった御経験もあるんじゃないかなと思いますが、そういったと

ころで、それと重ね合わせて考えたときに、課長、逆にどう思うかちょっとお聞かせいただけな

いですか。 

○鮫島寿文水産商工課長 公務出張であったり、他のまちに観光で行ったときに、やはり駅を起

点として動く場合が多ございますが、そうしたときに、少し筋が違った場合でも、駅の場所がわ

からなかったりとかですね、観光案内所がある自治体もあれば、ない自治体もあったり、なかな
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かそれが駅舎からおりてすぐのところにあるところもあれば、駅構内にあるところ、さまざまで

ございますので、私もそういった経験が多数あり、道に迷ったこともございますので、やはりそ

の辺は工夫しながらですね、自分の経験も踏まえながら、よりよい枕崎駅、また駅前の観光案内

所のほうは来られた方がすぐに行けて、事の達成できるような形がとれるような工夫を図ってま

いりたいと思います。 

○11番永野慶一郎議員 最近ではスマートフォンにですね、地図のアプリが入っていて、それ

でナビが入ってまして、それを見ながら私たちも目的地を探して行ったりするんですけども、や

はりそうでない方もいらっしゃいますので、今、課長がおっしゃったようにですね、そういった

もうちょっと御配慮をしていただきたいとお願いをしておきます。 

続きましての質問ですが、同じようにですね、駅周辺に関することですが、観光案内所の横に

市営の駐車場がございます。そのトイレの横にですね、駐輪場がございますが、今ですね、屋根

が設置されていない状況でございます。 

この駐輪場に屋根をつけてもらいたいという要望がございますが、この屋根をつけることは可

能かどうかをお聞かせください。 

○鮫島寿文水産商工課長 観光案内所横の駐輪場の屋根の設置につきましては、建設課のほうに

確認しましたところ、建築基準法上の問題はないということでしたので、屋根の設置は可能と考

えております。 

○11番永野慶一郎議員 結局ですね、どういったことの要望があったかといいますと、やはり

あの雨の降った日にですね、かっぱを着たり、脱いだりするときにどうしても屋根がないもんで

すから、着がえがままならないというようなことで御要望をいただいております。 

簡易的な屋根でもっていうことでちょっとお願いをしようかなと思ってまして、がちっとした

鉄骨の屋根もありますが、どっちが安くつくかわかりませんが、よく見受けられるのがカーポー

トみたいな感じの駐輪場とかいうのもよく見受けられますので、できたらですね、低コストでで

きるようなそういった利用される方が困らないような屋根の設置をお願いをしておきたいと思い

ます。 

続きまして、学校教育と子育ての環境についてということでの質問でございます。 

昨年度から小学校で、そして本年度からは中学校でですね、道徳が教科化されたということで

ございますが、この教科化に至った経緯は何なのか、そしてそれにはどのような背景があったの

かをお示しください。 

○益満裕美学校教育課長 道徳の時間は、昭和33年の学習指導要領の改訂に伴い特設され、１

週間の時間割の中に位置づけられました。 

しかし、全国的に年間35時間の道徳の授業が運動会、文化祭などの学校行事の準備等に振り

かえられ、計画どおりに実施していないという課題がありました。また、授業が物語の登場人物

の心情を理解させるだけの型にはまったものになりがちであるなど、そういう課題もありました。 

このような状況下において、平成23年10月に起こった大津市のいじめ自殺事件などの痛まし

い問題が発端となり、児童生徒の心を育てる道徳教育の必要性が強く指摘され、道徳の教科化に

至っています。 

○11番永野慶一郎議員 私も道徳の教科化っていうことでいろいろインターネットで調べまし

たが、やはりいじめに関する、そういった対応でというような文言が多く見受けられたような気

もしますが、具体的にその道徳の授業を取り入れてどのようにしていくのかっていうのを、何を

目的にですね、子供たちに伝えていくのかっていうのを具体的にどうなのかちょっとインターネ

ットとかで調べても、私ちょっとわからなかったもんですから、教育長、何かお答えがあれば教

えていただけないですか。 

○丸山屋敏教育長 道徳の授業は、今までは教師が望んだ答えを求めるという、言えば、教師の
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望んだ答えと違う答えを言うと、それは違うよというふうにですね、教師がやっていたわけです

ね。 

これからは、文部科学省の言葉では「考え、議論する道徳」ということで、それぞれが考えて、

先生と議論をしたり、子供同士で議論をしたりという考え方。 

私はよくこの話をですね、今まではリモコンで操る鉄人28号型の道徳、これからはみずから

が考える鉄腕アトム型の道徳、こんなふうに学校で語っていますが、道徳の教育はそういうふう

にして変わっていくんですよということです。 

○11番永野慶一郎議員 先日、市内の４小学校を所管事務調査で回らせていただいたんですけ

ども、その学習目標っていうところにですね、今、あったんですけども、よく見受けられた言葉

がですね、主体的と、あと対話的で深い学びの場の設定と。対話とですね、主体的っていうこの

キーワードがどこの学校も出てきたんじゃないかなと思うんですけども、主体的、対話的ってい

うような意味では、具体的に次の質問になっちゃうんですけども、本市の道徳の授業ではどのよ

うなことに重点を置いて指導しているのかということなんですけども、この主体的、対話的でっ

ていうようなこの２つのキーワードを重点にやっているのかなってお見受けしたんですが、そこ

はどうですか。 

○益満裕美学校教育課長 まず、本市の状況についてお伝えします。 

規則の尊重や生命の尊さなど、道徳教育で扱う内容項目が小学校低学年で19、中学年で20、

高学年で22、中学校で22あります。 

この中のどの内容項目を重点にして指導するかは、学校や学級の児童生徒の様子や保護者の願

い等を踏まえ、各学校で決定しています。 

つまり、学校教育における計画については、学校長の責任において決定することとなっており

ます。 

市内の小学校で重点に指導している内容を紹介しますと、低学年では善悪の判断、自律、自由

と責任、節度、節制、思いやり、親切を。中学年では希望と勇気、努力と強い意思、親切、思い

やり、友情、信頼、生命の尊さを。高学年では、節度、節制、親切、思いやり、規則の尊重とな

っております。 

○11番永野慶一郎議員 まさしく思いやりとかですね、人を思いやる心、そして善悪の判断、

そういったのを小学校のほうでは、特に力を入れて取り組んでいるということでございますが、

この対話ってあるんですけども、この対話は具体的にですね、どのような教育といいますか、先

生方がどのような方式で子供たちに対話を深めていくような取り組みをされているのかを教えて

ください。 

○丸山屋敏教育長 今度の学習指導要領の目玉でありまして、これを学習指導要領が告示される

までは、アクティブ・ラーニングという言葉でやってたわけです。 

ところがアクティブ・ラーニングといわれますと、ただ動き回るという意味で捉えられるので、

文部科学省が主体的、対話的で深い学びということに置きかえたんですね。 

主体的、対話的で深い学びというのは、子供が自主的に学習に臨むんですよと。今までは先生

から言われて臨んでいたものが、自分みずからが学習に臨むんですよと。そして、先生から一方

的に教えられたものを今度は、子供同士で対話をしながら解決していくんですよと。そして、さ

らに今まで先生が教えたものよりも、みずから課題を見つけて深い探求を持って学ぶんですよと。 

これが、主体的、対話的で深い学びという新しい学習指導要領のキーワードになってるんです。

そういうことでございます。 

○11番永野慶一郎議員 この対話は、道徳だけの授業に限らず、授業全般で、そういった主体

的に対話をしながら学んでいきなさいというような方針で、今取り組んでらっしゃるということ

でよろしいでしょうか。 
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○丸山屋敏教育長 そのとおりでございます。全ての教科、道徳でですね、主体的、対話的で深

い学びというのがキーワードになっています。 

道徳だけはですね、考え議論する道徳ということで先ほど申し上げたとおりです。 

○11番永野慶一郎議員 私、今回この道徳についての質問をするに当たりましていろいろ調べ

てましたら、大変恥ずかしながらですね、私にもすごい反省をする点が見つかりました。 

それ何かといいますと、対話どころかですね、会話もできていないんです。対話って本当にで

すね、違う人、それぞれ考えも違う人がお互いに理解をするためにですね、深く話をして、聞い

て、やりとりをしながらですね、そういったのが対話だと私思ってるんですけども、そのですね、

対話どころか会話すらできてないというのは何かといいますと、本当に非常に猛省しているとこ

ろでございます。ながら会話が最近、自分も多いなと。話しかけてるときに、何かこうしながら

話しかけてるときにですね、手をとめて聞けばいいんですけども、うんうん、はいはい、うん、

わかったってなってて、最終的にですね、こんなに言ったじゃないのと言われて、いつ言ったっ

ていうようなそういったのも多いんですね。 

本当にですね、会話も大事ですけど、それより大事なのが対話なんでしょうけども、まず私も

ですね、そういったところも本当に改めていかないといけないなと、今回、自分もいい勉強にな

りました。 

やはり、対話っていうのは、私先ほど言いましたようにですね、それぞれ育ってきた環境が違

うので、その人によって常識というのは一人一人違うもんだと、私そういうふうに学んだことが

ございます。 

一人一人違うこの常識をですね、どうやってお互いに理解し合うのかって言ったときには、や

っぱり対話がものすごく大事になってくると。そういったことをすることによって、またコミュ

ニケーションスキルも上がっていきますし、社会に出てですね、人と交わって生きていく上での、

物すごく人間形成に役立っていくのが対話じゃないかなと考えております。 

やはり、大人でもですね、何ていうんですか、なかなかですね、こういった対話をすることが

なくてですね、お互いにわかり合えないとか、会話はできるんですけども、本当にその人の本心

をわかろうとしないのかなというのもあるんですけども、なので私この対話っていう言葉、すご

いいろんな学校のですね、こういった資料を見ると出てくるもんですから、物すごく興味があっ

てきょうお聞きするんですけども、教育長、本当にこの対話を深めていくという上で、教育長は

どのようにですね、先生たちにこの対話について指導をなさってるのか、教育長なりの考えをち

ょっとお聞かせをいただけないでしょうか。 

○丸山屋敏教育長 対話をするときに大事なことは、聞き合うことなんですね。話し合いは聞き

合いだという教育の言葉があります。 

大正時代の教科書にですね、耳は二つに口一つ、ならば聞こう、ならば聞こうというのがあり

ます。耳が二つだから、口は一つだから、しゃべることよりも聞くことを重視しなさいよという

のが大正時代の教科書に載ってるんですね。 

だから、今も私たちが学校現場に訪問するときにですね、やはりそういう対話をしているとき

ですね、一方的に話をする、おしゃべりをしている、そういう子供ばかりじゃなくてですね、そ

の学級は、先生も子供たちもよく相手のことを聞き合っていますか、よく聞いていますか、そこ

を重視しながら学校訪問をして、授業を参観しております。 

だから、そういうことを指導していくことが必要なんだというふうに思います。 

○11番永野慶一郎議員 ぜひですね、本市の道徳の授業では対話を深めてですね、何ていうん

ですかね、無意識でも対話のできる、そういった子供たちをたくさんつくっていただくような、

指導をしていただきたいと要望をしておきます。 

次の質問ですけども、働き方改革によって、教職員の業務内容等がどのように変わってきてい
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るのか、またどのような改革に取り組んできているのかをお聞かせください。 

○益満裕美学校教育課長 現在、教職員の長時間勤務や部活動のあり方など、学校の多忙化が問

題となっています。 

学校における働き方改革の目的は、教職員に楽をさせるために行われるものではありません。 

教職員のこれまでの働き方を見直すことにより、授業の準備の時間や子供たちに向き合う時間

などを十分に確保し、授業を充実させることを主たる目的としています。 

平成31年１月、文部科学大臣の諮問機関である中央教育審議会では、勤務時間管理の徹底と

健康管理、学校及び教師が担う業務の明確化・適正化、学校の組織運営体制のあり方などに関す

る答申が出されています。 

平成31年３月、県教育委員会は学校における業務改善アクションプランを策定し、重点取り

組みとして、業務改善に対する意識改革、事務の負担軽減と専門スタッフ等の活用、授業準備の

効率化と時間確保、部活動に係る勤務状況の改善などに努めるよう市町村教育委員会に通知文を

発出しています。 

これらを受けて、本市では学校における業務改善方針の策定についてという公文書を各学校に

通知し、業務改善を取り組んでいます。 

本市の業務改善の取り組み例を挙げますと、８月13日から15日までのお盆の期間の週に教育

委員会の行事等を実施しない取り組みとして、リフレッシュウイークを設定しました。 

また、土曜、日曜に行っていた管理職の学校見回りも廃止しました。そのほか、教育委員会主

催の２つの研修会を１つに統合して開催したり、研修会の回数を削減したりしています。 

働き方改革の最も大きな課題となっている部活動については、月曜日から金曜日のうちの１日

と、土曜、日曜のうちの１日を休養日に設定するよう指導しています。 

一方、本市では必要な研修会等は回数をふやしています。例えば、教科部会は平成28年度ま

では年１回でしたが、現在では年４回開催し、教科間の連携を深めています。 

このように、削減できるものは積極的に削減し、必要なものは内容をさらに充実させていくこ

とが働き方改革においては重要であると考えています。 

今後、業務改善を推進していく上で、成績処理や出席簿管理などの事務削減のための統合型校

務支援ソフトの導入や教職員の出退勤時刻を客観的に管理するシステム等の導入も必要と考えて

います。 

また、教職員一人一人がみずからの業務を振り返り、業務改善の意識を高く持ち、勤務時間を

意識して働くことも重要です。 

市教育委員会としましては、業務改善の方向性を管理職研修会等で周知し、今後も学校におけ

る業務改善を推進してまいりたいと考えております。 

○11番永野慶一郎議員 ただ、勤務時間を短くするとか、そういったような工夫ではなくて、

削減できるものは削減をして、そして力を入れるべきものには時間を割いて今やってらっしゃる

という答弁がございました。 

なかなか本当にですね、厳しい課題っていうか実現ができるかどうか本当に難しい課題だとは

思いますけども、工夫をしていただいてですね、ここにいただいたとある小学校の先生のこの目

標ではですね、効率的な業務推進に努めさせるということで、月40時間以内という目標も立っ

てらっしゃるみたいでございます。 

なかなか本当に大変だとは思いますが、できるだけこの目標にですね、近づけられるような努

力をしていっていただきたいと思います。 

教育長は、またそれに対して何か先生たちの勤務時間、頑張って削減をされているみたいです

けども、今後またさらにどうやって改善とか努めていくのかっていうのを、教育長のお考えがあ

ればまたお聞かせください。 
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○丸山屋敏教育長 学校の働き方改革は、子供と向き合う時間を確保するということでスタート

したんですね。だから、先生たちに楽をさせるということじゃなくて、子供たちと向き合う時間、

つまり授業の準備をしたり、子供と相談活動をしたり、昼休みは一緒に遊んだりということでス

タートしたんです。 

ですから、学校の行事を今、いろんなところで削減しておりますけれども、その根本には子供

と向き合う時間を確保するということですので、今まで幾つかの行事が重なっていたものについ

ては、一つにまとめるとかですね、そういうことをやっています。 

しかし、一方ですね、子供たちの教育に必要なものはですね、やはりそのままふやしていくこ

とも必要だと思います。だから、働き方改革は働かない改革にならないように、きちっとする必

要があるというふうに私は思っています。 

ですので枕崎の教育委員会はですね、学校の校長先生、教頭、担当とも連携をとりながら、今

学校の実態はどうなってるのかということでですね、そしてきちんと、しっかりした教育をやっ

ていく、そのためには先生方にも頑張っていただくと。もちろん教育委員会もさらに頑張るとい

うことでやっております。 

○11番永野慶一郎議員 承知いたしました。本当に、ただ働く時間を削減するだけじゃなくて

ですね、今、初めてお聞きしまして、生徒たちと向き合うことを、時間を目的にしているという

ことでございます。 

ぜひ、そういったところでですね、時間をつくっていただいて、子供たちと向き合ってですね、

対話を大いに深めていっていただきたいと要望しておきます。 

続きましての質問でございます。 

所管事務調査で市内の４小学校を見て回りましたが、どこの小学校もですね、遊具の状態が思

わしくないように感じましたが、今後、この遊具なんですけども、どのように対処していくのか

お示しください。 

○山口美津哉教委総務課長 市内各小中学校では、校内における遊具を含めた安全点検を毎月行

っており、その点検報告書はすぐに教育委員会に提出してもらっております。 

この安全点検報告に基づき対応を急ぐ必要のある箇所については、教育委員会職員が現地確認

を行い、予算額内の軽微な修繕であれば速やかに対処しております。 

また、年間を通して施設の補修や器具等の修繕依頼が提出された場合にも速やかに現地を確認

し、対応策を講じているところです。 

なお、毎年度の当初予算編成に当たりましては、各学校からの施設改修、維持修繕等の予算要

求が毎年10月に提出されますので、それを集約した上で教育委員会職員が建築技師とともに10

月中旬から下旬にかけまして、全ての学校の現地確認を実施しております。 

学校の遊具等につきましても、御指摘のように老朽化が進んでいるため、随時、修理しており

ますけれども、学校施設の整備、管理は、子供の命を守る、子供にけがをさせないことが基本で

あると考えておりますので、今後とも学校の危険箇所等の現状把握と予算確保に努めて、計画的

に補修を行っていきたいと考えております。 

○11番永野慶一郎議員 先生たちもですね、危険箇所を見つけてガムテープを張ったりですね、

ここに手を入れてけがをしないようにとか、いろんな努力をされていたようでございますが、補

修も大事でございますが、もう本当にですね、優先順位をつけてもらって、何か事故が起こって

からは遅いんじゃないかなと感じることもございます。 

予算の関係もあるかと思いますけども、補修をずっと繰り返してお金を費やすよりも、思い切

って新たに遊具をまたつくり直すとか、そういった方法もあるんじゃないかなって今お聞きして

感じたところでございました。 

本当に見ていただいて、そういった点検をしながらですね、子供たちが安全に遊べるような遊
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具であるように努めていっていただきたいと思います。 

続きまして、これも同じ遊具の質問でございますが、今度はですね、子育て中の親から、本市

の公園には、遊具が少ないという声が私のほうに聞かれますが、子供たちのために遊具をふやし

てほしい等の要望はあるのかどうか、お聞かせください。 

○松崎信二建設課長 現在、本市には建設課が管理する都市公園が25カ所ございますが、近年

においての具体的な要望は来ていないところでございます。 

しかしながら、福祉課で昨年度行った子ども・子育て支援計画策定に伴う未就学児世帯のニー

ズ調査の結果の中には、公園に遊具が少ないとの意見が寄せられておりました。 

○11番永野慶一郎議員 これ４年前の10月にいただいた資料なんですけども、地方創生に関す

るアンケート調査ということでですね、結婚・出産・子育てに関するアンケートということで、

アンケートをとったその調査報告書がございます。 

その中で、あなたが出産、子育てに心配、不安なことは何ですか、また何でしたかっていうよ

うな問いがございまして、それにですね、アンケートに答えている方がいらっしゃるんですけど

も、まず、子育てに不安なことは何ですかという問いには、子育てにはお金がかかるというのが

一番多かった回答でございます。 

そして、小児科のある病院に医師が不足している。仕事と子育ての両立が難しい。仕事や家計

の収入が不安定というその次、５番目にですね、近所に子供の遊び場がないというようなアンケ

ートでですね13.2％、回答された方の13％の方が遊び場がないというようなアンケート結果も

出ております。 

それを受けて、庁内でも検討されたんだと思いますが、また今後ですね、そういった福祉課の

ほうでは要望があったということなんですが、新たに遊具を設置するような計画はあるのかどう

かお示しください。 

○松崎信二建設課長 現在、都市公園にあります遊具につきましては、25カ所の公園内に116基

設置されています。その中で、老朽化しています遊具を公園施設長寿命化事業で年次的に更新し

ております。 

なお、遊具の増設につきましては、建設課への具体的な要望は来ていないところではございま

すが、子育て世代の方々からの意見も寄せられていますので、今後の課題といたしまして、福祉

課と協議しながら幼児用の遊具対策を検討してまいりたいと考えております。 

○11番永野慶一郎議員 遊具を建てたらですね、また同じように年数がたつとさびがきたりだ

とか、そういった補修をしたりだとか、またいろいろな問題があるかと思いますが、子育て世代

の方からの要望というのもあるみたいですのでぜひ、子育てのしやすい環境、そういったのもま

た目指して取り組んでいっていただきたいなとお願いをしておきます。 

続きまして、次の質問でございます。枕崎の魅力発信についてということでございます。 

枕崎の駅舎内に思い出ノートといいましてですね、駅に立ち寄った方がノートにですね、思い

思いの感想とかを書いていかれるノートが置かれておりますが、その書かれている内容を検証を

して、何か改善につなげるような取り組みは、今、なされているのかどうか、お示しください。 

○鮫島寿文水産商工課長 枕崎駅舎に設置している思い出ノートについては、訪れた観光客のほ

か、駅を利用する方など幅広い内容で自由に言葉がつづられています。 

この思い出ノートは、一定期間、駅舎内で使用された後は、駅前の観光案内所に移しまして、

誰もが閲覧できる状態にしてありますので、数年前に枕崎を訪れた方が再度、枕崎を訪れた際、

当時の思い出ノートに記載した内容を懐かしそうに眺めているようなこともあります。 

思い出ノートに書かれました内容につきましては、本市や本市観光協会でも情報を共有してお

り、対応が必要な事案についてはできる限り対応しております。 

例えば、駅前観光案内所の場所がわかりにくいといった記載があった場合には、駅舎内に地図
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を掲示したほか、ＪＲに関する要望等であればＪＲの鹿児島支社のほうに情報を連絡するなどの

対応を図っております。 

また、この思い出ノートには、その時々のその方の思いが書かれていたりもしますので、その

内容によっては関係機関への情報提供も行っているところです。 

このように思い出ノートにつづられた内容につきましては、今後も情報を把握するとともに状

況に応じた対応を図ってまいりたいと考えております。 

○11番永野慶一郎議員 この書かれている内容をもとにですね、いろんな関係各所に要望した

りだとか、いろんな取り組みもされているようでございますが、先ほども冒頭で言いましたよう

に、鉄道ファンにはですね、大変、聖地化されているような場所ではないのかなと感じます。 

この思い出ノートを読んでもですね、稚内から電車に乗って、枕崎できょうゴールしましたと

か、今から枕崎を出て、日本縦断の旅、稚内まで目指してスタートしますといったようなですね、

ことが多く書かれているじゃないかなと感じるところでございます。 

また、枕崎はおいしい物があったとか、食べ物がおいしかったとかですね、非常にそういった

お褒めの言葉等も書かれております。 

以前見たのがですね、ちょっとダイヤの件も書かれてまして、これＪＲの関係もございますの

で、ちょっとどうなのかわかりませんけども、お昼に着く電車がですね、滞在時間20分ぐらい

ですかね、見てたら、ちょうど１時前に入って、１時18分ぐらいに枕崎を出ていくダイヤに今

なってるのじゃないですかね。 

この間、私が見かけたのがですね、電車をおりて、このほんの二十数分間ぐらいの間にですね、

弁当を買ってまた電車に乗り込んでいく方もお見受けいたしました。 

せっかく枕崎におりて、せめて１時間ぐらいですね、何か間があれば、近くの飲食店とかです

ね、枕崎のおいしい物をまた食べていただけるになって思って見ておったところでございます。

以前、そういった要望の声もですね、そのノートに書かれておったのを私拝見したことがござい

ます。 

先日の９月５日の南日本新聞にもちょっと載っておりましたが、指宿枕崎線のですね、７駅が

有人化から無人化になるということで大分、合理化も進められているようではございますが、そ

ういったところでですね、聖地化しているこの駅をですね、やっぱりなくすわけにいかないと。

やっぱり利用者もふえてもらわないといけないということでございます。 

そういったところでですね、この本市は沿線自治体でございます。その沿線自治体としてはど

のような取り組み、またＪＲへの要望等を行っていくのかをお聞かせください。 

○東中川徹企画調整課長 ＪＲに対する要望活動ということではですね、初日の市長の行政報告

の中でもＪＲ本社のほうに要望書を持って要望に行ってきたというようなこともございましたが、

その路線の存続のため、またそれだけでなくて利用促進の強化ということで、沿線各市から多く

の要望項目が上がってまいります。その部分を期成会としてまとめて要望に行っております。 

本市からの要望として今、詳しい資料を持ってきておりませんが、利用する高校からの要望で

ありますとか、そういう観光客の利用しやすいダイヤであるとか、そういったことも毎年要望の

中には入れてあります。 

○11番永野慶一郎議員 そういった要望も物すごく大事でございますが、やはりこのまちに住

む者としてＪＲを利用するのも私たちの役割ですね。ＰＲするのも私たちができることでござい

ますので、やっぱり私どももですね、そういったところに取り組んでいかないといけないんじゃ

ないかなと私は思っているところでございます。 

続きまして最後の質問になりますが、この思い出ノートに書かれている市外の方々から見た、

枕崎に対するメッセージですね、先ほどもお伝えしましたように、すごい自然が豊かだとか、本

当に食べ物が最高だったとか、そういったメッセージを市民の方にもですね、広く伝えるために
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広報紙等に掲載できないのか。私、毎月と書いておりますが、２カ月に１回とか、３カ月に１回

でも紙面の関係上ですね、スペースがなければそういった形でも結構ですので、何とか皆さんに

こういったのが御紹介できないのかなと思うんですが、これに対していかがお考えでしょうか。 

○鮫島寿文水産商工課長 議員からもありましたように、この思い出ノートにつきましては、市

外の人が見た枕崎に対するイメージも数多く書かれております。 

例えば、カツオがおいしかったとか、潮風が最高ですとか、駅舎がレトロな感じで落ちつく、

また、第36代木村庄之助さんが書いた駅舎銘板を見に来ました、こういった毎日を枕崎で過ご

している私たちにはなかなか感じ取ることができないこともメッセージとして寄せられていると

ころです。 

先ほども答弁いたしましたが、この思い出ノートは一定期間、駅舎内で使用された後は、駅前

観光案内所に移し、誰もが閲覧できる状態にしてありますので、市民の方はもちろんごらんにな

ることも可能です。 

また、昨年度は教育委員会がこの思い出ノートの内容をまとめて冊子にしまして、市内の小中

学校、市立図書館や観光協会にも配付いただいております。 

議員から話がありました広報紙の件につきましては、今後もっと市民の方の目に触れられるよ

うな方法ということになりますので、具体的には、観光客や市外の方が感じたこと、外から見た

枕崎のイメージなどを広報紙でどのような形で紹介できるかをですね、広報紙発行所管の総務課

とも協議しながら検討してまいりたいと考えております。 

○11番永野慶一郎議員 なぜ、広報紙等でお伝えができないのかなと、私、今回質問をしたか

といいますと、主題にはですね、枕崎の魅力発信についてという主題で書いておりますが、これ

対外的に発信をするのではなくて、こういったメッセージ等をですね、市民の方に広く発信をし

ていただきたいという思いで今回、この質問をさせていただいております。 

これなぜかといいますと、先ほど課長の答弁にございましたが、なかなか住んでいると自分の

まちのよさが見えてこないところもございます。本当にですね、自分の住んでるまちを卑下する

ようなことを言われる方もいらっしゃいます。 

私、自分で決めていることがあって、絶対に自分の住んでるまちを卑下するようなことは言わ

ないと、これ心に決めてまして、何度か議論になったことがあります。やっせんなえこんまちは、

いいまちですがねって、だからこうしてよそから来て何十年も住んでるんですよって、私いつも

言います。自分の住んでるまちに誇りを持っていただきたいと。なので、この魅力をですね、広

く市民の方に発信をしていただきたいんですね。 

自分の住んでるまちをよその人からの視点で見ると、こういうふうに映っているんですよって

いうのをわかっていただきたい。その先に何があるかといいますと、このまちを好きになってい

ただいて、自然とですね、このまちを盛り上げようと、何とかしようというそういった気運が高

まってきてくれたらいいなと思ってですね、そういった思いから今回、このようなことをお願い

しているわけでございます。 

先日、港まつりがあったんですけど、港まつりの前日、前々日に準備を私ども若い人たちとし

ましたが、物すごく元気がありました。何かの機会、何かの拍子にですね、枕崎はまだ元気です

よって誰か若い子が言い出したんです。大変盛り上がりました。じゃっどって、元気だよね、枕

崎はって、みんな口々にそう言ってくれました。 

なのでですね、そういった若い人たちも含めて、本当にみんながですね、一人一人が枕崎を盛

り上げていこうという気概を持っていただくような取り組みになっていくんじゃないかなと思い

ます。 

最後に市長、答弁をお願いいたします。これに関してどう思いますか。 

○前田祝成市長 まさに今、議員がおっしゃいました、住んでる我々が枕崎に誇りを持たないと
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いけないということは、私も本当に切実に考えております。 

来年からのその地方創生総合戦略の中で、ちょっと答弁でも話をしましたが、ゼロ歳から18

歳までの子供たちにですね、本当にここの枕崎がいいまちなんだということを、しっかり伝える

教育をしたいということを思ってます。 

そういう子供たちが育っていったときに、18歳過ぎたときに、どうしても選択肢として外に

出ていくということもあろうかと思います。ただ、そうしたときにですね、ここに帰ってくると、

その気持ちを持ったまま出ていってくれると。枕崎に住んで、枕崎で育って、枕崎が好きになっ

た気持ちを持ったまま外に出ていってくれた子供たちというのは、絶対にここのまちを忘れない

というか、帰って来る、そういうふうに思ってますので、そのあたりを最終的な人口対策といい

ますか、そのあたりにつなげていければなというふうに思っております。 

今おっしゃられたような本当に住んでいる我々がここを誇りに思うということをですね、しっ

かりとやっていきたいと、そのように思います。 

○11番永野慶一郎議員 思い出ノートのメッセージを掲載したからといって、必ずしも皆さん

がですね、そういった気概を持つかどうかは、それはもう疑問でございますが、やらないよりは

やったほうがいい、少しでもですね、そういった気運の高まる一助になればと思って、今回お願

いをしているところでございます。 

ぜひ、検討をしていただくようにお願いをして、私の質問を終わらせていただきます。 

○中原重信議長 以上で、永野慶一郎議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午後２時43分 休憩 

午後２時53分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、立石幸徳議員。 

［立石幸徳議員 登壇］ 

○９番立石幸徳議員 通告に従い一般質問をいたします。 

過疎地域自立促進特別措置法に基づき、本市が過疎地の地域指定を受けて５年半が経過しよう

としております。これまで、過疎債活用による有利な財政措置を初め、過疎対策関連事業の導入

により、地域活性化を進めてまいりました。 

先月８月20日には、本市の子育てふれあいグループ自然花が、創意工夫で過疎地を活性化さ

せたということで総務大臣賞を受賞したところです。 

現行の過疎地域自立促進特別措置法は、令和２年度末までの適用期限であることから、現在、

次の新たな過疎対策のあり方について検討が進められております。 

総務省においては、過疎問題懇談会を立ち上げ、平成29年７月18日から平成31年３月７日ま

で６回の懇談会を開催いたしました。そして本年４月５日、これまでの懇談会における議論、主

な意見について中間的整理がなされ、新たな過疎対策に向けて持続可能な低密度地域社会の実現

という中間報告を発表しております。 

鹿児島県内の動きとしては、県下43自治体のうち、過疎指定を受けている41自治体で構成す

る県過疎地域自立促進協議会内の調査研究委員会が本年６月４日にスタートし、既に２回の会議

を開催しております。 

県内各ブロックから委員を選出し、10名でもって委員会を構成し、来年度前半に報告書を完

成させるようになっております。 

こういった動きの中で、本市は新たな過疎対策法制定について、どのような取り組みをしてい

こうと考えているのか、お尋ねをいたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 
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○前田祝成市長 まず、過疎対策法制定のこれまでの経緯、そして全国過疎地域自立促進連盟の

要望活動の状況を述べさせていただき、そして本市独自の要望活動の状況等を答弁させていただ

きたいというふうに思います。 

新たな過疎対策法制定についてのお尋ねでありますが、過疎対策法についてのこれまでの経緯

等については、昭和30年代以降の日本経済の高度成長が地方の人口を急激に大都市に吸引する

結果をもたらし、過疎問題が深刻な問題となってきたことから、昭和45年に10年の時限立法と

して、過疎地域対策緊急措置法が制定されて以降、昭和55年の過疎地域振興特別措置法の制定、

平成２年の過疎地域活性化特別措置法の制定に続き、平成12年には現在の過疎地域自立促進特

別措置法が10年の時限立法として制定されております。 

この自立促進法の目的は、人口の著しい減少に伴って地域社会における活力が低下し、生産機

能や生活環境の整備等が低位にある地域について、総合的かつ計画的な対策を講じることにより、

これらの地域の自立促進を図り、住民福祉の向上、雇用の増大、地域格差の是正、美しく風格あ

る国土の形成に寄与するものでありました。 

そして、平成22年の改正では、過疎対策を切れ目なく実施するため、その期限を平成28年度

末まで６年延長するとともに、過疎計画に基づき過疎債の発行が認められる事業として過疎対策

自立促進特別対策事業、いわゆるソフト事業等が追加されるなど、その適用範囲の拡充もなされ

てきております。 

さらに、平成24年の改正では、東日本大震災の影響による過疎対策事業の大幅な遅延が想定

されることを踏まえ、その期限が平成33年３月末、令和３年３月末までさらに５年間延長され、

平成26年の改正において、平成22年の国勢調査の結果を用いた過疎地域の要件が追加され、本

市が過疎市町村の指定を受けるという経緯をたどってきております。 

現行の過疎法が、令和３年３月末に期限を迎えるのを踏まえ、議員からありましたように、令

和３年度以降の対応を検討している総務省の有識者懇談会においても議論が進められております

が、本年４月に今後の過疎対策に関する中間整理をまとめ、これまでの過疎法制定時とは異なり、

今後は過疎地以外の都市部でも人口減少が加速するため、過疎対策の意義を捉え直す必要がある

と指摘した上で、担い手の確保に向け過疎対策事業債など、現行の支援を継続することが基本で

あるとしております。 

そして、支援策の具体的内容や対象地域の要件などは引き続き議論し、来年夏をめどに最終的

な提言をまとめることとしております。 

新たな過疎対策法制定のための対応、要望活動についてのお尋ねでございますが、全国の過疎

団体で組織する全国過疎地域自立促進連盟において、毎年度、現行の過疎法の期限終了後も引き

続き過疎の振興が図られるような法整備の要望を含め、過疎対策関係の政府予算や施策に関し、

国会議員、関係省庁に対して、その実現に向けて働きかけを続けてきているほか、本年度は特に

11月15日に東京で開催される理事会、総会において、令和２年度過疎対策関係政府予算・施策

に関する決議及び新たな過疎対策法の制定に関する決議を決定し、引き続き行われる新たな過疎

対策法の制定についての総決起大会において、その実現に向け関係方面に要請活動を進めること

としております。 

このように、新たな過疎対策法の制定、そして今後の過疎対策の推進は、本市の振興のために

はなくてはならないものであります。 

行政報告でも報告いたしましたが、本市独自での対応といたしましては、これまでの過疎法が

いずれも超党派の議員立法で制定・延長されていることも踏まえまして、先月、県選出の国会議

員の皆様方に対し、新たな過疎対策法の制定と今後の過疎対策の推進、そして本市の過疎地域へ

の指定の継続について、お力添えをいただきたいということで要望書を提出いたしております。 

そして、先日行われました南薩地区総合開発期成会における中央省庁への要望活動の際にも、
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地元選出の国会議員の皆様方にもお会いする機会がございましたので、私のほうからじかにお願

いをしてきたところであります。今後も機会を捉えて要望を行っていきたいと考えております。 

○９番立石幸徳議員 これまでの長年の取り組みを含め、要望活動をしているということは、市

長のほうから今、お答えいただいたんですけどね。まだ、例えば具体的に何を要望しているのか。

そこで本市にとってはですね、今回初めて、この過疎対策法の切りかえっていいましょうか、そ

ういう時期を迎える経験をすることになるんですね。私は、この節目の対応というのは非常に重

要ではないかと思うんです。 

先ほど市長の説明にもありましたように、前回といいましょうか、過疎債適用の事業にソフト

事業が適用されるようになった。 

枕崎市で言えば、例えば婚活プロジェクト、ほかにもありますけれども、ハード事業のみじゃ

なくてソフト事業も適用になった。これはまさしく地方の過疎地の声が実現した結果であります。 

今回、どういったことを具体的に要望項目として挙げてですね、なおかつ日本全国の過疎地が

活性化していくようにということを継続していただけるか、市長が昨日もこの地方創生の関係で、

東京一極集中を非常に気にされておりましたけれども、かつて私自身は、ある学識経験者から過

疎と過密の問題は、全く一体の一つの問題であると。表裏一体、過疎問題を解決することが、ま

さに過密の東京一極集中を解決することになるんですね。 

ですから、この過疎の問題ちゅうのは、我が地域の問題というより、まさしく日本の今後のあ

るべき姿をどうするかということにつながっていくと思います。 

そこで、まず具体的にですね、次の過疎法の制定に向けて、総務省のほうは過疎法っていう名

称が適当なのかどうかっていうこの名前すら検討をしているみたいなんですけれども、どういっ

た要望項目を具体的に考えておるのかですね、この点をお尋ねをいたします。 

○東中川徹企画調整課長 まず、先ほど市長からありました全国過疎地域自立促進連盟における、

今回、新たな過疎対策法の制定に関する決議、この案の中での項目を申し上げますと、過疎地域

が果たしている役割を評価し、新たな過疎対策の理念を確立すること。２つ目に、過疎地域の特

性を的確に反映する指定要件等を設定し、現行過疎地域を指定対象とすること。３つ目に、地方

交付税を充実し、過疎市町村の財政基盤を確立するとともに、過疎対策事業債の対象事業を拡大

すること。４つ目に、過疎地域における産業振興、雇用拡大、子育て支援等の施策を推進するこ

と。５つ目に、過疎地域のインフラ整備を推進し、住民が安心安全に暮らせるための生活基盤を

確立すること。この５項目を掲げております。 

そのほかにも、全国市長会の過疎関係都市連絡協議会の総会において、過疎法の失効に伴う新

たな制度の創設を初めとしまして、地方創生の推進、財政基盤の充実強化等、生活基盤の確立、

高度情報通信基盤、高規格幹線道路網等の整備、産業の振興等、集落の対策の促進と地域の活性

化など、さまざまな課題について積極的かつ適切な措置を講ずることを求めるという過疎対策の

推進に関する提言も決定いたしまして、地域の声というものを示しております。 

本市独自で、その項目ということで過疎地域の指定から年数がそれほどたってない段階で、な

かなか独自ということでの要望ということではなかなか難しいものがございますが、このように

議員からありましたように、こういう団体を通じて地域からの声を上げていくということは非常

に大事なものであるというふうに考えております。 

○９番立石幸徳議員 なかなかですね、具体的なものが聞こえてこないんですけれども、例えば

全国の他県の今回の過疎切りかえに向けてですね、常に私、全部確認なんかしてませんけれども、

数県においては地方交付税、つまり過疎債の交付税措置率、現在70％をもう少し引き上げてく

れと。国の財政の都合もありますけれども、そういった声も他県では出ているみたいなんですね。 

そこで、この要望のタイミングとしてはですね、私はもう今が、ある意味ではクライマックス

じゃないかと。もう来年前半には、ほとんどもう総務省にしてもいろんな鹿児島県の報告にして
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も、研究会の報告書にしても、もうまとまっていきます。 

来年度、後半には法案をつくっていくっていうことになりますのでね、大体、今年中が過疎へ

向けてのいろんな声を上げるタイミングだと思うんです。我が枕崎市議会にも、既に県の過疎協

議会のほうから市議会に意見書を上げてくれというのが９月議会にも出されております。 

そこでですね、もう一つ、この過疎の関係で整理しておきたい点を２点ほど、簡潔にお答えい

ただければ結構なんですが、実は総務省の、最初言いました過疎問題懇談会で、現在も中間報告

を出した後にもいろいろ検討会があるんですけれども、今現在、一番論議をしているのが大都市

などの一部過疎、余りほかの都市の名前を上げるのもいろいろ支障があるかと思うんですけども、

例えば鹿児島県においては、43の自治体のうち41が過疎指定、過疎指定でないのはいちき串木

野市、出水市の２市だけですよ。県庁所在地の鹿児島市も過疎指定を受けているわけですね。 

調べてみたら、７つの市はいわゆる一部過疎、そしてこれを総務省が大都市を過疎指定をする

かどうかちゅうことで、先ほどの懇談会でいろいろ論議をしているんですね。この一部過疎につ

いて、本市はどういうふうに考えるか、他の都市のことをとやかく言うっていう意味じゃなくて

ですね。やはり、あるべき姿というのはきちっと考えなきゃならんのじゃないかと思うんです。 

それから、次の条例の関係もまとめてお尋ねをしますが、枕崎市過疎地域産業開発促進条例、

これも本市が過疎指定を受けて平成26年にこの条例をつくりましてですね、この条例に基づい

ていろいろ事業をやる場合は、固定資産税の課税免除がなされるという特別措置が、この条例で

決められているんですね。 

非常に有利な条例なんですけども、こういった過疎地を活性化する条例あるいは税制の特例、

そういうものの実績というのはですね、どういうふうになっているのか、その点をお尋ねをいた

します。 

○東中川徹企画調整課長 まず、一部過疎についてでありますが、一部過疎と申しますのは、市

町村合併をした場合の特例ということで、合併の前日において過疎地域であった市町村の区域を

過疎地域とみなして過疎法の規定を適用するという特例であります。 

ただいま議員のほうから７自治体ということでありましたが、県内では鹿児島市ほか合わせて

６市がこの特例を受けております。 

都市部の自治体の一部過疎について、ある程度の財政力があって総合的に地域の振興策という

のを行っているところについては、過疎地域として指定するのはおかしいのではというようなこ

とでございますが、確かに総務省の過疎問題懇談会におきましても、過疎指定の要件の中で、合

併前の旧市町村のみを過疎地域とみなす一部過疎とする特例について、今後その継続の必要性の

有無を議論していくということであります。 

この一部過疎による過疎地域指定について、本市としてどのように考えているのかということ

でございましたが、先ほど冒頭の市長の答弁の中でもありました現行の過疎地域自立促進特別措

置法の目的を踏まえまして、この特例措置が現在設けられているものと考えられますし、全国過

疎地域自立促進連盟における新たな過疎対策法制定に関する決議案の中でも、先ほど申し上げま

したように、その要請項目の中に過疎地域の特性を的確に反映する指定要件等を設定し、現行過

疎地域を指定対象とすることも掲げてございます。 

そして、現行の地域指定を受けてる自治体全体で要望を続けているということもございますの

で、本市としては、その一部過疎の必要性の有無、それというものよりも過疎地域の指定の継続

の実現というものが、まず第一ではないかというふうに考えております。 

○９番立石幸徳議員 実績のほうはどうなの、いや実績。 

○鮫島寿文水産商工課長 私のほうからは、枕崎市過疎地域産業開発促進条例を適用した実績に

ついて申し上げます。 

３件ほどございました。３件とも製造業でありました。懇談会等でも活用が低調というような



 

- 109 - 

御意見もあるところですが、枕崎市におきましては、枕崎市過疎地域産業開発促進条例の周知に

ついて、市のホームページに企業の優遇税制というページを設けまして、課税免除等の制度概要

を紹介してるところです。 

また、企業誘致関係の相談があったときには企画調整課、また工場の新設、増設時におきまし

ては税務課と連携しながら、関係事業者に対して優遇税制のことについてお話をさせていただい

ているところです。 

○９番立石幸徳議員 過疎関係についてはですね、いろいろあと決算委員会等でも、あるいはぎ

りぎり12月議会等でも発言する機会があろうかと思いますので、次の環境対策の件をお尋ねさ

せていただきたいと思います。 

テーマは、下水道終末処理場周辺の悪臭対策なんですけれども、これは、これまでも一般質問

もございましたし、あるいは委員会等でもいろんな意見、当局の答弁も出てるんですけれども、

まずですね、この終末処理場周辺の悪臭について、本市の認識といいましょうか、当局見解でも

いいんですけれども、どのような実情にあると考えておるのかですね、この点を端的で結構です。

悪臭があると思ってるのか、そんなのはないと思っているのか、この点をお答えください。 

○日渡輝明市民生活課参事 御質問の下水道終末処理場周辺の臭気の確認については、敷地の境

界線上において、委託業務により臭気指数による検査を実施しており、その結果により臭気につ

いての判断を行っております。 

検査を実施している臭気指数は、人間の嗅覚を用いてにおいの程度を測定するため、においを

全体として捉えることができ、複合臭にも対応できるという特徴があります。 

また、人間の嗅覚を用いて測定するため、悪臭の被害感と一致しやすく状況に応じた対応が可

能となることから、臭気指数による検査を実施し判断をしているところでございます。 

臭気に関しましては、さまざまなにおいが関連してきますので、においがするときは原因を探

りながら調査をしているところでございますが、今後とも周辺の聞き取りや調査を行い、状況の

把握に努めながら状況確認に努めていきたいというふうに考えております。 

○９番立石幸徳議員 今後、状況確認をするような話じゃないんじゃないですか。下水道が始ま

ってもう30年以上たってるわけですよ。 

それで、もう少し条例に基づいてお尋ねをしますけどね、枕崎市民の環境を守る条例第２条の

５においてですね、指定施設ですね、いわゆる悪臭以外のものもあるんですけども、汚水とか騒

音とかですね、そういったおそれのある工場あるいは事業場に設置されている施設のうち、汚水、

騒音、または悪臭を発生する施設を条例で定めて、そして具体的に規則で規定しているんですね。 

本市の終末処理場は、この指定施設になっているんですかね、これが１点。また、もう一つ、

環境を守る条例第７条で、市長は、市民から公害その他良好な環境の侵害に関する苦情があった

ときは、速やかにその実情を調査し、迅速かつ適正な処理に努めるものとするとなってるんです

よ。今後、調べるようなことじゃないですよ。 

ですから、その２点についてですね、お答えいただきたいと思います。 

○日渡輝明市民生活課参事 確認のため、しばらくお待ちください。（「時間がかかるようだっ

たらちょっと時間をとめてくださいよ。議長、時間をちょっととめてもらわんとロスになります

から」と言う者あり）下水道終末処理場については、本市の指定施設として位置づけはされてお

りません。 

○９番立石幸徳議員 もう一点、答弁漏れがありますけれども、今、参事が言われたように、当

然、これは環境を守る条例の指定施設にはならないわけですよ。環境を守る条例の指定施設は、

民間の施設ですからね。下水道終末処理場は公共施設じゃないですか。 

私が今回、この件で一般質問したのはですよ、さっきも言った住民からの苦情であります。８

月の末の苦情。その前もたくさんのいろんなクレームを私どもはいただいております。そして、
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担当課のほうにこういった声が来てるかって言うと、担当課のほうは少し疑問を持つような感じ

で対応をするんですね。ですから、一番最初のところを、原点を聞いたんですね。 

そして、今、終末処理場周辺はですね、私は、本市の中でも最もにぎわっているエリア、一番

にぎわいのあるゾーンではないのかと思うんですよ。金融機関もある、郵便局もある、あるいは

大型のショッピングセンター、今度新しくちょっと離れたところに大きなストアもできました。

遊ぶ遊興施設もございます。そういう中でですね、いろんな市民あるいはほかの方もあの一帯に

足を運ぶ、あるいは買い物をする。たくさんの方が私はあの地域は出入りをするんじゃないかと

思うんですよ。 

そこで、下水道の関係でお尋ねをいたしますけれども、本市の下水道条例では、この処理施設

の構造の基準あるいは終末処理場の維持管理に関する基準、そういうものを定めてございます。

汚泥の処理に伴う排気、排液または残さい物により生活環境の保全または人の健康の保護に支障

が生じないよう規則で定める措置が講ぜられているっていうのがこれが条例ですね。 

ところが、この規則はどうなっとるかというと、全く条例と同じ文なんですよ。ですからね、

これは平成24年に追加された条例規則です。 

具体的に、終末処理場の悪臭防止のため、どのような措置がなされ、その管理はどこがやって、

どこがチェックしているのか、お尋ねをいたします。 

○松田誠水道課長 まず、お尋ねの市民からの苦情でございますが、ここ数年の間に直接水道課

のほうに苦情が来たという確認はとれてませんが、通日業務としまして敷地周辺の臭気確認は行

っています。 

ですが、常駐している職員では臭気になれていることから、臭気による不快感が薄れているた

め、終末処理場内外11カ所、年３回以上の機器による臭気指数自主測定と環境担当部局により

ます専門検査機関の嗅覚測定法による測定調査を実施しております。 

先ほど、環境担当部局より答弁があったとおり、平成29年度、30年度の検査結果では異常値

は見られない状況です。 

しかし、臭気は目に見えない上、感覚には個人差があるので評価は難しいですが、施設の老朽

化、汚泥量の増加及び汚泥処理の運搬作業による処理場周辺への臭気の拡散はあるものと認識し

ております。 

今、お尋ねの臭気対策への取り組みでございますが、枕崎終末処理場は住宅に近い場所に立地

することから、建設当初より最初沈殿池からエアレーションタンクの処理池上に簡易ぶたを設置

し、敷地周辺には三重に樹木を植栽することにより、場外にできるだけ臭気が漏れないように建

設しております。 

近年の汚泥量増加に伴う臭気対策としまして、汚泥棟通風口へのシャワーミストの設置、汚泥

積み込み時の搬出口開閉時間の短縮及び脱臭設備機能保全を目的とした定期的な活性炭入れかえ

等の措置を講じているところです。 

また、平成31年１月からは光合成細菌による消臭試験を行っており、現在経過を観察中でご

ざいます。 

○９番立石幸徳議員 いろいろ取り組んでることは、今、説明をいただいたんですけどね、本当

にそれが解決策につながっているのか、その辺はまた決算委員会で聞きます。本当に時間を費や

していますのでね。 

最初、市民生活課参事が言われた、いわゆる本市が悪臭防止法の規制区域を設けましてですね、

そして年に１回、この終末処理場の境界のところで悪臭検査業務を委託した結果も私、手元に持

っているんですけどね。この中でも平成28年度は基準オーバーをしてるじゃないですか。臭気

指数10ぐらいに10未満、10未満というのが何年度かありますけどね。平成28年度は臭気指数15、

これは決算委員会で結構です。この指数は、基準オーバーであるのかないのか、委員会で教えて
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いただきたいと思います。 

とにかくですね、この一番枕崎の中心といったようなゾーンが、こういう悪臭がですね、いろ

いろとやかく言われるちゅうことは、私は非常にまちの活性化のためにもよくないと思うんでで

すね、市長、最後に、この点の市長の見解をお聞かせください。 

○前田祝成市長 ただいま議員からありましたように、終末処理場の周辺の悪臭ということにつ

いてはですね、問題意識を持って対応しないといけないというふうに思っております。 

一番栄えている場所、まさにいろんな銀行、郵便局、そして商業施設等がある場所でございま

すので、そこについてはですね、真剣に取り組んでまいりたいと思います。 

今、水道課のほう、そして市民生活課のほうからもありましたけれども、彼らのほうも努力し

ておりますので、一緒になってやってまいりたいと思います。 

○９番立石幸徳議員 教育の関係でですね、２点ほど質問をいたします。 

１点目は、本年度の事業で取り組んでいる本市学校教育施設の長寿命化計画なんですね。本市

の公共施設については、教育施設に限らず、既に平成29年３月に枕崎市公共施設等総合管理計

画が策定されたところなんです。 

その中で公営住宅、公園、橋梁、下水道施設については、長寿命化計画ができていると。その

ほかの施設、つまり学校教育施設についても令和２年度までに個別施設ごとの長寿命化計画をつ

くるということが、もう、さきの上位計画である公共施設等総合管理計画を説明するときに教え

ていただいております。 

本市の小中学校の児童数の推移とか、いろんなものを総合的に勘案して、この長寿命化を取り

組んでいかないといけないんですけれども、私のほうから時間の関係で、先に具体的にですね、

お尋ねをしますけど、この文科省の学校施設長寿命化計画に関する手引、こういうものが数年前

につくられていて、その中で、この学校施設の長寿命化計画をつくる際には、まず学校の目指す

姿、これをどういうふうにするのかということを書くようになっているんですね。 

それで、先月も総務文教委員会で所管事務調査、小学校だけでしたけど、いろいろ足を運ぶ中

で、今とかく公共施設で一番いろいろ問題視されている身体障害者等へのいわゆるバリアフリー

の問題ですね。これが、私は本市の学校施設では一番おくれているんじゃないかと。 

例えば、学校に行っても駐車場にまず身障者用のスペースというのが設けられていないですよ。

そして、学校の中にも児童生徒ももちろんですけれども、保護者にも当然、身障者の方もおられ

るでしょうし、いろいろな学校を訪問する一般人の方の中にも、身障者の方もおられる。そうい

う方が学校に来られるような状況にはなっていない。この辺をどういうふうに今度の長寿命化計

画で位置づけるのか。 

それから、当然、児童や生徒が少なくなっていくと余裕教室ですね、この余裕教室の活用の仕

方、これをどういうふうに計画の中で盛り込むのか。 

それから、先般の所管事務調査で、私はある意味で驚くというよりちょっと怖くなったんです

けど、学校プール、学校名は言いませんけど、ある学校のプールなんか、プールの真ん中から草

が生えてくると、プールの真ん中からですよ。そして、泳いだ子供が、水泳はとにかく水泳着は

着ますけれども、あとはもう皮膚をこすったりですね、そんな状態なんですという説明を受けて

ですね。 

だから、この学校プールのあり方っていうのも、いろいろどうするという方針を出さないと、

はっきり言って、危険なプールで泳いでいいものかと思うんですけど、とりあえず、具体的には

そういうことを含めたですね、この学校施設長寿命化計画、今ずっと業者ももう決定して取り組

んでいると思うんですけど、その辺の見解をお尋ねいたします。 

○山口美津哉教委総務課長 まず、長寿命化計画の目的なんですが、この計画は建物をいつまで

使うかを想定した建てかえまでを含めた費用計画でありまして、学校施設の建てかえ、改修等に
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関する優先順位づけの考え方を示しました上で、今後の建てかえや改修等の内容、時期、費用等

を整理して計画期間内の年次計画を策定するものです。 

また、この計画策定に当たりましては、同計画の上位計画であります本市の総合振興計画、公

共施設等総合管理計画との整合性を図るとともに、文部科学省の指針も踏まえて策定していくこ

ととしております。 

国内の学校施設は、昭和40年代後半から50年代にかけまして建築されたものが多いようです

が、本市はその年代よりも古い昭和20年代後半から30年代の建物も使われているのが現状であ

ります。 

したがいまして、文科省の指針では、学校施設の目指すべき姿としてハード面においては耐震

化、老朽化対策のほかバリアフリー化など、学校施設の安全面、機能面、環境面それぞれの整備

が重要とされておりますけれども、本市の場合は、先ほども申し上げましたように、老朽化が激

しいということもありまして、外壁落下防止等の非構造部材耐震化、長寿命化改良事業の老朽化

対策、校舎等の屋根防水に加えまして、国の補助事業等を活用した教室やトイレ、照明などの改

修をまずは優先的に整備していく必要があると考えております。 

ただ、この計画は10年間を想定した年次計画を策定するものですけど、計画の達成度や市の

方向性等状況の変化を踏まえまして、５年程度を目安に計画を更新することが望ましいとされて

おりますので、その時点で見直し等があれば行っていきたいと思います。 

それから、余裕教室の関係ですけれども、余裕教室についての定義というのが、現在は普通教

室として使用されていない教室のうち、当該学校の学区域に現に居住する児童等の人口等を鑑み

て、今後５年以内に普通教室として使用されることがないと考えられる教室をいうようです。 

文科省が実施した平成29年５月１日現在の余裕教室活用状況実態調査による本市の状況を申

し上げますと、小学校４校の余裕教室数は78室、中学校４校の余裕教室数は92室で、小中学校

ともに全ての教室が多目的教室、特別教室、児童生徒の交流スペース及び授業の準備室、そのほ

かに、例えば教育相談、進路指導といった教職員の活用スペースなど、学校施設として活用され

ている状況にあります。 

この長寿命化計画策定に当たりましては、本市の人口及び財政状況、学校施設以外の公共施設

等の状況など、学校を取り巻く実態や経年別の保有状況、保有教室の活用状況等について整理を

しまして、より詳細な実態が把握できますことから、これらの分析をもとに将来の管理・活用方

法等を検討していきたいと考えております。 

それから、最後の御質問のプールの関係についてですけれども、この長寿命化計画におきまし

ては、以前も申し上げましたように、小規模の建物のほかにプール、グラウンド等も調査におけ

る老朽化状況の実態把握の対象にはしておりませんけれども、これらに係る今後の維持、更新コ

ストについては、必要に応じてコストを算出していくことになっております。 

本市の学校プール施設は、最も古いものが昭和37年完成で築58年経過しておりまして、新し

いものでも平成６年完成で築25年が経過し老朽化が激しいことから、プール水槽のひび割れや

配水管等の破損によると見られる漏水などがあるたびに補修をしてきておりますけれども、多額

の経費がかかるために抜本的な改修には至っておりません。 

また、年間の維持管理にはプール水槽の清掃時、それから使用期間の水道料金のほかに水質の

維持費、循環ろ過機の保守点検料や維持修繕料等の経費が大きな負担となっているところです。 

お尋ねのプールの今後のあり方についてですけれども、早急な対応が必要なプール水槽、プー

ルサイドの漏水防止策については、可能な限り対応していきたいと思います。 

しかし、学校プールは、小中学校で使用期間に多少の違いはありますけれども、おおむね６月

初めから７月中旬にかけての１カ月半程度しか使用しない反面、維持管理費用が大きいのが現状

であります。 
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そのようなことから、今後の使用のあり方については、コストや資源の有効活用という点から

すれば、受け入れ態勢や移動手段等の課題はありますが、学校外の施設、例えば市営プールを利

用しますとか、あるいは小中学校間、小学校または中学校間での共同利用も考えられるところで

す。 

共同利用が可能になれば、維持費を集中的に充てられるため、大きな負担軽減につながり、何

より児童生徒の安全安心につながると考えておりますので、今後、課題を整理しながら研究して

いきたいと考えております。 

○９番立石幸徳議員 これも残余のいろんな問題については、また委員会等でお尋ねをさせてく

ださい。 

特に、最後の学校プール、これも後もって小中連携の強化のところでありますけれども、時間

の関係で学力テストの関係で質問を進めさせていただきます。 

全国学力テスト結果、本年度の場合、８月１日付の報道で私もいろんな状況を知ることでした

が、鹿児島県内の公立中学校、これ平均正答率は全教科で全国平均を下回っているんですね。こ

れは2013年度から７年連続だということです。全教科、全国平均を下回っている。枕崎市の状

況、これはいろいろ支障もあるんでしょうけれども、先般の所管事務調査で４つの小学校の状況

はもう全て教えてもらいました。中学校の学校だよりにも出てるんですけれども、この本市の学

力テストの状況で、担当のほうで報告できる範囲内で教えていただきたいと思います。 

○益満裕美学校教育課長 本年度の本市の全国学力・学習状況調査の結果は、小学校、中学校と

も全教科において県平均を上回り、小学校の国語は全国平均も上回る結果でした。 

小学校の国語は、県平均を2.0ポイント、全国平均を4.2ポイント上回りました。小学校の算

数は、県平均を1.0ポイント上回りましたが、全国平均を0.6ポイント下回りました。 

中学校においては、国語、数学ともに県平均を2.0ポイント上回り、全国平均に0.8ポイント

届きませんでした。英語については県平均と同じでしたが、全国平均に3.0ポイント届きません

でした。 

教育委員会は、全国学力・学習状況調査結果発表後の７月31日に臨時校長会を開催し、全小

中学校に全国学力・学習状況調査結果の分析を行うよう指導しました。８月26日と29日に臨時

に校長面談を実施し、分析結果をもとにした今後の取り組みについて指導、助言を行いました。 

また、学校ごとに見ると、全ての教科で全国平均以上の学校がある一方、県平均以下の学校も

あり、その学校についてはＰＴＡの役員会に教育委員会職員が出席し、学校の実態をつぶさに伝

えるとともに、学力向上に対して強い危機感を持ち、学校と家庭の連携を一層図るように指導し

ました。 

今後も、枕崎市内全ての小中学校の学力向上が図られるよう、継続した指導と見届けを行って

まいります。 

○９番立石幸徳議員 そこで、私は６月議会でもですね、枕崎市の学校現場、本市の教育という

のは、非常にいろんな意味で市内外から評価されているんじゃないかと自分自身は感じていると

いうことで申しましたけれども、今度の８月１日付の新聞報道の中でですね、特に鹿児島県内の

学校現場での学力向上に対するさまざまな取り組みですね、それが地元新聞に県内５市ぐらい、

その学力向上に取り組んでいる内容も含めて紹介されていましたが、その一つとして枕崎市の学

力向上に対する小中連携を強化しているということが、それなりのスペースで報道をされていて、

私は非常に読むときにほのぼのとしたうれしい気持ちになった次第であります。やはり、注目さ

れているからこそ、そういう記事も出るんだと思うわけなんですね。小中連携の実態と効果、こ

れをどのように分析しておられるのか。 

それから、つい最近出された本市の広報まくらざきの中の16ページで、鹿児島県の義務教育

課長を去る７月31日にお招きして、本市の小中学校教職員120名にいろいろ講演もされているよ
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うです。 

そういったことも含めてですね、これもわかりやすくといいましょうか、教科部会を持ってい

るのもですけれども、そういう取り組みを今後どうするという決意も含めて、これを教育長にち

ょっと教えていただきたいと思います。 

○丸山屋敏教育長 本市の連携教育ですけれども、一小一中、４つの中学校、４つの小学校が連

携しておりまして、非常に恵まれた環境にあります。 

そのために、小学校の外国語の授業に中学校の英語の先生が行くとか、あるいは小学校と中学

校で共同して研究を進めていくというような取り組みをしております。 

そこで、私どもが今後もやっていきたいと思うことは、この前も義務教育課長とお話をしたん

ですけれども、やはり学力は学校の先生の責任においてつけなければいけない。これをいろんな

条件で、ここは難しい、あるいはここは厳しいというような条件等を述べていても、それは全て

どこのところでもありますよっていうこと。 

それで、私も学力が今回は振るわなかった学校に直接参りました。そこで、校長、教頭、ＰＴ

Ａの役員の皆さんに、学力というのは学校が責任を持ちますよと。しかし、一方では、保護者の

皆さんもぜひそのことについて関心を持ってくださいとそういうことを申し上げました。 

つまり、学校と教育委員会は、結果責任、結果が問われていると思います。努力をしても、そ

の結果が伴わない努力は、果たして努力といえるのかどうか、そういう厳しい御指摘をいたしま

した。私自身もそのように思っております。 

今後も結果にこだわって、そして枕崎の子供たちにしかるべき学力をつけて、そして高校に行

ってもらう。高校に行ったらしかるべき大学に行ってもらう。しかるべく仕事をしてもらうとい

うことでですね、結果にこだわってやっていきたいというふうに思っています。 

○９番立石幸徳議員 教育長の強い決意を聞きまして、私も本当に今後の枕崎の教育にまた一段

と希望を持っていきたいと思います。 

私なんかが申し上げるまでもなく、教育は当然学力だけではございませんけれども、やはり教

育の柱としてですね、学力向上っていうのは厳然とあるんじゃないかと思いますので、そういっ

たことで、なかなか時間のかかることでしょうけれども、これからの教育現場の皆さんの頑張り

に期待したいと思います。 

時間が非常に少なくなったんですが、最後のこの水産の関係でですね、残った分はまた委員会

に譲りますけど、最初のカツオの漁場確保の問題、これは私は昨年も２回ほどこのパラオ漁場の

件を一般質問で触れました。 

今現在といいましょうか、相手国のパラオ共和国が法律まで、はっきり言って、日本のいろん

な要望に応えてといいましょうか、法律を変えていただいたんですね。 

ところが、そのことでカツオ漁場は何とか確保できるけど、条件がですね、どうなるか。それ

こそまた高い入漁料を払ったりとか、あるいは操業期間をまた抑制するとか、いろんな制約があ

ると元も子もなくなるんで、やはり最後までこの点のいろんな要望活動ちゅうのは続けてほしい

と思うんです。 

何といっても、この水産に関して私はこの漁場を確保するというのは、漁業者の本当に一番大

事なことだと思うんですね。今、養殖業もいろいろ広がってきておりますけど、サンマの例に見

られるごとく、この漁場確保というのは私は第一歩じゃないかと思うんです。 

そういう意味で、このパラオ漁場に対する今後の本市の取り組みといいましょうか、これまで

の努力が本当にお礼を申し上げなければならないと思うんですけれども、今後の取り組みについ

てお尋ねをいたします。 

○鮫島寿文水産商工課長 これまでも、昨年から答弁してることと重なる部分もございますが、

パラオ国家海洋保護区設置法が2015年に成立しまして、2020年より完全実施されることになり



 

- 115 - 

ました。 

この法につきましては、パラオ共和国のＥＥＺの排他的経済水域の約80％について、国内及

び国外の漁船によるものを問わず、完全な漁業禁止区域とし、残り20％については一定の例外

を除き、国内市場向け漁業以外の操業を禁止するものであると承知しているところです。 

その後、議員からもありましたとおり、日本の要請を受けまして、ことしに入り同法が改正さ

れ日本漁船の操業継続が可能となったと承知しております。 

入漁料や操業日数などの制限が厳しくなるというような動きは今のところないようです。日本

以外の漁船が締め出され、それらの外国漁船が他の海域で多く操業することになり、他の漁場へ

の影響は出てくる、場合によっては、日本の海外まき網船と外国漁船が競合することになるとい

う懸念もあるところです。 

また、島嶼国の中で国家予算に対しまして、入漁料の収入が少ない国々がパラオ共和国に追随

することも考えられます。 

このようなことから、日本のカツオ・マグロ漁船の安定的な入漁の確保に向けた島嶼国との交

渉を引き続き強力に進めていくよう特定第三種漁港を持つ市長協議会及び市議会議長会とその

13市に、北海道４市を加えた商工会議所会で構成する全国水産都市三団体連絡協議会を通じて、

本年７月30日に農林水産省や水産庁、財務省、地元選出国会議員に要請活動を行いました。 

また、鹿児島県かつお・まぐろ漁業対策協議会においても、かつお・まぐろ漁業対策推進道県

協議会を通じた要望活動を引き続き行ってまいりたいと考えております。 

○中原重信議長 以上で、立石幸徳議員の一般質問を終わります。 

これをもって一般質問を終結いたします。 

以上で、本日の日程は終了いたしました。 

本日は、これをもって散会いたします。 

午後３時53分 散会 
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１ 本日の出席議員次のとおり 

１番 中 原 重 信 議員     ２番 眞 茅 弘 美 議員 

３番 上 迫 正 幸 議員     ４番 沖 園   強 議員 

５番 禰 占 通 男 議員    ６番 城 森 史 明 議員 

７番 豊 留 榮 子 議員     ８番 吉 嶺 周 作 議員 

９番 立 石 幸 徳 議員     10番 下 竹 芳 郎 議員 

11番 永 野 慶一郎 議員 12番 東   君 子 議員 

13番 清 水 和 弘 議員     14番 吉 松 幸 夫 議員 

 

１ 本日の書記次のとおり 

上 園 信 一 事務局長         松 田 章 子 書記 

田 代 勝 義 書記          溝 口 達 也 書記 

 

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり 

前 田 祝 成 市長          小 泉 智 資 副市長 

本 田 親 行 総務課長         東中川   徹 企画調整課長 

鮫 島 寿 文 水産商工課長 川 崎   満 市民生活課長 

佐 藤 祐 司 財政課長  山 口 英 雄 福祉課長 

神 浦 正 純 建設課土木係長  原 田 博 明 農政課長 

田 中 義 文 健康課長  神 園 信 二 税務課長 

堂 園 力 郎 地域包括ケア推進課長 松 田   誠 水道課長 

永 江   隆 水道課参事 高 山 京 彦 市立病院事務長 

下 山 健 一 農委事務局長兼農業振興係長 小 峯 恵美子 監査委員事務局長 

水 流 敏 幸 監査委員   堂 原 耕 一 企画調整課参事 

田 中 幸 喜 総務課参事    新屋敷   増 水産商工課参事 

日 渡 輝 明 市民生活課参事  平 塚 孝 三 選管事務局長 

日 髙 広 子 会計管理者兼会計課長 丸 山 屋 敏 教育長 

山 口 美津哉 教委総務課長    益 満 裕 美 学校教育課長 

末 永 俊 英 生涯学習課長    中 嶋 章 浩 文化課長 

豊 留 信 一 保健体育課長兼給食センター所長 松 田 勇 一 保健体育課参事兼国体推進係長 

中 原 浩 二 消防長  松 田 正 知 消防総務課長兼消防団係長 

俵積田 一 豊 警防課長兼消防署長 山 口   太 総務課行政係長 
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午前９時30分 開議 

○中原重信議長 定刻になりましたので、本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、配付のとおりであります。 

日程第１号から第５号までの５件を一括議題といたします。 

総務文教委員長に報告を求めます。 

［永野慶一郎総務文教委員長 登壇］ 

○永野慶一郎総務文教委員長 ただいま議題となりました日程第１号から第５号までの５件につ

いて、総務文教委員会の審査の経過並びに結果について、主な点のみ御報告いたします。 

日程第１号枕崎市職員の給与に関する条例及び枕崎市旅費支給条例の一部を改正する条例の制

定について申し上げます。 

本件は、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関

する法律による地方公務員法の一部改正により、地方公務員の欠格条項から成年被後見人等が削

除されることに伴い、職員の期末手当、勤勉手当及び旅費に係る関係規定について所要の改正を

しようとするもので、主な内容は、地方公務員法において地方公務員の欠格条項から成年被後見

人及び被保佐人が削除され、本年12月14日から施行されるが、この法改正に伴い枕崎市職員の

給与に関する条例にお 

いては、期末手当及び勤勉手当の支給の対象となる職員として、６月と12月の基準日前１カ

月以内に成年被後見人、被保佐人となり失職した職員もその支給の対象となることが規定されて

いるが、当該規定が不要となることによる関係規定の改正等を行うほか、枕崎市旅費支給条例に

おいては、地方公務員法の欠格条項から成年被後見人等が削除されることに伴う条文整理をしよ

うとするものです。 

委員から、被後見人あるいは被保佐人と言われるような人であっても個別審査をやって、別段、

市役所の仕事に支障がないということであれば採用するということかとの質疑があり、現行制度

において採用時に試験や面接等により適格性を判断し、その後、心身の故障等により職務を行う

ことが難しいときには、病気休職などの分限の規定が整備されていることから、受験資格から成

年被後見人等の欠格条項を外しても採用時の面接であるとか、分限の対象として判断していけば

可能ということで、受験資格等の欠格条項が削除されたものであるとのことです。 

本件は、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第２号地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の

整備に関する条例の制定について及び日程第３号枕崎市会計年度任用職員の給与、旅費及び費用

弁償に関する条例の制定についての２件は関連がありますので、一括して審査いたしました。 

日程第２号は、地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律により、会計年度任用職員

の任用等及び特別職非常勤職員等の任用要件に関する規定の整備がなされたことに伴い、枕崎市

人事行政の運営等の状況の公表に関する条例など、関係７条例について所要の改正をしようとす

るものです。 

日程第３号は、会計年度任用職員制度の創設に伴い、本市における会計年度任用職員の給与、

旅費及び費用弁償に関する事項を定めるため、条例を制定しようとするものです。 

委員から、5,000万円の財政負担を見ているが、今後の人事行政の運営等の状況の公表は、本

市に関してはパートタイムだから従前と変わらないのかとの質疑があり、フルタイムについては

常勤職員と同様に給料、職員手当が支給されているので、公表の対象とするが、パートタイムに

ついては勤務の対価として報酬が支払われ、その対象としないという取り扱いが示されている。

本市においては、現状の非常勤職員の勤務状況等を踏まえて、パートタイムを想定していること

から、公表については従来と結果的に変わらないとのことです。 

これに対し、委員から、これだけの制度改正なので、正規職員同様、会計年度任用職員の給与
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費、共済費の内訳等、市民にわかりやすい形で公表をしていただきたいとの要望がありました。 

また、委員から、初任給給与水準等においてはフルタイムとほぼ遜色がないということになっ

ていくが、給料表の２級21号給に上限が定められており、その評価はどこでするのかとの質疑

があり、給与の設定については現状の勤務条件を踏まえながら、各課とヒアリングをしながら総

務課で決定するとのことです。 

この２件については、いずれも賛成多数で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第４号枕崎市消防団条例の一部を改正する条例の制定について申し上げます。 

本件は、成年被後見人等の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法令の整備に関する法

律による地方公務員法の一部改正により、地方公務員の欠格条項から成年被後見人等が削除され

ることを踏まえ、本市消防団条例についても同様の措置を講ずるため、所要の改正をしようとす

るものです。 

本件は、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第５号枕崎市過疎地域自立促進計画の変更について申し上げます。 

本件は、枕崎市過疎地域自立促進計画の一部を変更することについて、過疎地域自立促進特別

措置法第６条第７項において準用する同条第１項の規定に基づき議会の議決を得ようとするもの

で、具体的には、平成28年度から平成32年度までの５年間を計画期間とする枕崎市過疎地域自

立促進計画について、産業の振興の分野など、現況と問題点、その対策に係る本文中の文言等の

整理を行うほか、それぞれの事業計画の表において、令和元年度の当初予算及び６月補正で計上

し、本年度以降に実施を予定している事業の計13件を追加するとともに、事業の見直し等によ

る３件の事業内容の変更及び文言整理を行うものであるとのことです。 

委員から、変更後の事業費総額について質疑があり、平成30年末と比較すると、３億3,139万

5,000円ほどふえているとのことです。 

本件は、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

以上で、報告を終わります。 

○中原重信議長 ただいまの報告に対し、質疑はありませんか。 

○６番城森史明議員 私は、議案第28号について質疑をいたします。 

人件費として5,000万ほどふえるということで報告がありましたが、それに対して、5,000万

ふえるのは働き方改革でそれはどうしようもないことだと思うんですが、今後、5,000万単純に

年間ふえていくわけですが、それに対する具体策、少しでもその負担を減らそうという具体策、

その辺が説明が余り出なかったんですが、その辺はどういうふうに審査されたんでしょうか。 

○永野慶一郎総務文教委員長 委員のほうからもそういったような質疑がございまして、人件費

削減に向けてということで、各課とのヒアリングの中で、民間委託をすることによって削減でき

るもの等があるということで、その辺も含めて洗い出しを進めていきますと。 

また、今後とも各課ともそのあたりを詰めていく中で人件費削減につながる御報告ができるも

のだと思っておりますとの答弁が当局のほうからもございました。 

○６番城森史明議員 私もこの件については６月の一般質問で質問したわけであります。 

そして、財政健全化計画でもですね、何年か後に定員が１人削減されて、そして、そのときに

約5,000万ほどの削減効果が出ると、そういう答えがありました。これをしますと、もう、その

削減効果がゼロになるわけですね。 

そういう意味で、県下でも一番人件費の高い都市であってですね、財政に対する圧迫が非常に

激しいわけです。枕崎は多いわけなんですね。そういう意味で人件費の削減というのは喫緊の課

題だと思うんですが、その中で、パートが、その人件費がふえる。 

そしたら、例えば正規職員の残業を減らしたり、その辺で5,000万分の上がった分を相殺して

いくっていう、そういう議論はされてなかったんでしょうか。 
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○永野慶一郎総務文教委員長 現在の常勤職員の残業を減らすなどの議論は行われておりません。 

○６番城森史明議員 それに伴ってですね、今回、そういう5,000万上がるということでありま

すから、当然その財政健全化計画も修正が行われなきゃいけないと思うんですよね。 

その辺の財政健全化計画、これが進行中ですが、それの変更に関する審査はされたんですか。 

○永野慶一郎総務文教委員長 そういったものも審査されておりません。 

○中原重信議長 ほかにありませんか。 

○５番禰占通男議員 私は27号について。 

今回、会計年度任用職員へ改正、地方自治法の改正とそれの施行に伴う関係整備ということで

すけど、当局からの政治的行為の制限、また、この特別職の扱いというか、移行については、当

局からの説明なりどのようになったのか、またその質疑においてはどのようなことがなされたの

かも一応なかったので、お尋ねいたします。 

○永野慶一郎総務文教委員長 特別職の方の処遇ということでしょうか。よろしかったでしょう

か。 

委員のほうからですね、この人事評価ということで質疑がございましてですね。 

会計年度任用職員についても人事評価を導入いたしますがということで、その中でですね、現

在行われているのが、管理職の方は人事評価を行い、その結果をもとに給与への反映ということ

でございまして、管理職のみ期末手当のみそういう人事評価が反映されているという答弁がござ

いました。（「あと特別職について」と言う者あり）特別職につきましては、特に質疑はなかっ

たものと認識しております。 

○５番禰占通男議員 本市にも特別職なり、いろいろあると思うんですけど、この27号につい

ては、特別職で省かれる分、また、会計年度任用職員というふうに組み込まれる分というのが分

かれとると思うんですけど、私はそこが一番重要な議案ではなかったかと思ってるんですけど、

質疑なりはどのようになされたんですか。 

○永野慶一郎総務文教委員長 今回、会計年度任用職員というのは、特別職とは全く関連のない

改定ではないかとしておりますが、ごめんなさい、もう一回質疑の趣旨をお願いいたします。 

○中原重信議長 ほかにありませんか。―これをもって質疑を終結いたします。 

これから討論に入ります。 

討論の通告がありますので、これを許可いたします。 

豊留榮子議員。 

○７番豊留榮子議員 議案第27号地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例の制定についてと議案第28号枕崎市会計年度任用職員の給与、

旅費及び費用弁償に関する条例の制定については関連がありますので、一括して日本共産党は反

対の立場から討論いたします。 

この議案は地方公務員法及び地方自治法の改正に伴い、会計年度任用職員に関してさまざまな

規定や給与などの事項を定める条例の制定であります。 

これは非常勤職員について育児休業の対象にしたり、諸手当の支給を可能にするものが含まれ、

一見すると処遇の改善と見えます。 

しかし、これまで任期が限られた任用には一定の要件がつけられてきたのに対して、会計年度

任用職員は入り口規制のない有期任用の職となっており、会計年度ごとの任用と雇いどめを自治

体の判断で進めることを可能にするようなことをこれは認めることはできません。 

そして、会計年度任用職員の給付については、フルタイムで働く場合は給料及び各種手当の支

給対象となるのに、数分でも短くパートタイムとされた人は期末手当のみとされ、待遇格差を温

存することになるというこのような時間の長短によらず、同様の処遇の改善をすべきです。 

市が本来行うべきは正規職員と同じ仕事になっている臨時・非常勤職員の正規化や正規職員の
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定員の拡大です。 

正規職員と同様、住民の要望に応え、誇りを持って働いている全ての臨時・非常勤職員に担う

職にふさわしい待遇改善と雇用の安定が図られるよう、抜本的な改善を求めて反対討論といたし

ます。 

○中原重信議長 これをもって討論を終結いたします。 

これから、順次、採決いたします。 

お諮りいたします。 

日程第１号は、委員長報告のとおり決することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、議案第26号は、原案のとおり可決されました。 

次に、日程第２号は、起立により採決いたします。 

日程第２号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、議案第27号は、原案のとおり可決されました。 

次に、日程第３号は、起立により採決いたします。 

日程第３号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、議案第28号は、原案のとおり可決されました。 

お諮りいたします。 

日程第４号及び第５号は、委員長報告のとおり決することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、議案第30号及び第31号は、原案のとおり可決されました。 

次に、日程第６号から第８号までの３件を一括議題といたします。 

産業厚生委員長に報告を求めます。 

［吉嶺周作産業厚生委員長 登壇］ 

○吉嶺周作産業厚生委員長 ただいま議題となりました日程第６号から第８号までの３件につい

て、産業厚生委員会の審査の経過並びに結果について、主な点のみ御報告いたします。 

まず、日程第６号枕崎市印鑑条例の一部を改正する条例の制定について申し上げます。 

本件は、住民基本台帳法施行令の一部改正に伴い、住民票に旧氏の記録がある場合において、

旧氏で表した印鑑の登録ができるように条例の一部を改正しようとするものです。 

委員から、旧姓は届け出がなくても使えるのでは、との確認の質疑があり、旧姓は一般的に仕

事等で使用することは認められているが、その旧姓を確認するためには、今までは戸籍謄本等を

見ないと今の氏の前の氏がわからないという状況であったが、住民基本台帳法施行令の改正によ

り、旧姓を併記することにより住民票や公的な身分証明書として発行されるマイナンバーカード

で確認できるようになります。旧姓を使用したまま契約事務等を行えるようになったことに合わ

せて、旧姓での印鑑登録ができるようにするもので、市民の利便性を考慮した内容になっている

とのことです。 

本件は、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第７号枕崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例の制定について申し上げます。 
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本件は、幼児教育無償化実施のための特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準の一部改正に伴い、所要の改正をしようとするものです。 

委員から、幼児教育無償化による本市財政への影響について質疑があり、本年度においては幼

児教育無償化に伴い保護者の保育料負担額が3,200万円程度軽減され、市の負担は1,000万円程

度の増となるが、今回の改正により不要となる本市の保育料独自軽減分1,100万円程度と相殺す

ると、市の負担額はほぼ変わらないとのことです。 

本件は、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第８号歩道のバリアフリー化推進と道路の改良について申し上げます。 

本陳情は、枕崎市山手町の枕崎市政を考える会の代表者から提出されたものであります。 

本件は、市街地の道路事情ではなく路面の劣化やでこぼこ状態及び国・県道の歩道の取りつけ

部分の段差の解消を陳情の趣旨とし、具体的には高齢者が増加する中、車の事故を避けるため電

動カーに乗りかえる人がふえていること、また歩行者のための歩道は大部分が狭く、ガタガタで

安心して歩けないということであります。 

委員から、陳情に示されている火之神道路の塩屋公民館付近のくぼみについて、当局は確認し

ているかという質疑があり、その場所については本年７月末には舗装工事で補修を行ったとのこ

とです。 

また、委員から、この陳情の内容について微妙な相違があるといった意見や、時代の流れから

バリアフリー化に近づけることは、高齢者社会の安心安全から考えた場合、免許証返納問題も含

め、絶対必要なことではないかという意見もあり、意見が分かれたところでありますが、採決の

結果、本件は、賛成少数で不採択とすべきものと決定いたしました。 

以上で、報告を終わります。 

○中原重信議長 ただいまの報告に対し、質疑はありませんか。―質疑なしと認めます。 

これから討論に入ります。 

討論の通告がありますので、これを許可いたします。 

豊留榮子議員。 

○７番豊留榮子議員 議案第29号枕崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について、日本共産党は反対の立場から討

論いたします。 

目前に迫った10月から幼児教育と保育の無償化が実施されるということで、保護者への説明

がされていることと思いますが、この無償化によって３歳以上のお子さんの保育料が所得制限な

しで無料になる一方、新たに保育所等の副食費、これは昼食のおかずやおやつ代が実費徴収され

るといいます。国が目安としている副食費は4,500円、そして主食費が3,000円、合計7,500円で

す。 

この徴収に関しては、各園に任されるということですが、保育所の給食は長い時間保育を受け

る子供にとって必要であるとともに、保育の一環といえる給食の必要な経費を各園に徴収任せす

ることは、その徴収のための労力や滞納があった場合の財政的な負担を園や職員に押しつけるこ

とにつながるのではないでしょうか。 

これは国の保育の無償化によって、これまで保育料減免に使っていた財源が浮いてきます。こ

のような財源を活用した自治体独自の減免対策も必要ですし、何といっても国には保護者への実

費徴収ではなく、食材費も含めた保育料の無償化を求めていくべきだということから、これを訴

えて反対討論といたします。 

○中原重信議長 これをもって討論を終結いたします。 

これから、順次、採決いたします。 

お諮りいたします。 
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日程第６号は、委員長報告のとおり決することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、議案第25号は、原案のとおり可決されました。 

次に、日程第７号は、起立により採決いたします。 

日程第７号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、議案第29号は、原案のとおり可決されました。 

次に、日程第８号に対する委員長報告は、不採択であります。 

よって、本会議では、採択するかどうかについて、起立により採決いたします。 

日程第８号は、採択することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立少数であります。 

よって、陳情第２号は、不採択と決定いたしました。 

次に、日程第９号から第12号までの４件を一括議題といたします。 

予算特別委員長に報告を求めます。 

［豊留榮子予算特別委員長 登壇］ 

○豊留榮子予算特別委員長 ただいま議題となりました日程第９号から第12号までの４件につ

いて、去る９月13日に委員会を開催し、委員長に豊留榮子、副委員長に眞茅弘美委員を選出し

審査いたしました。 

委員会では、各般にわたり質疑、答弁が交わされたところでありますが、本委員会は、議長を

除く全議員で構成されており、委員会における質疑、答弁及び意見、要望など詳細な審査経過に

つきましては、配付のとおりでありますので、審査の結果についてのみ御報告いたします。 

日程第９号令和元年度枕崎市一般会計補正予算（第３号）、日程第10号令和元年度枕崎市国

民健康保険特別会計補正予算（第１号）、日程第11号令和元年度枕崎市後期高齢者医療特別会

計補正予算（第１号）、日程第12号令和元年度枕崎市介護保険特別会計補正予算（第２号）の

４件については、いずれも全会一致で、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

以上で、報告を終わります。 

○中原重信議長 ただいまの報告に対し、質疑はありませんか。―質疑なしと認めます。 

ただいま上程中の案件については、討論の通告もありませんので、直ちに採決いたします。 

お諮りいたします。 

日程第９号から第12号までの４件は、委員長報告のとおり決することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、議案第21号から第24号までの４件は、原案のとおり可決されました。 

以上で、本日の日程は終了いたしました。 

本日は、これをもって散会いたします。 

午前10時４分 散会 
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令和元年枕崎市議会第４回定例会 

 

 議事日程（第５号） 

 

令和元年１０月２日 午前９時３０分開議 

日程 

番号 

議案 

番号 
件              名 

付 託 

委員会 

 

１ 

 

２ 

 

３ 

 

４ 

 

５ 

 

６ 
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８ 

 

９ 

 

１０ 

 

１１ 

 

認１ 

 

認２ 

 

認３ 

 

認４ 

 

認５ 

 

認６ 

 

認７ 

 

３５ 

 

平成30年度枕崎市一般会計歳入歳出決算 

 

平成30年度枕崎市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

 

平成30年度枕崎市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

 

平成30年度枕崎市介護保険特別会計歳入歳出決算 

 

平成30年度枕崎市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算 

 

平成30年度枕崎市立病院事業決算 

 

平成30年度枕崎市水道事業決算 

 

新たな過疎対策法の制定に関する意見書 

 

陳情第３号に係る継続審査申し出について 

 

継続調査申し出について 

 

議員派遣について 

 

 

決 特 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 
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○ 本日付議された事件は議事日程（第５号）のとおり 
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１ 本日の出席議員次のとおり 

１番 中 原 重 信 議員     ２番 眞 茅 弘 美 議員 

３番 上 迫 正 幸 議員     ４番 沖 園   強 議員 

５番 禰 占 通 男 議員    ６番 城 森 史 明 議員 

７番 豊 留 榮 子 議員     ８番 吉 嶺 周 作 議員 

９番 立 石 幸 徳 議員     10番 下 竹 芳 郎 議員 

11番 永 野 慶一郎 議員 12番 東   君 子 議員 

13番 清 水 和 弘 議員     14番 吉 松 幸 夫 議員 

 

１ 本日の書記次のとおり 

上 園 信 一 事務局長         松 田 章 子 書記 

田 代 勝 義 書記          溝 口 達 也 書記 

 

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり 

前 田 祝 成 市長          小 泉 智 資 副市長 

本 田 親 行 総務課長         東中川   徹 企画調整課長 

鮫 島 寿 文 水産商工課長 川 崎   満 市民生活課長 

佐 藤 祐 司 財政課長  山 口 英 雄 福祉課長 

松 崎 信 二 建設課長  原 田 博 明 農政課長 

田 中 義 文 健康課長  神 園 信 二 税務課長 

堂 園 力 郎 地域包括ケア推進課長 松 田   誠 水道課長 

永 江   隆 水道課参事 高 山 京 彦 市立病院事務長 

下 山 健 一 農委事務局長兼農業振興係長 小 峯 恵美子 監査委員事務局長 

水 流 敏 幸 監査委員   堂 原 耕 一 企画調整課参事 

田 中 幸 喜 総務課参事    新屋敷   増 水産商工課参事 

日 渡 輝 明 市民生活課参事  平 塚 孝 三 選管事務局長 

日 髙 広 子 会計管理者兼会計課長 丸 山 屋 敏 教育長 

山 口 美津哉 教委総務課長    益 満 裕 美 学校教育課長 

末 永 俊 英 生涯学習課長    中 嶋 章 浩 文化課長 

豊 留 信 一 保健体育課長兼給食センター所長 松 田 勇 一 保健体育課参事兼国体推進係長 

中 原 浩 二 消防長  松 田 正 知 消防総務課長兼消防団係長 

俵積田 一 豊 警防課長兼消防署長 山 口   太 総務課行政係長 
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午前９時30分 開議 

○中原重信議長 定刻になりましたので、本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、配付のとおりであります。 

日程第１号から第７号までの７件を一括議題といたします。 

決算特別委員長に報告を求めます。 

［禰占通男決算特別委員長 登壇］ 

○禰占通男決算特別委員長 ただいま議題となりました日程第１号から第７号までの７件につい

て、去る９月13日に委員会を開催し、委員長に禰占通男、副委員長に上迫正幸委員を選出いた

しました。 

本委員会は、９月17日から９月20日までの４日間にわたり審査を行いましたが、審査に先立

ち、平成30年度中に実施した主な事業について現地確認を行いました。 

決算特別委員会の審査の経過並びに結果について、主な点のみ御報告いたします。 

まず、日程第１号平成30年度枕崎市一般会計歳入歳出決算、日程第２号平成30年度枕崎市国

民健康保険特別会計歳入歳出決算及び日程第３号平成30年度枕崎市後期高齢者医療特別会計歳

入歳出決算の２件は関連がありますので、一括議題といたしました。 

次に、日程第４号平成30年度枕崎市介護保険特別会計歳入歳出決算、日程第５号平成30年度

枕崎市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算、日程第６号平成30年度枕崎市立病院事業決算に

ついて申し上げます。 

日程第１号から６号については、いずれも賛成多数で認定すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第７号平成30年度枕崎市水道事業決算について申し上げます。 

まず、日程第７号中、平成30年度枕崎市水道事業剰余金処分計算書については、全会一致で

原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

日程第７号については、賛成多数で認定すべきものと決定いたしました。 

以上で、報告を終わりますが、枕崎小学校校庭のガラス片、終末処理場周辺の臭気については、

早急に対策を講じるよう申し述べておきます。 

以上、終わります。 

○中原重信議長 ただいまの報告に対し、質疑はありませんか。―質疑なしと認めます。 

これから討論に入ります。 

討論の通告がありますので、これを許可いたします。 

豊留榮子議員。 

○７番豊留榮子議員 ただいま報告がありました認定事項第１号から認定事項第７号までの決算

に対して、日本共産党は反対の立場から討論いたします。 

認定事項第１号平成30年度枕崎市一般会計歳入歳出決算におきましては、子供の医療費助成

制度については、平成26年７月から医療費無料化の対象者を中学校３学年修了まで引き上げ、

また平成30年10月からは、非課税世帯の未就学児を対象に、医療機関での自己負担がなくなる

乳幼児医療給付事業が導入され、経済的理由により医療機関の受診が困難な家庭の負担が軽減さ

れました。引き続き、全ての子供に医療費無料化が行き渡るよう進めていただきたいと思うとこ

ろです。 

また、近年の異常気象に体調不良を訴える人がふえる中、教育現場でも子供の体調を気遣い全

ての教室にクーラーの設置をしてほしいという要望が実現し、枕崎市内全ての小学校、中学校に

空調整備工事設計業務委託が行われ、現在設置が完了しているところです。 

また、都市公園の整備に関しては、松之尾公園の老朽化したトイレがお子さん連れや身体障害

の方も利用できるよう多目的トイレに改修され、評価すべき事業も多々ありますが、しかし、マ

イナンバーカードの普及に関して、10月からの消費税増税の一環として、キャッシュレス決済
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のポイント還元の仕組みを使い、カードを持っている人を優遇する案の具体化を始めました。医

療機関窓口でのカード利用開始に向けた準備なども加速させているといいます。 

これまで、カードが国民の中に広がらなかったのは、多くの人が必要性を感じないとともに、

個人情報の管理などに不安を抱いているからです。 

政府は、2020年度末までに6,000万枚から7,000万枚のカード発行を目標にしていると言いま

すが、その必要額は何と数千億に達するおそれがあるということです。マイナンバーカード導入

の大きな理由に、効率化で行財政の無駄をなくすと言っていますが、これこそ浪費ではないでし

ょうか。交付から３年半もたち、顔写真つきのマイナンバーカードは、身分証明書にも使えると

盛んに宣伝していましたが、個人情報の漏えいやカードの紛失や盗難への心配も根強くあるとこ

ろです。 

現在の申請数は、全国で1,780万枚、普及率約14％、そして鹿児島県内では24万6,080枚、本

市においては3,377枚です。 

30年度も社会保障税番号制度にかかわる住民情報システムの改修工事に383万4,000円、そし

て206万3,000円は社会保障税番号制度の発展のため、また普及のための周知活動を行ったとい

うことですが、市民にとって必要性のないマイナンバーカードの普及の押しつけには、国に強く

抗議し、市民の暮らしや福祉を守り、市政の活性化に全力を注ぐべきではないでしょうか。 

次に、認定事項第２号国民健康保険特別会計におきましては、国保の広域化ということで、都

道府県と市町村による共同運営が実施されているところですが、国民健康保険は全ての国民が加

入することができる国民皆保険です。 

しかし、国保の加入者は高齢者や低所得者の人が多い中で、本市は昨年に引き続き県下19市

中、徴収率が県内１位でした。しかし、滞納世帯がゼロということではなく、296世帯の方が納

めることができずに苦しんでいるところです。 

徴収率が上がると保険者努力支援制度により評価され、御褒美として補助金がふえるというこ

とですが、国はいずれ一般会計からの繰り入れをやめさせようとしているということもあり、国

保特別会計が成り立つように努力されていることと思いますが、国民皆保険が成り立つように、

国は国庫負担を大幅にふやし、一般会計からの繰り入れも今までどおり認めさせ、そして高い国

保税を引き下げ、誰もが払える国保税にすべきです。 

認定事項第３号後期高齢者医療特別会計におきましては、75歳以上の方々を年齢で切り離す

差別医療です。 

本市の30年度の加入者は4,453人で、年金引き落としなど特別徴収が3,908人、普通納税の方

が545人のうち、滞納者が12人となっているようです。 

後期高齢者医療制度になって11年、この間、５回の保険料が引き上げられてきたところです。 

国はさらに医療費も１割負担から徐々に２割負担へと引き上げようとしています。高齢者の皆さ

んにとっては、負担が重くなり受診を控えるようになると、病状は悪化し、重症化の原因にもな

ってきます。 

国は、自治体に制度の丸投げをするのではなく、もとの老人保健制度に戻せば、保険料の際限

のない値上げもなくなることから、後期高齢者医療制度の廃止を国に求めていくべきです。 

認定事項第４号介護保険特別会計におきましては、介護保険の対象者の多くは年金受給者で少

ない年金から容赦なく天引きされます。 

この特別徴収の人からは滞納は発生しませんが、しかし、無年金の人や年金が年に18万以下

の人など、普通徴収となり口座振り込みなど自分で納める必要があります。 

給付制限を受ければ、重過ぎる利用料負担で介護を利用できないことになります。本当に保険

あって介護なしと言われる介護保険制度になってしまいます。 

介護保険は３年に１度の見直しがされ、そのたびに保険料も利用料も引き上げられ、サービス
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はいざ受けようとすると制限がある中で、なかなか受けられないのが現状です。 

現在、介護保険料の滞納者は96人、高齢者のふえる時代に即した介護保険料利用料の引き下

げが必要です。 

認定事項第５号公共下水道事業特別会計におきましては、本市においてもトイレの水洗化が

徐々に進み、30年では82世帯が増加し5,840世帯となり、水洗化率は88％と前進しています。 

また悪臭対策に関しても、余念のない調査をされているところだが、市民からは近くを通ると

時々においがすると、いまだに言われています。 

穏やかな日常を保つためにも引き続きこの悪臭を取り除き、きれいなまちづくりを心がけるこ

とが必要ではないでしょうか。 

認定事項第６号市立病院事業につきましては、小児科診療は平成23年度から始まり、30年度

は延べ461人の診察を行い、また、地域の子ども・子育て支援策として、病児保育事業の利用者

は延べ309人ということで働く人たちを初め、子育て中の人たちには大変喜ばれています。 

また、29年度より外来患者は301人の増、１万4,642人となる一方で、入院患者は547人の減、

１万7,729人となっています。昨年まで減少傾向にあった外来患者数もふえ、頼りになる病院と

して市民に親しまれつつあるかという思いがあります。 

引き続き医師を含む医療従事者の確保を初め、働きやすい職場をつくり、処遇改善に取り組む

べきです。 

認定事項第７号水道事業につきましては、毎年のように給水戸数は減り続けているところです。 

30年度は１万0,497戸、給水人口は１万8,365人と、昨年度より、給水戸数は32戸の減、給水

人口が444人の減となっています。人間にとって大事な飲み水が、このままでは、市民への水道

料の大幅値上げとなるばかりか、水道事業が成り立たなくなってしまいます。その前に、一般会

計からの繰り入れで水道会計の立て直しをきちっとすべきです。 

以上の点を指摘しまして、認定事項第１号から第７号までの反対討論といたします。 

○中原重信議長 これをもって討論を終結いたします。 

 これより日程第１号から第７号までの７件について、順次、起立により採決いたします。 

まず、日程第１号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、認定事項第１号は、認定することに決定いたしました。 

次に、日程第２号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、認定事項第２号は、認定することに決定いたしました。 

次に、日程第３号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、認定事項第３号は、認定することに決定いたしました。 

次に、日程第４号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、認定事項第４号は、認定することに決定いたしました。 

次に、日程第５号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 
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よって、認定事項第５号は、認定することに決定いたしました。 

次に、日程第６号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、認定事項第６号は、認定することに決定いたしました。 

お諮りいたします。 

日程第７号中、平成30年度枕崎市水道事業剰余金処分計算書は、委員長報告のとおり決する

ことに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり」 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、平成30年度枕崎市水道事業剰余処分計算書は、原案のとおり可決されました。 

次に、日程第７号は、起立により採決いたします。 

日程第７号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、認定事項第７号は認定することに決定いたしました。 

次に、日程第８号を議題といたします。 

お諮りいたします。 

ただいま上程中の案件については、議長を除き全員が提出者となっておりますので、会議規則

第36条第３項の規定を適用して、提案理由の説明及び委員会付託を省略するとともに、質疑及

び討論を省略いたしたいと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

これから採決いたします。 

お諮りいたします。 

日程第８号は、原案のとおり可決することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、議案第35号は、原案のとおり可決されました。 

なお、ただいま可決されました意見書の事後の取り扱いについては、議長に御一任願いたいと

思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

次に、日程第９号を議題といたします。 

お諮りいたします。 

総務文教委員長から、お手元に配付のとおり、閉会中の継続審査申し出がありましたが、申し

出のとおりとすることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、申し出のとおり決定いたしました。 

次に、日程第10号を議題といたします。 

お諮りいたします。 
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総務文教・産業厚生の各常任委員長から、お手元に配付のとおり、閉会中の所管事務調査の継

続調査申し出がありましたが、それぞれ申し出のとおりとすることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、それぞれ申し出のとおり決定いたしました。 

次に、日程第11号を議題といたします。 

お諮りいたします。 

会議規則第125条の規定を適用して、お手元に配付のとおり、議員を派遣したいと思いますが、

御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

お諮りいたします。 

ただいま議決されました議員派遣について、変更を要するものについては、その措置を議長に

一任されたいと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

この際、お諮りいたします。 

本定例会で議決された案件について、その字句等の整理を要するものについては、その整理を

議長に委任されたいと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

これをもって本定例会の議事の全てが終了いたしましたので、令和元年第４回定例会を閉会い

たします。 

午前９時51分 閉会 
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令和元年 第４回定例会一般質問及び要旨 

質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

①清水 和弘 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年第１
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ふるさと納税

返礼品につい
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人口減少と空

き家対策の関

係について 

 

 

 

 

 

 

１ 枕崎を一つにとの思いから組織の力に頼らずとあ

る。市民の多くは納得していないようだが、現在の

行政運営のあり方について、どのように判断してい

るのか 

 

 

２ 政治に携わる者に限らず、人生をかけて仕事に取

り組むとき、その思いを覚悟に変えて取り組むもの

です。この議会に臨む全ての人が枕崎をもっとよい

自治体にしようという思い、覚悟を持って臨んでい

ただきたいとある。現在の状況をどのように判断し

ているのか 

 

 

 

１ 福岡の食肉業者と枕崎お魚センターとの賞味期限

表示記載の契約はどのようになっていたのか 

 

 

２ 枕崎牛生産者に与える影響をどのように考えてい

るのか 

 

 

３ 市長は副支配人からの指摘を無視したと聞いてい

るが、本当なのか 

 

 

４ 加世田保健所の指摘について、また、枕崎牛販売

に対する今後の対応について 

 

 

５ 枕崎牛をふるさと納税返礼品として受け取った方

への対応及び人数について 

 

 

 

１ 空き家バンク登録者への補助金の要件・金額につ

いて 

 

 

２ 空き家情報について、ホームページ以外の方法は

考えられないのか 

 

 

３ 本市不動産業者へ頼り過ぎだと思う。他の方法は

市 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長  

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②沖園 強 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考えられないのか 

 

 

４ 空き家バンクに登録した際のメリット・デメリッ

トについて 

 

 

５ フラット35の子育て支援型及び地域活性化型の支

援制度のメリット・デメリットについて 

 

 

６ 本市の空き家状況、人口減少状況を空き家所有者

に周知させ、空き家利用につなげる考えはないのか 

 

 

７ 30年後の本市人口はどのくらいと推計しているの

か。これらを考慮し空き家の利用に専念すべきでは

ないのか 

 

 

 

１ 水産加工場が増改築できない現状についての見解

は 

 

 

２ 用途地域の見直しについて要望があるのか 

 

 

３ 駅前開発における商業施設の許認可について 

 

 

４ 建築基準法第48条による用途許可について 

 

 

５ 許認可申請前の事前相談窓口について 

 

 

６ 第一種及び第二種住居地域で建設できる条件の建

物とは 

 

 

７ 特別用途地区について検討したことがあるのか 

 

 

８ 用途地域見直し等の事前相談窓口の必要性はない

のか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③上迫 正幸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

償却資産につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市の防災体制

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 法人の申告慫慂件数と申告件数及び未申告件数に

ついて 

 

 

２ 未申告者及び課税台帳に登録されていない事業者

の調査方法について 

 

 

３ 課税対象外事業者に対する現地調査について 

 

 

４ 農家を含む個人事業者の未申告事業者の調査につ

いて 

 

 

５ 賦課徴収の遡及について 

 

 

６ 過料・延滞金及び不服申し立てと特例措置につい

て 

 

 

７ 市民への周知方法について 

 

 

８ 近隣市の賦課徴収や未申告者の調査の実態につい

て 

 

 

 

１ 地震で津波などが発生した場合、災害対策本部は

どこに開設するのか 

 

 

２ 市民に避難を呼びかける場合の方法と外国人（研

修生）にどうやって周知、伝達するのか 

 

 

３ 災害発生時の各消防分団（団員）の役割は 

 

 

４ 避難困窮者の対策は 

 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④東 君子 

 

 

 

消防団につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

少子高齢化に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耕作放棄地に

ついて 

 

 

 

 

 

鳥獣被害につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新たな市民憲

章の制定につ

いて 

 

１ 本年度の新入団員の数は 

 

 

２ 新入団員確保のための対策と団員の高齢化対策は 

 

 

３ 消防団員の活動内容は 

 

 

 

１ 小学校の児童数と５年後の見込みは 

 

 

２ 生徒の減少で単独で部活動のチームを編成できな

い学校があると聞くが、本市の現状と対応策は 

 

 

３ 市内の高校への進学状況は 

 

 

４ シニア世代の憩いの場的なものはあるのか 

 

 

 

１ 市全体の耕作放棄地の面積とそれを減らす対策は 

 

 

２ 発生防止対策は 

 

 

 

１ 鳥獣被害による耕作放棄地の発生状況の把握はで

きているのか 

 

 

２ 狩猟期間内と狩猟期間外の有害鳥獣捕獲数は 

 

 

３ 近隣市と連携した捕獲、駆除計画は 

 

 

 

１ 枕崎市制施行70周年を記念して市民憲章を新しく

つくりかえることはできないのか 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

教育長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤禰占 通男 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域活性化対

策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＬＧＢＴにつ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふるさと納税

について 

 

 

行政計画につ

いて 

 

 

 

 

 

 

１ 市をＰＲするための新しい看板の設置は考えてい

ないのか 

 

 

２ 古びた看板が見受けられるが、市として何らかの

対応は考えていないのか 

  

 

３ 今後、観光客や地元の方が楽しめる新たな施設を

つくる計画はないのか 

 

 

４ わら焼きタタキを活用して市のＰＲに取り組んで

はどうか 

 

 

 

１ 市職員のための勉強会や研修などは行われている

のか 

 

 

２ 教育現場での小中学生への授業内容はどういうも

のなのか 

 

 

３ 市が市民に対して正しく理解してもらうために取

り組んでいることは 

 

 

４ 今後、新たに計画しているイベント、行事などは

あるのか 

 

 

 

１ ふるさと納税返礼品の賞味期限について 

 

 

 

１ 行財政改革推進計画について 

 ⑴ 推進委員会の提言は、どのような内容であった

のか 

 

 

２ 歳出抑制策はどう進めるのか 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

教育長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

市 長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥眞茅 弘美 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海洋マイクロ

プラスチック

汚染問題につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性活躍推進

法について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 市債残高の縮減についての考えは 

  

 

４ 財源について 

 ⑴ 普通交付税の推移について 

 

 

 ⑵ 基準財政需要額の推移について 

 

 

 ⑶ 基準財政収入額の推移について 

 

 

 ⑷ 留保財源についての考えは 

 

 

 

１ 海洋マイクロプラスチック問題は、世界的にも深

刻な状況にあると思うが、市としてどのように考え

るのか 

 

 

２ 本市の家庭からのプラスチック類の収集ごみの量

はどれくらいか 

 

 

３ プラスチックごみを海に流れ込ませないためにで

きることは 

 

 

 

１ 市としての女性の活躍をどう推進していくのか 

 

 

２ 女性の活躍を推進する上で重要な取り組みとなる

男女共同参画の取り組み、効果、成果について 

 

 

３ 枕崎市における女性職員の活躍の推進に関する特

定事業主行動計画に「平成32年度までに課長、参事

の職に占める女性の割合を10％にすることを目標と

する」とあるが、進捗状況はどうなっているのか 

 

 

４ 枕崎市男女共同参画推進条例を策定する予定はな

いのか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

⑦城森 史明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧金山小学校

の利活用につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみの減量化

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 旧金山小学校が廃校となってから現在までの利活

用の経過・結果について 

 

 

２ 市の施設として利活用することや民間業者への公

募について検討してきたのか 

 

 

３ 旧金山小学校の利活用は金山地区の活性化にとっ

て不可欠なものである。地域おこし協力隊や高校、

大学等外部から知恵を借りる必要はないのか 

 

 

４ 他の自治体では、森の学校、宿泊体験施設、介護

施設、産業施設等に利活用されている。どのような

施設が適切なのか本市の状況等を考慮に入れながら

研究すべきではないのか 

 

 

 

１  平成 28年度における本市のごみ収集量は、約

9,000トンで、市民１人当たりの収集量は県下39市

町の中で最も多い。このことに対し、どのように考

えているのか 

 

 

２ 地球環境の観点からもごみの減量化は必要だと

思う。ごみ収集量がふえることの具体的なデメリ

ットは何か 

 

 

３ ごみ問題に対する他の自治体の先進事例について

どのように把握しているのか 

 

 

４ ごみ問題で重要なことは、ごみを発生させないこ

とだと思うが、どのように取り組んでいるのか 

 

 

５ ごみの減量化において、生ごみの処理は非常に重

要と考える。佐賀県伊万里市ではＮＰＯ法人が生ご

みを回収し肥料に変えている。本市においても民間

と協力して、生ごみの堆肥化はできないのか 

 

 

 

市 長 

副市長 

教育長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧豊留 榮子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨永野慶一郎 

 

 

公共下水道の

汚泥について 

 

 

 

 

 

 

用途地域制度

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林の伐採に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区公民館に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

駅周辺の活性

化について 

 

１ 本市の公共下水道の汚泥には、かつおぶし工場か

らの排水も含まれる。魚の有機質成分が汚泥にも含

まれ、肥料として多大な効果があると思われる。肥

料としての効能や利活用についてどのように検討し

てきたのか 

 

 

 

１ 団体と市議会との語る会の中で、水産加工業の方

々が工場を拡張しようとしても用途地域制度によっ

て拡張することができないと言われたが、用途地域

制度とはどのような制度なのか 

 

 

２ 用途地域制度の変更はできないのか 

 

 

３ 地場産業を発展させ、県内外からの移住者を受け

入れできるような体制をつくり、本市の活性化を図

る考えはないのか 

 

 

 

１ 森林の伐採はどのような手続を経て伐採されてい

くのか 

 

 

２ 地域の安全面を重視すべきことからも、伐採直後

の手入れが必要と考えるが、所有者がするのか業者

がするのか、現在どのような方法がとられているの

か 

 

 

 

１ 各地区公民館は、避難所に指定されている。過去

１年間の避難所の開設状況は 

 

 

２ 避難者の体調管理のためエアコンは必要だと思う

が、エアコンの設置状況は 

 

 

 

１ 観光客が駅や観光案内所へスムーズに行けるよう

にどのような工夫をされているのか 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩立石 幸徳  

 

 

 

 

 

学校教育と子

育ての環境に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枕崎の魅力発

信について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新たな過疎対

２ 観光案内所横の駐輪場に屋根をつけてほしいとの

要望があるが設置は可能か 

 

 

 

１ 昨年度から小学校で、本年度から中学校で道徳が

教科化された。 

⑴ 教科化に至った経緯は何か 

 

 

 ⑵ 本市の道徳の授業ではどのような項目に重点を

置いて指導しているのか 

 

 

２ 働き方改革により教職員の業務内容等どのように

変わってきているのか。また、どのような改革に取

り組んでいるのか 

 

 

３ 所管事務調査で市内４小学校を見て回ったが、遊

具の状態が思わしくないように感じた。今後どのよ

うに対処していくのか 

 

 

４ 子育て中の親から本市の公園には遊具が少ないと

いう声が聞かれる。 

⑴ 子供たちのために遊具をふやしてほしい等の要

望はあるのか 

 

 

⑵ 新たに設置する計画はあるのか 

 

 

 

１ 枕崎駅舎内に「思い出ノート」が置かれている

が、書かれている内容を検証して改善につなげるよ

うな取り組みはなされているのか 

 

 

２ 「思い出ノート」に書かれている市外の方々が見

た枕崎に対するメッセージを市民にも広く伝えるた

めに広報紙等に毎月掲載できないのか 

 

 

 

１ 現行の過疎地域自立促進特別措置法は、令和２年

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

教育長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

策法制定につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境対策につ

いて 

 

 

教育について 

 

 

 

 

 

 

 

 

水産業振興に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

度末で期限切れとなる。新たな過疎対策法制定のた

め、本市はどのような対応をし、要望活動をしてい

るのか 

 

 

２ 鹿児島市などの「一部過疎」による過疎地域指定

について、どのように考えているのか 

  

 

３ 枕崎市過疎地域産業開発促進条例を活用した実績

など、過疎地活性化の評価について 

 

 

 

１ 下水道終末処理場周辺の悪臭対策について 

 

 

 

１ 本市の学校施設長寿命化計画策定について（学校

のあるべき姿、余裕教室、学校プールなど） 

 

 

２ 本年度の本市の全国学力テスト結果と小中連携の

強化について 

 

 

 

１ カツオの好漁場であるミクロネシアのパラオ共和

国は、来年から外国船入漁を禁止する予定であった

が、パラオ共和国の法律改正により日本漁船操業の

可能性が出てきた。今後の本市の取り組みは 

 

 

 

 

 

 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

市 長 

教育長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 
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地方自治法第 123 条第２項の規定により署名する。 

 

枕崎市議会議長   中 原 重 信    

                           

枕崎市議会議員   沖 園   強                             

 

枕崎市議会議員   永 野 慶一郎 
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